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ネップ期後半に余り注目されることもなく

消えた一つの論争がある．それは投資活動の

混乱と深刻な失業に直面し，資本投資計画作

成において，まずもって雇用確保を重視する

か，収益性を優先するかという論争である．

P．マスロフは次のように主張する．「失業

問題の解決のためには国民経済に蓄積される

資本の労働節約的投資と労働集約的投資の間

での配分を投資総額が国民の自然増より大き

な程度まで国民経済の労働集約性を高めるよ

うに計画せねばならない」．それによって

「余剰労働人口を解消せねばならない」１）．

これに対しN．シャポシュニコフは効率性

を前面に出す．「国家の最大限利潤志向が誤

りなしとしないとしても収益性の諸原則は他

の全ての提案されている方法よりも経済の基

本的課題の解決を保証し，現有生産手段から

最大限の効率性を引き出しことを保証する．

それらは生産手段の選択においても経済の具

体的目的を定める場合にも有効な」基準とな

りうる２）．それにより生産力が発展すれば自

ずから失業も解消されていくであろう，とい

うわけだ．

マスロフはこれに対し「失業は資本主義社

会の誤った生産力配分の結果であり，企業家

の利潤追求の結果である」３），社会主義体制な

らば完全雇用を実現すべく正しく生産諸力を

配置できると反論する．

些かドグマ的な議論ではあるが，当時，経

済指導者たちが経済効率性と人々の福祉をい

かに両立させるかに苦慮していたことを物

語ってはいる．

ネップ期後半，性急な工業化方針の下，各

工業組織によって活発な資本投資が行なわれ

た．少なくとも量的には莫大な資金が注ぎ込

まれ（戦前の蓄積水準をはるかに超える），

強引で短兵急な投資活動が展開された．それ

らの投資実績はしばしば計画を大幅に超え

た．にも拘らず，失業は一向に解消されない

ばかりか，むしろ一層深刻化した．

何故か．各工業機関や企業が現実的可能性
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や実効性，投資の諸要素間の整合性を顧みる

ことなく投資の拡大に走り，唯でさえ乏しい

蓄積源を浪費したからである．その場合，投

資資金を無理やり引き出すために労働者に犠

牲を強い，流動資産の歪な状態（現金比率の

異常な低さ，流動資産の一部は過剰である

が，他は不足するといった偏り，それらの流

動性の低さ）を齎した．それは当然にもノー

マルな経済活動を阻害した．

そこで経済効率論が喧しくなったのであ

る．俄か仕立ての政策論議の感もある．いず

れの議論もしかし，大きな疑問符がつく．

一方の主張は効率性の指標として収益性を

強調する．企業が完全なホズラスチョット制

において運営され，資金を収益性に応じて配

分すれば効率の悪く生産性の低い企業は淘汰

され，より生産性の高い企業，産業部門に資

金が投入されて経済が成長し，いずれ多くの

収入と雇用を生み出していく，というもので

ある．

こうした一種の「構造改革」ともいえる論

議は成程，耳目に入り易い言説ではある．だ

が，惑わされてはなるまい．こうした改革過

程は大きな犠牲を伴う．不効率なものの「改

革」と切り捨てとは同じではない．改革ない

しは資源移転が必要だとしても，それに伴う

犠牲や摩擦を最小限に抑えることこそが肝要

である．収益性基準に全面的に依存するので

あれば経済政策は要らない．何より重大なの

は効率性が収益性の観点からのみ考えられる

所である．まずもって高い収益を生む資産，

人材以外は切り捨てられる．収益性の高い資

本との関係において人が余剰とされる．これ

はまさしく本末転倒ではないか．全ての人を

生かせない制度や機構こそが不効率なのであ

る．真の浪費とはとりもなおさず人がそれぞ

れにその能力を発揮する場が与えられないこ

とであろう．切り捨てたうえで，その後の発

展の霑被として生きる場を施してやるという

のはいかにも経済価値の尊大というべきであ

る．

問題を履き違えてはなるまい．真の効率性

とは資本の高い収益ではなくて，人が遍くそ

れぞれの能力を活かしうることである．多く

の人が無為を託つか，不本意な仕事に不満を

募らせ，意欲を失うことこそが不効率なので

ある．時に収益性を損なうことがあったとし

てもそうである．

他方の議論もそのままでは受容れられな

い．もしこの雇用増大が行政的手法によって

行われるとすれば，資源配分の効率性だけで

なく，人材の最適配置を損なう虞がある．労

働者の厚生水準の維持も期待できない．

実際，２８年末にTorgovo-promyshlennaia

gazeta 紙で L．サブソヴィッチは牽強の主

張を展開している．「１９２８／２９年度の統制数

字は前年比２０％の生産増と共に７％の原価引

下げを指令した．この課題を達成するために

は労働生産性を高めねばならず，そうすると

２０％の生産増では国営工業就業労働者を幾分

減らさざるを得ない．労働者国家は無論そう

した道には進むことは出来ない」．「少なくと

も２３％以上の総生産高の伸びが必要とな

る」４）．

これは些か乱暴な議論である．高い成長率

を実現するためには強蓄積が要求され，雇用

を確保したとしてもそれはそれで労働者の犠

牲を強いる事になる．言うなれば『数量フェ

ティシズム』にとり憑かれている５）．そして

不幸にもそれは遙かにグロテスクな形で現実

のものとなった．

問題は次のことである．

資産の公有制や企業の公益的性格を前提し

つつ（いずれにせよ企業とは多かれ少なかれ

公共的性格をもつものであろう），安定的価

格体系のもとで，雇用不安を生ずることな
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く，最大多数の社会成員の厚生水準を維持・

向上しながら，いかにして資源の浪費を抑

え，その効率的配分を実現しうるか，これで

ある．

一般的に資源配分メカニズムには価格的調

整と数量的調整がある．前者は価格の変動を

通して需要・供給を調整するものであり，自

由市場において作動する．後者は価格が硬直

的な場合の需給の調整原理である．指令経済

運営の基本ツールでもある．

では価格メカニズムが十全に機能せず，か

といって指令による量的調節も部分的にしか

機能しない場合に如何にして資源の効率的配

分を実現しうるか．

その点でネップ期における資源配分のあり

方は興味深いものがある．

ネップ期には国有制を前提し，なお限定的

であれ企業には一定の自律性が与えられ，一

応はホズラスチョット（独立採算性）に基づ

いて，企業が運営されていた．だが価格は硬

直的であり，収益性は必ずしも優先的な活動

基準ではない．内発的ではないとしても一定

の社会的価値が共有される．資本市場は存在

しない．だからといって国家が企業活動を十

全に制御できる状況にもない．経済運営はか

なりの程度，個別経済主体に委ねざるを得な

い．その場合に如何にして企業活動とりわけ

投資活動は全体として調節されうるのか．

ネップ期においてともかくも経済が急速に回

復し，それなりにバランスのとれた発展が実

現されていた以上，そこには何らかの資源配

分メカニズムが働いていたに違いない．実

際，工業の資本投資活動と財務状態を分析し

てみると流動資産の状態と資本投資の間にか

なり高い相関性を検出することが出来た．つ

まり流動資産の逼迫度ないしは余裕度が資本

投資に規定的に作用したのである．それを流

動資産バランス調整と名付けよう．到底円滑

とは言えず，ぎこちない形ではあれ価格調整

でもなく，量的調整でもない独自の調整メカ

ニズムが作動していたのである．

まずはネップ期の国営工業の投資行動の特

徴とその問題点を考察しよう．次いで，その

資金源を概観する．更に各工業部門の財務状

況を検討し，投資活動との関連を解析する．

そのうえで，ネップ期経済の資源配分にとっ

て重要な役割を果たした流動資産調整メカニ

ズムを明らかにしよう．そこに効率性と社会

的厚生を両立しうる一つの方向性が見出せる

かもしれない．

第１章 国営工業の資本投資

ネップ期における国営工業全体の投資動向

を概観しておこう．表Ⅰ－１～５にみられる

ように１９２５／２６年度以降，資本投資は急拡大

する．ことに生産財部門の拡張が著しい．と

はいえ一部重点工業部門や電力を除いては各

部門の資本投資中比重はさほど大きく変化し

たわけではない．結果としては比較的均等的

な発展といってよい．おそらく部門間衡平原

理が作用していたのであろう．ある部門が突

出的に投資を増やすと工業組織間政治力学を

� 註 �

１）Finansy i narodnoe khoziaistvo,1928, №6,

p. 8.

２）Finansy i narodnoe khoziaistvo,1928, №9,

p. 8.

３）ibid., p.9

４）Torgovo-promyshlennaia gazeta,18 No-

vember 1928, №268

５）L．シャーニンの言葉（Vestnik finansov,

1928, №2, p.4）．
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始め幾つかの要因が働いて揺れ戻しが生じ

た．投資内容も当初は資本修理が中心であっ

たが，その後，既存企業の設備更新・拡張，

次いでは新建設の比重が高まる（表Ⅰ－

６，７）．それと共に各組織の投資拡張志向

が顕在化する．過度の投資は各企業の財務状

態を悪化させ，その後の投資縮小を余儀なく

させられた．

投資計画は上からのもそれも下からのそれ

も杜撰で，何度も作り直され，承認も遅れ

た．業務年度半ばを過ぎてもなお最終案が承

認されていないといったことも稀ではなかっ

た．そのことは経済の大きな混乱と資源浪費

を齎した．それに対しては様々なコントロー

ルが加えられた．その中には行政的，社会的

コントロール以外に財務的コントロールも含

められる．行き過ぎや逸脱行動が多くは事後

的に修正された．

以下，部門別に考察しよう．

第１節 各工業部門の資本投資活動

１．石炭工業

石炭工業では１９２２年に既に設備の減耗は

５０％に達していた１）．だが，１９２５／２６年度ま

では見るべき資本投資はなかった．採炭量の

約８割を占めるドンバスの資本建設への資金

投 下 は１９２２／２３年 度，９．３百 万 ル ー ブ

リ，１９２３／２４年度，２９．９百万ルーブリ，１９２４

／２５年度，２５．２百万ルーブリである２）．これ

は固定資本総額（再取得価額）の１０％にも満

たない．

１９２５／２６年度に入ると本格的な資本投資が

行われるようになる［表Ⅰ－８］．資本投資

額は約８０百万ルーブリに達し，うち資本修理

表Ⅰ－１ 国営工業の投資

固定フォンド 流動フォンド

１９２５／１０／１残高 ５，９６０ ２，６３９

１９２５／２６年度投資 ８３７ ６７３

１９２６／１０／１残高 ６，４６７ ３，３１２

１９２６／２７年度投資 １，１２８ ４３４

１９２７／１０／１残高 ７，２５０ ３，７４６

１９２７／２８年度投資 １，５６４ ３２６

１９２８／１０／１残高 ８，４４４ ４，０７２

単位は百万ルーブリ．１９２５／２６年度価格．
出典：Planovoe khaziaistvo, 1929 ,№1, pp. 308-317 : Kon-

trol'nye tsifry narodnogo khoziaistva SSSR na 1928/
1929 god, M., 1929, pp. 426-7,432

表Ⅰ－２ 全工業の固定資本投資

投資額 固定フォンド（年度末）

１９２５／２６年度 １，００１（１，００３） ７，４７２

１９２６／２７年度 １，３３３（１，３３３） ８，３９５

１９２７／２８年度 １，７３４（１，６７９） ９，６８６

１９２８／２９年度 ２，３０４（３，６５４） １１，５０１

単位は百万ルーブリ．１９２６／２７年度価格．（ ）内は各年度価格
出典：Planovoe khaziaistvo, 1929, №9, p. 272-3
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は１０．２％，改造・拡張は５４．２％，住宅建設は

２７．９％である．新建設は７．７％に留まった３）．

１９２６／２７年度の資本投資は大幅に伸び

た．２７年１０月上旬に鉱業燃料総管理局が最高

国民経済会議幹部会付属常設建設協議会にお

いて行った報告によると，大規模な新規炭坑

建設は革命前にはなかったような水準になっ

た．ドンウーゴリ（ドネツ国営石炭トラス

ト）では２４の強力な生産単位の掘削，追加設

備，設備更新計画が作成された．ノーマルな

年間生産量は６５０百万プード，これらの炭坑

総工費は約１７０百万ルーブリである．中小炭

坑建設はすでに１９２５／２６年度にかなり広汎に

行われた．ドンウーゴリでは１９２５／２６年度末

表Ⅰ－４ 資本投資の部門別比率（％）

工業部門＊ １９２４／２５ １９２５／２６ １９２６／２７ １９２７／２８

Ａグループ

１．石炭 ７．１ １１．３ １５．１ １１．４

２．石油 ２６．０ ２０．３ １８．６ １６．１

３．金属 １８．５ ２１．７ ２１．７ ２３．５

４．鉱業Rudnaia ０．９ １．６ １．９ １．１

５．発電所 ３．２ ４．４ ８．４ １４．２

６．電機 １．６ １．９ ２．１ ２．０

７．土石 １．１ １．５ １．６ ２．４

８．化学 ３．３ ４．８ ４．５ ４．７

９．木材及び木材加工 ２．３ １．８ ２．０ ２．１

１０．紙 １．７ ２．４ ２．７ ２．０

１１．その他（原文Gornaia） １．８ １．６ ０．８ ０．６

Ａグループ計 ６７．５ ７３．３ ７９．４ ８０．１

Ｂグループ

１．食品 １２．２ ６．９ ４．０ ５．１

うち砂糖

２．繊維 １６．３ １６．５ １４．２ １２．５

３．皮革，履物 １．２ １．４ ０．９ １．０

４．化学 １．２ １．０ ０．８ ０．９

５．土石 ０．５ ０．４ ０．３ ０．３

６．印刷 ０．１ ０．０４ ０．０３ ０．０３

７．塩 ０．３ ０．２ ０．１ ０．１

８．その他 ０．４ ０．３ ０．３ ―

Ｂグループ計 ３２．３＊＊ ２６．７ ２０．６ １９．９

＊全連邦トラスト及びロシア共和国とウクライナ共和国のトラスト ＊＊数字が合わない．

出典：Ekonomicheskoe Obozrenie, 1929, №10, p. 121
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表Ⅰ－５ 各工業部門の資本投資

１９２４／２５ １９２５／２６ １９２６／２７ １９２７／２８

木材及び木材加工 ８．６ １１．７ １８．６ ２５．３

紙 ６．６ １６ ２５．１ ２３．３

砂糖以外の食品 ５．２ ９．６ ３ ２．４

砂糖 ４１．３ ３６．４ ３４．５ ５７．８

皮革，履物 ４．５ ９．１ ８．５ １２

化学B ４．８ ６．８ ７．４ １０．４

土石B １．８ ２．９ ３．１ ３．５

印刷 ０．４ ０．３ ０．３ ０．４

塩 １．１ １．３ ０．８ １．１

鉄鋼 ３８．６ ７２．９ １０２．３ １１６．７

鉱業 ４．８ １３．７ １２．６ １０．６

非鉄 ６．９ ７．７ １２．１ ２６．９

一般機械製造 １４．３ ３４．５ ４７．８ ５３．８

農業機械 ４．３ １２．５ ９．８ ８．８

小型金属製品 ２ １２．５ １３．８ ２．２

造船 ２．６ ３．９ ３．９ ４

綿工業 ４８．６ ９５．４ １２０ １２８．８

羊毛工業 ９．１ １５．１ １８．８ ２４．８

亜麻工業 ５．３ １０ １３．８ １８．８

大麻工業 １．５ ３．３ ３．８ ７．１

絹工業 ０．２ １．６ ３．９ ５．７

石炭 ２６．８ ７５．６ １４１．２ １３６．２

石油 ９８．１ １３６ １７４ １８９．９

電機 ６．２ １２．７ １９．２ ２２．６

土石A ４ １０ １４．８ ２８

化学A １２．６ ３２．５ ４２．２ ５７

計 ３６０．２ ６４４ ８５５．３ ９７８．１

注記：後の工業部門別データをもとに筆者が作成．集計値は前表と異なる．発電所は除く．なお化学

Ａは生産財部門（基礎化学，染料など），化学Ｂは消費財部門（ゴム，マッチなど）である．

同様に土石Ａは建設資材，土石Ｂはガラス，陶磁器である．
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表Ⅰ－６ 資本投資の内訳（全連邦工業）

新建設 拡張と設備更新 資本修理 計

１９２４／２５ ２５８．１ ６２．８ ３２０．９

１９２５／２６ ４６７．０ １１０．９ ５７７．９

１９２６／２７ １１６．８ ６２０．９ １０１．４ ８３９．１

１９２７／２８ ３０７．４ ６６６．８ １０３．４ １０７７．６

出典：EkonomicheskoeObozrenie, 1929, №10,p. 123

表Ⅰ－８ 石炭工業の資本投資

資本修理 拡張・改造 新建設 住宅建設 計

１９２５／２６年度 ８，０６４ ４２，８８９ ６，０５４ ２２，１０７ ７９，１１４

１９２６／２７年度 ８，０７１ １０５，９６８ ２９，６３３ ― １４３，６７２

１９２７／２８年度 ７，４４１ ７３，２６４ ５０，８７０ ― １３１，５７５

うちドンウーゴリ

１９２５／２６年度 ７，６０７ ３７，９６４ ４，７７４ １８，３９０ ６８，７３５

１９２６／２７年度 ６，８８２ ９０，８２１ ２６，５０６ ― １２４，２０９

１９２７／２８年度 ６，０６３ ６０，６７６ ４５，７６８ ― １１２，５０７

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 143 ; Promyshlennost` SSSR v 1927/

28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p. 192

注記

１．住宅建設は分離することが困難なため，１９２５／２６年度以外は他の項目に含まれる．

２．別のデータでは１９２５／２６年度の投資総額は９０，４０７千ルーブリ（Promyshlennost` SSSR v 1925/26

godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 15-6）

表Ⅰ－７ 国営大工業（最高国民経済会議管轄）の資本投資内訳（％）

資本修理
既存企業の拡

張・設備更新
新建設 住宅建設

投資額（百万

ルーブリ）

１９２５／２６年度 １９．４ ５５．２ １２．３ １３．１ ８１１．０

１９２６／２７年度 １３．３ ５６．０ ２０．６ １０．１ １０６７．８

１９２７／２８年度計画 １０ ５５．８ ２５．６ ８．５ １１９３．５

１９２７／２８年度実績 ９．３ ６０．９ ２９．８ １４２４．０

注記：１９２７／２８年度の工業自身による住宅建設は他の項目に含められている．計画は２８年２月時点の

最高国民経済会議・工業財務計画．

出典：Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅰ, p. 92 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28

godu, M., 1930, ch. Ⅰ, p. 40 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 28 February 1928, №50
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に８３の中小炭坑（日産４．２千トンの燃料）が

操業していた．新規炭坑その他建設の設計の

仕事の整序のためにトラストや最大級の企業

のもとに設計ビューローが設置された．ドン

ウーゴリでは他に特別新建設管理部が設けら

れ，大規模な新規炭坑建設計画の作成やそれ

ら計画の実現の指導に従事した．また特別炭

坑ビューローが設立され，請負方式で新規炭

坑の掘削に当たった．トラスト管理部には鉱

業の高資格専門家からなる技術ソヴェトが設

けられた．鉱業の外国人専門家にも支援を求

める．例えば，ドンウーゴリの新規炭坑の設

計の為にアメリカの『スチュアート，ジェー

ムス‐クック＆Co』，アレック‐ガルシア，

アメリカの技師ジョイ，ドイツの教授ゲイゼ

が招聘され，３つの大規模な炭坑の掘削その

ものがドイツの会社ティセンに任された．モ

スクワ石炭やキゼルトラストなどのトラスト

も外国人専門家の技術援助を求めた．

住宅建設や生産装備建設も広汎に行なわれ

た．一部は自己経営方式で，一部は請負方式

による．ことにドンウーゴリは強力な組織，

建設ビューローを設立した．それは請負方式

で建設活動の大部分を行う．石炭トラストの

企業への建設資材供給は企業やトラスト自身

の調達機関を通して行われる．クズバストラ

ストでのみ建設シーズンの初めにレンガが不

足したが，その後，解消した．

新建設の技術‐経済的記録は問題を抱え

る．各トラストは他のトラストとは別に記録

を行い，集計量の作成や何らかの一般的結論

を出すのを極めて困難とする．ことに新建設

の個々の項目についてあれこれの投資の妥当

性や効率性を定める方法の検討は遅れた．そ

こで鉱業燃料総管理局は生産計画作成の新し

いスキームを作成し，トラストに送った．そ

のスキームに基づき操業と資本建設との結び

つきや資本活動の効率性を検討することに

なった．

１９２６／２７年度の全連邦的意義の工業におけ

る住宅建設は３０，２１６千ルーブリであった．

１９２５／２６年度を３０．４％上回る．但し，住宅面

積の確保率は低い．ドンウーゴリで労働人民

委員部のノルマの５３％であり，キゼルトラス

トに至ってはノルマの３８％に過ぎなかった．

安全技術への投資は４，３３３千ルーブリであ

り，前年度の３４６．４％になる．うちドンウー

ゴリは１９２５／２６年度，１，１３５千ルーブリ，１９２６

／２７年度，３，５８０千ルーブリである４）．

住宅建設を含めたデータではあるが，１９２６

／２７年度には資本修理の比重は６％に低下し

た．これは操業設備の改善を示す．これに対

し新建設の比重は２１％に急増した．既存企業

の設備更新や拡張への投資は７３％になる５）．

１９２７／２８年度の固定資本投資予算は前年度

実績を１６％ほど下回り，住宅建設を含

め，１２３．６百万ルーブリであった．うち資本

修理は３．４％，既存企業の拡張・改造投資は

５３．５％，新建設は４３．１％である．実績はこれ

を６．７％上回って，１３１．６百万ルーブリとなっ

た．但し，超過したのは拡張投資や資本修理

であり，新建設はかなり割当額を下回った．

これは計画や予算作成の遅れや，設備注文遂

行の遅れなどが原因である．その結果，資本

投資の構成比率は資本修理５．７％，拡張・改

造投資５５．７％，新建設３８．６％と変化した．超

過支出したのはドンウーゴリとモスクワ石炭

トラストだけであった．それぞれ割当額を

８％，１０％超過した．他の中小トラストの支

出は割当額の６４．３％から９８．３％に留まった．

設備，資材の納入の遅れのほか，大量の地下

水の影響があった６）．

中でも最大企業はドンウーゴリである．主

にトラストの報告書に基づきやや詳しく検討

してみよう．
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１９２３／２４年度の資本活動計画は２３年１１月に

上級機関により２７，３６１千ルーブリが承認され

た．その後，２４年２月の新しい採炭及び財務

計画の審議の際に２１．０百万ルーブリに削減さ

れた．但し，賃金の第１等級が７ルーブリ２０

コペイカから８ルーブリに引き上げられたの

に伴い，資金割当総額は２３．４３百万ルーブリ

とされた．更に計画の各項目を点検のうえ，

ドンウーゴリは２５，６７０千ルーブリの割当を申

請した．しかし年度の半ば過ぎまで遂行率が

低かったため，財務計画において２２．５百万

ルーブリまで引き下げられた．

実際の投資額は２５，９１２千ルーブリであった

（住宅建設含む）．うち新規活動は１３，９２６千

ルーブリ，資本修理は７，１６３千ルーブリ，固

定資産取得，４，０９０千ルーブリ，休止工場維

持費７３３千ルーブリである．これは財務計画

のそれを１５％上回る．結局，元のトラストの

申請額を幾分超えることになる７）．

１９２４／２５年度は同水準に留まった．生産計

画審議の際ゴスプランが承認した当初資本活

動総額は２２，４９０千ルーブリであった．但し，

前年度から繰り越された建設（４，０５６千ルー

ブリ）と，当年度に始まり次年度に完了する

建設（５，３９６千ルーブリ）を考慮すると，１９２４

／２５年度に許可された資本活動への支出は

１７，０９４千ルーブリとなる．更に次年度の生産

能力を高めるため国営工業中央管理局本部に

より６，８１６千ルーブリが割当てられ，次いで

生産計画の大幅引上げのため１９２５／２６年度の

クレジットの勘定で５，４８０千ルーブリが交付

された．こうして許可された資本活動総額は

３４，７５６千ルーブリ，資金割当は２９，３９０千ルー

ブリとなった．

だが，実際の支出は２４，１８１千ルーブリであ

り，うち新規活動が１６，８６２千ルーブリ，資本

修理が３，６６６千ルーブリ，資産取得が１，９７７千

ルーブリである．資金割当のうち５，２０９千

ルーブリは未利用に終わった．これは追加割

当の遅れや設備注文遂行の遅れによる．未利

用クレジットの３，８０５千ルーブリは１９２５／２６

年度に繰り越された８）．

１９２５／２６年度の資本活動の資金割当は当初

５３，８４８千ルーブリであったが，その後，

７１，２４８千ルーブリに増額された．実績はそれ

を下回り６１，２２９千ルーブリとなった．対象は

基本計画（主力炭坑）が４４，４４７千ルーブリ，

小炭坑，１０，３３５千ルーブリ，新炭坑６，４４７千

ルーブリである．また投資内訳は新規活動

（新建設や拡張）が５２，１９５千ルーブリ，資本

修理が８，６５６千ルーブリ，その他となる９）．

鉱業燃料総管理局によれば，資本活動への

支出は６７，０８５千ルーブリ，これに設備のため

に出費したアヴァンス（前渡）１，６５０千ルー

ブリを加えれば，総額は６８，７３５千ルーブリと

なり，計画の９４％［９６％？］である．概ね順

調と評価している．但し，機械化投資は全体

として計画課題を達成し得なかった．クレ

ジット削減や輸入設備受取の遅れによる１０）．

１９２６／２７年度に工業計画により承認された

資本活動割当は９２，６９３千ルーブリである．そ

の後，中央機関の多くの決定により変更さ

れ，最終的には１０７，１９２千ルーブリ（うち住

宅建設は２５．９百万ルーブリ）とされた．これ

に資本建設貸付利子その他を加えると

１１２，１０９千ルーブリとなる．

実際の投資は１２１，１４９千ルーブリに上っ

た．約９百万ルーブリの超過である．内訳は

資本修理２６，３１７千ルーブリ，生産拡張７９，７８４

千ルーブリ，生産合理化１６，７２６千ルーブリで

あるが，これから１９２５／２６年度分の設備投資

３，０６０千ルーブリを差し引けば１２１，１４９千ルー

ブリである．トラストによれば超過支出は輸

入設備の追加的費用の誤算，１９２５／２６年度に

開始した住宅建設完了及び主力炭坑や追加炭

坑の営業施設完了への割当の誤った設定によ
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りほぼ説明がつくという１１）．だが，後にトラ

スト幹部は超過支出に対し，責任を問われる

ことになる．

２７年１０月における鉱業燃料総管理局の中間

総括によれば調査時点で大規模な新規炭坑建

設には１６，９８１．１千ルーブリ，中小炭坑建設に

は１３，７８４千ルーブリ，補助企業管理部には

５．４百万ルーブリ，安全活動には３，１５０千ルー

ブリ，その他の活動には５１，３７６．６千ルーブリ

が割当てられた（ここではドンウーゴリの

１９２６／２７年度資本建設活動の計画課題は

１０５，６９２．６千ルーブリとされる）．計画に含ま

れた２４の炭坑のうち，１９が進行度は異にする

が掘削，準備，設備，設備更新の実施段階に

ある．うち３はドイツの会社『ティッセン＆

Co』による請負方式で行われている．活動

を開始していない炭坑や年度始めから３－

４ヶ月して活動を始めた炭坑があるため，新

規炭坑建設へのクレジットの８８．２％が利用さ

れただけである．新規炭坑建設を妨げている

事情は主に掘削のための現有設備の不足，海

外や国内に発注した設備の受取期間が長いこ

と，有資格の技術者や有資格の掘削労働者の

不足である．電力不足も影響した．

中小炭坑建設については１３６の最も経済的

で技術的に優れた炭坑（石炭と無煙炭のノー

マルな年間生産量４４５百万プード）が選別さ

れた．１３６炭坑の掘削や設備の全費用額は５１

百万ルーブリであり，うち約１０．３百万ルーブ

リは１９２５／２６年度に支出され，１９２６／２７年度

には１３，７８４千ルーブリが割当てられた．活動

の終了は１９２８／２９年度となる．

機械化活動には４，２３４千ルーブリが割当て

られた．だが７月１日現在で支出は２，１３９．９

千ルーブリに留まった（割当ての５０．４％）．

クレジット利用率が低いのは輸入品の大部分

の入荷がやっと第３四半期末から始まったた

めである．トラストのデータでは上半期

末，２０３の機械［コールカッター？］が操業

（一台あたり平均生産性は１，１８３．３トン）

し，搬送のため２９台のコンヴェアが稼動して

いた１２）．

１９２７／２８年度は資金不足から資本活動計画

は前年度実績をかなり下回った．当初，９４．９

百万ルーブリと定められたが，その後，幾度

も変更が加えられ，２８年４月初めに鉱業燃料

総管理局が承認した最終的割当は１０５，５５０千

ルーブリである．実際の支出はそれを１０％ほ

ど上回って，１１４，２１５千ルーブリとなる．但

し，住宅建設は割当１９．８百万ルーブリルーブ

リに対し，実績は１７．２百万ルーブリに留まっ

た．新炭坑については１９百万ルーブリに対し

２０．２百万ルーブリであった．他の分野での超

過支出は多い．主力炭坑については割当５３百

万ルーブリに対し，支出は５９．５百万ルーブ

リ，追加的炭坑それぞれ６．８百万ルーブ

リ，７．５百万ルーブリ，新規地上施設はそれ

ぞれ２０．４百万ルーブリ，２３．７百万ルーブリ，

発電所，コークス炉など補助施設はそれぞれ

６百万ルーブリ，１２百万ルーブリと大幅超過

である１３）．

最高国民経済会議はドンウーゴリの１９２６／

２７年度及び１９２７／２８年度第１四半期における

資本活動の状況に危機感をもち，総監査部に

調査委員会を設置した．その任務は現地でト

ラストの資本活動の点検（原価計算や信用計

画も含め）と計画超過の原因究明を行

い，１９２７／２８年度のドンウーゴリの財務計画

を見直すことである．

実際，１９２６／２７年度，建設クレジット［割

当て］は４０％近くが使途通りに利用されず，

信用計画に規定された活動の３０％は開始され

なかった．他方，全投資の９％はクレジット

外活動であり，分散的クレジットでは平均

３０％の，中央集中的クレジットでは１０％の超
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過支出があった．予算規律が低いのは資本活

動計画の不備，不適当な設計，それらの受取

の遅れ，設備や資材入荷の遅れなどによる．

トラスト中央機構の計画化の活動は現地と

のしかるべき組織的結びつきなしに行われ

た．その不整合の結果，一部活動計画は建設

過程において変更を余儀なくされ，それは余

分な出費や時間の無駄を齎した．建設活動そ

れ自身も同じ鉱山管理部において複数の組織

がパラレルに行った１４）．

トラスト本部や建設ビューロー（トラスト

の建設活動はビューローに委譲）と現地の鉱

山管理部の間のズレから多くの鉱山管理部で

定められたクレジットからの大幅な乖離がみ

られる（超過にせよ未利用にせよ）．本来，

現場レヴェルでの変更は中央機構に伝え，サ

ンクションを受けねばならないが，その手続

きを採らない場合がある．クレジット枠から

の逸脱のほかにいわゆる“beskreditnye”活動

（計画外の地区技官への通知なきそれ）もか

なりある．当初計画の不備や最終的承認の遅

れの所為でもある．建設については地区技官

が監督権限をもつが，なお強くはなかったよ

うだ１５）．

建設ビューローにも問題がある．原価計算

なしに活動を行い，技術的監督やコントロー

ルが欠如していた．それだけでなく実際には

予算を５００千ルーブリ超過していたにも拘ら

ず，帳簿操作によって１百万ルーブリ以上の

『節約』を捻り出し，その節約に対し，一部

の『建設者』に９０千ルーブリのプレミアムを

支給した，という１６）．

この調査に基づいて最高国民経済会議幹部

会はドンウーゴリ本部会へ以下のような資本

建設整序措置を提案した（４月３０日付け書

簡）．

１９２６／２７年度末に未完了資本活動において

ドンウーゴリは約８０百万ルーブリを不動化し

た（この４年間の資本投資の３４％超，１９２６／

２７年度の投資の７１％）．これらの不動化資金

の速やかで出来るだけ完全な開放に着手すべ

きである．今後，資本活動計画自身の不充分

な検討の結果である信用及び予算規律違反を

避けるためドンウーゴリは早急に１９２７／２８年

度資本活動計画の現実性を点検すること，そ

の際，トラストの財務状態の逼迫度を考慮す

ること，また計画の作成の期限や正しさを守

るため組織的措置を採ること，計画作成に際

して輸入は最大限制限し，大規模な施設は出

来るだけ慎重たること，新規コークス炉価額

を定める際にあったような計算違いをなくす

こと（労働国防会議にコークス炉建設許可を

求めた時にそれらの価額を７百万ルーブリと

計算したが，２７年９月には１６．７百万ルーブリ

となった．鉱業燃料総管理局のその後のデー

タでは２５百万ルーブリに近い）を求めた．

そもそもドンウーゴリは計画や予算の事前

の作成なき資本活動は行なってはならない，

コークス炉のような大規模なものはことにそ

うである．新規炭坑建設は計画速やかに正確

化さるべきである．この２年間で炭坑の無思

慮な起工の結果，資金の無益な投資の多くの

ケースがあった．ドンウーゴリに全ての追加

的な炭坑の資本投資の結果を点検し，不生産

的投資の大きさを明らかにし，その責任者を

確認し，かれらに対し相応の処分を下すこと

を勧告する．

１９２７／２８年度の機械化活動計画は見直さね

ばならない．まずもってすでにカッティング

を機械化しながら，残りの工程が機械化され

ていない企業において採炭の全工程を機械化

すべき［効率上］である．ドンウーゴリはこ

れまでカッティングの機械化に関心を集中し

てきた．これは片手落ちである．発電所建設

も遅らさないこと．また労災件数が増えてい

るにも拘らず，ドンウーゴリは安全技術の活
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動に必要な関心を向けてこなかった．トラス

トは１９２７／２８年度の安全技術計画を正確に遂

行すべきである１７）．

もっとも中央機関による計画承認や追加割

当ての遅れのため，資材や労働力を事前に確

保できず，それらの需要の多い建設シーズン

中に調達せざるを得ずコストの上昇を招いた

面もある１８）．中央の責任も認めたのである．

このように国営企業の投資活動には割当て

枠の大幅な逸脱や活動の諸要素間のアンバラ

ンスが見られた．計画の作成，承認の遅れが

それに拍車を掛けた．

２．石油工業

石油工業の資本投資は順調に伸びた［表Ⅰ

－９，１０，１１］．石油工業の自己資金は比較的

潤沢であった．１９２３／２４年度には償却資金控

除は４３．５百万ルーブリであったが，そのうち

資本投資に支出されたのは２０．３百万ルーブリ

に留まった１９）．良好な財務状態を背景に１９２４

／２５年度には資本投資額は１００百万ルーブリ

を超える．１９２５／２６年度には更に資本投資は

前年比３０％の伸びを示した．特に掘削は３８％

拡大し，補助設備を含めば，資本投資額の過

半を占める．設備取得も４５％の増加である．

但し，住宅建設は前年を３０％ほど下回った．

資本投資実績はバクーで予算割当を２３％超

過し，エムバでは１００％も上回った．グロー

ズヌイ地区のみは予算を６．５％下回った（パ

イプラインや石油精製工場）．これは輸入設

備受取の遅れや一部納入業者の義務懈怠によ

る２０）．

１９２６／２７年度の資本投資は前年比２２％の伸

びをみせる（但し，計画を２％弱下回った）．

なかでもグローズヌイ石油トラストは５０％以

上も増えた．アゼルバイジャン石油トラスト

の伸びは低いが，これは他のトラストに先行

して投資を展開していたからでもある．資本

投資のうちやはり掘削費用が半分を占める

が，工場建設やパイプライン敷設の拡張が著

しい．探査費用も４．５倍である．パイプライ

ンのうち最も大規模なのはグローズヌイとト

ゥアプセを結ぶそれである．総工費２７．６百万

ルーブリで，１９２４／２５年度に１．６百万ルーブ

リ，１９２５／２６年度に３．５百万ルーブリ，１９２６

／２７年度に７．６８百万ルーブリが投下された

（計画は８．８百万ルーブリ）．石油シンジケー

トについては１４百万ルーブリ（うち海外２．３

表Ⅰ－９ 石油工業の資本建設

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ５，５２７ ６，２９１ ５，４９８

拡張及び改造 １２８，１９０ １５２，９０７ １３３，４６３

新建設 １３，６４２ ３０，２６８ ７１，７０１

総額 １０７，７５２ １４７，３５９（１３９，８７９） １８９，４６６（１７０，３４３） ２１０，６６２（１９３，３４３）

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu , M. -L. , 1927, ch.Ⅱ, p. 40 : Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 168-9 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p.

219 : Neftianoe khaziaistvo, 1929. №1, p. 134-5

注記：１９２４／２５年度は３大トラストのデータ．１９２５／２６年度以降は石油シンジケートとクバン‐チェ

ルノモーリエ石油トラストのデータが加わる．（ ）内は３大トラストのデータ．数値が異なる

場合は新しい資料による．明らかな計算ミスは修正した．
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百万ルーブリ）が予定されていたが実績は約

１３百万ルーブリである２１）．

１９２７／２８年度の資本活動計画は最終承認ま

でかなりの時間が掛った．まずは５ヵ年目標

計画に従い２１０．９５百万ルーブリとされた．だ

がすでに１９２７／２８年度統制数字作成時には実

行不可能なことが判明し，１８４．２百万ルーブ

リに引き下げられた．それからまもなくして

１９２７／２８年度工業財務計画作成と実施カンパ

ニアが開始された．このカンパニアはそれま

でと同様，企業申請の計画と目標計画や統制

数字の定められた枠及び全工業部門の財務的

に可能な割当と関連する計画審議時点の課題

との調整の性格を帯びた．ここでは企業の観

点と鉱業燃料総管理局の観点が対峙する．企

業の申請は合わせて２３０．２百万ルーブリ，鉱

業燃料総管理局の提案は１８１．９百万ルーブリ

であった．両者の開きは４８百万ルーブリを超

える．結局，工業計画では１９４．７百万ルーブ

リを採択された２２）．その後，２０８．６百万ルー

ブリ（アゼルバイジャン石油トラスト１１０．６

百万ルーブリ，グローズヌイ石油トラスト

６７．８百万ルーブリ，エムバ石油トラスト８．２

百万ルーブリ，石油シンジケート１８．７百万

ルーブリ）まで上方修正された．これは前年

度実績を１０％上回る．実績は計画を１％弱超

過した．この年はアゼルバイジャン石油トラ

ストが前年比１９．２％伸びたが，グローズヌイ

石油トラストは４．７％の伸びに留まった．石

油シンジケートの投資は前年水準である．バ

クーにおける最大の事業はバクーとバトゥー

ムを結ぶパイプライン敷設である（総延長

２８６km）．年内に８０％を敷設した．またバト

ゥームの石油精製工場の建設にも着手した．

グローズヌイでは１９２５／２６年度に着手された

グローズヌイ―トゥアプセ間パイプライン

（総延長６１８km）が２８年１０月１日に完成し

た．ほかにトゥアプセの石油精製工場建設な

どがある．石油シンジケートの資本活動は造

船や倉庫網などの建設である２３）．

表Ⅰ－１１ グローズネフチの資本建設

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ７９７ ９６５ ９１８

拡張及び改造 ３２，２４２ ４６，１８５ ３２，３９８

新建設 ７，１００ １６，２０４ ３３，００２

総額 ３１，１４３ ４０，１３９ ６３，３５４ ６６，３１８

（千ルーブリ）

出典：表に同じ

表Ⅰ－１０ アズネフチの資本建設

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ３，４７８ ３，８７０ ３，１２２

拡張及び改造 ８５，６２３ ９０，５６３ ８７，５１５

新建設 ２，２１９ ４，２６７ ２７，０６５

総額 ７４，３５０ ９１，３２０ ９８，７００ １１７，７０２

（千ルーブリ）

出典：表に同じ
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こうして順調に資本投資が拡大したが，資

本建設の内容は様々な問題を抱えていた．

グローズヌイ石油トラストの資本建設の

ケースを見てみよう．

１９２６／２７年度には建設開始がほぼ１ヶ月遅

れた．融資の問題ではなく，計画作成の遅れ

や建設資材不足による．建設において統一的

な指導がなく，各工場にはそれぞれのコン

トーラがあり，互いに競争した．技術者の引

き抜きも活発化し，技手の給与は月１７０ルー

ブリから３５０～４００ルーブリに上昇した２４）．

地方建設統制委員会の行った調査によると

新規機械及び管ボイラー工場《Krasnyi

Molot》建設（予算は２，４１０千ルーブリ）の

実態は次のようである．

トラストは２つの古い工場を統合して新工

場を建設する計画をすでに２６年初めに立てて

いた．そこからこの計画の苦難の道が始ま

る．２６年５月２０日，トラストの技術委員会は

《Krasnyi Molot》と《Kr. Proletarii》工場

を統合し，且つ同時に《Krasnyi Molot》工

場を拡張し，改造することが必要と考えた．

２７年４月５日，技術委員会は再度工場の拡

張，改造案を了承した．２７年５月１４日には，

管区技官の下，技術協議会が２つの職場（パ

イプ及び鍛冶）の建設計画を審議し，トラス

トの防火班と調整のうえ管区消防署の指示に

従って全ての防火措置を採ることを条件に計

画を承認することを決定した．２７年５月２５

日，同じく技術協議会は管区消防署の指示に

よる防火措置を採って消防車庫建設計画を承

認する．２７年８月ボイラー職場計画は管区技

官と合意された．

２８年１月６日，計画は承認のため最高国民

経済会議に送られた．建設費が１百万ルーブ

リを超えるためである．２８年３月９日，鋳造

及び溶銑炉職場と物財倉庫計画調整に関する

管区技官とトラストの合同会議がもたれた．

建設に対する管区技師の合意は現地での調査

まで得られなかったが，建設はその前に始

まっていた．１９２７／２８年度中にはこれら職場

の建設はそれぞれ４０％及び８０％完成する予定

であるのに，計画の承認が間に合わない．地

方労働保安部とは３つの職場（コンプレッ

サー，ボイラー，鍛冶）の計画のみ合意を得

た．労働部とは計画の調整が済んでいない．

蓋し，双方が形式にこだわり，誰が誰の所に

会議に行くべきか往復文書ですったもんだし

たからである．

こうして工場の建設は始まり，承認された

計画なしに建設されている．建物の建設は２７

年５月に始まったが，計画が最高国民経済会

議に送付されたのはやっと２８年１月であっ

た．しかも最高国民経済会議が承認し，労働

人民委員部と合意されたという何らの正式文

書もない．管区技官からも建設の全体計画を

承認するプロトコールがない．承認はしてい

るのだが．こうしたことから行われつつある

建設に多くの変更が加えられる．従って工事

は期限に終わらず，費用も膨れ上がる．

計画自身も極めて杜撰であった．例えば，

計画は突貫的掘削の大幅な拡大を見込んでい

たが，実際にはトラストは１９２６／２７年度から

それを止めていた．またすでに建設された職

場は，自動車修理のような新しい需要のため

に改造せねばならない．これは計画では織り

込まれていなかった．

そればかりかこの計画には建設資材供給計

画が組まれていなかった．工事の過程で逐次

資材申請を行った．工場建設の機械化も規定

されていなかった．海外及び国内工場からの

設備受取りのタイム・スケジュールもなかっ

た．設備入手の報告書には受取りの正確な期

限もなく，あるのは１９２６／２７年度と１９２７／２８

年度の２年間の全ての設備の大雑把な購入予

定だけである．将来の工場の生産‐技術プロ
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セスの展開の計画もない．工場の原材料需要

も計算されていない．製造量も製品原価も明

らかでない以上，工場の収益性も分からな

い．労働生産性も賃金コストもしかりであ

る．

こうしたことの帰結として建設の当初から

レンガを始めとする資材不足に直面した．建

設資材の供給は頻繁に遅れ，それらの供給の

順番もない．設備受け取りの計画もない．計

画では国内工場から３０９，８２０ルーブリの設備

を，海外から４６０千ルーブリを受取る予定で

あったが，調達されたのは国内から９千ルー

ブリ，海外から３５７千ルーブリであった．他

方で海外での調達を急いだため工場倉庫には

未利用輸入設備が４７４千ルーブリ分，置かれ

たままである．更に設備の一部はすでに役に

立たなくなっている（例えば，旋盤１６千ルー

ブリ）．鋳物工場のために購入された成形機

２４千ルーブリはすでに金属鉱石トルグ（商業

組織）の倉庫に送られた，つまり屑鉄となっ

た．

トラストへの資金提供は多くの各級機関を

経て最終的な形で届くのはしばしば業務年度

の５月である．にも拘らず往々，トラストは

交付されたクレジットを必ずしも利用しな

い．例えば，《Krasnyi Molot》工場の建設に

１９２６／２７年度５８０千ルーブリが交付された

が，利用したのは３９２千ルーブリ（６７％）だ

けであった．利用されなかったのは建設への

建設資材供給が間に合わず，作業設計図，部

品が遅れたためである．

１９２６／２７年度は表面上，建設シーズンが最

も活発であった．「労働者は何かを建てるに

は建てた．だが誰もそれが何か知らなかっ

た」．蓋し，建設（作業）計画が作成された

のはやっと建設シーズンの終わりであったか

らである．そのため徒に仕事を急ぎ，作業内

容の悪化が生じた．例えば，アスファルト・

ルーフィングで葺かれた屋根を張り直さねば

ならなかった．技術的条件に合わないからで

ある．新しい棟の食堂では塗られた漆喰がは

ずされた，何故なら寒い時に塗られたからで

ある．燃料タンクの基礎は沈下した．そのた

め全部運び移された．１４の木製大梁は正しく

作られなかったから，やり直しとなった，と

いった具合である２５）．

アゼルバイジャン石油トラストでも似たよ

うな問題を抱えていた２６）．こうして莫大な資

金と資材，労力が投入された，という事実だ

けは残った．

３．鉱業

鉱業における資本建設は２０年代央から本格

化する．１９２６／２７年度の投資額は１３．７百万

ルーブリである．うち資本修理は０．９百万

ルーブリ，改造・拡張は１２．６百万ルーブリ，

新建設は０．２百万ルーブリである．新建設は

大幅に下方修正された．最大トラストの南部

鉱業トラストでは発電所や選鉱工場建設が開

始された．１９２７／２８年度の計画は２１．３百万

ルーブリであったが，実績は２０．４百万ルーブ

リに留まった．新建設は６．６百万ルーブリに

急増した（資本修理は０．６百万ルーブリ，改

造・拡張は１３．２百万ルーブリ）．クレジット

のうち０．９百万ルーブリは利用されなかっ

た．南部鉱業トラストの資本建設は１４．５百万

ルーブリである（計画は１５．７百万ルーブ

リ）．前年比５．５％の伸びである．建設過程で

有資格労働者の補充の困難などに直面す

る２７）．

塩工業の１９２５／２６年度の資本活動は２．６百

万ルーブリであった．１９２６／２７年度には約２

百万ルーブリに後退する．既存工場の拡張が

中心で，新建設はない．資金不足により，ま

た地方機関の塩工業への関心が低いため，計

画は充分遂行されなかった．概して資本投資
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は全体的な計画なしに行われた．それでもイ

レツク塩トラストなどは採塩所の改造をほぼ

完遂し，コスト削減などの成果を挙げた．

１９２７／２８年度の資本建設計画は２．１２百万

ルーブリであったが，実際の支出は１．９５百万

ルーブリである．この年度には新建設も行わ

れた．例えば，バス塩トラストは資本投資４６７

千ルーブリのうち１２４千ルーブリを新建設に

投じた２８）．

最高国民経済会議・総監督局調査による

と，南部鉱業トラストの資本活動の計画化は

不充分であった．トラスト本部には設計

ビューローも合理化ビューローもなく，地方

でのしかるべき技術部もない．予算の検討不

足や誤った仕事量の計算のゆえに個々の活動

について大幅な超過支出がある．例えば，H

鉱山の送電線建設で１００％超の超過支出や№

８鉱坑の掘削で約１５０％超過支出等々があっ

た．設備の到着も大幅に遅れる．設備が技術

的要件を満たしていないこともある．例え

ば，８００kwの大型タービン発電機が注文の

条件に不相応であった．南部機械トラスト納

入の５００立方メーターのボイラーは構造的欠

陥から満足に作動しなかった．仕事の遂行に

対するコントロールは十分ではない．トラス

トの技術部は一部の大きな仕事のみを監視し

ている．

トラストの供給機構の活動も良好とはいえ

ない．資材在庫の総額は不正常に大き

い．１９２６／２７年度の計画では資材は３．１百万

ルーブリのはずであった．ところが７月１日

のそれは５．５百万ルーブリもあった．他方

で，形鋼や電気器具のような資材は不足して

いた．

とはいえ投資効率は高まった．固定資本は

［設立時の］１２百万ルーブリから１９２６／２７年

度には２４百万ルーブリに倍増したが，その

間，マンガン鉄鉱石採掘は３２，９７７千プードか

ら１７５，０５９千プードに増加した．固定資本１

ルーブリ当たり採掘量は７．２プードから１０．７

プード［ママ．２．７プードから７．３プード？］

に上昇した２９）．浪費は多くとも成果は出した

ことになる．

４．金属工業

固定資本の復興活動は１９２２／２３年度から始

まる．その動向は表Ⅰ－１２，１３のようであ

る．１９２２／２３年度から１９２６／２７年度までに新

工場を除く資本投資総額は５０９百万ルーブリ

である（当座修理費用は別である）．うち資

本修理は１６１百万ルーブリ，拡張改造は２８２百

万ルーブリである．新工場建設は５７．８百万

ルーブリである３０）．１９２４／２５年度には約８０百

万ルーブリの資本投資が行われるが，その半

分近くは資本修理であった．既存設備の維持

が中心であった３１）．

資本活動は一応，年次計画に基づいて行わ

れるが，その計画は事実上，あってなきがご

ときものであった．１９２５／２６年度の資本投資

計画を例にとってみよう．まずは２５年７月末

及び８月初めに金属トラストが総額２５４百万

ルーブリの投資申請を行った（新工場は除

く）．８月末には金属工業総管理局が２１２．１百

万ルーブリの計画を承認した（これに２８．５百

万ルーブリの新工場建設が加わる）．融資額

は流動資本補充を含め，１３９百万ルーブリで

ある．最高国民経済会議での長たらしい審議

の後，計画は２２９百万ルーブリに削減され，

融資も減額された．１１月末にはゴスプランの

審議に持ち込まれ，融資額は１２４百万ルーブ

リに減らされた．

更に１９２５／２６年度第１四半期の国民経済全

体の景況悪化の影響で最高国民経済会議は建

設規模の１８３．２百万ルーブリへの縮小を提案

した．それに伴い全体の融資も１０４．５百万

ルーブリに減額された．クレジット計画によ
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表Ⅰ－１２ 金属工業の資本投資

部門

１９２２／

２３年度

１９２３／

２４年度

１９２４／

２５年度

１９２５／

２６年度

１９２６／

２７年度

１９２６／

２７年度

＊

１９２７／２８年

度（工業計

画）＊＊

１９２７／２８年

度（実績見

込み）＊＊

鉄鋼 ９．８２ １７．１９ ３８．５８ ７２．８８ １０２．２５ １１６．７ １７２．８（２６．６）１７３．８（２４．１）

鉱業 ０．１８ １．３３ ４．７９ １３．６８ １２．６２ １０．６ １５．４ １６．３

非鉄 ０．８１ ２．８６ ６．８７ ７．６７ １２．１３ ２６．９ ２５．９（１３．９） ２６．０（１４．８）

一般機械製造 ９．２９ ８．５０ １４．２７ ３４．４８ ４７．８２ ５３．８ ４０．０（７．３） ４５．１（９．４）

農業機械 ０．０９ ２．１０ ４．２８ １２．５３ ９．７５ ８．８ （１１．９） （９．８）

小型金属製品 ０．２８ ０．７８ ２．０４ １２．４９ １３．８２ ２．２ （１．３） （２．２）

造船 ０．０３ ０．９９ ２．６４ ３．８５ ３．８８ ４．０ ５．１ ５．４

その他 ― ３．６８ ３．１０ ４．６７ ９．９８ ３１．７ ３１．５

操業工場の投資計 ２０．５０ ３７．４３ ７６．５７ １６２．２５ ２１２．２５ ２１１．３ ２１８．２

新工場 ― ― ３．９０ １７．２ ３６．７０ ６１．０ ６０．４

総計 ２０．５０ ３７．４３ ８０．４７ １７９．４５ ２４８．９５ ２８２．０ ３０３．９ ３１０．０

（百万ルーブリ）

出典：Metallopromyshlennost' SSSR za 10 let i ee blizhaishie perspektivy, M., 1928, p.228 : Metall,1928,

№8-9, p. 102 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 210-1

＊最高国民経済会議報告書の実績データ

＊＊１９２７／２８年度の数字の（ ）内は新工場

表Ⅰ－１３ 金属工業の資本投資内訳（％）

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度
１９２７／２８年度

（計画）

資本修理 ４４ ２２ １９．０ １１．８

拡張・改造 ２０ ５３ ６０．３ ５１．２

新建設 ４ １０ １０．７ ２０．０

住宅建設 ２３ １５ １０．０ ８．７

予備 ― ― ― ８．３

出典：Izvestiia,5 November 1927,№255 １９２６／２７年度については Pro-

myshlennost` SSSR v 1926･27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 211 のデータ

により計算
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る設備輸入は３５百万ルーブリとする．

結局，労働国防会議は２６年３月１３日，国内

の活動につき１４８．２百万ルーブリの建設計画

を承認した．融資は１０４．５百万ルーブリに据

え置き，設備輸入計画は２９．１百万ルーブリと

する．しかし，余りに厳しすぎるため第３四

半期初めには南部鉄鋼トラストやウラルにつ

いては建設計画を引き上げざるを得なかっ

た．その後も各トラストは済し崩し的に資本

活動を拡張していった３２）．最高国民経済会議

報告書によれば実績は１８６．２百万ルーブリで

あった．新規大型設備の輸入計画が頓挫した

ため，国産設備に代替せねばならず，広範な

改造の思惑は外れ，コストも上昇した．一部

部門は限界的稼働率で操業しており，急速に

摩耗する設備の維持のため資本修理費用が増

えた３３）．新工場建設については１８．６百万ルー

ブリの割当てのうち実際に支出されたのは

１７．５百万ルーブリ（８９％）に留まった３４）．

１９２６／２７年度の資本投資計画は２７年２月の

時点で２３１百万ルーブリである．これに副次

的な投資，２３百万ルーブリを加え，２５４百万

ルーブリが承認された３５）．

実績は２８２百万ルーブリであった（うち連

邦工業は８２％）．その内訳は資本修理が５０．７

百万ルーブリ，既存工場の拡張・改造が１７０

百万ルーブリ，新建設が３０．３百万ルーブリ，

住宅建設が２８．２百万ルーブリであった３６）．や

はり資本建設に交付される資金割当ては活動

遂行過程において大幅に変更された．予算規

律は低い．超過支出のかなりは流動資金から

振り向けられた３７）．

こうして，１９２５／２６の資本建設の年次計画

及び１９２６／２７のそれのかなりの部分も全経済

やその個々の部門の一般的な目標計画ではな

く，かなりは当座の需要に基づき，工場やト

ラストの個々の申請の『貼り付け』によって

作成された（G．グヴァハリヤ）３８）．その計画

も「もし下半期に外部からの資金流入が増加

すれば，ゴムザ（国営機械製造工場合同）の

資本活動の拡張を決定する」，といったルー

ズなものであった３９）．

１９２７／２８年度資本投資は２８年１月に最高国

民経済会議・計画経済管理局コレギアの採択

した工業財務計画では２８１．５百万ルーブリが

計上された．うち新建設は５０．８百万ルーブリ

である４０）．この計画では初めて予備が設けら

れ，弾力的対応を図った．

３月には人民委員会議決定に従い，資本建

設総額は３０４．２百万ルーブリ，融資額は２４８．８

百万ルーブリと定められた４１）．更に５月上

旬，最高国民経済会議幹部会は７百万ルーブ

リの予備の新建設への配分を承認した４２）．

連邦工業に限れば，１９２７／２８年度に許可さ

れた投資は２３６百万ルーブリである．けれど

も金属工業に与えられたクレジットは完全に

は利用されなかった．クレジット承認の遅れ

などの財務的性格の問題だけでなく，保有し

ている割当分も利用されずに残した．投資項

目リストの絶えざる変更，計画や設計図の受

取の遅れ，設備納入の遅延，ことに国営電機

トラストの電気設備，レンガ，セメントなど

の建設資材入荷の遅れなどが原因であ

る．２３６百万ルーブリのうち，資本修理は３４

百万ルーブリ，拡張投資は１６５百万ルーブリ

であった４３）．

金属工業の大宗をなす鉄鋼業では１７８百万

ルーブリが投資された（連邦工業は１３５．１百

万ルーブリ）．うち，資本修理は１９百万ルー

ブリ，拡張は１１８百万ルーブリ，新工場は２６

百万ルーブリ，住宅建設は１５百万ルーブリで

あった．資本修理が減って，拡張投資や新工

場建設が急増した４４）．

金属工業組織の投資行動をみてみよう．

レニングラード機械トラストは金属総管理

４７



局・調査委員会の報告によれば資本投資上，

生産拡張偏重がみられる．１９２５／２６年度に承

認された資本投資計画は７．７百万ルーブリで

あったが，既存の建物や設備の資本修理や合

理化投資は少なく（２６年半ばの段階でそれぞ

れ１８％，１３％に過ぎない），新生産，新建設

や新設備への投資が多い４５）．実際の投資は

１１．６百万ルーブリに上った．大工場は建設面

でかなりの自由裁量を行使したようだ４６）．

ゴムザの１９２５／２６年度の資本投資計画は金

属総管理局により４度変更された．その最終

ヴァリアントは当初案の４２％に過ぎなかった

（６百万ルーブリ）．これは財政及び経済復

興債の資金によりカヴァーされた．この最終

案はやっと年度が終わる２週間前にトラスト

に通知された．この時までにトラストは当初

計画に基づき建設を広範に展開していたの

で，この削減は大量の未完了活動を残し，そ

こに投下された資金は沈下した．資本活動へ

のクレジット（資金割当て）の利用はほぼ

１００％であったが，その内訳は大きくズレ

る．新建設への支出は割当ての６１％に過ぎな

かった．これはまず生産合理化や労働保全に

係わる活動への超過支出による．割当てられ

た額（１．４百万ルーブリ）の１３１％を支出し

た．次いで資本修理への支出も許可された

１．６百万ルーブリの１４４％になった．全体とし

てトラストの投資の３０％は計画外活動であ

る．資本修理の一部が当座修理に含められる

こともある．このことはまた原価計算にも影

響した４７）．

南部鉄鋼トラストについてやや詳しくみて

みよう．

トラストは１９２４／２５年度初め，前年の販売

危機後の金属需要急増を背景にほとんど自然

発生的な生産増に走った．１９２３／２４年度末に

も許可なくＭ工場で圧延職場を，次いでは同

じ工場の休止溶鉱炉を操業させていた．その

ことでトラスト本部会は戒告を受けた．次い

で金属総管理局により再度の生産拡張が行わ

れた．１９２４／２５年度の資本投資額は約２０百万

ルーブリとなった．１９２５／２６年度は金属飢饉

の兆候と財務面の楽観的気分で始まっ

た４８）．２５年８月の時点では豊作見込みから見

通しは良好であった．当初の資本投資計画は

６５．７百万ルーブリであったが，まもなく５６百

万ルーブリに削減された．利潤予想は４０百万

ルーブリ，減価償却費控除は１６百万ルーブリ

であったから５６百万ルーブリの資本投資もカ

ヴァーしうると考えた．しかし新規労働力は

労働規律が低く，労働生産性も伸びなかっ

た．資材価格も上昇し，収益性が低下した．

財務は悪化し，外国製設備の輸入注文も遅れ

た．上半期末，最高国民経済会議はトラスト

の状況を調査のうえ，生産計画を２２５百万

ルーブリ（販売価格）から１９４百万ルーブリ

に下方修正し，資本投資計画も３８百万ルーブ

リに削減された．当初の予定に反してこれは

経済復興債や補助金でカヴァーすることに

なった．トラストは資材納入者にはアヴァン

スを提供する一方，買手（５０％は国営工業）

には長期の与信をせねばならない．だが１１月

後半には金融引き締めから手形割引が困難と

なった．トラスト指導者は資金繰りに苦慮

し，遅配も生じた．こうした事情により，生

産計画は１５％下回った．それでも生産は前年

比９０％の伸びを示し，資本活動も国家融資を

得て約４１百万ルーブリ（トラスト報告書）を

確保した４９）．

次いで，改造期に入り，工場はホズラス

チョットに移行した．１９２６／２７年度の当初計

画は控えめで６４．７百万ルーブリであったが

（計画は２百万ルーブリの赤字を見込んでい

た），その後，投資環境は改善する．コスト

も低下し，１０百万ルーブリ以上の純益見込み

となった．資本投資割当ては８６．８百万ルーブ

４８



リに拡大する．国家融資４０百万ルーブリに加

え，利潤も償却費控除も資本活動に注ぎ込ん

だ．だが設備輸入計画が２割も実現できな

かったこともあって，約７０百万ルーブリの実

績に留まった５０）．

１９２７／２８年度には更に資本投資が拡大す

る．当初，９２百万ルーブリの割当てが承認さ

れたが，２８年３月には１３２百万ルーブリまで

引き上げられた．だが実際の投資は１０６百万

ルーブリであった（うち操業できたのは６７百

万ルーブリ）．これは計画の８０％に過ぎな

い．とはいえ，設置されていない輸入設備や

資本建設における納入者へのアヴァンスなど

を含めると計画の１０２％になる５１）．

２７年に労農監督人民委員により行われた

１９２５／２６年度及び１９２６／２７年度上半期におけ

る金属工業の資本建設調査報告は中々に辛辣

である．

まずは建設の準備に計画性が欠如してい

る．多くの場合，工場への原材料供給基地が

確定されていない．鉱物資源の調査も全く不

十分であった．例えば，クリボイ‐ログ工場

では鉱石埋蔵量が不明確なまま建設が進めら

れ，事後的に追加探査活動を行わねばならな

かった．建設地の選択の不備がある．候補地

が何度も変更されたり，地質上不適当な場所

に建設される．

工場の製品に対する需要の量的，質的問題

の十分な検討なしに建設される．例えば，す

でに建設されたチェリャビンスク工場では市

場で極めて飽和状況にある品目の犂を１５０千

本製造する計画がある．スヴェルドロフ工場

では建設後も生産さるべき機械の型が決まら

ない．工場は『あらゆる機械』の生産を見込

んで計画された．

建設活動においてトラストが受け取ったク

レジットを予算に全く規定されていない活動

に支出することがある．時々は当該トラスト

の流動資金強化に転用される．例えば，トレ

ツキー工場では投資額の５／６が，南部ウラ

ルトラストでは１／４が使途以外に支出され

た．

トラストの輸入設備への申請は大部分，実

際に必要な額を大きく超えている．例えば，

南部ウラルトラストの輸入設備への割当ては

トラストの申請により２００千ルーブリが承認

されたが，後に９５千ルーブリで十分なことが

判明した．不要な労働者を呼び寄せたり，派

遣するのに，また余分な費用が掛かる５２）．

概して金属工業の資本活動は個々の生産種

類の企業毎及び地域毎の必要な集中や専門化

なしに行われている．工場では完結的生産工

程を抱え込もうとする明確な志向がみられ

る．それぞれの工場が『小規模』な鋳物部

門，電気溶解部門，特殊鋼生産や工具製作所

などをもつ．レニングラードではほとんど全

ての工場が製鋼所を拡張したか，もしくは拡

張予定である．工具生産も同様である．繊維

機械製造も拡張的で１６工場において維持が予

定され，ディーゼル機関製造は８工場で展開

された．そうした生産の分散は最高国民経済

会議の金属工業発展５ヵ年計画でも受け入れ

られている５３）．

これは設備の不足のため多くの工場がかな

りの資金をここ数年間，無計画に資本投資し

てきたためでもある．５ヵ年計画は事後的に

それを認めざるを得なかった．

建設予算は通常，実情に不相応である．ゴ

ムザ（機械製造工場合同）の『プロフィンテ

ルン』工場での大型貨車製造組織化の際，当

初資本投資予算は３．５百万ルーブリであった

（年産３，５００台）．計画に多くの見落としがあ

り，３，５００台の製造のために必要な投資は１４

百万ルーブリ超であることが判った５４）．

トラストがプロフィンテルン工場での新た

４９



な大型貨車生産に踏み切った主たる動機はト

ラスト本部会決定によれば，第１に工場に空

いている場所があること，第２に２５年の計画

に規定されたよりも有効な建物の面積がある

こと，第３に現状より稼働率を高めうる動力

装置があること，である．まことに場当たり

的動機というべきか．その生産に必要な鋼鉄

は，当初，既存の製鋼所の拡張により確保さ

れるはずであった．ところが実際に大型貨車

製造に着手してみるとその思惑は外れた．予

定されていた建物の面積は大幅に拡張せねば

ならなかったし，電力も鋼鉄も不足した．発

電機を緊急に海外注文せねばならぬし，新し

い製鋼所を建設し，足りない分は他の工場か

ら融通せねばならない．ソルモヴォ工場の

ディーゼル機関製造も同様であった５５）．

モスクワ機械トラストの場合は１９２５／２６年

度建設活動予算（モスクワ国民経済会議及び

県プラン承認）１．４５百万ルーブリに対し，実

際の支出は１．４２百万ルーブリであったから，

ほぼ完遂したように見えるが，そうではな

い．工場によっては６７％から８０％超過した所

もあれば，逆に予算の４８％しか支出しなかっ

た工場もある．集計上，帳尻をあわせただけ

であった．

トラストは１９２５／２６年度に８５の案件を実施

したが，そのうち計画に規定されていたのは

３３件のみである．実施件数の５５％は全く予算

にはなく，計画に予定された１１件は全く実施

されなかった５６）．

同様に自動車トラストが１９２５／２６年度に資

本建設のために利用した資金［財政資金］の

うち５１％は計画外活動に使われた５７）．

計画活動も重大な問題を抱える．

労農監督部の調査によれば１９２５／２６年度に

は，そしてかなりは１９２６／２７年度も金属工業

全体について，個々のトラストや工場につい

て資本建設年次計画が，金属工業発展の一般

的な目標計画なしに，また圧倒的大部分のト

ラストや工場に発展目標計画がないという状

況で作成された．そのためそれまでの年度に

それらの発展のためにかなりのエネルギーや

資金を注ぎ込んだ生産が圧縮されたり，閉鎖

されたりした．例えばプロフィンテルン工場

は１９２４年と２５年に大量生産化を見込んで農業

機械製造を始めた．そのために１９２５／２６年度

には鍛造工場を建設した．だがその後，この

工場での農業機械生産を完全に整理すること

になった．同じ工場で２４年に年産１２００台のト

ラクター製造を始めた．１９２５／２６年度には更

に６００台の製造を予定していた．工場は専用

の棟に他の工場から集めた工作機械を設置し

た．準備は９０％済み，輸入設備の一部も据え

付けられた．その後にトラクター生産は中止

された．

多くの工場で大型貨車の製造が自然発生的

に始まったが，次いではその一部を縮小し，

他は（『赤いソルモヴォ』工場）完全に整理

せざるを得なかった．これらの生産の計画化

に費やされた資金，時間，エネルギーは無駄

になった５８）．

１９２５／２６年度の資本建設計画は何度も変更

された（ペトロフスキー名称工場では割当て

は６回変更）．全連邦の１９２５／２６年度全体計

画が最終的に労働国防会議によって承認され

たのは２６年２月２６日であった．金属工業は半

年間も承認された計画なしに建設を行ったこ

とになる．トラスト毎のクレジット配分は更

に遅れる．地方で承認されたクレジット配分

の主要リストを受け取ったのは当該年度半ば

をとうに過ぎた４月末である．その後の工場

毎のクレジットの額も項目リストも何度か変

更され，幾つかの活動は除外された．最終的

な活動項目と割当額が確定したのは年度末で
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ある．

１９２６／２７年度も同様の遅れがあった．クレ

ジットが承認されたのは２７年２月１８日であ

る．６月半ばには工業のレザーブ再配分の勘

定で３２百万ルーブリが追加された．プチロフ

工場の資本建設には２年間で約６百万ルーブ

リが注ぎこまれたが，これらの活動は工場改

造の目標計画と結びついていなかった．『赤

いソルモヴォ』工場も同様である．こうして

投資計画は計画としての意義を失っていた．

むしろ行われた活動の事後追認という意味が

強い５９）．

資本投資計画は共和国最高国民経済会議に

より金属総管理局との事前の合意なしに承認

され，実施され始めている．このことはその

後トラスト全体と個々の工場の割当ての大幅

な乖離を齎す．資金の浪費を齎した必要な計

画性の欠如を示す例となりうるのは１９２６／２７

年度に行われた建設シーズン半ばの工業の未

配分予備による追加割当である．一部工場で

は資本投資額は２倍ないしそれ以上引き上げ

られた（ペトロフ名称工場では資本活動は

２，６２８千ルーブリであり，１００％の引き上げに

なる．レーニン名称工場では４９８千ルーブ

リ，１２０％引き上げられた，等々．トラスト

や工場はそのための準備がなかったため性急

な活動や資材調達に走った６０）．

資本建設の計画化は中央からの十分な監

督，指導がない．建設活動の整序のため，国

立新金属工場設計所Gipromez が最高国民経

済会議・金属総管理局のイニシアチヴで２６年

２月に設立されるが，これは主に新工場設計

に従事し，拡張や改造はカバーしない．オル

グメタルOrgametall は設計組織としては弱

体である６１）．

通常，資本建設計画は活動に着手した後に

作成され，審議と承認はさらに大幅に遅れる

（『プロフィンテルン』工場，『赤いソルモ

ヴォ』工場，ウクライナ繊維機械トラスト，

等）．計画は工場では同時に経常的な生産に

従事する工場の人間によって作られる．工場

での計画化の組織的あり方は不満足である．

しばしばその任務は専門の計画化細胞が担当

するのではなく，いくつかの部に分割されて

いる．資本建設への資材供給も非計画的に進

行した．申請は杜撰で建設過程との技術的結

びつきを欠く．

実際の投資と割当て（クレジット）の乖離

も大きい．鉄鋼部門に限れば１９２５／２６年度，

建設投資総額は割当ての約８８％であった．新

建設では割当ての７７％しか支出されなかっ

た．これに対し資本修理は７０％超過した．

建設への融資に問題がないとしても，建設

における予算‐金融規律は弱い．何度も項目

リストの見直しや修正をしたにも拘らず，リ

ストに規定されていない活動があった．あれ

これの開設クレジットの勘定で当該クレジッ

トとは全く関係のない投資が計上された．例

えば，『赤いソルモヴォ』工場では合理化の

勘定で住宅建設が行われた．ディーゼル機関

設置向けクレジットの勘定で６０千ルーブリの

レンガ工場が建設された．同じクレジットで

消防隊の宿舎建設に支出された４０千ルーブリ

が計上され，工場学校の暖房設備が貨車製作

所の屋根の修理の勘定に計上された．この工

場では［１９２５／２６年度］投資総額中（３，０３３

千ルーブリ）１１％のクレジット外投資が行わ

れ，２６／２７下半期［上半期？］には１８％と

なった．ジェルジンスキー名称工場，コンス

タンチノフ工場はそれぞれ２５％，３０％であ

る．加えて当座修理と資本修理の区分も不分

明である６２）．

南部鉄鋼トラストの工場の資本建設計画は

１９２５／２６年度，６回変更された．１９２６／２７年

度も４～５回変更されたうえ，年度末に再び

変更された．２８年夏の建設も見込み計画や予
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算で始まっている．

投資活動の結果への個人的責任も曖昧であ

る．各コンビナートの管理者は余りに頻繁に

交替する．ある建設では２～３年の間に数人

が交替した．最初の長は２番目が仕上げるが

故に責任を負わない．２番目は１番目の過ち

に対し責任を負いたがらない．３番目は前任

者たちの誤って計画された建設を完成するだ

けだと言明して責任を全く否定する６３）．

マケーエフスク・コンビナートでは新建設

計画はしばしば建設が終わる頃になって完

成・承認される．２８年夏には溶鉱炉，送風

機，発電機設置の活動が行われているが，資

金不足と関連して多くの工事が凍結され，か

なりの建設労働者が解雇された．

ジェルジンスキー及びプラウダ名称コンビ

ナートでは年初，資本活動に対し１０．５百万

ルーブリが交付された．そのうち５．５百万

ルーブリは輸入設備用である．残り５百万

ルーブリは設備設置，住宅建設，安全技術な

どの活動を行うには明らかに不足した．始め

た工事も縮小せざるを得なかった．ところが

下半期に入って予期せず６百万ルーブリの追

加クレジットを受取った．工場には全くその

準備がなかった．設計図も用意されず，労働

力や建設資材の予備もなく，慌てて高コスト

で調達するしかなかった．

イリイッチ名称工場では年初，建設の見通

しが不透明であった．下半期になってやっと

建設のため８百万ルーブリを受取った．この

割当ては予期せざるものであったため工場は

資材を調達していなかった．建設に着手した

のはやっと５月である．

スターリン冶金工場では１９２７／２８年度上半

期に資本活動のため２百万ルーブリしか受取

られず，以前に始めた大型工事も縮小した．

下半期に６．５百万ルーブリ受取ったが，設計

も資材調達も間に合わなかった６４）．

南部機械トラストの１９２７／２８年度の資本建

設計画も同様である．

トラスト据付‐建設管理部長ユーリンによ

れば，トラスト本部会が項目リストを承認し

たのはやっと４月２５日である．作業の規模や

性質を正確に知らずに資材を調達するのはリ

スクを伴うが，作業リスト承認より前に据付

‐建設管理部はあえてリスクを覚悟で１０百万

ルーブリの調達を引き受けた．結果としてほ

ぼ同額が承認されたのは僥倖としか言いよう

がない．資材，何よりも木材の問題は大き

い．通常，木材は３～４年以上寝かせておか

ねばならないが，精々２年しか余裕はなかっ

た．これは建築の質に影響する．セメントも

足りない．有資格者労働者も足りない．他

方，確保していた技師や技手は冬中，遊ばせ

ておかねばならなかった．

同じく『１０月革命』名称ルガンスク蒸気機

関車製造工場は３百万ルーブリの資本活動計

画を立てた．しかし大幅に削減され，受取っ

たのは１，０１５千ルーブリに過ぎなかった．し

かも承認が遅れ，資本建設への最終的割当て

が承認されたのはやっと第３四半期末であっ

た．だがこの工場の設備の磨耗率は５０％に達

しており，猶予できないため，工場管理部は

それを俟たずに，予定の統制数字の範囲内で

作業を始めた．ところが割当てが３分の１に

削減されたために始めた作業の多くを停止せ

ねばならなかった．７月１日現在，作業は

８０６千ルーブリ遂行されていたから，工場は

どの作業を断念するか苦汁の選択を迫られ

た．作業は縮小されたにも拘らず，資本活動

への支出は１５０～２００千ルーブリ超過すること

になる．

またその年，新規蒸気機関車工場の建設の

ために約１．８百万ルーブリが交付された．建

設は前年から始まっていた．基礎工事．海外

注文の梁の入荷は遅れ．セメントも不足し
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た．そのため基礎工事の一部は年内には終わ

らない．

コミンテルン名称ハリコフ蒸気機関車製造

工場は蒸気機関車だけでなく，ディーゼル機

関やトラクターも製造している．しかし準備

段階の職場である鍛冶，鋳物部門が拡張され

ていないばかりか，復興もされていない．老

朽化により故障も多い．１９２７／２８年度，工場

は約２百万ルーブリの資本活動計画を立て

た．しかし実際に受取ったのは７４０千ルーブ

リのみで，しかも大幅に遅れた．資本活動へ

の割当てが分かってから，慌てて品質や価格

を顧みず資材を買い急いだ．新たな活動計画

を検討するために工場の全ての設計士を現に

行っている仕事から外し，資本活動計画化に

投入せざるをえなかった．準備を急ぎすぎれ

ば誤りも免れない．労働規律の顕著な低下も

資本活動実施を妨げた．タガンロク工具工場

やトレツキー工場の工場長も同様に割当ての

少なさや遅れを嘆く６５）．

計画，設計，予算なき建設の顕著な例は南

部鉄鋼トラストのケルチェンスキー冶金工場

のケースである．

労農監督人民委員部調査によると工場の建

設は南部鉄鋼トラストと金属総管理局の決定

により２５年末に設計や予算作成を俟たずに始

められた．２６年半ばで作成されたのは大雑把

な作業の項目リストだけであった．その場

合，急いだため建設や既存設備の修理の仕事

量は大幅に過少評価されており，建設費用は

２０百万ルーブリと定められた．その時には第

１期工事は２８年１月１日には完了する予定で

あった．だが２８年秋の段階でも工場管理部に

も国立新金属工場設計所にも予算問題に対す

る真摯な取り組みは見られない．実際，２７年

５月末に予算額は２６百万ルーブリとされたの

に同年８月には３２百万ルーブリとなった．

設計作業が進むにつれてその額はますます

増大し南部鉄鋼トラスト本部会が２８年６月に

定めた予算額は６６百万ルーブリとなった．だ

がその数字も労農監督人民委員部によると確

かなものではない．設計はまだ終わっていな

いのだから．

工場での設計作業は２６年に始まったが，工

場管理部が設計図を国立新金属工場設計所に

提出したのはやっと２８年５月である．技術ソ

ヴェトの各セクツィアで審査してみるとおよ

そ完璧には程遠い．それでも同設計所は『概

ね』提出された計画を承認することにし

た．２８年まで全ての機関は原鉱石のままで製

錬すると考えていたため計画された銑鉄費用

は低く計算された．やっと２８年になって同設

計所は原鉱石のままでの製錬は難しく，予備

的焼成の問題を検討すべきと考えた．工場へ

の石炭供給の問題もなんら具体的な計画はな

かった．

Ｋ工場の製品費用はレール１トンが２６年５

月７６ルーブリ８６コペイカ，２７年５月，８０ルー

ブリ５２コペイカ，２８年５月，９２ルーブリ７２コ

ペイカ，２８年６月，９４ルーブリ５５コペイカ，

資本利子を加えると１０７ルーブリ３６コペイカ

であった（この最後の数字は７時間労働日を

前提とした計算）．労農監督人民委員部によ

ると最終的設計がなく，過少評価である．実

際，工場の原価計算に幾分の修正を加えると

資本利子を含めた原価は１１３－５ルーブリに

なる．他方，南部鉄鋼トラストの既存工場の

平均価格は１０１ルーブリ０２コペイカである，

最低はルィコフ名称工場の９８ルーブリ８２コペ

イカ（資本利子は別）である．だから現操業

工場より低いと言うわけではない．

また２８年５月までは建設の年次融資計画は

なかった．２８年５月に作成された融資計画も

非現実的であった．過少評価された建設投資

総額（３９．３百万ルーブリ）に基づいていたか

らである．こうした不手際から資材や設備の
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滞貨が多く，建設開始から調査時点までに受

取った輸入設備のうち据え付けられたの

は１７～２０％に留まった．

南部鉄鋼トラストも金属総管理局も輸入許

可証や注文の資金手当を得たが，それなくし

ては工場が操業できない装置の一部は南部鉄

鋼トラスト本部会やその他機関での手続き渋

滞のため甚しく遅れて注文された．建設スケ

ジュールはなく仕事量は計画作成につれて変

わる．その結果，第１溶鉱炉の操業は１年半

先延ばしにされ，１期工事が終わるのは２年

半後である．

南部鉄鋼トラストは単に工場と上級機関の

中間環に過ぎず，建設の管理もコントロール

も出来ない．金属総管理局の指導といえば年

次割当て額や仕事量の設定に留まる．Ｋ工場

の建設に対する技術的及び財務的コントロー

ルは出来ない６６）．

こうした実状認識に踏まえ労農監督人民委

員部コレギアは最高国民経済会議に対し２９年

１月１日までにはＫ工場の最終計画，予算，

作業日程を用意する全ての措置を採るこ

と，２９年２月１日までに最高国民経済会議は

労働国防会議にＫ工場の最終計画，予算，作

業日程，燃料確保の措置，その製品の計画原

価について報告すること，２９年４月１日まで

に第１溶鉱炉を操業し，３０年４月１日までに

１期工事を終え，工場全体を操業するために

必要な全ての措置を採るべきこと，最終計画

の作成に際しては最大限建設費用を引き下げ

る措置を検討し，工場への必要な石炭供給の

現実的な計画を立てることを勧告した６７）．

南部鉄鋼トラスト議長 S．ビルマン（当時

のソ連邦で最も有力な経営者の１人である）

は率直にトラストや上級機関の失態を認め

る．

ビルマンによればＫ工場建設は以下のよう

な経緯を辿った．２６年５月１８日トラスト本部

会はＫ工場技術部長及びトラスト技術部長の

報告によりＫ工場の一期分工事に直ちに着手

することを妥当と認めた．修理，復興，建設

活動や新規設備総額１５百万ルーブリ，海外に

発注さるべきコークス装置３百万ルーブリ，

他に住宅建設２百万ルーブリ，合わせて２０百

万ルーブリとなる．

２６年６月１２日にはトラスト議長及び本部会

員全員の署名により金属総管理局に同内容の

報告書が提出された．この提案は各級機関で

審議され，了承された（ゴスプラン金属セク

ツィア，金属総管理局本部会，国立新金属工

場設計所・特別委員会及びその組織ビュー

ロー）．

２７年２月末～３月初めにＫ工場は労農監督

人民委員部の委員会（監督部長及び２名の上

級監督員）の調査を受けた．委員会と工場管

理部，地方労組及び党組織代表との合同会議

では項目毎の支出超過や過少支出が指摘され

たが，その後間もなく明らかになるような建

設費の跳ね上がりの可能性は認められなかっ

た［予見可能ではなかった］．

２７年３月，モスクワにおける金属総管理局

金属部の協議会がＫ工場長や技術部長参加の

もと開催され，建設過程の問題が審議された

が，やはり建設費のありうべき上昇について

は言及されなかった．

２７年５月１７日Ｋ工場管理部はトラスト本部

会に報告書を提出した．そこには建設費はす

でに１８百万ルーブリではなく２６百万ルーブリ

と記されていた．住宅建設費の２百万ルーブ

リは別にして．多くの機関や委員会が当初予

算の検討，点検時には気づかなかった『些

事』も合わせれば差額は８百万ルーブリとな

る．

２７年６月１６日，国立新金属工場設計所本部

会は全体の活動計画を了承し，多くの実践的
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コメントを与えたが，建設費増額については

一言も触れなかった．８月初め工場は最高国

民経済会議議長付総監査部の調査を受けた．

その所見によると一期分工事費は１８百万ルー

ブリの見積りであったが，その後輸入設備額

や輸送費などの上昇や工事規模拡張と関連し

て２６百万ルーブリに引上げられた．更にコー

クス炉の廃棄物利用のための化学工場建設の

必要性が明らかとなり，第３ヴァリアントと

して３２百万ルーブリが計画された．

２７年８月１８日，工場管理部は直接，金属総

管理局に報告書を提出した．そこには一期分

工事費はすでに２６百万ルーブリではなく，３２

百万ルーブリと記されていた（上記化学工場

建設費を含め）．住宅建設費２百万ルーブリ

を別にしてである．

２７年８月３０日にトラスト議長が工場を訪

れ，これまでの全ての計算では工場操業時に

必要な流動資金やソ連では初めてのトーマス

式製鋼工場操業に伴う不可避な費用が全く看

過されていたことを確認した．そうした見過

ごし分は８百万ルーブリに上る．従って費用

総額は４０百万ルーブリに膨れ上がる．

新業務年度開始と共に工場の財務的苦難が

始まる．１９２７／２８年度統制数字が予定してい

た工事費１３百万ルーブリは徐々に削減され，

結局７百万ルーブリとなる．これは全ての工

事の凍結を意味する．上半期中，金属総管理

局も南部鉄鋼トラスト本部会も建設が継続す

るのかどうか分からない．２８年３月初めには

すでにこの工事の完全凍結が決まったような

ものであった．他の地域から掻き集めた労働

力も引上げてもらうことになる．

ところが３月末に突然，人民委員会議決定

によって融資が増額され，Ｋ工場の工事額は

１４百万ルーブリまで引上げられた．これなら

ば工事を拡張できる．だが機構は解散し，計

画も中断し，一部設備注文も解約されてい

た．

これと平行して工場では計画の作成が続い

ており，２８年２月に作り直され，５月に再び

国立新金属工場設計所での審議のため提出さ

れた．同設計所は毎回多くの技術的欠陥を指

摘し，大凡において計画を了承するが，多く

の留保条件を付し見直しのためそれらを工場

管理部に差し戻した．計画の一部はまだ完了

していないし，一部の計画はやっと作成を始

めたばかりである．この決定によると新しい

建設費は３９．３百万ルーブリになる．

Ｋ工場の実際の建設が始まってかなりの期

間が経ってから経済セクツィアがその建設の

経済的根拠に関する所見をださねばならな

い．そうした状況では暫定的計画の審議は行

われるべき事の判断ではなく，すでに行われ

たことの分析となる（国立新金属工場設計

所・技術ソヴェト決定より）．

その１年半前の２６年１１月２９日に国立新金属

工場設計所・組織ビューローは詳細な計画作

成の前に，建設には直ちに着手することが出

来るし，妥当だと認めていた．だが，先の

３９．３百万ルーブリの建設費の決定の後にも同

設計所の新たな決定は焼結工場の導入の妥当

性を主張している（新たに２．５百万ルーブリ

を要す）．ちなみにKerchenskii の鉱石は焼

結なしにそのまま精錬する方が良い．

そればかりかまだ細部が煮詰まっていない

し（なお多くの費用項目が看過されてい

る），７時間労働日への移行も考慮されてい

ない．建設の経済的有益さも怪しくなる．２

年間の工事で１期分の３５％しか遂行されてい

ない．

それまでに南部鉄鋼トラスト本部会がこの

工場に引渡した１７．８百万ルーブリのうち（こ

の工場の融資のために金属総管理局から受

取ったのは全部で１０．９百万ルーブリ），１２．２

百万ルーブリしか直接，資本活動に投資され
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ていない（経理簿上）．しかもほぼ１．６百万

ルーブリは輸入設備に体化し，まだ利用され

ていないし，２．７百万ルーブリは物財在庫で

ある．

これは『高い授業料』であった．詳細に検

討された計画や予算，経済計算なしに工事に

着手してはならない．工場管理部も上級機関

も皆責任がある．点検した機関のどれも工場

管理部の予算案に修正を加えなかった．技術

面では国立新金属工場設計所が多くの修正を

加え，多くの委員会が工場を訪れたり，工場

管理部と協議したにも拘らずである．

その責任を負うべき管理者も現場に落ち着

いていないのだ．２年半の間に工場長は４８４

日，工場にはいなかった（つまり５０％）．技

術部長は３８０日いなかった（３６％）．彼らはハ

リコフの南部鉄鋼トラスト本部に出張し，モ

スクワの金属総管理局本部，レニングラード

の国立新金属工場設計所，シムフェローポリ

にある種々のクリミアの組織，セヴァストー

ポリの金属労組地区委へ出かけて報告を行

う．また工場長は１７７日間海外出張に行く６８）．

ソ連最大級の企業の建設からして斯様な状況

であった．無論，これは一人，企業経営者の

問題だけではない．

労農監督人民委員部はその１９２５／２６年度と

１９２６／２７年度上半期の金属工業の資本活動調

査結果に基づき，１９２７年４月に最高国民経済

会議に対し工場計画化の指導の統合，計画作

成や審理の迅速化，建設過程の監督強化を提

案し，更に労働国防会議に金属工場建設整序

の決定案を持ち込んだ６９）．

労農監督部の批判に対しては経済官庁や労

組からの経営者，技術者弁護論がある．２７年

５月上旬に開催された最高国民経済会議幹部

会の会議では金属総管理局，金属労組中央委

員会の代表と労農監督部代表が対立した．金

属総管理局代表は労農監督部の働き手が新工

場の設計や建設を正しく評価していないこと

を指摘した．例えば，金属加工企業の設計は

まだ最新の方法を知らない時に着手した．そ

の後，海外の技術の最新成果を取り入れるた

めに作り直さねばならなかったのである．同

じ管理局の S．A．フレニコフも同調する．

計画作成におけるパラレリズムは労農監督部

の働き手が考えるようには必ずしも悪いこと

ではない．むしろ競い合うことによって創造

的考えを引き出すことが出来る．また労農監

督部の調査方法やその結論はスペツの活動に

とって好ましくない環境を作り出す．彼等の

気力を削ぐことになりかねない．

これには異論も出される．オルガメタルの

アリペロヴィチは技術者の現状を嘆く．技師

は技術的責任を自ら引き受けるのを避ける．

あらゆる種類の計算や権威によって自らを再

保険しようとする．M．L．ルヒモヴィチも

言う．スペツへの批判を避けるべきではな

い．わが国のスペツは自らを過信している．

外国人技術者をもっと建設活動に引き入れる

べきである．とはいえ労農監督部も問題の核

心には迫っていない．つまりその調査は資本

建設用資金がいかなるチャネルで流れていく

か，それら割当てが分散化していないか，と

いった問題に応えていない．加えて労農監督

部の中央と地方の下部働き手の間に張り合い

が存在する［欠陥の暴露合戦？］．

V．I．メジュラウク（金属総管理局長）

は計画化の不備は認めたが，その主たる原因

を建設の複雑さや新奇さに求めた．労農監督

部の提案には難色を示した．

金属労組中央委員会の S．G．ロビンソン

は労農監督部の調査には多くの不正確さがあ

り，その働き手が金属総管理局の直面する困

難性を過少評価していると批判した．けれど

も建設計画化が極めて遅々としていたことは

５６



確かであり，それは国立新金属工場設計所が

工場と充分緊密に結びついておらず，それと

係わる全ての問題が執務室の静けさのなかで

決められることに起因する．このドニエプロ

ストロイに劣らぬ大きな事業への関心を高

め，社会的コントロールを組織すべきであ

る，と述べる．

労農監督部のグヴァハリヤはここの所はと

りあえず鉾を引く．「現在は資金が正しく支

出されたかどうかを判断することは出来な

い．蓋し，新建設の効果は未知だからであ

る」．

V．V．クイビシェフは例によって調停人

として登場する．今後の新建設について労農

監督部と金属総管理局の間に見解の相違はな

い．ただ過去の活動の評価についてだけ食い

違いがある．係争問題の検討のため委員会の

設置を提案し，幹部会が採択した７０）．

５月中旬の労働国防会議では労農監督人民

委員部のコサレフが同様の調査報告を行い，

建設テンポの極度の遅さやその不十分な技術

的－経済的基礎づけを断罪した．

メジュラウクはこれに対し，技術的－経済

的基礎づけをしっかり行ったが故に計画を変

更したのだと反論した．労働国防会議はほぼ

労農監督部提案に基づいて，最高国民経済会

議に建設活動整序の勧告を行った７１）．

その後，労働国防会議の１２月の会議で改め

て労農監督人民委員部代表グヴァハリヤが金

属工業の資本建設調査の総括を行った．

報告によると資本建設の主たる欠陥は次の

ようである．建設に交付された資金割当てが

毎年，活動遂行過程において大幅に変更を受

けた．その場合，資本修理を行なう資金は増

額され，新建設に交付された資金は削減され

た．資本活動の年次計画は目標計画と充分結

びついておらず，後者の影響は個々の企業の

年次計画作成や実現にほとんどみられない．

冶金工場を調査すると資本活動の計画化に

然るべき注意が向けられていない．その仕事

は分散化している．金属工業計画化の組織で

ある国立新金属工場設計所は拡張や改造の大

規模な活動すらカヴァーしておらず，主に新

工場計画化に従事している．計画規律や中央

集中化の欠如は現有工場の改造の一部活動が

その規模や費用からして新工場建設の活動を

大幅に超えていることからも分かる．

最高国民経済会議には資金が主にどこに振

り向けられるか―新工場の建設か，旧い工場

の改造か―について充分明確な方針がない．

労農監督人民委員部は資本建設向けの資金の

主たる部分は新工場の建設に振り向けられる

べきであると考える．

建設資材や設備の供給も不満足な状況であ

る．入荷の遅れ，品質の低さ，合理的建設の

要求に応じていない．輸入設備の入手も極め

て不正常である．１９２５／２６年度に一部工場は

工作機械を旧いカタログによって選んだ

が，１９２６／２７年度には工場は最新技術の設備

を注文しようとした．だがそれらは工場の一

般的技術水準に合わず，充分合理的に利用で

きない．

この報告に踏まえ労働国防会議は最高国民

経済会議に対し１０－１５ヵ年の金属工業発展総

体計画に基づき５ヵ年計画を緻密化すること

を勧告した．また完結的生産工程を作り出そ

うとする個々の合同や企業の誤った傾向を認

め，最高国民経済会議が今後，個々の企業の

資本活動の計画を厳格な専門化の観点から且

つ個々の生産種類の集中の必要性を考慮して

検討し，鋳型生産や工具生産の集中，専門化

を進めることを要請した．

更に中央機関に合同設計細胞を設置し，そ

れらの活動に工場技術者を参加させること，

活動の質に対する指導者の個人的責任を導入

し，建設コントーラや建設組織は活動の質や
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適宜の遂行に対し物質的責任を負うようにす

べきこと，契約違反は早急に審理し，責任者

は司法上，行政上の責任を問うこと，建設に

交付された資金の計画的な完全な，適宜の利

用の措置を採ること，個々のトラストや活動

についての建設を口実として重大な逸脱を許

容しないこと，当座修理の勘定で資本的性格

の活動に回したり，あるいは逆のことがない

ように監督を強化することを求めた．加えて

連邦最高国民経済会議と連邦共和国最高国民

経済会議の資本活動展開面での活動の不調和

に注意を促した７２）．

このように建設活動の不備に対し，行政的

コントロールが加えられたのである．

５．電機工業

電機工業における資本活動は１９２４／２５年度

に開始される．年度末には生産設備の能力は

限界に達していたが，厳しい財務状態からし

て十分な修理や建設はできなかった７３）［表

Ⅰ－１４］．

１９２５／２６年度には資本活動が本格化する．

電気総管理局は意欲的であり，２１．６百万ルー

ブリを提案したが，１２．９百万ルーブリに引き

下げられた．実績は１２．５百万ルーブリであっ

た（計画の９６．５％）．但し項目によって計画

との乖離は大きい．新設備は計画の１１０％，

新建設は１０４％であったのに対し，資本修理

は７９．５％，住宅建設は３５％の達成率に過ぎな

かった７４）．

１９２６／２７年度の資本活動計画は１８百万ルー

ブリである．実績は１７．２百万ルーブリであ

る．うち拡張投資が６２％，新建設が２３％を占

める．

１９２７／２８年度の投資計画は１９２６／２７年度の

収益性の低下を反映してか控えめであった．

電気総管理局の計画は１８．３百万ルーブリ，統

制数字は１５百万ルーブリであった７５）．だが実

績は２０．３百万ルーブリとなった．計画を１１％

近く超過した．

電機トラストの投資行動は合理的とはいえ

ない．例えば，国営電機トラストは１９２５／２６

年度，資本活動に１０．５百万ルーブリを割当て

られた．実際の支出は約１０．３百万ルーブリで

表Ⅰ－１４ 電機工業の資本投資

１９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 １，８７９ １，８１７ １，５９８

拡張・改造 ４，１３０ １０，６７５ １０，６９０

新建設 ６，０６４ ３，９２７ ７，７６８

住宅建設 ４１９ ８２３ ２８８

計 １２，４９５ １７，２４２ ２０，３４４

（千ルーブリ）

Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p.

151 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch.

Ⅱ, p. 259 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930,

ch. Ⅱ, p. 312 : Ekonomicheskaia zhizn', 15 December 1927,

№290 ; 14 December 1927, №285: Torgovo-promyshlennaia

gazeta, 3 November 1927, №253 ; 11 November 1927, №274
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あったから，全体としてはほぼ計画に近いと

はいえ，資本修理は計画の６０％，住宅建設は

２０％に過ぎず，逆に新設備や新建設は計画を

２０％超過した．なかでもＰ電灯工場への５００

千ルーブリの投下は充分な検討もされずに決

定された．蓋し，トラストの既存の電灯工場

は現行の面積でも機械化すれば供給能力は３５

百万個となるのである．他方，１９２６／２７年度

の市場の需要は精 １々６－７百万個である．ま

た Z工場が電灯用ガラスを完全に供給でき

る能力があるのに，Ｒ－Ｌ工場の建設・設備

（電灯用ガラス生産）に約５００千ルーブリを

投下した（トラスト監査委の見解）７６）．

６．化学工業

化学工業の資本投資は表Ⅰ－１５のようであ

る．数値は不確かだが，大凡の傾向は判る．

化学工業は部門の区分が難しい．主たる分野

は基礎化学，コークスベンゾール，染料，薬

品，ゴム，マッチ，油脂，肥料などである．

計画上，ガラス陶磁器工業が含まれることも

あるが７７），一応別分類とする．

１９２５／２６年度の資本投資割当ては６０百万

ルーブリであった．うち３１百万ルーブリは大

規模な連邦工業である．その内訳は資本修理

が４百万ルーブリ，既存企業の拡張・改造が

２０百万ルーブリ，新工場建設が５百万ルーブ

リ，住宅建設が２百万ルーブリである．だが

実績は計画を大きく下回り，１９百万ルーブリ

に過ぎなかった（計画の６０％）．とりわけ新

工場建設は５百万ルーブリの計画に対

し，１．８百万ルーブリ（３５％）に過ぎなかっ

た．資本活動計画不履行は大トラストで目立

つ．例えば，北部化学トラストは１２百万ルー

ブリの計画に対し実績は５．５百万ルーブリ

（約４５％），コークスベンゾールは５．５百万

ルーブリに対し３百万ルーブリであった

（５４％）７８）．但し，これら数値は最高国民経

済会議報告書の部門別データとは大きくズレ

る．報告書では事後的に帳尻を合わせたもの

と思われる．基礎化学工業の４大トラストに

ついて承認された資本活動計画は２５．３百万

ルーブリであった．繰り越された活動も含め

ると２９．５百万ルーブリである．実際に支出さ

表Ⅰ－１５ 化学工業の資本投資

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

化学トラスト全体＊ ２３．４ ３９．３（４８．９） ４９．６（６０．５） ６７．４（７６．８）

うちＡグループ １２．６ ３２．５（３８．９） ４２．２（４４．６） ５７．０（６０．９）

Ｂグループ ４．８ ６．８（１０．０） ７．４（１５．９） １０．４（１５．７）

最高国民経済会議

管轄化学工業
５４．８ ５６．７

うち新企業 １３．５ １２．９

（百万ルーブリ）

＊全連邦トラスト及びロシア共和国とウクライナ共和国のトラスト

うちＡグループは基礎化学，コークスベンゾール，染料，木材化学工業など，Ｂグループは

ゴム，油脂，マッチ工業など．（ ）内は国営工業の数値．

出典：Ekonomicheskoe Obozrenie, 1929, №10, p. 121 : Zhurnal khimicheskoi promyshlennosti,

1927, №5, p. 408 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p. 39
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れたのは２９．３百万ルーブリであり１００％に近

い．けれども約５．７百万ルーブリは前年度未

完了の活動部分であり，設備注文遂行の遅

れ，設備輸入計画の削減があり，また資材を

実際の必要量を超えて調達した７９）．

１９２６／２７年度は改善されるが，それでも実

績は計画をかなり下回った．資本投資計画

７１．５百万ルーブリ（新工場建設や改造が８７％

を超える）に対し実績見込みは６２百万ルーブ

リであった（約８７％）．うち大規模工業につ

いては計画３８百万ルーブリに対し，３０百万

ルーブリである（８０％）．基礎化学工業に限

れば遂行率は７５．５％に低下する８０）．１９２６／２７

年度もかなりの資金が前年度から繰り越され

た活動に投下されたこと，設備注文の遅れ及

び資材を必要以上に調達したためである．同

様にこれら数値は最高国民経済会議報告書の

部門別データとは大きくズレる．

１９２７／２８年度は２８年３月の段階で資本建設

への割当ては８０．５百万ルーブリとされた（う

ち新工場建設は１３．７％）．資金源は外部融資

が６２．９百万ルーブリ，残りは償却費控除と当

期利潤であった８１）．実績は７６．８百万ルーブリ

（国営工業のデータ）であったから，計画に

近い．しかし北部化学トラストやヒムウーゴ

リは１９２６／２７年度と同様，計画外活動を行

い，予算を超過支出した８２）．

化学トラストの投資行動をみてみよう．

マッチ工業では白ロシアのミンスクとゴー

メリのマッチトラストに対し２大工場建設計

画が承認された．完成すれば，国内需要を完

全に充足できるだけでなく輸出も可能とな

る．にも拘らずスモレンスクのマッチ工場で

はロシア共和国最高国民経済会議地方機関の

支持のもと新しい棟が建設され，設備が海外

に発注された．北部でも同様の状況がある．

北西州トラストの本格的な建設活動とパラレ

ルに一部地方機関は半クスターリ的工場の拡

張に資金を投下した．かくして地方機関は

とっては『存在するものは全て有用であ

る』８３）．

ラカー染料トラストは１９２４／２５年度，５６０

千ルーブリの資本投資を行った．うち新建設

は３７８千ルーブリであった．１９２５／２６年度の

計画は１，５４０千ルーブリである（うち拡張が

５９％，新建設が１９％）．資金源は１，３４０千ルー

ブリが自己資金であり，残りは長期貸付によ

る．実績は１，４６１千ルーブリであった．うち

４４％が新建設である８４）．積極的に新建設を進

めたようだが，その活動には重大な欠陥が

あった．多くの活動で計画も設計図もなく，

作業日誌も記録されなかった．第３工場の場

合には建設途中に操業できないことが判明し

たにも拘らず続行された．その建物は生産の

ためではなく会議場に使われたりする．亜鉛

鍍金工場では労働人民委員部の承認した計画

が全く守られず，耐え難い作業条件が生み出

された．床下の回収熱交換機の位置が高過ぎ

て，床温度が摂氏６５度にもなった．あるいは

４つの予定の転位漏斗が６つ取り付けられ，

しかも大きすぎたため採光面積が３３％も減っ

た．ごく初歩的なミスである．作業のやり直

しのため多くの追加コストが掛かった８５）．

北部化学トラストは１９２４／２５年度に国家財

政から資本建設に４．１百万ルーブリを受け

取った（住宅建設は別）．だが，年度内に支

出されたのは１．６百万ルーブリ（３９％）に過

ぎなかった．しかもその１割ほどは計画外活

動に利用された．

１９２６／２７年度には前年の残高も含め，資本

建設用に９．１百万ルーブリの資金をもってい

た．その一部は１９２４／２５年度に始まった建設

の継続に充てられ，残りは既存工場の拡張や

新工場建設に振り向けられるはずであった．

だが，実際にそのために支出されたのは３．９

百万ルーブリ（財政割当ての４３％）である．
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他方，年度末には資材在庫を抱えていた．つ

まりトラストは国家財政から受け取った資金

を不当に多くの商品在庫に投下した．厳しい

財務状態のため建設向け割当てはトラストに

より流動資金として広範に利用された．無

論，計画承認の遅れ（最終的に承認されたの

は２６年６月），輸入設備の入荷が年末にずれ

込んだこと，国内市場での設備注文遂行の遅

れなどの要因も大きい８６）．１９２６／２７年度は逆

に資本活動上の超過支出があった８７）．

最高国民経済会議総監査部資料によるとヒ

ムウーゴリの Sソーダ工場が改造工事に着

手したのは１９２５／２６年度であるが，作業計画

が作成されたのはやっと２７年８月であっ

た．２８年夏になっても承認されていない．ト

ラスト本部会は項目リストを頻繁に変更し

た．１９２６／２７年度には７回も変更した．工場

はこうした変更に戸惑い，１９２６／２７年度末に

なって当該年度の資本活動項目リストのうち

どれを年次報告の作成に際し，基準とすべき

かと照会したほどである．予算の承認は２～

５か月遅れ，工場の設備注文は６ヶ月もトラ

スト本部会で滞っている８８）．

トラスト自身も同じ目に遇う．トラストの

１９２６／２７年度資本建設計画がウクライナ最高

国民経済会議幹部会で最終的に承認されたの

は２７年７月２３日であった．１９２７／２８年度計画

は２７年１１月８日，ウクライナ最高国民経済会

議において１７，３５０千ルーブリと定められた．

この数字はウクライナ及びモスクワの種々の

機関で５回，変更された．１月初め，資本活

動計画は最終的に承認された．にも拘ら

ず，２月半ばに再び計画見直し問題が登場し

た８９）．

ゴムトラストの１９２５／２６年度の建設活動は

計画の６０～６５％しか遂行されなかった．不履

行の主たる原因は活動計画と相応の設備注文

遂行のズレにある．海外設備注文の困難の

他，国内注文もままならなかった．例えば，

国営電機トラストへの注油装置注文は１７か月

も遅れ，いつ遂行されるかも未定であった．

工場自身の問題もある．第１工場では管理部

と請負人との間の私的協定のような職権乱用

が暴露され，４か月も作業が中断した．工場

の技師は資材在庫を余分に抱え込み，それに

より個人的責任を回避しようとする．また工

場はトラストに建設計画と建設組織との請負

契約とを同時に送りつけた．つまり，建設組

織は既に契約によって活動に着手していたの

だ．その結果，換気装置が加硫部門の排ガス

を処理できないことが判明し，設置し直しに

約４００千ルーブリの余分な費用が掛かっ

た９０）．

ゴムトラストの『赤いトレウゴリニク』工

場では優秀なスペツが時間の多くを資本活動

への申請の作文に使っている．新年度［１９２７

／２８年度］のための必要な資本投資の最初の

計算は［２７年］７月１９日に行なわれ，約１２．３

百万ルーブリであった．２週間と２日後には

『トラストからの責任者の』個人的指示に応

じてモスクワに新たな『修正された』計画化

活動のヴァリアントが急送された．当初の数

字より４．５百万ルーブリ割引かれて．

だが，工場に立ち寄ったトラスト議長がこ

の『責任者』の指示を破棄し，技師に５．７百

万ルーブリの建設という自己の判断を押付け

るまで５週間と掛からなかった．この議長案

と言えども安泰ではなかった．１ヵ月半後に

は工場事務所から次の５．１百万ルーブリの

ヴァリアントが郵送された．

新年度にはまたトラストからの新しい風が

吹く．前年度の全ての計画はご破算となりそ

れらの代わりに６番目として唯一且つ最終的

なヴァリアントの作成が決定された．このト

ラストの命令は１月６日に実行された．感覚

的表現に訴えれば，『項目リスト』（正確な技
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術的名称）の各ヴァリアントは予算，説明

書，付録その他の重い包みである．どれだけ

の労力，時間が費やされたことか．だが残る

のはただ朦朧である．疲れ果てるのはトラス

トも同じである．２月の終わりとなっても，

工場には結局のところ何を建設すべきなのか

わからない．トラストから６番目のヴァリア

ントは戻ってこないし，７番目の注文にも着

手していない．蓋し，諸計画はなお詳細に検

討されねばならないし，その後にのみ生産者

に仕事が引渡されうる．建設シーズンが迫っ

ているというのに９１）．

労農監督部の調査によるとゴムトラストの

資本活動は生産拡大，合理化や諸掛り削減と

いった成果があるが，否定的モーメントも多

い．資本活動の申請は過大で，十分な根拠が

ない．『赤いトレウゴリニク』工場の１９２７／

２８年度の申請は１２百万ルーブリであったが，

承認されたのは４．３百万ルーブリに過ぎな

い．工場は交付された資金を使途通りに支出

しない．例えば，新しい施設のために割当て

られた資金が全く予算に規定されていない活

動または資本修理に支出される．資本活動の

遂行期間も長く，建設活動の開始がしばしば

［冬まで間がない］秋に設定される９２）．

労農監督部による１９２５／２６年度から１９２６／

２７年度第３四半期までの基礎化学及びアニリ

ン染料工業の資本建設調査によると，多くの

計画は審議の段階で７～９か月遅れた．原案

や施工図は性急に作成されるのに，設計や再

設計は著しく遅れ，現実の建設活動に間に合

わない．D工場では１９２４／２５年度に最初の割

当てが行われ，２６年には建物が完成したのに

２７年８月になってもベータ－ナフトール生産

の最終案が出来ていない．

資本建設は全体的な日程表なしに進められ

た．当初案の期限の違反は多くの場合，計画

そのものの否定を結果した．実際上，建設は

自然発生的に進行するか，短期的な課題で場

当たり的に調節された．操業期日は予定より

大幅に遅れ，時には８～２０ヶ月の遅れとな

る．

建設が建設シーズンの半ばか，終わり頃に

始まり，酷寒までの突貫工事となる．慌てて

行われた追加支出はしばしば不生産的であ

る．基幹職場と補助職場の拡張はアンバラン

スである．その結果，建設費用は予算７百万

ルーブリに対し約１１百万ルーブリ（報告デー

タ）となる．資本投資係数の低下により製品

原価も上昇する．ベータ－ナフトール生産で

は原価が予算を９０％上回り，窒素生産では実

に１７０％上回った９３）．

２８年４月末から開催された第７回化学労組

全連邦大会における化学総管理局報告を巡る

審議で発言者の多くが化学総管理局からの生

産企業の活動へのコントロールの不充分な組

織性を指摘した．そのため当座修理への大き

な支出，資本建設の過剰支出，ある製品（ビ

ン）の過剰生産と別の製品（窓ガラス）の激

しい不足の並存などを指摘した．

ウクライナ代表ヴェロフは中央機関を非難

する．多くの工場はまだ本年度の計画をもっ

ていない．責任は中央にある．建設の場合の

大きな欠陥は頻繁なやり直しである．しばし

ば動力装置が基本的生産の必要に相応してい

ない．例えば，マッチ工場《Revput'》［『革

命的途』？］は最新の技術で建設されたが，

そこにそれ以前に２度も役に立たないために

別の生産から移された蒸気機関が設置され

た．効率が悪く，コスト上昇要因となった．

しばしば合理化の後に工場閉鎖問題が提起さ

れることがある．７５％機械化された『Volna

Revoliutsii 革命の波』工場がその例である．

苦労してやっとその活動の継続の必要性を示

しえたが．

これに対しグランド（モスクワ）は各生産
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単位の活動の責任性を確立すべきであり，今

のように上級機関を引合に出さないようにと

牽制した．

労農監督部コレギアメンバーのローゼンゴ

リツ報告は双方を断罪する．

化学工業における建設の欠陥はかなりは中

央と南部の不健全な競争の結果である．その

ため拡大さるべきでなかった工業部門の拡張

が起こった．計画化もうまくない．それによ

り建設上の超過支出が生じた．ことにウル

シェリスキー工場では予定の１７６千ルーブリ

に対し１，０８５千ルーブリが支出された．不充

分な調査活動や活動の日程表がないため建設

の効果はさらに低下する．例えば，窒素［工

場］建設では建設活動は海外設備の到着時ま

でに完了せず，約１０ヶ月間，野晒しとなって

いた．

労農監督部監督員ジリベルトによれば化学

工業における建設の欠陥の主たる原因は主力

職場と補助職場の発展のズレである．例え

ば，Dorogomilovskii 工場では主力職場は全

て完了しているのに，補助職場の能力が追い

つかない．燐酸肥料生産は硫酸装置が１年遅

れたために操業できない９４）．経済単位間の投

資活動の不整合はかように著しい．

７．建設資材工業

建材工業では１９２５／２６年度にかなり意欲的

な資本投資計画を立てた．大工業につき総額

３９．３百万ルーブリ（うちセメント工業は１１．３

百万ルーブリ，耐火材工業は１１．２百万ルーブ

リ，レンガ工業は１６．９百万ルーブリ）であっ

た．だがこの計画は全体として６８．６％しか達

成出来なかった（うちセメント工業は

６８．９％，耐火材工業は５３％，レンガ工業は

７８．７％）．不履行の原因は資金の不完全な交

付やその遅れ，設備輸入計画の大幅削減

（３，１３３千ルーブリからわずか８５５千ルーブリ

に減った），トラストの大規模な建設活動へ

の準備不足にある．そのため交付された資金

は使途通りに支出されなかった［表Ⅰ－

１６］．

例えば，中央セメントトラストは３，６９２千

ルーブリの活動計画が承認されたが，１，６０２

千ルーブリしか履行できなかった．資本活動

への実際の融資は３，３４７千ルーブリに達した

が（計画は３，６９２千ルーブリ），使途通りには

利用されず，流動資金に投入された．

表Ⅰ－１６ 建材工業の資本投資

１９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度（計画）

セメント

工業

耐火材工

業

レンガ工

業

セメント

工業

耐火材工

業

レンガ工

業

セメント

工業

耐火材工

業

レンガ工

業

資本修理
６，１３８ ４，９５４ １１，３７０

２，０８７ １，４９８ １，６４５ １，８９０ ６２１ １，４７２

改造・拡張 ４，６０７ １，９０９ ５，１８９ ７，０７６ ３，２７５ ３，５１６

新活動 ― ９２０ １，９０８ ― ５，１８９ ３，７５４ １，３５０ ７，７５０ ７，０２８

住宅建設 １，６５９（１，２６９）（２，１００） １，９８２ １，５７５ ８９１ １，５３２ １，０１８ ７７７

計 ７，７９７ ５，９２１ １３，２７８ ８，６７６ １０，１７１ １１，４７９ １１，８４８ １２，６６４ １２，７９３

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 194 : Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 297-8, 301
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ウクライナ・シリカトラストの建設計画は

セメント部門，２，５９２千ルーブリ，陶器部

門，８，７７５千ルーブリであったが，遂行率は

それぞれ７２％，５０％である．不履行の主たる

原因は輸入設備入荷の遅れと一般的な貸付縮

小である．ボルコンビナートも計画の６４％し

か遂行できなかった（１，５１９千ルーブリ）９５）．

１９２６／２７年度のこれら３部門の資本建設計

画は３５．０百万ルーブリであった．実績は２７．５

百万ルーブリ（７８．６％）に留まった９６）．

１９２７／２８年度はセメントトラストの資本投

資は倍増した（前年の２，２７５千ルーブリから

４，０６４千ルーブリ）．ウクライナ・シリカトラ

ストの資本投資額も１０．９百万ルーブリに増大

した．しかもそのうち７．６百万ルーブリが新

建設であった．レンガ工業でも２４の新工場が

建設された（総額７．６百万ルーブリ）９７）．

８．ガラス－陶磁器工業

ガラス－陶磁器工業は１９２５／２６年度までに

はほぼ全ての休止工場が操業を再開し，生産

能力は限界に達していた．１９２５／２６年度は最

初の大規模な固定資本投資の年である．ガラ

ス工業では１５．７百万ルーブリ（１９２６／２７年度

の報告書では１４．４百万ルーブリ）が投資され

た．そのうち８．５百万ルーブリは新建設で

あった．５４％を占める．ほとんどが機械化工

場の建設である．この建設はだが成功しな

かった．仕事の新奇さだけでなく，しかるべ

き教育を受けた技術者や有資格労働者が不足

していた．新しい工場の立地，規模，活動の

順序は計画課題というより地方のイニシアチ

ヴに依存しており，計画は充分練られず，活

動の開始までに作業計画や予算が準備され

ず，建設費が高まった．

陶磁器工業の資本活動は３．４百万ルーブリ

（同じく３．９百万ルーブリ）であった．この

部門は修理や拡張が中心で新建設はネグリジ

ブルである９８）．

１９２６／２７年度には資本投資は前年比９％ほ

ど伸びる．やはりガラス工業は新建設が多

く，陶磁器工業は既存工場の改造・拡張に集

中していた９９）．

１９２７／２８年度にはガラス工業の資本投資計

画は前年水準をやや超える１７百万ルーブリに

設定された．実績は１６％上回った．今回は失

敗に懲りてか新建設よりも拡張投資にシフト

した．陶磁器工業の計画は４．２百万ルーブリ

であったが実績はそれを幾分下回った．その

半分近くが中央陶磁器トラストに予定された

（１．９百万ルーブリ）．トラストはそれを生産

活動改善にとり最も有利な条件のある３工場

に集中した１００）［表Ⅰ－１７］．

表Ⅰ－１７ ガラス‐陶磁器工業

１９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

ガラス工業 陶磁器工業 ガラス工業 陶磁器工業 ガラス工業 陶磁器工業

資本修理 ２，５３０ ９８３ １，７１２ ７１３ １，７１９ ４５０

拡張・改造 ４，７４５ ２，９２９ ６，２６４ ３，６５０ １１，３７１ ３，４２０

新工場 ７，０７５ ― ７，７１１ １００ ６，６５０ ―

計 １４，３５０ ３，９１２ １５，６８７ ４４６３ １９，７４０ ３，８７０

出典 : Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 345 : Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 438 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, pp. 489-

490
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先の第７回化学労組全連邦大会における化

学総管理局報告を巡る審議ではとりわけガラ

ス工業の資本活動が槍玉に挙げられた．

当座修理への大きな支出，資本建設の過剰

支出，ある製品（ビン）の過剰生産と別の製

品（窓ガラス）の激しい不足の並存などが指

摘された．工場によっては食器在庫が５百万

ルーブリにもなる．またガラス工業の多くの

企業で商品の製造品目構成が絶えず変更され

ている．この製造品目構成の変更は化学総管

理局の禁止に反して行われた．

労農監督部コレギアメンバーのローゼンゴ

リツ報告によるとガラス工業の建設が最もう

まくいっていない．１９２５／２６年度建設計画の

遂行は６０％に過ぎない．１９２６／２７年度は８０％

だが計画外活動を考慮すれば遂行率はもっと

低い．化学工業における建設の欠陥はかなり

は中央と南部の不健全な競争の結果である．

そのため拡大さるべきでなかった工業部門の

拡張が起こった．計画化もうまくいっていな

い．

不充分な調査活動や活動の日程表がないた

め建設の効果はさらに低下する．ガラス工業

への資本投資は効果がない．製造高が減少

し，労働生産性が低下し，原価が上昇してい

るのに労働力が増加していることすらあ

る１０１）．

労農監督人民委員部の調査は新工場建設面

の実情を暴く．

機械化ガラス工場の建設にほとんど同時に

着手したため，技術者が分散化し，建設の経

験を利用できなかった．プロダシリカート

（土石シンジケート）は機械化工場の設計を

引き受けたが，その仕事を実際に知るスペツ

は１人ももたなかった．建設面でプロダシリ

カートの後を継いだガラスストロイも機械化

工場の建設の用意ができていなかった．設計

や据付の狭い専門的仕事の代わりに実際には

民生的施設や動力装置，水道その他の一般的

建設に従事した．

『ダゲスタンの火』工場の建設期間は１２ヶ

月の計画に対し１７ヶ月掛かった．製品原価は

計画では１トン当り１１６ルーブリであるのに

対し３３７ルーブリにもなる．製造量は８千 t

に対し約４千 tに過ぎない．他の工場でも同

様である．その結果，１９２６／２７年度全機械化

工場で欠損は１百万ルーブリを超えた．

建設費は予算を大幅に超過した．ウルシェ

リ工場は建設費予定１７６千ルーブリのとこ

ろ，１０８５千ルーブリ掛かけても完成に至って

いない．同様にグーシ‐フルスタリヌィ工場

は工費３．９百万ルーブリの建設を予定してい

たが，建設に着手した後に予算は７．２百万

ルーブリに引上げられた．

原料基地については建設開始から５ヵ月後

にやっと思い至った．その場合，砂は沼地の

下から採掘せねばならず，大きなコストが掛

かる．５つの完了した工場のうち２のみ

（『ダゲスタンの火』工場とコンスタンチノ

フの工場）操業しているが，ガラスの破損や

不良品は多く，不良品ノルマを大幅に超え

る．その後，操業率が改善し，破損や不良品

率も幾分低下したようだ１０２）．

グーシ‐フルスターリヌィの機械制ガラス

工場の建設には多くの組織が参加した．工場

計画化と建設活動の一部はガラスストロイが

行い，一部の活動は国営工業ストロイが遂行

し，前グーシコンビナートの継承者たる中央

地域ガラストラスト機構も直接，活動する

［船頭多くして舟，山に登るの伝］．建設組

織が多いため活動が調整されず少なからぬ不

具合が生じた．水道，排水，全体設計，鉄道

引込線はやり直したり，補足せねばならな

かった．各組織はこれらの過ちに対し，他に

責任を転嫁する．

トラストが一般的な監督を行なうが，ガラ
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ス工場機械化の経験はないのに，主人顔をし

たいため，運営に悪影響しか及ぼさない．ガ

ラスストロイとトラスト機構との関係は極度

まで先鋭化した．ガラスストロイの有力スペ

ツの中にはトラストの一部スタッフとの話合

いに応じない者がいる．消えることのない雑

音，絶え間なき細かな『摘発』があり，長い

交渉の後，最高国民経済会議幹部会の仲裁で

やっと締結されたガラスストロイとの契約も

不履行に終わった．化学総管理局は公式文書

（最高国民経済会議議長宛）で建設の状態が

破局的だと認めざるをえなかった１０３）．

労農監督部はガラス工業を種々のコンビ

ナートやプロムトルグの管轄から外し，専門

の管理機関を創設することを提案してい

る１０４）．

９．木材工業

林業のインフラ整備や木材調達の機械化も

重大課題であったが，２０年代には見るべき成

果はなかったようだ．木工工業では資本建設

は１９２３／２４年度に始まったが，最初の数年は

主に既存工場の改造や生産集中が行われた．

新工場の建設も１９２４／２５年度から始ま

り，１９２５／２６年度と１９２６／２７年度に２８工場が

建設された．１９２５／２６年度の連邦トラスト

（輸出向けが多い）の資本投資は７．５百万

ルーブリであった．うち新建設は計画では

２，６５８千ルーブリであったが，実績は８５４千

ルーブリ（３２．５％）に留まった．計画，項目

リスト，予算の作成，承認の遅れや地方労働

保全機関の強硬な要求及び多くの組織的欠陥

による．１９２６／２７年度には新建設は拡大し資

本投資のうち４７％を占めた．資本活動予算は

計画の５，３６９千ルーブリを大きく上回り，

９，０３７千ルーブリに上った．性急な計画化の

ため建設期間中に何度も欠陥が露呈し

た．１９２７／２８年度の当初の工業財務計画は前

年度実績を幾分下回ったが，投資実績は４５．７

百万ルーブリと，大幅に伸びた．特に拡張投

資は計画を７８％上回った．科学研究費（９８０

千ルーブリ）や労働保全関係投資（９４５千ルー

ブリ）も計上された［表Ⅰ－１８］．

木材工業ではロシア共和国トラストの比重

が大きい．１９２５／２６年度の資本投資２１．７百万

ルーブリのうち，ロシア共和国は１０．５百万

ルーブリ で あ っ た．ほ ぼ 半 分 を 占 め

た１０５）．１９２６／２７年度は１５．２百万ルーブリに著

表Ⅰ－１８ 木材工業の資本建設

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

資本修理 ２，０５５ ２，５８６ ２，７８６ ２，８１８ ３，１９７ ３，０３２

拡張及び改造 １１，３９９ ９，６０３ ９，８３９ １０，０７１ １３，０６５ ２３，０２３

新建設 ４，９７５ ６，７５０ ９，８９５ １３，８３１ ９，４５６ １５，３５６

住宅建設 １，７２７ ２，７３６ ２，６３７ ２，７３６ ２，７９５ ３，３０９

科学研究活動 ― ― ― ― ― ９８０

総額 ６，４６０ ２０，１５７ ２１，６７５ ２５，１５６ ２９，４５６ ２８，５１３ ４５，７００

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 426 ; Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 235-6 ; Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, pp.

284-5 ; Lesopromyshlennoe delo, 1926, №1, p. 6 ; №12, p. 1-3
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増する．その資金源は内部蓄積が６．１百万

ルーブリ（うち減価償却が３．２百万ルーブ

リ），国家財政が９．１百万ルーブリであっ

た１０６）．ロシア共和国の木材工業の当初，承認

された１９２７／２８年度資本建設計画は１２，３７０千

ルーブリであったが，その後，国内の乾燥建

設資材の需要増と関連して割当ては１６，５７０千

ルーブリに増えた．それに加えトラストの活

動状況からして２，６９６千ルーブリの追加が緊

要となった．こうして計画は１９，２６６千ルーブ

リに引き上げられた．１９２８／２９年度は更に

６０％以上の伸びを見込んでいる．拡張志向に

転じたのである１０７）．

１０．紙工業

２０年代半ばには紙工業の固定資本の減耗は

蒸気機関で５０％，その他設備で３０％に達して

いたが，復興活動は弱かった．１９２４／２５年度

の利潤が多く，財務が好調であったことを背

景に１０８），１９２５／２６年度には本格的な資本投資

が計画された．当初案は５２．３百万ルーブリで

あったが，その後，極度に財務が悪化し，新

設備輸入問題が進捗せず，３３百万ルーブリに

削減された．実績は２５．１百万ルーブリ（見込

み）であった１０９）．

１９２６／２７年度は１９２４／２５年度，１９２５／２６年

度に始まった資本建設活動の遂行に全力を注

がねばならなかった．資本投資計画は４３．６百

万ルーブリであったが，実績は８７％に留まっ

た．計画を下回ったのは主に輸入設備入荷の

遅れによる．

１９２７／２８年度には販売は順調で，品不足と

なった．財務状態は好転した．資本投資計画

は３５百万ルーブリであったが，実績はそれを

大幅に上回り，４３．６百万ルーブリに達した．

この水準は計画作成に際し，工業が要求した

額に近い．但し，住宅建設は計画の５６％に過

ぎ ず，前 年 の１／３に 過 ぎ な か っ た

［表Ⅰ－１９］．

概して紙工業における資本建設は確定した

計画なしに行われた．計画は絶えず変更さ

れ，何時までも最終的な形がとれない．各ト

ラストは自分の力に応じて，自ら計画を作

り，それに従って建設している．他の建設の

経験に学び，交流することもない．建設計画

は『性急に作成され，充分検討されていな

い』１１０）．

表Ⅰ－１９ 紙工業の資本建設

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

資本修理 ２２，４２９ ３，３６５ ２，５００ ３，４５０ ２，３２９

拡張及び改造 １１，３９９ １７，８６４ １４，７００ １３，０５０ １８，６４７

新建設 ２２，４０３ ２２，３５３ １８，７００ １８，５００ ２２，６５６

住宅建設 １，７２７ （４，５００）

科学研究活動 ― ― ― ― ―

総額 ６，４６０ ４４，８３２ ２５，１００ ４３，５８２ ３５，９００ ３５，０００ ４３，６３２

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 426 Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 235-6 ; Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p.

500 ; Bumazhnaia promyshlennost’, 1926, №11, p. 655
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１９２４／２５年度の中央紙トラストにおける建

設は自然発生的に計画もなく，本部会への通

知もなく進行した．活動の６０％は全く予算な

しに行われた．その結果，［予定していた］

多くの大規模な活動が（１，４８４千ルーブリ）

が未着工のままとなった．それとは別に建設

クレジットは４５．５％超えた．

１９２５／２６年度の資本活動は連邦工業プラン

により２２百万ルーブリと定められた．うち過

半はバラフナ市の新規紙コンビナート建設に

向けられた．その建設案は大急ぎで作成され

たが，そのゴスプランでの審議を俟たずに国

営工業中央管理局及びトラストはその計画に

従って調達に奔走し始めた．ところがトラス

トの投資計画は見直され，労働国防会議は

１７．７百万ルーブリのみを承認した（バラフナ

の建設は８．５百万ルーブリ）．トラストは進め

ていた調達活動を縮小できず（おそらく縮小

したくなかった），資材は過剰となった．割

当てに対する超過は全体で５４％（２，６７１千

ルーブリ）であった．にも拘らず本部会は何

ら改善の措置を採らなかった．建設の第１年

度が終わる頃になってもトラスト本部会は

『最終的な全ての各級機関によって承認され

た計画はなかった』が，『建設活動は事業に

支障なく次年度に持ち越されよう』と嘯く．

新聞紙の原価も当初１トン約１１７ルーブリと

考えられていたが，結局１８２ルーブリを超え

た．こうしてバラフナ計画の質は『全く話に

ならない』．

１９２６／２７年度は事業全体の予算がなく，割

当てが大雑把過ぎたこと，荒っぽい見通しに

基づく項目リストの作成，計画外活動の遂行

のため超過は合わせて２，５２８千ルーブリ

（３７．５％）となった．それまでの年と同様，

トラストには１９２６／２７年度の建設活動の日程

表もない．建設向けの物財供給計画もトラス

トにより作成されなかった．資材の期限や実

際の消費の記録もなかった．余分に調達した

資材の処分によりトラストは２３０千ルーブリ

の損失を蒙った．建設融資計画も作成されな

かった．

トラストが２４年に設置した新建設委員会は

事態を改善するものではなかった．例えば，

オクーロフ工場の拡張と関連する問題は事前

に検討されず，無計画で必要な設計図もなし

に進められた．そのことは工場拡張の終了期

間の遅れとほぼ１．５百万ルーブリの工費膨張

（最高国民経済会議採択の割当てを３１％上回

る）を齎した．オクーロフ工場の強力な蒸気

発電所の建物の設計図は建設委員会技術ソ

ヴェトにより建設が開始されてから１年経っ

て，建物が完成してから承認された．他の工

場でも同様の無計画さがあった１１１）．

ポレスク紙トラストの１９２５／２６年度の承認

された建設計画は１，０１３千ルーブリであった

が，その後，トラストにより１，８１４千ルーブ

リに引上げられた．資金源は当初，専らトラ

ストの内部資金であった．最高国民経済会議

機関により承認された最初の建設計画は活動

の過程で何度も変更，補足され，削減され

た．計画も予算も最高国民経済会議機関でし

かるべく検討されなかった．その結果，早

まって３００千ルーブリが新しい建物に支出さ

れ，設備が間に合わなかった１１２）．

こうした状況から２７年１０月初め，労働国防

会議はゴスプラン報告と最高国民経済会議幹

部会の説明を受けたうえで労農監督人民委員

部に紙工業の新工場建設の調査を行うことを

委任した１１３）．

主に，労農監督人民委員部の調査結果に

よってやや詳しく紙工業の新企業建設の状況

をみておこう．

２５年半ば最高国民経済会議の固定資本復興

特別委員会OSVOKは次の工場の建設を時

を異にして承認した．①中央紙トラストの
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ヴォルガコンビナート，②レニングラード紙

トラストのシャシ・コンビナート，③カレリ

ア自治共和国中央国民経済会議のコンドポガ

工場④ニジニ‐ノブゴロド県国民経済会議の

カートン工場．最高国民経済会議に提出され

た当初の目標計画ではこれら企業の総額は

４０．５百万ルーブリであった．

建設は全てトラストや最高国民経済会議地

方機関（北西州工業ビューロー，県国民経済

会議，中央国民経済会議）のイニシアチヴに

よる．これらの組織は一種の競争心に駆られ

て，当時作成された新建設計画にそれを加え

るため，争って最高国民経済会議にあれこれ

の計画を提出しようとした．これらの計画は

それぞれの建設の必要な経済的裏付けやその

ための費用の真剣に検討されたデータもなし

に急いで作成された．例えば，最大のヴォル

ガコンビナートの建設（総工費約３２百万ルー

ブリ）の当初案はトラストにより２－３週間

で作成された．

中央でも事情は変わらない．OSVOKは各

建設の根拠や紙工業の一般的発展計画との関

連を詳細に審議，点検することなく，慌しく

承認した．ヴォルガ・コンビナートやシャ

シ・コンビナートの計画承認に際して，原料

の確保や立地面での疑問が出され，OSVOK

は計画を提出したトラストに対し原料供給源

の追加調査を行い，調査結果及び建設の作業

計画をOSVOK・紙セクツィアの審議にか

け，それらの承認後にのみ建設に着手するこ

とを求めた．だが紙セクツィアも原料確保の

点検面の任務を果たさなかった．シャシ・コ

ンビナートについてはこの問題の解明は遅

れ，北西州工業ビューローが原料確保を確認

したのはすでに建設が進行していた２７年１月

であった．

またヴォルガ・コンビナートとニジニ‐ノ

ブゴロド県国民経済会議のカートン工場の建

設は距離が６キロしか離れていない．承認時

にその点に注意が向けられたが，しっかり吟

味されなかった．その後，最高国民経済会議

自身がこれら建設を統合すれば節約効果が大

きいと認めた．

ヴォルガの建設では資材調達は２５年末に始

まり，何らかの計画の承認前にすでに調達は

進展し，２６年２－３月には中央紙トラストは

建設組織に対し余分に調達された２．５百万

ルーブリの資材の処分計画を提出することを

求めた程である．資材に嵌まり込んだ資金を

建設の他の使途に使うためである．

コンドポガ工場の建設組織は建設計画の審

議もないまま２５年秋に資材を調達した．工場

の紙，パルプ部門の基礎工事はノルウェー製

設備を予定して行なわれた．この計画はその

後却下された．

連邦やロシア共和国の最高国民経済会議の

多数の各級機関での計画の審理には長い時間

が掛かった．例えば，コンドポガ工場の当初

案はロシア共和国最高国民経済会議で２６年１１

月に審議され，連邦最高国民経済会議により

承認されたのは４ヵ月後である．シャシ・コ

ンビナートの計画は２６年４月にロシア共和国

最高国民経済会議に提出され，連邦最高国民

経済会議で審議されたのはやっと２６年１０月で

あったが，結局，時代遅れとされた．ヴォル

ガ・コンビナートの計画は最高国民経済会議

に２６年２月に提出されたが，なんの決定もな

されなかった．２６年６月に中央紙トラストは

新しい計画の作成に着手したが，一部のみ最

高国民経済会議で審議され，２７年１１月になっ

ても審議は終わっていない．こうしたことか

ら当初予定の建設額は約４０百万ルーブリで

あったのが，６５百万ルーブリに急増した．中

央で許可されない恣意的な予算引上げもあ

る．

多くの項目が建設組織により見逃され，建
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設の過程で，予算に加えられた．例えば，レ

ニングラード紙トラストのシャシ・セルロー

ス工場では紙生産にとって死活問題である水

の供給や排水処理が『よりによって一番考慮

されていなかった』．その結果，６００千ルーブ

リも超過支出となった．看過されていた支出

はこれら建設全体で７百万ルーブリに上っ

た．

同トラストは紙工場の当初生産計画の２倍

に相応する蒸気機関装置を発注した．この装

置は『許可された計画と不相応なばかりか，

事業にとり許容できる価格での燃料の受取り

可能性とも相応しない』（最高国民経済会議

幹部会）．

コンドポガではそこに建設される水力発電

所の能力が紙工場の見込まれるエネルギー需

要に応じていない（ゴスプランの見解）．そ

の建設の各部分の終了期間も調整されていな

い．

紙工業の全ての建設において建設期間と設

備受取りの期間にズレがあり，建設された建

物に設備が入るまで１年は掛かる．操業予定

期日も大幅に遅れた．例えば，Ｂ新聞紙工場

の操業は２７年１０月の予定が２８年５月以降とな

り，それも５０％だけである．

問題は建設がコンビナートの全ての部分に

ついて同時的に，いわば『横並び』gar-

monicheskii の原則で行われている所にあ

る．それは資金を分散化し，行われた投資か

らの効果を得る時期を先延ばしする１１４）．そう

した所にも当時のトラストの投資行動の諸特

徴が窺われる．

この建設問題は重大な事件に発展した．２７

年１２月に労農監督人民委員部が労働国防会議

に資本建設整序や計画規律強化の多くの措置

を盛り込んだ決定案を提出した１１５）．それを受

けた紙工業新規資本建設の調査に関する２８年

１月１８日付け労働国防会議決定（労働国防会

議副議長 Ia．ルズターク，人民委員会議及

び労働国防会議総務部長N．ゴルブーノフ署

名）は以下のように述べる．

紙工業の新工場建設（中央紙トラストの

ヴォルガ・コンビナート，レニングラード紙

トラストのシャシスキーコンビナート，Ｂ

ボール紙工場（ニジニ－ノヴゴロド），コン

ドポジュスカヤ紙工場）において多くの過ち

があり，建設や操業の遅れ，当初予算や計算

と比し建設費膨張（４０，５００千ルーブリから

６５，３００千ルーブリ）及び新企業の製品原価上

昇を齎した．

それは一人，企業だけの責任ではなく経済

官庁の責任でもある．

まずは最高国民経済会議における建設計画

化の組織形態の問題がある．

ａ）新建設の当初計画は余りにも性急に審議

され，建設は新しい地域の経済的条件を前

もって充分知ることなく，計画を検討せず

に，その際に最高国民経済会議において生

じた係争問題（原料の確保など）を解明す

る前に許可した．

ｂ）地理的に近いヴォルガ・コンビナートと

Bボール紙工場の計画が同時に審理された

時にそれとは別に技術面から不適当で経済

的に不利益なBボール紙工場の建設が許

容された．これは１，５００－２，０００千ルーブリ

の余分な支出とこれら企業の製品のコスト

上昇を齎した．

ｃ）１９２５／２６年度と１９２６／２７年度の計画には

各建設の最終的費用を正確に定めることな

く新建設への割当てが含められた．その結

果，作業計画作成過程において発注の際に

外国製設備の種類や価格が判明するにつれ

変更された．

ｄ）新建設の作業計画の審理過程や承認の複

雑な手続きが定められ，それらの長い審理

とロシア共和国最高国民経済会議と連邦最
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高国民経済会議でのシャスキーとコンドポ

ジュスカヤの建設計画とＢボール紙工場の

建設計画のパラレルな取扱いを結果し，そ

のことがこれら最高国民経済会議の機関の

指示が建設過程で完全に遂行されえなかっ

た原因の一つでもあった．

こうした事態に対し連邦最高国民経済会議

から確固たる厳しい調節が実施されなかった

のは次の理由による．

ａ）新企業の計画化と海外での生産のあり方

の知見が結び付けられず，計画化が各建設

毎に独立に行なわれ，建設の複雑な諸問題

における経験の交換がなかった．

ｂ）建設の過程で当初定められた生産量，建

設計画や生産装置からの重大な逸脱があ

り，建設費増額を齎した．その場合，計画

の変更や工費の引上げは連邦及びロシア共

和国最高国民経済会議の承認なしに行なわ

れた．

ｃ）建設者は生産規模の拡張，住宅及び公共

の建物の拡大に走り，諸掛りを高めた．

ｄ）セルロース工場に必要な３，０００－３，５００

kwのタービン発電機の注文の代わりに将

来の紙工場の建設を見込み７，０００kwのそ

れを入手した．連邦最高国民経済会議もそ

れを許可した．だがこの先２～３年は４０％

程度の稼働率しか期待できない．

加えて最高国民経済会議は全ての建設に共

通の生産用建物，設備，労働者住居の価額

からの償却控除ノルマ，固定及び流動資本

への定率加算ノルマ，各生産種類に対する

原料，エネルギー，燃料及び労働力の限界

支出ノルマも定めなかった．

次に全ての建設者（中央紙トラスト，レニ

ングラード紙トラスト，カレリア自治共和国

中央国民経済会議，ニジニノヴゴロド県国民

経済会議）の問題点を列挙する．

ａ）OSVOK（固定資本復興特別協議会）に

提出された当初計画は当然必要とされる建

設の基本的経済的根拠付けの検討なしに，

予定される投資のいくらかでもまともに検

討された資料もなしに，また海外の最新の

設備の特徴や価額の知見もなく性急に作成

された．

ｂ）建設活動はOSVOKの禁止にも拘らず

練り上げられ根拠付けのある計画を中央当

局へ提出しそれらの承認を受ける前に着手

された（中央紙トラストやレニングラード

紙トラストは原料確保問題が最終的に片が

つく前に着手）．企業の計画は建設そのも

のの実施と同時に練られ，作成されてロシ

ア共和国及び連邦の最高国民経済会議にす

でに建設されつつある建造物の計画の部分

毎に承認を求めて提出した．その全体の工

費は全く分からないままに．そのため余分

な資材調達への大きな支出と共に活動テン

ポの遅れを惹起した．

ｃ）専門の設計ビューローが存在するにも拘

らず作業計画作成は遅々としていた．承認

のための提出が遅れたため中央組織は多く

の場合，遂行の技術的理由により予定して

いた修正を加えることが出来なかった．

ｄ）一部は建設計画と海外発注の設備との調

整の必要性により，一部はこれらの注文の

変更により計画化，建設活動が遅れ，生産

用建物とそこに設置される設備の完備が出

来なかった．

ｅ） 当初予算には関税支払い費用，設備輸

入信用費用，商業代表部費用が規定されて

いなかった．これら予算項目は約５，７００千

ルーブリ（全ての建設の当初予算の１４％）

にもなる．

ｆ）当初予算もその後の予算もきちんと作成

されず，最高国民経済会議がそれらをよく

評価出来なかったため予算には多くの支出

項目が欠落していた．それらの総額は約７
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百万ルーブリに達する（全ての建設の当初

価額の１７％）．

ｇ）建設期間が長期化，非経済的資金支出，

諸掛りが膨張した．

個別事例にも言及する．

１．中央紙トラストのヴォルガコンビナート

のケース

ａ）建設中の新聞紙工場の生産能力はOS-

VOKが予定の設備の理論的に可能な能力

に基づいて定めたもの（６８千トン）より１８

千トン引上げられた．

ｂ）最高国民経済会議への通知や同意なしに

工場の包装紙部門の生産能力は７千トン引

上げられ，それに伴いセルロース工場の生

産能力は４千トン引上げられた．

ｃ）これら能力増強は１，２００千ルーブリの設

備入手や建物建設の追加支出を齎した．

ｄ）当初予算には多くの項目（総額約２百万

ルーブリ）が計上されていなかった．

ｅ）建設の全期間中に最高国民経済会議では

その総額は承認されなかった．最新の予算

は約３２百万ルーブリであるが，現在まで最

高国民経済会議で審議されていない．

２．レニングラード紙トラストのシャシ・コ

ンビナートのケース

ａ）セルロース工場の生産能力は計画化や設

備注文の際には生産年を現行工場のように

３４８日ではなく３００日とした上で，５０千トン

と定められた．従ってセルロース工場は

［意図的に］余力をもって計算された．そ

れは最高国民経済会議によれば７０千トンに

なる．

ｂ）建設地の選択に配慮を欠き，排水路や水

道のため６００千ルーブリの余分な支出が必

要となった．

ｃ）多くの支出を看過した（総額約２百万

ルーブリ）．

３．コンドポジュスカヤ紙工場のケース

ａ）水力発電所の能力を定める際に計算ミス

（５，１７０馬力を予定していたが，実際は

３，５００馬力であった）があった．だから火

力発電所の能力を２，０００馬力増強する必要

が生じた．

ｂ）建設活動上でカレリア自治共和国中央国

民経済会議との行き違いから火力発電所

の電気設備や換気装置の海外発注が４－

７ヶ月遅れた．

ｃ）建設額は２６年６月の予算では３百万ルー

ブリであったが［２６年末，５，１９０千ルーブ

リ］，２７年１０月作成の予算では１０，６００千

ルーブリとなった．

ｄ）２６年末の予算（５，１９０千ルーブリ）には

多くの支出項目の見落としがあった（総額

２，７００千ルーブリ）

ｅ）当初原価計算では原料のパルプ材や燃料

の価格が過少評価されていた．カレリア自

治共和国中央国民経済会議は２７年にそれら

の価格を当初より２－２１／２倍高く定めざ

るをえなかった．

４．Ｂボール紙工場（ニジニノヴゴロド県国

民経済会議）のケース

ａ）ヴォルガ・コンビナートから近い場所に

ボール紙工場を建設した．これは地方的利

益の誤った表出である．

ｂ）建物の一部は生産設備と合わず，無駄な

空間を作り出した．

ｃ）ロシア共和国や連邦の最高国民経済会議

の許可なく火力発電所を過度に増強し，か

つ能力（５７５kw）とは不相応な工費（３２７

千ルーブリ）となった．

ｄ） 港湾，木材取引所，臨時施設その他の

費用，総額約４００千ルーブリを見落とし適

宜計上しなかった．

以上の分析に踏まえ連邦最高国民経済会議

へ次のことを提案した．

ａ）２８年３月１５日までに紙工業の建設中の新
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工場の生産能力とその価額を最終的に定め

労働国防会議に相応の報告書と共に提出す

ること

ｂ）今後，新建設の計画草案は２７年１１月２３日

中央執行委員会及び人民委員会議が承認し

た連邦最高国民経済会議，連邦共和国最高

国民経済会議，それらの地方機関及びそれ

らの管轄の企業，組織により行なわれる工

業建設案承認手続きに関する規程（Sobra-

nie zakonov i rasporiazhenii S. S. S. R.,

1927, №66, st. 672）に正しく従い承認のた

め提出すること，計画草案が定められた手

続きにより承認されるまでは建設活動を開

始しないこと，この手続きを守らなかった

者は責任を問う．計画草案の承認前には準

備活動のみ（土地整備，資材調達など）が

相応の最高国民経済会議の許可により許さ

れる．

ｃ）新建設の経済的根拠（立地，資本投資の

効率，原価計算の妥当性）は詳細に検討す

ること

ｄ）新建設の際の計画規律強化，その実施が

承認された計画に厳密に相応していること

を絶えず監督すること，承認された計画で

定められた能力からの事前の許可なき逸脱

は許されない．変更する場合は必ず連邦及

び連邦共和国の最高国民経済会議幹部会の

許可を得て，事後的に労働国防会議ないし

経済評議会に承認のため提出する．

加えて最高国民経済会議に対し財務人民委

員部と合意の上，新企業の製品の価格計算

の際の償却控除や資本への定率加算分の統

一ノルマを作成し，ゴスプランを通して労

働国防会議の承認を求めることを求めた．

更にこうした過ちに対し行政処分を下し

た．

まず，最高国民経済会議前副議長G．A．

ピャタコフ及び最高国民経済会議幹部会員

A．N．ドルゴフを戒告処分とする．その罪

状は計画承認前に企業の建設の開始を許容

し，１９２５／２６年度の工業‐財務計画に紙工業

の新規建設への割当てを加えたこと，及び技

術面から不適当で経済的に不利益なボール紙

工場（ニジニノヴゴロド県国民経済会議）の

独自の建設を許容したことである．

前最高国民経済会議国営工業中央管理局長

代理C．D．シェイン（中央執行委員会員）

及び前最高国民経済会議工業‐計画管理局議

長A．A．バフマノフは計画承認前の紙工業

建設に反対し，技術的準備不足を警告したと

はいえ，ソヴェトの幹部働き手，優れた専門

家としてもっと断乎，建設阻止に努力し，そ

の反対意見を最高国民経済会議議長や政府に

伝えるべきであった．そのため両名をやはり

戒告とする．

加えて最高国民経済会議に対し，前中央紙

トラスト本部会議長V．I．ヤコブレフを行

政上の戒告処分（v prikaz）とすることを求

めた．最高国民経済会議による承認前にヴォ

ルガ・コンビナートの建設を開始したためで

ある．

同じくカレリア自治共和国中央国民経済会

議副議長 P．P．オッカーマンを最高国民経

済会議による計画承認前に新聞紙工場建設を

開始したため，及び設備の海外発注の長期的

遅れのため，またレニングラード紙トラスト

本部会議長 L.A．ブティルキンを最高国民経

済会議による計画承認前のセルロース工場建

設開始のためいずれも行政上の戒告処分とす

る．

この他にも連邦及びロシア共和国の最高国

民経済会議に対し，最高国民経済会議からの

紙工業建設実施の監督の弱さや不十分なコン

トロール及びこの建設予算作成のまずさに対

する責任者を確定し，彼らを懲戒処分とする
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ことを勧告した１１６）．

それを受けて最高国民経済会議は総監査部

調査によって中央紙トラストの企業における

非計画的建設を確認し，最高国民経済会議命

令№５５８（２８年４月５日）で経営者への警告

を発すると共に，責任者の処分を行った．

トラスト本部会議長カントールはすでに２７

年５月の時点でトラストの技術機構や建設に

ついて多くの許容できない現象を確認しては

いたが，欠陥を除去する充分且つ精力的措置

を採らなかった．厳罰に処する所ではあろう

が，多くの客観的状況とトラストの仕事に就

いて日が浅いことを考慮して厳重戒告に留め

た．但し，３ヶ月以内に確認された欠陥の解

消に必要な措置を実施する事を要求した．

中央紙トラスト本部会員ニキーチンは技術

部の活動を指導していたが，資本建設に必要

な規律や計画性を根付かせるための措置を採

らず，正当な理由なく資本建設計画を同じト

ラストの計画部の作成した資料と擦り合わせ

ることを怠ったため，最高国民経済会議幹部

会決定によって解雇された．

木材紙総管理局長補佐カストラ及び木材紙

総管理局紙部長ベリスキーはトラストの資本

建設における混乱を知りつつ，それらを除去

し，トラストのその任務に相応しくない働き

手を更迭させるような然るべき措置を採らな

かったため，最高国民経済会議幹部会決定に

より４月１日付けで解任された．

更に木材紙総管理局長はトラスト議長と共

に相応の組織の参加のもとトラスト人事刷新

を行うことを求めた１１７）．

こうして建設活動の欠陥に対し経営者，専

門家には非常に厳しい処分が下された．ここ

では党機構＝労農監督部と経済官庁や工業組

織の専門家層との鬩ぎ合いがあったのかもし

れない．

１１．繊維工業

繊維工業における資本活動を概観しておこ

う．その資本活動及び部門別資本投資の推移

は表Ⅰ－２０，２１のようである．

繊維トラストの資本活動は１９２２／２３年

度，８百万ルーブリ，１９２３／２４年度３４．５百万

ルーブリ，１９２４／２５年度５８百万ルーブリであ

る．この復興期の３年間は資本活動のうち資

本修理が約４０％，住宅建設は３０％超である．

生産のノーマルな過程を保障するための種々

の建設活動が多い．設備投資は１９２５／２６年度

までは少なく，未利用設備の一部を取り外し

操業工場に移してきた．繊維工業はその資本

投資によって操業設備の実際の摩損をカ

ヴァー出来なかった．

１９２５／２６年度から設備投資が急増する．こ

の年に初めて資本活動は事前に作成された計

画に基づいて組織され，老朽化した設備の更

新と生産過程合理化が行われた．設備の輸入

は１９２５／２６年度に１２百万ルーブリ，１９２６／２７

年度に１４百万ルーブリである．同時に国内の

繊維機械や部品の製造高も増大し，１９２６／２７

年度には２２．３百万ルーブリとなった．多くの

新工場建設も始まった．拡大再生産の経路に

入ったのである．

２７年１０月１日までの繊維工業の資本投資は

綿花総委員会を除き３８９．５百万ルーブリであ

る．トラストが建設協同組合に交付した労働

者住宅建設向け貸付を含めると約４０４．７百万

ルーブリとなる．その内訳は資本修理（住宅

別）が９０百万ルーブリ，設備更新及び現行工

場拡張（住宅建設除く）が１９７．３百万ルーブ

リ，新工場が３７．４百万ルーブリ，住宅建設

（協同組合への貸付含み）が８０百万ルーブリ

であった．

繊維工業の全部門で１９２７／２８年度に開始さ

れた新工場及び建設計画中の総額は１５０百万

ルーブリに上る．他に開始された新発電所が
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ある（３９．２百万ルーブリ）．更にトラストは

現行工場のあらゆる拡張の可能性を利用し

た．例えば，イヴァノヴォ‐ヴォズネセンス

ク綿トラストは現有紡績工場で１８０千紡錘を

増設し，トヴェル綿トラストは現有工場で７７

千紡錘を追加的に設置した，等々１１８）．

綿工業の資本投資は１９２５／２６年度に９５百万

ルーブリであった［表Ⅰ－２２］．

うち資本修理が２９．８％，拡張・改造が５８％

であった．新建設は１２．２％に留まった．住宅

建設はこれらに含まれるが，２０％近い．これ

ら資本活動はほとんど自己資金により行われ

た．計画遂行率は８９－９０％であった．未達成

はもっぱら連邦工業が負う．輸入計画の不履

行の故である１１９）．

１９２６／２７年度の資本投資は前年比２５％の伸

びである．資本修理の比重は１８．５％，拡張・

改造が５４．８％に低下したのに対し，新建設は

２１．３％に増えた．住宅建設は減った（比重は

５．４％）１２０）．

１９２７／２８年度の資本投資総額はさほど伸び

なかったが，新建設の比重は３０％に拡大し

た．資本修理と拡張・改造の比重はそれぞれ

１３％，５０％に縮小した．住宅建設は幾分増え

て，比重は７％になった．紡績部門と織布・

仕上げ部門の不釣り合いから紡績部門強化の

方向で工場建設が行われた．但し，それらの

表Ⅰ－２０ 繊維工業部門別資本投資

１９２２／２３年度１９２３／２４年度１９２４／２５年度１９２５／２６年度１９２６／２７年度１９２７／２８年度

綿工業 ５，７５０ ２６，２００ ４８，５５０ ９５，４０１ １１９，９４０ １２８，７８５

羊毛工業 １，４１０ ５，２００ ９，１２０ １５，０６０ １８，８４４ ２４，８４２

亜麻工業 ８１０ ２，３００ ５，３２０ １０，０００ １３，７７９ １８，７６５

大麻工業 ２０ ４００ １，５００ ３，３１８ ３，８１９ ７，１５３

絹工業 １０ ２００ ２００ １，６００ ３，８６８ ５，６９８

人絹 ― ― ― ― ― ３，０００

計 ８，１００ ３４，３００ ６４，６９０ １２５，３７９ １６０，２５０ １８８，２４３

（千ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1929, №6, p. 8

表Ⅰ－２１ 繊維工業の資本投資内訳

１９２２／２３年度１９２３／２４年度１９２４／２５年度１９２５／２６年度１９２６／２７年度
１９２７／２８年度

（計画）

資本修理 ５．０ １４．０ ２３．０ ３１．８ ２９．１ ２４．９

改造・拡張 ３．０ ２０．５ ３５．０ ６６．０ ９１．３ ９９．８

新工場 ― ― ― １３．４ ３１．６ ４９．６

住宅建設 ― ― ― １４．２ ８．３ １０．９

計 ８．０ ３４．５ ５８．０ １２５．４ １６０．３ １８５．２

（百万ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1927, №19-20, p. 21 ; 1929, №6. p. 9
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大部分は１９２９／３０年度に完了するものであ

る．一部は１９３０／３１年度にずれ込む１２１）．

１９２４／２５年度の連邦羊毛トラストの資本投

資は８．５百万ルーブリにすぎなかった

が，１９２５／２６年度には１３百万ルーブリに増加

した（但し，１９２６／２７年度の報告書によると

５トラストの帳簿データは９．８百万ルーブ

リ．生産技術報告によると１２．３百万ルーブ

リ）．約５４％の伸びである．うち資本修理は

２３％，残りが既存企業の拡張・改造である．

新建設は計上されていない１２２）．１９２６／２７年度

には更に１６．６百万ルーブリ（５トラストの帳

簿データ）に増えた．資本修理の比重は１９％

に減った．新建設は依然ネグリジブルである

（１９２７／２８年度の報告書では１，２０２千ルーブ

リ）１２３）．１９２７／２８年度は全連邦繊維シンジ

ケート・羊毛工業管理部のデータによれば，

連邦工業の資本投資は１８．３百万ルーブリと

なった（２４％増）．うち資本修理の比重は

１７％，拡張・改造は５３％である．新建設が

１９％近い比重を占めた．住宅建設の比重は

１０％に留まったが，一部は住宅協同組合に移

譲された．労働安全にも１百万ルーブリが投

下された．資本投資計画全体では９３％の達成

率だが，新建設に関しては計画を８～１０％上

回った．財源は主に減価償却控除や資本拡張

特別フォンド，労働者福利厚生フォンドであ

る．財政融資や長期貸付は羊毛加工工業建設

の上で大きな役割を果たしていない１２４）［表Ⅰ

－２３］．

その他の繊維工業も１９２５／２６年度以降，高

い市況と良好な財務状態を背景に順調に資本

投資を拡大していった［表Ⅰ－２４］．

繊維トラストの投資行動を見てみよう．

それらの建設活動は様々な問題を抱えてい

た．まずは建設活動への準備不足が目立つ．

レニングラード繊維トラストの１９２５／２６年度

の資本投資はほぼ１０百万ルーブリであったが

（最高国民経済会議の定めた資本建設総額は

７．１百万ルーブリ），建設機構が活動の開始時

点で準備されておらず，活動が始まってから

設置された．スタッフ編成を含めたその組織

の整備に手間取る．職業紹介所から送られて

くる労働者の多くは資格が欠如していた．直

接，現場で役に立つ労働者を選別せねばなら

ないため労働生産性の低下や仕事の段取りを

壊す．労働者の交代に伴うコストも高まる．

建設作業の機械化に必要な設備も周到に用

意されなかった．概して，経済機関や資本活

表Ⅰ－２２ 綿工業の資本投資

１９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ２２．２ ２２．２ １６．９５

拡張・改造 ４７．５ ６５．８ ６２．８１

新建設 １１．６ ２５．５ ３６．１０

住宅建設 １１．１ ６．４ ８．６５

計 ２６．２ ４８．６ ９５．４ １１９．９ １２４．５１

（百万ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 248 : Promyshlennost` SSSR v 1926

/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 319 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p.

387 : Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1929, №6, p. 8

注記：１９２５／２６年度の住宅建設は他の項目に含まれている．
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動の指導者は工業建設の機械化問題において

保守性を発揮する．手労働の方が機械を採用

するよりコストが低いと思い込んでいる．木

材を５階に運ぶのにクレーンの助けを借り

ず，有資格労働者の力を使う１２５）．

イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク綿トラス

トの紡績工場では約１百万ルーブリが不生産

的に支出された（工場の建物総額４．５百万

ルーブリ）．建設活動が始まってから計画が

作り直されることもある．計画規律は極めて

低い．そのため計画外活動や計画からの逸脱

があった．工場や個々の仕事によっては計画

から３００％ないしそれ以上外れるすることも

ある１２６）．

第１羊毛トラストの１９２５／２６年度のＳ工場

拡張は最高国民経済会議・総監査部調査によ

れば設計でも，建設の全ての活動でも確固た

る方針がなく，杜撰な計画であった．当初拡

張案には建設の効率の経済計算がなかった．

当初予算は４．６百万ルーブリであった．２７年１

月，すでに新たな生産棟や発電所の建物の建

設が終わってから，トラストは新たな拡張

ヴァリアントを提起した．設備を新しくして

年産１．７百万メーターを見込んだ．予算は６．２

百万ルーブリとなった．１年後の２８年１月に

は予算７．８百万ルーブリの新たな最終案（年

表Ⅰ－２３ 羊毛工業の資本投資

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ３，０４５ ３，１７９ ３，０４３

拡張・改造 １０，０３３ １３，１７９ ９，７２８

新建設 ― ？ ３４０５

住宅建設 ３，０９３ （１，８４７） １，９１０

営業備品 ― ― ２１７

計 ８，５０４ １３，０７８ １６，５９２ １８，３０３

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 263-4 : Promyshlennost` SSSR v

1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 332 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p.

387

注記：１．連邦トラストのデータ．

２．１９２５／２６年度の住宅建設は他の項目に含まれている．

表Ⅰ－２４ 亜麻，大麻，絹工業の資本投資

亜麻工業 大麻・ジュート工業 絹工業

１９２３／

２４年度

１９２４／

２５年度

１９２５／

２６年度

１９２６／

２７年度

１９２７／

２８年度

１９２５／

２６年度

１９２６／

２７年度

１９２７／

２８年度

１９２５／

２６年度

１９２６／

２７年度

１９２７／

２８年度

資本修理 ２，１２０ ２，４３３ ２，７５７ ６４６ １，１３２ ９６１ ７１７ ６５２ ６３８

拡張・改造 ６，４３５ １０，６４４ １４，４５１ ２，４３０ ２，６３４ ４，６４２ １４８ ８３８ １，６１８

新建設 ４００ ― ８９０ ― ― １，０７５ ７３５ ２，１８８ ３，１００

住宅建設 １，０４５ ７０３ ６６７ ２４２ ５３ ４７５ ― １９１ ３４２

計 ２，３００ ５，３２０ １０，０００ １３，７８０ １８，７６５ ３，３１８ ３，８１９ ７，１５３ １，６００ ３，８６９ ５，６９８

（千ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1929, №6, p. 9
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産１．９百万メーター，新しい機材，紡績棟の

建設を要する）が最高国民経済会議に持ち込

まれた．だが発電所の発電能力は１．５百万

メーターほどの生産に対応するものでしかな

かった．その発電所の予算も当初８７９千ルー

ブリであったのが，最終案は約２百万ルーブ

リに引上げられた１２７）．

建設においてなおローカルな観点（個別ト

ラストまたは地域）がなくなっていない．ト

ラストには閉鎖的なコンビナートを作り出そ

うとする傾向がある．企業間の結びつきが不

十分である．多くの場合，企業は国内にある

休止しているがなお使用可能な設備を利用し

ようとしない．例えば，ウラジミル綿トラス

トは隣のイヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク県

に日産３５千反超の製造能力の設備があるのに

自前で日産１６千反の仕上げ工場の建設を始め

た．イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク綿トラ

ストは４百万ルーブリかけて火力発電装置を

建設し，まだ使える装置を廃棄しようとす

る．他のトラスト（亜麻本部など）の同様の

装置は破局的であるのに，旧式の精紡機を新

式に替え，旧式のそれは別のトラストに売却

した．

また繊維工業の資金から繊維生産の課題と

は直接，関係のない企業の建設への支出が許

容された．イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク

綿トラストでは大規模なレンガ工場や木工工

場に３百万ルーブリ超が投下された（しか

も，この事業は計画を最高国民経済会議の審

議に付すことなく行われた）．

計画活動も問題が多い．

１９２５／２６年度の建設計画は何度も変更さ

れ，最高国民経済会議が最終的に承認したの

は年度末であり，建設シーズンが終わってか

らの場合もあった．最高国民経済会議のトラ

ストに対する細々とした後見もなくならな

い．トラストの各工場のごく細かなことまで

計画項目に含めた．トラストもまた工場の資

本活動の申請に同様の手続きを採り，申請や

予算の審議に数ヶ月掛かる．［口出しが多

く，時間が掛かるにも拘らず，出来上がった

計画，予算は杜撰であるのだが］

こうして１年間，繊維工場建設その他の資

本活動は承認された計画なしに，各トラスト

本部会と最高国民経済会議の『合意』によっ

て行われた．

一見奇妙なことに，全体としては連邦繊維

工業の１９２５／２６年度計画の達成率は１００．４％

であった（計画１０４，６６１千ルーブリに対し実

績は１０５，０２０千ルーブリ）．帳尻を合わせたの

である．

ところが，トラストや工場レヴェルでみる

と乖離率は非常に大きい．例えば，タムボフ

羊毛トラストの資本活動は計画の５９．８％であ

り，モスクワ羅紗トラストのそれは１１８％で

あった．工場別に見れば３０％から３２４％の開

きがある．

建設過程も混乱を伴う．

まずは設計の仕方にバラツキがある．トラ

ストが自前の設計ビューローをもつ場合もあ

れば，請負人に委ねる場合もある．シンジ

ケートの設計ビューローに発注する工場もあ

る，等々．

建設地の調査が設計の前でなく，やっと工

事直前に行われたこともある．その選択も輸

送条件，地質条件などを充分考慮せず行われ

る．設計図の検討も通常，数ヶ月，ないしそ

れ以上掛かる．また予定された輸入設備の発

注やクレジット交付が１年以上も遅れたり，

貸付期間が設備納入期日と整合しないことが

ある．

建設方式もトラストにより様々である．例

えば，カムヴォリトラストは請負方式であ

り，イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク綿トラ
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ストは自己経営方式であり，ウラジミル綿ト

ラストやレニングラード繊維トラストは混合

方式である（つまり資材は自分で調達して，

あとは建設会社に任せる）．請負方式ではト

ラストは本来的でない仕事から解放される

が，直接，建設活動を監督できない．自己経

営方式は自前の建設組織を設けるため，コス

トが高くなる．混合方式では成果が見られた

ようだ．

建設上の予算規律も弱い．

そもそも建設活動の規模が正確に定められ

なかったとはいえ，多くの場合，活動規模や

費用は建設が開始されてから大幅に引き上げ

られた．例えばチフリス・ラシャ工場の建設

額は承認後に２．５百万ルーブリから５百万

ルーブリに引き上げられた．カムヴォリトラ

ストのある工場の実際の建設費は予算を３０％

超えた．連邦工業全体で予算割当には含まれ

ない計画外投資が５．５百万ルーブリに上っ

た１２８）．

超過支出の例は多い．

イヴァノヴォ繊維トラストの１９２５／２６年度

建設計画は１，７２４千ルーブリであった．その

後，トラストはロシア共和国最高国民経済会

議機関のしかるべき承認なしに３，４１３千ルー

ブリに引き上げた．こうして最高国民経済会

議承認計画を９８％も超過した．その資金カ

ヴァーはもっぱらトラストの流動資金によっ

た．工場改造計画や予算の提出はやっと２７年

３月である．労農監督部の調査に基づき，経

済評議会は県国民経済会議幹部会及びトラス

ト本部会を戒告処分とした１２９）．

モスクワラシャトラストは１９２５／２６年度，

資本活動に４．７百万ルーブリを投下した．次

年度の活動の勘定により交付されたアヴァン

スと合わせると５．５百万ルーブリになる．う

ち計画外活動は９８０千ルーブリである．建設

それ自体は計画の９５％であったが，設備につ

いては４３％超過した１３０）．

上級機関の承認を待たずに工場の建設を開

始した例もある［２７年？時期不詳］．

ビクーニャ織りトラストの指導者は大規模

なコンビナート（紡績，織布，染色などの一

貫生産）の建設を計画した．建設費は２０百万

ルーブリであった．上級機関は時期尚早とし

て承認しなかった．そこでトラストはモスク

ワ国民経済会議に屑糸を原料とする紡績工場

建設を提案した．モスクワ国民経済会議はそ

れを検討したうえ妥当と認め，６．７百万ルー

ブリの予算を認めた．だが実はトラストは主

に通常の綿花を原料として紡糸を製造するこ

とを意図していた．だからモスクワソヴェト

やモスクワ国民経済会議幹部会の思惑とは異

なってイギリス型紡績工場を建設するつもり

でいた．最終的審議と承認のために持ち込ん

だ繊維工業NTS［科学技術ソヴェト］はそ

れを退け，短い綿花や屑を原料とする工場の

建設計画に作り替えることを提案した．

トラストの指導者は自己の計画をモスクワ

国民経済会議幹部会に提出したが，他の機関

での最終的承認を待たずに計画の実施を急い

だ．この工場の建設には１１．７百万ルーブリ

掛った．（モスクワ国民経済会議が許可した

クレジットの６．７百万ルーブリに対し）１３１）．

資本投資活動における計画のあり方，計

画，予算規律の低さを物語っている．

１２．皮革工業

シンジケート加盟皮革工業では２４年１０月１

までの２年間に固定資本の復興・拡張に約

４．９百万ルーブリが投資された．１９２４／２５年

度の固定資本投資は約１０百万ルーブリに増え

た［表Ⅰ－２５］．これは固定資本（再取得価

額）の１２％に相当する．１９２５／２６年度には労

働国防会議が全ての国営工業に対し１４，５７６千
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ルーブリの資本投資を許可した（２６年３月１４

日の労働国防会議決定では１２，０３５千ルーブ

リ．工業計画では１３，５５０千ルーブリであっ

た）．実績は５５％の大幅超過となった．これ

は資材高騰のほかに，多くのトラストが事前

に承認された計画なしに，財務や原料の制約

を超えて投資拡張に走ったためである．皮革

履物商品への旺盛な需要と収益性の高さを背

景にトラスト間で建設競争や皮革工業におけ

る自己の比重を最大限，且つ速やかに高めよ

うとする争いが生み出された．地方当局もそ

れを支持し，大トラストには皮革シンジケー

トからの財務的支援もあった．その結果，固

定－流動比率がアンバランスとなった．流動

資産の一部が固定資産に沈下したのである．

原料供給（ことに大型皮革）も追いつかず，

稼働率も低下した（７５～８０％）１３２）．

そのため１９２６／２７年度の資本投資計画は大

幅に下方修正された．トラスト提案ですら前

年実績の半分ほどの１１，９１０千ルーブリであっ

たが，最高国民経済会議・工業プランはそれ

を８，９１０千ルーブリに引下げた．実績はだ

が，これを９０％近く上回った．これは前年度

に大トラストが展開した建設の継続に費用を

要したからである．

他方で，中小トラストは老朽化した設備の

もと生産テンポを維持するためには計画に規

定されない追加投資を必要とした．そのため

各共和国政府はトラストに対し労働国防会議

が承認した割当を超えて追加投資を許可した

（これはその後，調整を経て連邦政府によっ

てサンクションを得た）．なかでもロシア共

和国政府は１９２５／２６年度には１２，９０２千ルーブ

リの資本活動リミットを設け（労働国防会議

は１１，０９７千ルーブリを許可），１９２６／２７年度

には労働国防会議の許可した６，７４０千ルーブ

リに対し，９，８６７千ルーブリのリミットを設

けた（ロシア共和国の皮革工業への資本投資

表Ⅰ－２５ 皮革工業の資本投資

１９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

資本修理 ３，３３８ ２，１９０ ２，６１１

拡張・改造 １１，０６４ １１，４３２ １７，２５３

新建設 ８，２０８ ３，２６２ ８，７６０

計 ３，９１１ １２，０３３ ２２，６１０ １６，８８４ ２８，６２４

計画 １４，５７６ ８，９１０ ２８，３８０

計画遂行率 １５５．１％ １８９．５％ １００．９％

内部蓄積

利潤 ２．８ １０．１ １２．２ １４．５

減価償却 ３

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, p. 457 ; Promyshlennost` SSSR v 1925/26

godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 305 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 391 :

Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p. 391

注記：１） 年度によって対象のトラスト数は異なる．

２） 住宅建設はトラストによって必ずしも計上されない．労働者福利厚生フォンドの資金は地

域によって一般公営事業・住宅フォンドに組み込まれているからである．
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は連邦全体の約７５％を占める）．他の共和国

でも同様の現象がみられる．

それと共に大部分の場合そうであるが，計

画に含まれない対象まで建設が広がったこ

と，建設過程における計画変更，生産方法の

変更，建設資材や設備の予期せざる価格上昇

により実際の投資費用は予算を大幅に超過し

た．但し，前年と違って中央での事前の審議

なしに始められた新建設はなかった１３３）．

１９２７／２８年度は再び拡張基調に転ずる．工

業財務計画により資本建設は２０，４２５千ルーブ

リと定められたが，その後，最高国民経済会

議幹部会は８，０４０千ルーブリの追加投資を許

可した．新工場建設は前年の倍以上である．

実績はほぼ計画通りであるが，結果としてそ

うなっただけのようだ．計画の承認が遅れ，

一部は建設シーズンの初めに最終的計画が確

保されなかった．そのため多くの活動，こと

に鞣革剤抽出工場の建設などは次年度に持ち

越された．また有資格労働者や上級技術者の

不足に苦しみ，建設資材の不足と高騰に悩ま

された１３４）．

皮革工業の資本建設も多くの欠陥を抱えて

いた．

１９２５～２７年の資本建設は多く自然発生的に

行なわれた．概して新建設は建設計画や予算

の充分な検討なしに行なわれた．ウクライナ

皮革トラストでは資本建設は全体的計画なし

に実施された．その場合，計画ヴァリアント

は毎回変更され，予算は作成されなかった．

トラストは最高国民経済会議の許可なしに独

断で建設を始めることがある．一部トラスト

は自己の資本建設を合法化するために種々の

トリックを弄した．

例えば，モスクワ皮革トラストは［２４年

に］最高国民経済会議の許可なく年産皮革

３００千枚の大工場を建設し始めた．建設が終

わってから，トラスト長は最高国民経済会

議・皮革委員会のところに工場建設許可を求

めに来た．委員会は建設案，計画，予算その

他の資料提出を要求したが，時すでに遅し，

である．アストラハン，タガンログその他の

都市でも同じことがあった．しばしば新工場

の建設が旧い現有工場の資本修理の名目で行

なわれた．

これは例外ではなく，かなりのトラストは

建設がすでに２／３ほど終わってから自己の

建設案や予算を提出した．最高国民経済会議

が検討し，承認した計画や予算に従って工場

の建設が始まった場合ですらトラストはほと

んどが許可された資本活動の枠を超えた．例

えば，ウズベキスタンでは最高国民経済会議

承認の計画に従って大型皮革４０千枚，小型皮

革７０千枚の工場が建設さるべきであった．そ

の場合，最高国民経済会議の指令によると新

工場の操業の後は旧いタシケント工場（大型

皮革２０千枚）は休止することになっていた．

ところがその後，ウズベキスタンでは大型皮

革１３０千枚の製造能力のある工場が操業さ

れ，旧いタシケント工場も改造され，拡張さ

れた．セミパラチンスクでは建設は半分も終

わっていないのに承認された予算５００千ルー

ブリを使い果たした．モスクワ皮革トラスト

についても同様である．『赤い納入者』工場

について当初予算を大幅超過支出した，

等々．

一部ではトラストは始めた建設を資金不足

のため完遂できなかった．例えば，ウクライ

ナ皮革トラストは資本建設を順番に行なう代

わりに同時に各工場の改造を始めた．そのた

め多くの工場で資本建設は終わらなかった．

資本建設が自然発生的に行なわれたため皮

革工業各亜部門が不均等に発展した．靴革底

部門は過度に拡張したのに対し，モストー

ヴィエ工場はほとんど建設されず，農民用履
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物や馬具も不充分であった．

資本建設の重要な欠陥の１つは流動資本の

一部の固定資本への汲み移しである．国営皮

革工業は資本投資のために交付された資金の

規模を超えて固定資本投資を行なった．その

超過分は実際上，流動資金により行なわれた

のである１３５）．これも例外的なことではない．

１３．食品工業

食品工業では１９２３／２４年度及び１９２４／２５年

度はみるべき資本投資はなく，主に資本修理

が行われた．１９２５／２６年度の資本活動は６７．６

百万ルーブリ，１９２６／２７年度は６４．６百万ルー

ブリであった．１９２７／２８年度は８２．６百万ルー

ブリ（統制数字），１９２８／２９年度は１０２百万

ルーブリ（統制数字）である［表Ⅰ－２６］．

１９２５／２６年度の食品工業の資本活動は最高

国民経済会議採択の計画６３百万ルーブリに対

し，約５０百万ルーブリであった．他の工業部

門と同様に完成された計画もなく，組織的，

技術的準備もなかった．建設資材市場は投機

的状況で資材の入手は困難であった．加えて

見積予算は建設の可能性に不相応であった．

その結果，計画は８０％しか達成されなかっ

た．

１９２４／２５年度も１９２５／２６年度も主要設備は

生産の急速な伸びにも拘らず完全操業ではな

く，かなり多くの企業が休止していた．だか

ら１９２５／２６年度の資本活動では資本修理（固

定資本の減耗分の回復）の比重が高かったの

である．

１９２６／２７年度の資本活動は統制数字では

４６．６百万ルーブリであったが，工業が提出

し，最高国民経済会議が承認した計画では

５２．４百万ルーブリに引き上げられた．更にそ

の後，上方修正された．実際の支出は全体と

して計画（５８．８百万ルーブリ）を約１０％上

回ったが，部門によっては１００％の乖離率で

ある．工場によっては９００％以上のこともあ

る．

表Ⅰ－２６ 食品工業の資本投資

資本修理 生産能力増強投資 新建設 住宅建設 計

砂糖工業以外の食品工業

１９２５／２６年度 ４，９９８ ８，４９１ ３，４０３ １，８１３ １８，７０５

１９２６／２７年度 ９，８３３ １９，２３３ ６，５０１ １，８５６ ３７，４２３

１９２７／２８年度 ７，３６２ ２２，６９９ ７，８８０ １，６５１ ３９，５９２

１９２８／２９年度 ８，１５４ ２２，２１９ １５，６５０ ２，９９１ ４９，０１４

砂糖工業

１９２５／２６年度 ５，７９１ ２２，２７７ ― ３，５７２ ３１，６４０

１９２６／２７年度 ７，６６３ １６，２１４ ８６４ ２，４００ ２７，１４１

１９２７／２８年度 ７，２６４ ３１，０３２ ５，７７３ ４，６１１ ４８，６８０

１９２８／２９年度 １１，５８４ ３０，７１６ ５，８５０ ５，１００ ５３２５０

（千ルーブリ）

出典： Pishchevaia promyshlennost’, 1927, №8, p. 231-3 ; 1928, №3, p. 113 ; 1928, №8, p. 298

注記；１９２５／２６年度の安全技術や労働保全への投資は生産能力増強投資に含め，１９２７／２８年度と１９２８

／２９年度の科学研究費は新建設に含めた．数字は最も新しい資料による．１９２８／２９年度の数字

は統制数字による．
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これは最高国民経済会議が食品工業におけ

る資本活動の緊要な必要性を過少評価したこ

とを別とすれば，地方機関が自己の財政でそ

れらの管轄工業の資本投資の当初案より大き

な可能性を見出したためである．

前年よりは計画面，組織的－技術的準備に

おいて改善が見られたようであり，建設資材

市場や機械供給も整序された，という．［新

規］資本投資は重点部分に集中され，弱い所

は部分的にせよ設備更新や改造を完了し

た．１９２６／２７年度には休止企業のかなりが操

業を始め，設備の予備は減少した．１９２５／２６

年度には資本投資の５１％を占めた資本修理の

比重は２６％に低下し，その代わり技術改善を

含む生産能力増強や合理化投資は３２％から

５２％に上昇し，新建設も１１％から１４％に比重

を高めた．住宅建設は６％から８％に増え，

安全技術や労働保全への投資も２０９千ルーブ

リから１，７９８千ルーブリに急増した．

資本投資の資金源は１９２５／２６年度には財政

割当てや長期信用が最も多く３６％を占め，次

いで償却資金などの工業内部資金が３０％で

あった．特徴的なのは流動資本からの充当が

かなりあったことである（１０％以上）．この

ことはそれでなくとも厳しい流動資金の逼迫

を強めた．１９２６／２７年度には工業内部資金が

６８％を超え，財政割当てや長期信用は２０％強

に留まった．流動資本からの充当はなくなっ

た．砂糖工業などは償却資金積立が資本投資

額を上回った．その残高は流動資産健全化の

ため投入されたようだ１３６）．

１９２７／２８年度の資本投資は統制数字では

７６．４６百万ルーブリであったが，工業財務計

画では８２．６百万ルーブリに引き上げられた．

これは主にロシア共和国やウクライナ共和国

の地方工業の要求や必要性による．ことに新

投資の比重は１９２６／２７年度の１１．３％から

１９．４％に急増した１３７）．

砂糖工業では砂糖トラスト報告によれば粗

糖及び精糖工場，補助企業，ソホーズ合わせ

た資本投資額は１９２３年１０月１日より２４年末ま

でに約２４百万ルーブリ，２５年は約４４百万ルー

ブリである．資本修理と既存工場の改造・拡

張が中心である［表Ⅰ－２７］．砂糖工業の場

合，その季節性から原則として暦上の年度で

運営される．但し，通常の経済年度で記録す

る場合もある］．２６年には固定資本の減耗は

４８．１６％まで進み，その稼働率は８７．７％で

あった（２５年は７９．６％）．ぎりぎりの所で操

表Ⅰ－２７ 砂糖工業の資本投資（トラスト報告書のデータ）

資本修理 改造・拡張 新建設 投資総額 うち住宅建設

１９２３－２４年 ３，８２９ １９，７８８ ― ２３，６１７ ―

１９２５年 ６，５５３ ３７，４４５ ― ４３，９９８ ５，４９７

１９２６年 ６，２９４ ３０，３４５ ４４５ ３７，０８４ ３，７９０

１９２７年 ５，３２０ ２９，１６３ ３４，４８３ ４，１８６

１９２８年 ７，０７６ ５０，６７６ ５７，９３２

（千ルーブリ）

出典；Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1927 god, M., 1930, pp. 41, 251 ; Kratkii

obzor deiatel'nosti Sakharotresta za 1928 god i vyvody pravleniia po balancu na 1/Ⅰ 1929 g., M.,

1929, pp. 82-3

注記；１９２３－２４年は２３年１０月１日から２４年末まで．
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業していた．だが，資本投資は抑えられた．

生産過剰が原因である．２６年の資本復興活動

は約３４百万ルーブリであるが，うち４百万

ルーブリは前年から繰り越された債務の償還

であり，正味は３０百万ルーブリである．それ

でも計画を５．５百万ルーブリ上回った．年初

には減価償却フォンドはゼロであり，年末に

は１３百万ルーブリの積立残高を計上している

から，少なくとも計算上では償却控除は前年

の債務をカヴァーし，当該年の更新投資をし

てなお余りあったということになる１３８）．

２７年度の資本投資も伸びない．２７年３月に

１９．３百万ルーブリの割当てが承認された．う

ち０．３百万ルーブリは１９２６／２７年度粗糖生産

カンパニア中の燃料節約による．６月初めに

４百万ルーブリの追加割当てがあり，７月末

に３．４百万ルーブリの追加割当てが加わっ

た．他に国営保険からの支払いを含め合計

２７，１８２千ルーブリとなった．これに対し，資

本投資実績は３４，４８３千ルーブリに上った．前

年度の支出を加えると３８百万ルーブリとな

る．うち４，５３９千ルーブリは旧い固定資産の

利用やその処分により得た資金である．割当

てを３０％ほど超過した１３９）．

１９２８年の資本投資は大幅に拡張する．２７年

８月の農産物加工総管理局，砂糖労組中央委

員会，砂糖トラスト本部会代表からなる特別

委で資本投資割当て配分案が審議された．計

画では５５．５百万ルーブリであったが，委員会

は１４百万ルーブリの追加割当てを提起した

（うち農業７百万ルーブリ，住宅建設１百万

ルーブリ，新工場建設６百万ルーブリ）．砂

糖労組中央委員会幹部会は砂糖工業の固定資

本の磨耗は当初価値の４６．６％に達しており，

資本投資は６９．５百万ルーブリまで引上げられ

るべきであると主張していた１４０）．

更に砂糖トラストは９月に２つの新工場建

設問題を提起した．最高国民経済会議幹部会

はそれに原則的に反対しなかった．但

し，１９２７／２８年度の資本活動計画は融資面か

らはトラスト内部資金による以外に建設を見

込んでいない，この問題はトラストの工業財

務計画の審議の際に最終的に解決されるべき

であると答えた．

その後，トラストは最高国民経済会議と合

意のうえ，４．５百万ルーブリの内部資金動員

を計画した．トラスト本部会は最高国民経済

会議の統制数字による割当てに加え，余分な

原材料在庫として存在する死蔵資本を生きた

資本に転化し，新工場建設に振り向けること

にしたのである１４１）．

だが，その後は紆余曲折を経る．当初の統

制数字による割当て額５５．３百万ルーブリは

４４，２７４千ルーブリに減額され，次いでは

４９，２８１千ルーブリに増額された．資本投資実

績は５７．９百万ルーブリである．うち６．１百万

ルーブリは内部資金の動員（節約分）であ

る１４２）．

資本建設の杜撰さを示す極め付きはシベリ

アにおける工場建設のケースである．西シベ

リアでの砂糖工場建設の構想は２２年からあっ

た．計画委員会は厳しい気候条件から懐疑的

ではあった．

２５年の第２特別委員会の派遣後，建設問題

が具体化された．シベリアで工業用ビート播

種の試みを行う決定がなされた．その実験の

ために２６年に農業技師Ｌがシベリアに派遣さ

れ，２３，５００ルーブリが割当てられた．その実

験は失敗に終わった．収穫量は少なく，多く

が枯れた．Ｌの然るべき説明はなく，原因は

不明である．だが，シベリア地方執行委員会

が執拗に主張したため２７年にも実験を続け，

やはり２３，５００ルーブリ［２３，２１０ルーブリ］が

割当てられた．２７年２月２４日のトラスト本部

会会議によると最高国民経済会議はシベリア

での砂糖工場建設を決定し，それに基づき本
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部計画部が日程計画を作成することになっ

た．

２７年６月には確認のため砂糖専門の農業技

師Ｐを派遣した．Ｐは２６年の不成功の原因を

究明し，２７年も成功の見込みはないと予測し

た．土壌は不適合で，労働力も不足してい

た．トラスト本部会はＰの報告に基づき工場

建設を断念した．その決定を伝えると共にシ

ベリア地方執行委員会に対しシベリア全権委

員Ｌの更迭と新任人事への同意を求めた．Ｌ

はトラストの信頼を裏切った．履歴には中

等，高等教育を受けたとされていたが，不実

記載であった．職務に必要な経験もなかっ

た１４３）．

当時の資本建設の実状の一端を示す事例で

はある．専門家ならずとも結果が予想できそ

うな計画であるが，それだけ工場建設につい

て現地の地方当局の発言権が強いということ

であろう．

第２節 工業組織の資本投資活動の特
性とそのコントロール

工業組織の投資活動を総括しておこう．

ネップ期，ことにその後半期には活発な投

資が行われ，少なくとも外延的には顕著な工

業の発展がみられた．だが，そこには様々な

問題点が内在していた．

まずは資本活動計画と実績の大きなズレで

ある．１９２５／２６年度の国営大工業の資本投資

計画は意欲的であり，電力を除き８２０百万

ルーブリにも上った（これには外国信用によ

る設備受取の暫定的許可を含む）．前年度実

績（３８５百万ルーブリ）の２倍を超える．更

にその後，４２．８百万ルーブリの追加投資が許

可され総額８７３．９百万ルーブリとなった（最

終承認は２６年３月半ば）．この計画は実施過

程で大きく修正を余儀なくされた．７４百万

ルーブリの資材注文は実現されず，次年度に

繰り越され，設備輸入計画も３４百万ルーブリ

が未遂行となった．そのことが大きな原因と

なって投資計画の実績は８１１百万ルーブリに

留まった（９２．７％）．そもそも過大な計画に

無理があったのである１４４）．２６年１月１８日付国

営工業中央管理局の極秘指令は全ての全連邦

企業本部会に対し慎重な資本投資を求めた．

「１９２５／２６年度第２四半期の銀行信用制約の

ため，また第２四半期の予算や公債による建

設融資が最高国民経済会議提案をやや下回る

ため，加えて近い将来，資本活動計画の更な

る幾分の削減が予定されるため，１９２５／２６年

度第２四半期における資本投資の加速や計画

超過は決して許容されない．更に財務困難を

避けるため資本投資の慎重さや少々の抑制も

必要である．［但し］当座の生産と関連する

資本投資はすでに引下げられた計画より削減

すべきではない．上記指令の遂行に対する責

任は全面的に且つ個人的に企業本部会が負

う」１４５）．

すでに２５年秋ごろから過剰投資，計画超

過，使途とは異なった支出や計画外支出に対

する非難の声が大きくなる．財務人民委員部

のシュレイフェルは「何が何でも建設しよう

という熱狂的気分」が蔓延し，「多くの官庁

や地方が経済的に充分裏付けのない大きな

［投資］申請を出す」．その一部は「直ちに

アルヒーフ送り」の代物である．審議さるべ

きそれも我々の可能性を３倍も上回る」と嘆

く１４６）．

例えば，１９２５／２６年度，最高国民経済会議

は原料供給の不確実且つ最大限の可能性に基

づいて綿工業の生産計画を作成したが，必要

な原料が受取れないことが判明しても惰性で

拡張を続けた．その結果，余分な労働者を抱

え込み，休止設備が増えた１４７）．

とりわけイヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク
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綿トラストは国営工業中央管理局・繊維管理

部の警告すら無視して独断で新工場建設計画

をほぼ６０％拡大した．その跳ね上がり行動の

直接的結果は計画により定められた建設費の

超過支出である（２２百万ルーブリに対し現金

支出だけで４１百万ルーブリ．発注分を加える

と５５百万ルーブリ）．実際に建設は行ったと

はいえ，「身の程を弁えて」いなかった．そ

のためトラストの財務状態は悪化し，建設資

材の調達を急いだため木材市場などの投機を

助長した１４８）．

羊毛トラストでも同様の拡張志向が見られ

た１４９）．

最高国民経済会議・特別委員会の調査によ

ると１９２５／２６年度に繊維トラストの超過支出

は支出額の１０％，化学工業は１０．４％，砂糖ト

ラストは２１％，エムバ石油トラストは

１７．３％，等々である．計画外活動は前年度よ

りも減ったが，なお連邦繊維工業（１８トラス

ト）で支出額の４．８％を占める．化学工業で

は６％，鉄鋼では３０％以上が使途以外に支出

された，等々１５０）．

１９２６／２７年度計画は当初，前年度の反動で

やや控えめに予備を含め９４７百万ルーブリと

されたが，その後９８９．９百万ルーブリに引き

上げられた．実績はこれも大幅に超えて

１０６７．８百万ルーブリとなった（１０７．９％）．両

年度トータルではほぼ計画は１００％の達成率

（貨幣表示）であるが，部門別にみれば乖離

は大きい．繊維工業では１９２５／２６年度に計画

超過は１０％，１９２６／２７年度には３０％に達す

る．木材工業では計画外活動はそれぞれ

１７％，３０％である．化学工業も１９２６／２７年

度，総額では１００％近いが数量的には１５％が

計画外活動である．但し，ドンウーゴリでは

新規炭坑建設は２年間で計画課題の５０％ほど

しか実現できなかった．土石工業もかなり計

画を下回った１５１）．

１９２６／２７年度工業の計画超過は他の多くの

資本建設面の支出を考慮するともっと多い．

計画規律の欠如は地方工業，共和国工業だけ

でなくかなりは連邦工業にもある．連邦工業

における計画超過は主に２つの原因による―

①現有工場についての計画外活動（繊維，一

部は金属，石炭），②承認された建設計画の

費用が計画より上昇したことである．ことに

後者が重大である１５２）．

モスクワ工業もまた過剰な投資を行った．

モスクワ国民経済会議での第１回モスクワ工

業トラスト経理部長協議会での報告によると

１９２６／２７年度，多くのトラストの資本投資は

計画を大幅に超えた（混紡トラスト：計画は

２．４百万ルーブリ，実際の支出は４．９百万ルー

ブリ．モスクワメリヤス：計画１．６百万ルー

ブリ，実績３．６百万ルーブリ．モスクワ皮革

とモスクワ農産物加工は計画を５０％超過．モ

スクワ毛皮工業は計画１６５千ルーブリ，実績

５４７千ルーブリ）．他方で，一部トラストは資

本投資計画を遂行しなかった（機械トラス

ト：計画７．５百万ルーブリ，実績６．５百万ルー

ブリ．工業用織物：計画２．１百万ルーブリに

対し１百万ルーブリ．TEZhE：計画３．２百万

ルーブリに対し２．５百万ルーブリ）．

結局，モスクワ国民経済会議管轄工業の資

本投資の超過総額は４百万ルーブリ（約

１２％）となった１５３）．

１９２７／２８年度の資本投資計画は２８年２月の

時点で１１９３．５百万ルーブリであったが（最高

国民経済会議の工業財務計画），実績は１４２４

百万ルーブリとこれまた大幅な超過であった

（表Ⅰ－２）．

最高国民経済会議の労働国防会議への報告

データによると２８年５月１日時点で連邦工業

のリミット（予算）超過建設案件２６４のうち

（計画化及び調査段階を除く），計画［作業

計画？］承認のうえ実施されているのは９０
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件，提出されたが未承認のまま実施されてい

るのが１０９件，提出されずに行われているの

が３９件であった．石炭工業の工業財務計画に

は４９の項目別リミット超過活動が計上されて

いたが，うち承認された計画をもつのは１５％

のみであった．２２については計画作成すら終

わっていない．石油工業では２５のリミット超

過事業のうち４を除き然るべく承認された計

画なしに実施されていた．金属工業では工業

財務計画に含まれた５３のリミット超過事業の

うち承認された計画［作業概要］をもつのは

４５％のみである．繊維工業では計画作成も終

えずに実施された建設はないが，未承認計画

により実施されているのは３６％である．計画

なきリミット超過建設を行っていない工業部

門は木材と食品のみである１５４）．

このように承認された計画なき資本建設は

なお多い．

もっとも計画規律に欠けるといっても，そ

もそも計画自身が状況の変化に合わせて頻繁

に改定されたのだから，計画としての意義は

もたない．「投資活動やクレジットの項目リ

ストは指令‐計画的性格を失い，単に行われ

た支出の記録となった」（G．グヴァハリ

ヤ）１５５）と揶揄されたほどである．計画の最終

的承認はしばしば大幅に遅れた．

こうして工業組織の投資行動の特徴はまず

もって量的拡張志向である．

比較的ハードな予算制約にも拘らず，何

故，それが可能であったか．

一つには企業が一種の『出し抜き』行動に

走るからである．たとえ少ない資金割当てで

あったとしても一旦，建設を始めてしまえ

ば，既成事実化し，継続するため否応なく上

部機関が資金手当をせざるを得ないようにす

る１５６）．

多くの経済機関は新建設，現存企業の重大

な改造の上級機関への『申請』方式を非常に

良く理解しており，それらの価額はいわゆる

『一般的見積り』（最終的設計ばかりか暫定

的な設計スケッチですらない）に基づいて計

算された．始められた仕事は止められないで

あろうと見込んでそうするのである．

その結果は次のようである．例えば，ケル

チェンスキー冶金工場の復興投資は当初，１８

百万ルーブリであったが，その後，約３２百万

ルーブリとなった．その時になってもなお設

計が最終的に完了していない．うち約６．６百

万ルーブリは当初予算では見逃されていたも

のであり，３．８百万ルーブリは輸入設備の輸

送費や関税であった．多くの活動は費用が過

少評価されていた（約３．６百万ルーブリ）．

ゴムザの『プロフィンテルン』工場の大型

貨車部門の建設は当初約３．５百万ルーブリの

投資とされたが（３，５００台），その後，６，０００

台に拡大され，投資総額は１６．７百万ルーブリ

となる．ところが以前の計画通り３，５００台に

留める場合も動力装置の能力不足や全く新し

い製鋼所の建設の必要性のために投資総額は

１４百万ルーブリを超える．

ドンウーゴリの新規コークス装置は当初

７．４百万ルーブリとされたが，その後約２０百

万ルーブリに引上げられた．当初予算では多

くの活動が見過ごされ，輸入設備の関税や運

賃，利子が考慮されず，設備価額も１百万

ルーブリ高かった．機械製造工業の多くの活

動も何か月も最終的に承認された設計なしに

行なわれている．石油工業も全く同様であ

る１５７）．これは単純な計算ミスではない．

一つには流動資金を長期投資に流用する．

商業信用も活用する．

１９２５／２６年度，多くの綿トラストは遊休資

金を持ち，資本活動を加速した．その結果，

トラストの現金準備は約１０百万ルーブリ縮小

した．その一方で銀行貸付への要求を大幅に

引き上げた１５８）．
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１９２６／２７年度，資本建設上の超過支出を工

業は自己蓄積分（自己蓄積分は計画より約６５

百万ルーブリ多かった）やその他の内部資金

源によってカヴァーした．言い換えれば流動

資産強化に向かうべき資金が資本活動に利用

されたわけだ．

これと関連して一部トラスト，ことに地方

トラストは運転資金のために銀行債務を増や

したり，自己の現金準備を減らさざるを得な

かった．多くのトラストは手形振出しを増や

し，それによって自己の財務状態を苦しくし

た．また工業は自己の物財供給合理化面で計

画課題を遂行出来ず，この超過支出は第３者

との決済項目の節約によっては半分しか補償

できなかった．

こうした計画からの逸脱の結果，工業は自

己の現金準備を大幅に減らした（４０百万ルー

ブリ）．計画では５５百万ルーブリ増加のはず

であったが．銀行信用も計画を７０百万ルーブ

リ上回った１５９）．３８の全連邦トラストについて

１４９百万ルーブリの流動資金が資本建設に沈

下した．ことに燃料，金属，繊維工業で多

い．電機，紙，化学工業でもそうした傾向が

見られる１６０）．

また各部門の投資行動に見られたように関

連する様々な生産分野を抱え込み，閉鎖的完

結的生産体制を作り出そうとする傾向があっ

た．安定化機制が働く．万が一に備えた『保

険行動』も強い１６１）．トラストの専門家による

建設の計画化は彼らの個人的責任からの自己

防衛のため往々，建設（設備）の［結果］を

確実に得ようとして予備を増大する傾向があ

る．これも余分な資材買い付けに繋がる１６２）．

責任回避の口実探しにも暇がない．これは

また悪循環に陥る．建設機関は融資の遅れ

や，不均等な融資に対し，融資機関を非難

し，融資機関は建設の準備不足，使途通りに

資金を使わないと断罪する１６３）．設備納入につ

いても全く同様である．

横並び志向もある．「大部分の場合，トラ

ストは受け取った資本建設向け資金を均等と

はいえなくとも必ず全ての傘下企業に割当て

る．」「資金を一種の『平等主義』の原則に

従って配分する」１６４）．これは工業管理機関に

ついても言える．

他方，経営者は概して新規な技術導入には

消極的である．リスクの少ない途を選好す

る．リスク回避行動をとる．

「外国人専門家が建設活動や設備取り付け

指導や教育その他のため招聘されたが，時々

わが国の専門家からの予期せざる妨害に出会

う．すでにわが国の専門家からの非友好的な

猜疑心の強い態度のために外国人技師が仕事

を辞めたいくつかの例がある．わが国の専門

家のかなりの部分は伝統や技術的保守主義に

支配されている．外国の技術の過小評価はこ

のためである」１６５）．労組の圧力のもと，技術

的に廃れた工場の操業を始めることもあ

る１６６）．従って外延的な拡張傾向が強い．

過剰投資のもと資材供給が計画遂行上，大

きなネックとなる．絶対的に不足しているだ

けでなく，人為的に不足を激化する．資材の

配分に多くの官庁，組織が従事し，同じ官庁

の地方機関すら『確保』，『再配分』を行い，

互いに競合する．ほとんどの資材申請は通

常，実際の必要より３０～４０％過大評価されて

いる．ゴムトラストの化学総管理局や金属シ

ンジケートへの申請などは３００％も過大評価

されていたという．そのため不足を一層深刻

化させ過剰在庫，出荷価格違反，余分な再輸

送などを結果する１６７）．

設備などの注文遂行も大幅に遅れる．供給

側工場はその生産能力に不相応な注文を受け

入れ，注文主もまた技術的要件や設計図の提
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出を遅らせ，途中で変更したりする．注文の

際の前渡方式も供給側トラストが能力を超え

た受注を行う誘因となる．例えば，レニング

ラード機械トラストは契約調印時に注文額の

２５％を，注文遂行のための主要原料調達時に

また２５％を支払う．つまり製造に着手する前

に５０％を受け取るのである．しかも注文が遅

れても注文主から延滞利子や違約金を請求さ

れることは少ない．なぜなら仲裁手続きは煩

瑣で時間が掛かり，またそのことで『関係』

を損ないたくないからである１６８）．設備輸入の

困難と共に計画不履行の主因をなす．

だが計画規律の厳格化を求める前に工業建

設における計画化自身の問題も問わねばなる

まい．

計画作成において著しい数の上級機関の口

出しや後見は煩わしいほどだが，にも拘らず

実効的な監督や指導はない．「建設において

要求し，指示し，統制する『主人』は多いが，

本当の主人がいない」１６９）．報告の要求は多

く，建設計画の審議には気の遠くなるような

時間が掛かる１７０）．その間に計画は上方あるい

は下方に彷徨う１７１）．

１９２５／２６年度資本投資計画が最終的に承認

されたのはやっと２６年３月である１７２）．１９２６／

２７年度の計画は２７年１月に最高国民経済会議

幹部会が予備３０百万ルーブリを含め９４７百万

ルーブリを採択し，ぼぼ同じ水準で２月に人

民委員会議決定により承認されるが１７３），その

後，追加された．１９２７／２８年度の工業財務計

画の最終的承認も２８年３月であった１７４）．ここ

では計画がその実践的意義を失うばかりか，

むしろ攪乱要因になる．

中央機関の計画作成指示そのものもまこと

に大雑把なものである．国営工業中央管理局

食品工業管理部は２６年５月７日，砂糖トラス

ト本部会に対し１９２６／２７年度の砂糖工業資本

投資の統制数字を通知した（第１ヴァリアン

ト４０百万ルーブリ，第２ヴァリアント５０百万

ルーブリ）．これは限度額とし，５月２０日ま

でに両ヴァリアントの計画を作成し，提出す

ることを求めた１７５）．

既にみたように計画のなかにはトラストの

申請を単に『貼り合わせた』だけのもある．

「連邦工業の計画のかなりは個々の工業部門

の与えるものの集計に過ぎない」．V．クイ

ビィシェフは「我々の計画化の最も重大な欠

陥は明確な目的志向性の欠如である」，と苛

立つ．政府指導者が歯がゆい思いをしていた

ことはわかるが，逆（客観的要因を軽視した

目的論）が正しいわけではない．

こうした場合，当然にも計画を構成する諸

要素の不整合が生じうる．

計画自身が密閉されたキャビネットで行わ

れ，広汎な社会的検討を受けない．そのこと

が時々悲惨な結果をもたらす．例えば，ある

工場は活動の必要条件として良質の水が傍に

なければならないにも拘らず，その水の無い

場所に建設された１７６）．

ことに労働保全面で深刻である．労働保全

に係わる建設部分は労働人民委員部機関と調

整した計画により行われることになってい

る．

最高国民経済会議副議長セレブロフスキー

によると［建設］１２０単位のうち５０のみが承

認された計画により建設された．労働人民委

員部予備審査ビューローに計画が持ち込まれ

るのは工場の建物がすでに全部または一部建

設された後である．

例えば，ブリャンスク市の『プロフィンテ

ルン』工場の大型貨車部門の建築計画は（建

築額は約３．５百万ルーブリ）建設活動が行わ

れてからビューローに合意のため提出され

た．モスクワのカリーニン名称ダニーロフ綿

紡績工場拡張計画も建設活動が開始されてか
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らビューローに提出された．１２７，０００紡錘の

イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク綿紡績工場

は労働人民委員部に計画を提出せずに建設さ

れた．弱電機トラストのレニングラードの計

測器工場の暖房，換気装置計画のビューロー

における審議の際に，換気装置案の労働人民

委員部への提出前に工場全体の還流式換気装

置が据付けられていたことが判明した．機械

配置の間隔が広すぎたり，採光上，位置が悪

い．また衛生面の不備もある．例えば，イ

ヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク紡績工場の計

画では手洗いは主棟の端にしかない，

等々１７７）．

こうした経済活動の不正常，乱脈に対して

は様々な規制が試みられた．

建設活動のコントロールには３種類ある．

一つは行政的コントロールであり，すでに幾

つかの事例でみたように改善の行政指導や行

政処分，人事異動などのサンクションを伴

う．

一つは社会的コントロールであり，マスコ

ミによる非難や大衆的弾劾である．党機構，

労組，青年組織が実行する．

一つは，おそらく経済的には最も有効であ

ろうが，財務的コントロールである．財務官

庁や銀行を通して行う．

行政的コントロールは労農監督部がその中

心となる．上級政府機関の委任により労農監

督人民委員部は資本建設における欠陥除去の

措置を検討する．労農監督部はこの仕事に有

力なスペツを加えた．また労農監督部の個々

の調査グループも参加している．

２月２７日，労農監督部の下で経営者及び専

門家の協議会が開催（議長オルジョニキッ

ゼ）された．この場は官庁間の利害が錯綜す

る．

この問題を検討してきたスペツグループを

代表してヴィソチャンスキーが基調報告を行

う．「何よりも建設において上からの確固た

る課題がない．計画化過程において課題が何

度も変わる．科学‐技術ソヴェトはやっと最

終段階で計画化に加わる」．

また「建設事業において責任が分散し，誰

が建設に対して責任をもつのか不明である．

企業か，トラストかそれとも建設組織なの

か」．

だから新建設の全ての問題を集中し上級政

府機関に対し責任を負うのは総管理局または

それと同等の機関とするべきである．総管理

局は承認された計画の範囲で建設地を定め，

新工場計画や拡張計画を承認し，建設を監督

し，交付資金を按配する．そのためグラフキ

は特別統制‐監督部を設置し，その下にトラ

ストの権利をもって独立採算で活動する専門

の建設機構を設ける．グラフキは自己の活動

に当該工業部門の科学‐技術ソヴェトを引き

入れる．

グヴァハリイ（資本建設調査に参加した労

農監督部の働き手の一人）の第２報告もこれ

を援護する．

基本的課題は建設活動のテンポアップにあ

る．資本建設計画は基本部分と補足部分に分

けられ，前者は自動的に各業務年度の計画に

組み込まれ，後者は景況に依存して修正を受

ける．建設面の指導は中央集中化さるべきで

あり，グラフキの下に専門部を設け，建設に

対し責任を負う．

こうした方向性に S．D．シェインは難色

を示した．「総管理局へ建設の設計，融資，

監督の全ての権限を集中することは幾分の悶

着を生み出す可能性がある」．ブゥドニャク

も同調する．「ヴィソチャンスキー案に反対

する．総管理局の任務は建設課題を定めるこ

とにあり，現地の地方機関が総管理局の監督

の下，これら課題を独立に実現するべきであ
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る」．

バルスキー（最高国民経済会議建設委員

会）は計画を『ストロイ』に委譲するヴィソ

チャンスキー案に反対し，建設は建設コン

トーラのシンジケート化によって行なうべき

であり，建設コントーラは建設を所轄する相

応の機関に所属すべきである，と主張する．

ロボフ（ロシア共和国最高国民経済会議）

もヴィソチャンスキーの立場に与しない．ト

ラストはこの活動を自ら行ないうる．狭い専

門的な機能のためには総管理局の監督の下，

独立採算性で活動する建設コントーラを設立

すべきである．また全ての設計活動の総管理

局への集中にも反対する．中央での地方の建

設計画の審議は特に複雑な新建設活動や新た

な改良が導入される場合に留める．

アリペロヴィッチ（オルグメタル）は設計

活動の総建設管理局への統合を主張した．国

立設計組織には独立に海外のコントーラと技

術活動，設計図その他について協定を結ぶ権

限が与えられるべきである．現行の制度では

あれこれの経験ある監督員や技師を招聘する

ための数千ルーブリの支出ですら総利権委員

会を通して交渉している．

スヴェルドロフ（最高国民経済会議・科学

‐技術管理局）もヴィソチャンスキー案に同

意した．但し，技術と経済の乖離が見られ

る．技術と経済の緊密な結びつきを確立する

問題は中心的課題である．「建設における誤

りは主に我々があれこれの新たに行なわれる

建設に対し最初から最後まで責任を持つ者が

いないことによる」１７８）．

要は建設に対する科学技術的判断からの指

導強化と監督の系統化であり，何より責任の

所在を明確にすることである．

最高国民経済会議も監督強化を進めた１７９）．

それと共に計画，予算，作業工程承認前の建

設，計画違反及び職務懈怠の責任者に対する

刑事罰を含めた責任追及が厳しさを増し

た１８０）．とはいえ承認された計画なき事業を資

本活動計画に含めることを禁じた諸決定は実

効性をもたなかった１８１）．

次に社会的コントロールの組織化である．

直接的には，臨時統制委員会が工場の資本活

動過程を調査することがある．例えば，ドニ

エプロペトロフスクのＰ工場での調査による

と高等教育の技師が技手として予算の作成に

携わっていた．古文書保管係りとして働いて

いたこともあった．臨時統制委の介入の後に

彼らが生産の仕事に就いた，という１８２）．

更に建設における欠陥に対し直接の建設者

だけでなく，計画立案専門家の責任性も「社

会的批判の砲火に曝せ」という論調の記事が

現れる．

「党は社会主義建設の成功のため広範な自

己批判，優秀な執行者だけでなく建設の創意

ある参加者たる自己の専門家養成，指導者や

執行者の厳しい責任性の方針を打ち立てた．

だがその場合，直接の執行者以外の計画立案

専門家，エコノミスト，財務専門家の責任は

どうなるのか」．

例えば，南部化学トラスト《ヒムウーゴリ》

は１９２５／２６年度の暫定計画に年産５０千トンの

燐酸肥料工場建設を加えた．相応の機関のサ

ンクションを得て海外の標準的設備の購入交

渉を行った．その結果，何十年の燐酸肥料工

場建設の実績のある幾つかの有名な世界的会

社が建設費総額４００千ルーブリを掛け，８－

９ヶ月で操業させることを保証した．その１

つの会社の計画に従って工場の土台が作られ

た．

「だが調節機関の計画立案専門家，エコノ

ミスト，財務専門家の判断で建設は四半期毎

引き延ばされ，いまだ土台しかない．その遅

れのため，１９２７／２８年度は２百万金ルーブリ

の燐酸肥料を輸入せざるを得なかった．
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我々のシステムでは責任を負うのは執行者

たるトラストの働き手や技手‐建設担当者で

ある．最高国民経済会議，財務人民委員部，

ゴスプランの計画立案専門家，エコノミスト

たちは彼らが出した所見に対し道義的及び政

治的責任すら負わない．その結果，直接の執

行者である建設担当者はしばしばこの責任を

懼れ，幾分たりとイニシアチヴを発揮しよう

とはしない．他方，計画機関に居座る同じ専

門家は『良心の呵責もなく』，なんら責任な

しに計画を何十万ルーブリと削減したり，上

乗せする．機構の上級環の専門家も責任を問

い，広範な批判の砲火にさらすべきであ

る」１８３）．

こうして専門家への社会的批判のカンパン

アが組織される．行政的統制の後方支援であ

ろうか．

いま１つの方式が財務的コントロールであ

る．

まずは２７年夏に人民委員会議決定はプロム

バンクの長期信用部に建設に対する財務コン

トロールの任務を課した．しかしこれは掛け

声だけに留まった１８４）．最高国民経済会議は２７

年末，工業建設融資を無償と要返済に分ける

方式を検討した．要返済の融資は経済機関に

建設に着手する前に事前の調査，計算を行う

誘因を与える．科学技術機関の利用や行政的

働きかけの他，大型建設への経済的コント

ロール強化―資金利用のそれを打ち出し

た１８５）．

労働国防会議・建設委員会も建設融資整序

を図る．

「全ての種類の建設は生産計画と並んで生産

計画に基づき全ての資金源の可能な入金を考

慮した財務計画をもたねばならない．資金交

付の日程は生産計画遂行の日程と厳格に相応

して定められるべきである」．「資金交付は銀

行を通して行なうのが最も望ましい．建設へ

の全ての割当てはその性格と係わりなく国庫

方式でなく銀行を通じて行なうべきである．

国庫方式で資金交付される建設の連続性のた

めに国庫信用の期限は２年とする」．

「財務人民委員部（連邦及び連邦共和国）は

信用計画の正しい遂行について銀行の活動へ

の監督を強化する．ゴスプランは１９２８／２９年

度より不足の建設資材を製造する工業（連

邦，共和国，地方，クスターリ）への必要な

融資額を規定する．諸官庁には建設への割当

てからの控除によって（但し，その２％以

下）専門的活動のために建設コントーラの流

動資本を形成する権利を与えられる」．

他方で行政的統制は簡素化し，集約化す

る．

「現在はコントロールの数が多すぎるため，

監督機関の数を減らすべきである．最も望ま

しいのは地方及び住宅建設の監督は建設コン

トロール管理部（県その他の技師の管理部）

が負い，その他の種類の建設に対しては相応

の官庁のコントロール機関が負う．労農監督

人民委員部は主に官庁の建設に対するコント

ロールのあり方の関心を向けるべきである．

個々の建設の調査は必要な場合にのみ行な

う」１８６）．

次いで過度に特恵的な融資条件が建設の経

済性を損なっている点に目をむける．２８年２

月の労働国防会議決定は労農監督部が行った

調査・分析に基づいてゴスプラン，最高国民

経済会議及び財務人民委員部に対し資本活動

の実際的効率性を高めるため建設に投下され

た資本に対する一定の利子率導入問題の検討

を勧告した１８７）．

更に２８年５月の労働国防会議・建設委員会

は建設コントーラの財務状態整序の措置を計

画した．

「請負方式で活動する建設コントーラをその

管轄に置く全ての国家機関，組織は１１月１日
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までに建設コントーラの定款資本を労働国防

会議の定めた限度内とする．建設コントーラ

及び発注者は契約締結に際し当該の建設対象

についての入金及び活動計画のノーマルな遂

行期間を規定する．締結された契約及び融資

計画の範囲内で発注者は適宜の融資に対し，

建設組織は資金の建設への合目的的利用に対

し責任を負う．コントーラは契約額の２５％以

上を，発注者から現金でアヴァンスを受取

る．建設コントーラの勘定書は受け入れ文書

に基づき，月に１－２回支払われる．勘定書

の支払いは勘定書の額の７５％以上，現金で行

う，勘定書支払いのための手形は２．５ヶ月以

内の期限とする．

コントーラにはゴスバンクで発注者の手形

割引による短期信用を与える．この信用の額

は納入された建設資材に対する決済の際に使

われない全ての手形の適宜の実現を完全に保

証するために与えられる．建設コントーラの

手形振出は実際にそれらが払い込まれた定款

資本の額に限定される」１８８）．

２８年３月の商工業連合ソヴェト会議におい

てM．I．ビルブラエルは銀行の資本建設コ

ントロールにおける役割を強調している．一

般に財務的コントロールには３つの形態があ

る．事前コントロール，建設過程における当

座（経過的，同時進行的 contemporary）コ

ントロール及び事後的コントロールである．

事前コントロールとは［予算策定におい

て］建設の財務－経済的方針を点検し，当該

建設の一般的妥当性や根拠付けについて専門

鑑定を受けることである．ここでは銀行は事

前コントロール機能を引き受けられないし，

またその権利もない．

銀行のコントロールは貸付の手続きが行わ

れ，貨幣が交付され，それらの建設への支出

が始まった時に始まる．建設の予算ないしは

計画に何らかの欠陥を見つけたら，無論，銀

行は貸付の停止を要請できる．言い換えれば

銀行は貸付手続き次第，本領を発揮しうる．

銀行は経済機関を『鞭打ち』，正しく建設を

行なわせるべきである．銀行は自己のコント

ロールの基礎に建設報告を置く．報告の点検

の他，建設報告のあり方を実地調査する．銀

行の検査員はしかし，現場であれこれの問題

を決める監督者ではありえない．ただ銀行に

報告し，銀行の方はまた自分なりの措置を採

る１８９）．

最高国民経済会議幹部会の決定により１９２８

／２９年度よりトラストは建設の四半期財務計

画を長期信用銀行への提出を義務づけられ

た１９０）．実際，長期信用銀行は多くの工業部門

で資金支出状態の調査を行った１９１）．

こうして財務的コントロールの制度化が目

指された．だがネップ期の状況の中でそうし

たコントロールは実効性を持ちえたであろう

か．それとも監督機関が余分に付け加わった

だけなのか．以下，工業組織の財務状態を分

析しつつ検討してみたい．
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1930, ch. Ⅱ, pp. 357-9

９８）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, p. 345

９９）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 438-9

１００）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 489-90

１０１）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 1 May

1928, №101 ; 4 May 1928, №102.セルギエフ

ビン工場の建設は予算を４００％超過した

（２百万ルーブリ）．操業は１年遅れた

が，操業後も生産性が低く，原価も予算を

はるかに上回り，最初の６ヶ月で５００千

ルーブリの赤字を計上した．ポクロフス

キービン工場も同様の理由で２７年１月から

７月までに２００千ルーブリの赤字を計上し

て い る（Torgovo-promyshlennaia ga-

zeta,29 January 1928, №25 : Pravda, 29

January 1928, №25 : Izvestiia, 29 January

1928, №25）．

１０２）Ekonomicheskaia zhizn', 29 April １９２８，

№１００．

１０３）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 3 March

1928, №54 : Sobranie zakonov i raspori-

azhenii S. S. S. R., 1928, №27, st. 250

１０４）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 4 May

1928, №102.

１０５）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.

-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 426 : Promyshlennost`

SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp.

235-6 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28

godu, M., 1930, ch. Ⅱ, pp. 284-5 ; Lesopro-

myshlennoe delo, 1926, №1, p. 6 ; №12, p. 1-

3 ; 1927, №11, p. 33-4 ; 1928, №10, p. 44 :

Ekonomicheskaia zhizn`,9 July 1927, №

153 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 2

July 1927, №147 ; 9 July 1927, №153.

１０６）Lesopromyshlennoe delo, 1928, №4, p. 42

１０７）Lesopromyshlennoe delo, 1928, №7, pp. 35-

6 ; №9, pp. 17-8

１０８）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 730, 734-5

１０９）Bumazhnaia promyshlennost', 1926, №9, p.

463 ; №11, pp. 654-5．最高国民経済会議報

告書では資本活動への割当ては４４．８百万

ルーブリである．

１１０）Ekonomicheskaia zhizn`, 2 June 1927, №

123

１１１）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 26 Octo-

ber 1926,№ 245 ; 7 April 1928,№ 83 : Ek-

onomicheskaia zhizn`, 19 November 1926,

№ 268 ; 2 June 1927, №123 : Finansovaia

gazeta, 25 August 1926, №194

１１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 20 Octo-

ber 1926, №241

１１３）Lesopromyshlennoe delo, 1927, №12, p. 36 :

Ekonomicheskaia zhizn`, 6 October 1927,

№228 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 6

October 1927, №228

１１４）Ekonomicheskaia zhizn', 2 June 1927, №

123 ; 8 December 1927, №280.建設された

企業の製品原価も当初案を大幅に上回るだ

けでなく，輸入製品の原価をも上回った．

例えば，ヴォルガコンビナートの新聞紙１

トンの原価は当初案では１２９ルーブリ７１コ

ペイカであったが，その後の計算では約

１７０ルーブリとなった．輸入新聞紙の海外

渡し原価は約１４０ルーブリである．シャ

シ・セルロース工場では当初セルロース１

トンの原価は９５ルーブリ０２コペイカであっ

たが，その後のデータでは約１５０ルーブリ

９７



（８％の資本利子含め）となった．他方，

輸入セルロースは海外渡しで１１０ルーブリ

である．

１１５）Ekonomicheskaia zhizn', 8 December 1927,

№280

１１６）Ekonomicheskaia zhizn', 20 January 1928,

№17 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 20

January 1928, №17 : Pravda, 20 January

1928, №17 : Izvestiia, 20 January 1928, №

17 : Sobranie zakonov i rasporiazhenii S. S.

S. R., 1928, №7, st. 62

１１７）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 7 April

1928, №83 : Pravda, 7 April 1928, №83

１１８）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 15 No-

vember 1927, №261 : Izvestiia tekstil'noi

promyshlennosti i torgovli, 1927, №19-20,

pp. 21-6 : Planovoe khaziaistvo, 1926, №2,

pp. 138-142

１１９）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.

-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 248

１２０）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, p. 319

１２１）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, p. 387

１２２）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 263-4

１２３）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 332-3

１２４）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 401-2

１２５）Torgovo- promyshlennaia gazeta, 28 Octo-

ber 1926, №248 ; 23 March 1927, №66

１２６）Pravda, 26 August 1927, №193

１２７）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 8 June

1928, №131

１２８）Khoziaistvo i upravlenie, 1927, №7-8, pp. 86

-100 ; Torgovo-promyshlennaia gazeta, 26

August 1927, №193 : Ekonomicheskaia

zhizn`, ２６ August 1927, №193 繊維工

業における建設事業を行うため２６年に株式

会社『繊維ストロイ』が設立されたが，計

画の処理・承認手続き，発注先との契約手

続きや高い建設費などの問題はさほど改善

さ れ な か っ た よ う だ（Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 25 September

1928, №223 : Ekonomicheskaia zhizn`, 25

September 1928, №223）．

１２９）Torgovo-promyshlennaia gazeta,3 Novem-

ber 1926, №253 ; 5 June 1927, №125 : Ek-

onomicheskaia zhizn`, 5 June 1927, №125

１３０）Ekonomicheskaia zhizn', 5 February 1927,

№29

１３１）Ekonomicheskaia zhizn', 12 July 1928, №

160 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, ２４

August 1928, №196

１３２）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.

-L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 305-6 : Vestnik

Kozhevennovo Sindikata, 1926, №7, pp. 3-

4 ; 1927, №12, p. 480

１３３）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.

-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 306 : Promyshlennost`

SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp.

390-1 : Vestnik Kozhevennovo Sindikata,

1926, №7, pp. 3-4 ; 1927, №12, p. 479-481 :

Torgovo-promyshlennaia gazeta, 27 No-

vember 1926, №274

１３４）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 443-4 : Vestnik Kozheven-

novo Sindikata, 1928, №4, pp. 118―9 ; 139

１３５）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 17 Janu-

ary 1928, №14 : Vestnik Kozhevennovo

Sindikata, 1926, №7, pp. 3-4 ; 1927, №12, p.

481．レニングラード皮革トラストの計画超

過については Torgovo-promyshlennaia

gazeta, 25 January 1927, №19，ウクライナ

皮革トラストの財務的可能性や原料供給に

不 相 応 な 投 資 に つ い て はEk-

onomicheskaia zhizn',5 June 1927, №125

１３６）Pishchevaia promyshlennost', 1927, №3, p.

67-8 ; №8, p. 231-2 ; 1928, №3, p. 113 ; 1928,

№7, p. 241 ; №8, p. 298 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 5 October 1928, №

232

１３７）Pishchevaia promyshlennost', 1928, №3, p.

113 ; №8, p. 298

１３８）Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sak-

harotresta za 1926god, M., 1928, p.�.
最高国民経済会議のデータはかなり数値が

異なる．２５年度に資本活動は４９，２１２千ルー

ブリ（うち資本修理６，５５３千ルーブリ，新

建設１３，１９４千ルーブリ，設備拡張２４，２５１千

ルーブリ，住宅建設５，２１４千ルーブリ）で

９８



あり，２６年度には，４０，１１９千ルーブリ（う

ち資本修理６，２９４千ルーブリ，新建設８，２２０

千ルーブリ，設備拡張２１，９３３千ルーブリ，

住宅建設３，６７２千ルーブリ）である（Pro-

myshlennost' SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, Ⅱ, p. 497）．

１３９）Ekonomicheskie itogi deiatel`nosti Sak-

harotresta za 1927 god, M., 1930, p. 48, 52

最高国民経済会議のデータでは２７年度の資

本投資実績は３６，４２２千ルーブリ（うち資本

修理は５，８３６．８千ルーブリ，新建設や設備

拡張は３０，５７４．４千ルーブリ）である（Pro-

myshlennost' SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, Ⅱ, p. 549）．

１４０）Ekonomicheskaia zhizn', 18 Aug.１９２７，№

186 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 18

Aug. 1927, №186(Torgovo-promyshlennaia

gazeta, ４ Nov. 1927,№253 によると１９２６／

２７年度の資本投資は２６．７百万ルーブ

リ，１９２７／２８年度の統制数字によると資本

投資は４８．５百万ルーブリである）．

１４１）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 28 Sep. ;

7 Oct.１９２７年

１４２）Kratkii obzor deiatel'nosti Sakharotresta

za 1927god i vyvody pravleniia po balansu

na 1/Ⅰ 1929g., M., 1929, pp. 11-12

１４３）砂糖トラスト本部会議長のシベリア地方執

行委員会への書簡［日付不詳．２７年秋］に

よる（RGAE,fond1576, op. 6, d. 50, l. 112-

3）．

１４４）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅰ, pp. 88-90

１４５）RGAE,fond8145, op. 1a, d. 26, l. 3

１４６）Ekonomicheskaia zhizn`,22 October 1925,

№242

１４７）Khoziaistvo i upravlenie, 1926, №7-8, p.5

１４８）Izvestiia,28 May 1926, №121 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 13 August 1926,

№183 : Khoziaistvo i upravlenie, 1926, №7-

8, p.8

１４９）Khoziaistvo i upravlenie, 1926, №7-8, p. 8-9

１５０）Ekonomicheskaia zhizn', 7 April 1927, №

78 : Khoziaistvo i upravlenie,1927, №52,

p.10

１５１）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅰ, pp. 88-90

１５２）Ekonomicheskaia zhizn', 2 February 1928,

№53（社説）

１５３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，２

Mar．１９２８，№53

１５４）Ekonomicheskaia zhizn', 26 June 1928, №

146 : 29 July 1928, №175

１５５）Khoziaistvo i upravlenie, 1927, №7-8, p. 115

１５６）Finansovaia gazeta, 24 November 1925, №

267 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 11

June 1926, №130

１５７）Ekonomicheskaia zhizn', 18 December

1927, №289. cf. Ekonomicheskaia zhizn', 10

December 1927, №282

１５８）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 16 Janu-

ary 1926, №13

１５９）Ekonomicheskaia zhizn', 2 February 1928,

№53（社説）

１６０）Ekonomicheskaia zhizn', 28 June 1928, №

148

１６１）Ekonomicheskoe Obozrenie, 1929, №5, p.

71

１６２）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 21 Octo-

ber 1926, №242

１６３）Ekonomicheskaia zhizn', 8 February 1928,

№33

１６４）Trud, 22 April 1927, №91

１６５）Trud, 20 July 1927, №162. cf. Ek-

onomicheskaia zhizn', 15 July 1927, №158

１６６）Ekonomicheskaia zhizn', 23 February 1927,

№44 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 23

February 1927, №44 : Izvestiia, 23 Febru-

ary 1927, №44

１６７）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 17 No-

vember 1928, №267

１６８）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 1 No-

vember 1928, №255 : Khoziaistvo i

upravlenie, 1926, №7-8, p. 11

１６９）Ekonomicheskaia zhizn', 22 June 1927, №

138

１７０）例えば，レニングラード木工トラストの糸

巻き工場の建設計画は１３の各級機関の審議

を経た．ニジニ・ノブゴロドの工場の場

合，実に１６の階梯を経た（Khoziaistvo i

upravlenie, 1927, №4-5, p. 84 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta,19 November 1926,

№267）．

９９



第２章 国営工業の財務状態

第１節 概観

ネップ期国営工業の財務構造を概観してお

こう．工業資本の構造は戦前と比べれば大き

く変化した．無論，体制の変化だけではな

く，革命，内戦時の経済の解体状況の影響で

もある．

まず，流動資産対固定資産比率を比較する

と１９１３年（株式会社のみ）には６２：３８であっ

たのが，２３年（連邦工業）には３７．３：６２．７

に，２４年（連邦及び共和国工業）には４４．７：

５５．３となった．流動資産の比率は異常に低

い．固定資産が老朽化，破損し，稼働率は低

いのだから，ある意味当然ではあるのだが，

工業の有機的構成の変化はほとんどないのだ

から資本構造は非常に悪化した．しかも流動

資産の中には利用，処分困難な非流動的資産

が多い１）．

この流動資産の構成を見れば［表Ⅱ－

１］，戦前と比べ，圧倒的に製品，原材料，

燃料などの物財在庫が多い．現金準備や流動

債権の当座資産の比重は極めて少なく，財務

的な脆弱性を示している．それをカヴァーす

る自己資金と他人資金の比率は戦前に比し，

１７１）極め付きは１９２６／２７年度農業機械建設計画

決定の経緯である．先ず２６年６月に提出さ

れた計画は１０．２百万ルーブリであった．８

月には７．４百万ルーブリに削減され，９月

初めには３．４百万ルーブリに激減したとお

もえば同じ９月に７百万ルーブリに引き上

げられ，次いでは４．５百万ルーブリに，１０

月には１０．８百万ルーブリに変更され，２７年

１月にやっと６百万ルーブリに落ち着く．

とはいえ２月の時点でこの数字を採択した

のは金属総管理局のみであった（Khoz-

iaistvo i upravlenie, 1927, №4-5, p.83）．

１７２）Pravda, 10 December 1926, №286

１７３）Ekonomicheskaia zhizn', 12 January ; 19

February ; 20 February 1927, : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 12 January ; 19

February ; 20 February 1927, №9

１７４）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 4 July

1928, №153

１７５）RGAE, fond 1576, op. 6,d. 62, l. 94-5

１７６）Trud, 20 July 1927, №162

１７７）Trud, 18 September 1927, №213

１７８）Ekonomicheskaia zhizn', 28 February 1928,

№50

１７９）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 30 March

1928, №76

１８０）Sobranie zakonov i rasporiazhenii S. S. S.

R., 1928, №12, st. 102 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 8 February 1928 ;

18 May 1928 ; 24 May 1928

１８１）Ekonomicheskaia zhizn`, 29 July 1928, №

175：工業及び電力の資本建設整序措置に

ついてはSobranie zakonov i rasporiazhenii

S. S. S. R., 1928, №33, st. 297 など．

１８２）Ekonomicheskaia zhizn', 29 August 1928,

№200

１８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 11 June

1926, №130

１８４）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 27 Janu-

ary 1928, №23

１８５）Ekonomicheskaia zhizn', 18 December

1927, №289

１８６）Ekonomicheskaia zhizn', 20 January 1928,

№17．最高国民経済会議もその方針に沿っ

た建設融資整序案を採択している（Ek-

onomicheskaia zhizn', 9 March 1928, №59 :

Torgovo-promyshlennaia gazeta, 9 March

1928, №59）.

１８７）Khoziaistvo i upravlenie, 1928, №21, p. 4

１８８）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 23 May

1928, №118

１８９）Ekonomicheskaia zhizn', 14 March 1928, №

62. cf. Torgovo-promyshlennaia gazeta, 7

March 1928

１９０）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 15 No-

vember 1928, №265

１９１）Kredit i khoziaistvo, 1929, №4, pp. 13-16

１００



他人資金比率が低い．これは無論，財務基盤

が固いためではなく，信用機構の弱さによ

る．貨幣資産が少ないということは，運転資

金において他人資金への依存度が高いことを

意味する．その後の動向は表Ⅱ－５，６に示

される．２０年代半ばには物的資産の比率が

減って，財務状態の改善が見られたが，その

後，再び悪化した．他人資金比率も高まっ

た．

バランス・シートの上ではネップ期には自

己資本の比重は高いのだが，国営工業におい

て自己資本という場合，その意味は明確では

ない．ある種形容矛盾の所もある．国家の資

産がこれこれの分，各企業に委ねられたとい

うにすぎない．資産自体は国家に帰属する以

上，処分権や使用権がどこまで企業に認めら

れるかという権能範囲の問題である．固定資

産の場合には処分権は無論，極めて限定され

る．不要となった資産の処分や移譲などに限

られる．数だけで言えばトラスト本部会の議

題の最大項目ではある．流動資産の処分権は

あるが，それもさほど自由とはいえない．少

なくとも形態変換しつつもその資産価値を維

持する義務は負う．使用権については原則，

ほぼ裁量権が認められよう．自己資本とはそ

のような意味である．これに対し，他人資金

は処分権が限定され，時には使用権も制約さ

れる．使途指定の場合も多いからである．

問題は「わが国の企業はこれまでまだ国家

により彼らに委譲された資本が贈与ではない

ことを理解していない」（M．I．ビルブラエ

ル）ことにある２）．

資金源泉は内部資金と外部資金がある．自

己資金は利潤からの内部留保，減価償却資金

その他積立金からなる．外部資金は財政融

資，銀行信用，商業信用から成る．

自己蓄積についてみれば，連邦工業につい

て１９２６／２７年度に純益は商品生産高の

１４．９％，償却償却費を含め，２４．３％であっ

た．１９２７／２８年度にはそれぞれ１３．８％，

２２．３％に低下した３）．他方，利潤から国庫へ

の控除は急激に増加した．内部留保は少なく

なる［表Ⅱ－２～６］．

利潤の処分権の制約については石油工業か

ら不満が表明されている（E．クーミン）．

新しいトラスト法によれば，利潤の８０％ほど

が国庫に納付される．また２８年２月の上級機

関の決定によればこれらの払込みは次業務年

度中に行うことを義務づけた．「工業の内部

蓄積を真面目に考えていない．今後は収益性

表Ⅱ－１ 工業の流動資産構成（％）

１９１３年 １９２３１／Ⅹ １９２４１／Ⅹ

物財在庫 ３５．６ ７０．７ ５４．６

現金準備 １６．３ ２．６ ６．５

債務者勘定

（流動債権）
４０．０ ２３．７ ２９．７

その他 ９．１ ３．０ ９．２

計 １００．０ １００．０ １００．０

自己資金 ３７．０ ７５．０ ６１．０

他人資金 ６３．０ ２５．０ ３９．０

注記：２３年は連邦工業，２４年は連邦工業と共和国工業

出典：Vestnik finansov, 1926, №3, p. 155
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のあるトラストは収益性のないトラストに対

し優位性をもたない」ということだ４）．

財政融資は，そして長期信用も大体におい

てそうなのだが，企業自身にはその利用の上

で裁量の余地の少ない資金である．実際には

予算項目やその枠から逸脱することはあって

も基本的にはその使途は外部から指定されて

いる．

財政融資は表Ⅱ－９にみられるように重工

業や電力に集中している．多くは資本投資に

使われたが，一部は赤字の補填や流動資産の

補充に充てられた．ここでは重点性（国家に

とっての重要性），補完性（劣悪な経営状態

への梃入れ）の原理が作用し，一部は衡平の

表Ⅱ－２ 国営工業の投資とその財源

１９２２／２３

年度

１９２３／２４

年度

１９２４／２５

年度

１９２５／２６

年度

１９２６／２７

年度

１９２７／２８

年度＊

１９２７／２８

年度＊＊

利潤 １４６ ２１４ ５２１ ６７６ ６９６ ８００ ８３０

欠損 ５０ ８４ ６３ ６６ ４１ ２０ ６０

純益 ９６ １３０ ４５８ ６１０ ６５５ ７８０ ７７０

減価償却 １４５ １７０ ２７７ ３６０ ４２０ ４６２ ４１５

内部蓄積合計 ２４１ ３００ ７３５ ９７０ １０７５ １２４２ １１８５

外部資金

財政融資 １４０ １１１ １２５ ３１５ ５２８ ５４３ ６３４

国庫への控除 １０ ６６ １６９ ２５９ ４２５ ４４４ ４３０

残高 １３０ ４４ －４４ ６６ ９７ ９９ ２０４

中央公営銀行 ― ― ９ ２５ ５５ ６５ ７２．２

短期銀行信用増分１） １５５ ２９４ ４４５ ２４０ ３４０ ２７０－３００ ３８９

非商業信用２） ５５ １５３ １１０ １６６ ７３ ― ―

短期信用 ２１０ ４４７ ５６４ ４３１ １５１８ １００７ ―

蓄積と外部資金合計 ５８１ ７９１ １２５５ １４６７ １６４０ １６７６ １８９５

資本活動３） １２０ ２０９ ３８５ ８１１ ９９０ １１７６ １３９１

流動資産４） ４６１ ５８２ ８７０ ６５６ ６５０ ５００ ５０４

（百万ルーブリ）

註：１） 短期銀行信用増分は銀行統計による．１９２４／２５年度から最高国民経済会議管轄外の工

業の１０－１２％を除く．

２） 主に税，社会保険などの特恵的（繰延べ）債務

３） 砂糖トラストの定款資本への繰込み，５３百万ルーブリを含み（消費税債務），軍事工業除く．

４） 設備についての外国信用除く．

＊統制数字 ＊＊実績見込み

＊＊＊財政融資には地方財政，長期信用部など含む．

出典：Torgovo-promyshlennaia gazeta, 6-7 November 1927, №255-6 : Promyshlennost` SSSR v 1926/

27 godu, M., 1928, ch. Ⅰ, pp. 57-72 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅰ, pp.

146-7 : Vestnik finansov, 1929, №2, p. 47, 51
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原理（部門間バランス重視，実質的には管轄

官庁間バランス）が働く．その限りでは量的

調整が行われる．

工業にとり商業信用は設備や原材料などの

注文に際し，与えられる．恒常的に利用でき

る限り投資の有力な資金調達手段となる．そ

れも時に行き過ぎる．「工業のほとんどすべ

ての部門で手形発行が過度に多く，非手形決

済の組織化の現実性がある所でトラストとシ

ンジケート間の書き合い手形の大量の流れが

ある」５）．

短期銀行信用も無論，重要な資金調達手段

である．表Ⅱ－１０にみられるように１９２３／２４

年度から１９２７／２８年度にかけて貸付残高は５

倍ほどに増大した．その資金供給源の半分は

預金であるが，大半は非工業グループの預金

である［表Ⅱ－１１］．国民経済内の資金再配

分が行われていた．残りは一部の国庫資金を

除けば，ゴスバンクの発券である．一般には

原材料調達など運転資金の補充のために利用

されるが，銀行貸付の伸びと生産拡大との対

応関係は少ない．国庫への納付や賃金支払い

のつなぎ資金となったり，過剰な資本投資に

より資金繰りが苦しくなって銀行からの借入

が増えることもある．繊維工業の場合は収益

性が高いのに国庫への払い込みや長期信用銀

行への出資や拘束的預金が多いため財務状態

が厳しく，銀行信用に頼った６）．財務状態が

表Ⅱ－３ 投資と資金源（最高国民経済会議管轄工業）

１９２３／２４年度１９２４／２５年度１９２５／２６年度
１９２６／２７年度

計画 実績見込み

資本流入額

利潤と償却資金 ３４９ ７３３ １０５４＊ ９１６ １０７５

財政融資 １１０ １１８ ３５７ ６０２ ５６６

短期銀行貸付 ２８６ ４０６ １９５ ２２１ ３２５

与信超過（残高） ４２．９ ７０．８ ６２ ― ―

計 ７４５ １２５７ １７８４ １８３４ ２０６７

国庫，地方財政への払い込み

（利潤，所得税その他控除）
５１ １２８ ２２８ ３９７ ３８２

それを差引いた資本投下額 ６９４ １１２８ １５１０ １５３７ １６８５

資本活動 ７９７ ９４８ ９９０

原材料在庫，製品 １４４ ２３４ ６６１ １４６ ２９７

カッス，当座勘定 ４７ １８４ ５２ ５５ １７

有価証券，株式その他 ８８ ６８ １２４ １５９

決済項目（債権者勘定にたい

する債務者勘定の超過分）
― ― ― ２６４ ２２２

（百万ルーブリ）

＊欠損引当金含む

出典：Torgovo-promyshlennaia gazeta,1 October 1927, №224 : Ekonomicheskoe Obozrenie, 1927, №

10, p. 105 :
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良好であれば，銀行への債務は減る．補完的

役割が強い．「経営者はなお非常にしばしば

銀行を『国庫の銭箱』と考えている」７）．困っ

た時の銀行頼み，である．

長期銀行信用は資本投資において重要な役

割を果たすようになる．その主力であるプロ

ムバンク長期信用部，次いでそれを受け継い

だ長期信用銀行による融資は１９２５／２６年度に

は１６．９百万ルーブリに過ぎなかったが，１９２６

／２７年度には６８百万ルーブリ，１９２７／２８年度

には１６０百万ルーブリに上った８）．その資金交

付の７９％は資本建設，２９％は流動資産補充向

けである９）．１９２７／２８年度の融資の資金源は

約１４０百万ルーブリが工業部門内再配分であ

る．うち６３百万ルーブリは利潤からの無償控

除であり，７７百万ルーブリは義務的な長期預

表Ⅱ－５ 国営工業の流動資産

１９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１
１９２８／１０／１

（計画）

流動資産（百万ルー

ブリ）
２５２５ ２９７０ ３８１７ ４６２３ ５２３７ ５７３８

次年度商品化製品に

対する比率（％）
１１９ ８２ ６８ ７２ ７３ ７２－７３

自己流動資産（百万

ルーブリ）
２２５８ ２２０３ ２４４３ ２７３８ ２８２６ ２９６３

次年度商品化製品に

対する比率（％）
１０７ ６１ ４３ ４２ ４０ ３８

出典：Ekonomicheskaia zhizn',14 December 1927, №285 ; 15 December 1927, №286 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 6-7 November 1927, №255-6

表Ⅱ－４ 最高国民経済会議管轄工業への資本流入

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

Ⅰ．工業内部蓄積

内部留保 ２７１ ３５０ ２０２ ３５２

減価償却資金 ２７７ ３６５ ３９８ ４４０

計 ５４８ ７１５ ６００ ７９２

Ⅱ．融資 １１８ ３５８ ５７６ ７２７

Ⅲ．短期信用 ５５８ ５１９ ３３０ ４１０

Ⅳ．外国信用 ６８ ６２ ４５ ６０

外部資金計 ７４４ ９３９ ９５１ １１９７

Ⅴ．レザーブ減 ― １７ ８５ ４５

総計 １，２９２ １，６７１ １，６３４ ２，０３４

資本建設への投資 ３８５ ８６６ １，１９４ １，４２４

（百万ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅰ, pp. 39, 43
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金である．残りは銀行の自己資金である．燃

料，金属工業などは圧倒的に受取超過であ

り，繊維，食品工業などは圧倒的に支払い超

過である［表Ⅱ－１２］．従って，この長期銀

行信用は事実上，第２の財政融資といえた．

投資の資金源，流動資産の状態，融資，銀

行貸付と預金の推移は表Ⅱ－１～１２に示され

る．

１９２３／２４年度前半は工業の財務状態は脆弱

であった．物的資産は多くとも（中味は問わ

ない）貨幣資産や流動債権・債務の項目は少

なく，資産は非流動的であった．流動資産が

少ないというよりはデフォルメされていた．

１９２３／２４年度後半より貨幣制度が立て直さ

れ，販売危機が解消されていくと共に流動資

産の構成が改善され，物的資産の比重も低下

していった．利潤や減価償却費も幾分なりと

計上するようになるが，金属や石炭などの重

工業は多くの財政融資を受け，主に赤字補填

や流動資産補充に充てた．

１９２４／２５年度には通貨改革を経て信用シス

表Ⅱ－７ 原材料在庫の総生産高に対する比率（％）

工業部門 ソ連邦 イギリス

石炭及び石油工業 ２６．０ １８．０

金属 ５４．０ ２６．０

化学 ３７．０ １８．４

電機 ８３．３ ３７．４

紙 ４３．５ ２６．０

註：時期は１９２５／２６年度と思われる．

出典：Pravda,21 June 1927, №137

表Ⅱ－６ 製品１ルーブリに対する流動資産（コペイカ）

１９２３ １０／１１９２４ １０／１１９２５ １０／１１９２６ １０／１１９２７ １０／１

報告データ 見込みデータ

生産手段在庫 ６２．２ ４０．８ ２９．４ ３３．３ ３２．１

製品在庫 ４０．６ ２３．９ １７．４ １８ １７．９

現金と当座勘定 ２．８ ３．４ ５ ４．２ ３．１

有価証券 １ ２．８ ２．９ ３．５ ５．１

債務者勘定（商業信用除く） １０．５ ９．６ １１．５ １１．１ １２．１

その他 １．９ １．５ １．８ １．９ １．７

計 １１９ ８２ ６８ ７２ ７２

うち自己資金 １０７ ６１ ４３ ４３ ４０

借入資金 １２ ２１ ２５ ２９ ３２

出典：Ⅱ－５表と同じ．
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表
Ⅱ
－
８
国
営
工
業
の
流
動
資
産
の
カ
ヴ
ァ
ー
率
％

自
己
資
金

長
期
他
人
資
金

短
期
他
人
資
金

銀
行
信
用

そ
の
他

小
計

１９
２６
／１
０
／
１
１９
２７
／１
０
／
１
１９
２６
／
１０
／
１
１９
２７
／
１０
／
１
１９
２６
／
１０
／
１
１９
２７
／
１０
／
１
１９
２６
／
１０
／
１
１９
２７
／
１０
／
１
１９
２６
／
１０
／
１
１９
２７
／
１０
／
１

全
計
画
工
業

２３
１０

１３
２２

１７
２０

４７
４８

６４
６８

う
ち
連
邦
工
業

２９
１２

１３
２５

１４
１４

４４
４９

５８
６３

生
産
財
生
産

２２
０

１３
２５

１４
１４

４４
４９

５８
６７

消
費
財
生
産

３６
３４

６
８

１０
１１

４８
４７

５８
５８

共
和
国
及
び
地
方
工
業

１８
１７

７
１５

２３
２８

５２
４０

７５
６８

部
門
別
連
邦
工
業

石
炭

０
０

４６
３４

２７
２７

２７
３９

５４
６６

石
油

１９
０

７
３

１１
１６

６３
８１

７４
９７

金
属

２７
１

１５
３３

１６
１７

４２
４９

５８
６６

電
機

３１
２２

９
１５

１２
１２

４８
４１

６０
５３

化
学
（
生
産
財
）

７
０

３２
３４

１７
１８

４４
４８

６１
６６

化
学
（
消
費
財
）

６１
５７

１
１

６
６

３２
３６

３８
４２

木
材

１４
０

４２
５１

２９
３７

１５
１２

４４
４９

繊
維

３９
３０

０
０

３
５

５８
５９

６１
６４

紙
７

０
５

２
１９

２２
６９

７６
８８

９８

出
典
：
E
ko
no
m
ic
he
sk
oe
O
bo
zr
en
ie
,1
92
8,
№
4,
p.
12
6
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テムが強化され，生産も拡張されて設備の稼

働率や物財在庫の利用率が高まる．信用機関

が短縮され，手形業務も増大し，資本の回転

が速くなった．下半期には抑制されていた需

要の発現から商品飢饉の様相すら呈した．一

部工業では原材料在庫や製品在庫が急減し

表Ⅱ－９ 国営工業への財政融資

工業部門
１９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

財政 財政 財政 経済復興債 財政 経済復興債 財政

１．石炭 ２１，１４７ ２２，０６９ ５３，１３９ ５，３２３ １０１，１１０ １１１，４００

２．金属 ４７，０６８ ５６，５６９ ４８，２９１ ４２，３２３ １２６，８０９ ２３５，０００

３．電機 ― ４，０９０ ５，７００ ６１００ ７，３３５

４．石油 １，７００ ― ― ２４５ ―

５．金‐プラチナ ― ４，１８３
１１，０９２ ３，９７３ １４，９１５

６．鉱業 １，１９４ １，００４

７．化学 １，１００ ５，９６２ ７，８６２ １０，７２０ ２１，０１３

８．木材 ― ４，９９９ ２６，２３１ １９，７１０ ３５，３３３

９．砂糖 ３，５１０ ― ― １４，５４８ ５３，０００

１０．その他食品 １，１４４ １，４００ ５，７８２ ５，４９０ ２６，９３７

１１．紙 ― １，６９５ １，１００ ２，６９０ ７，２５０

１２．泥炭 ８５１ ― ― ― ―

１３．セメント及びレンガ等 ３４５ ２，１６９ ２，９４４ １１，９６８
２３，８５０

１４．ガラス‐陶磁器 ― ― ２５０ ３，５３３

１５．繊維 ２８，０００ ― ２，３１０ １，５７８ ７，４８３

１６．皮革 ４，３２５ ― １５５ ２，９９５ ２，５１５

１７．塩 ― ― ４００ ９０ ―

１８．写真‐映画 ― ― ― ― ４５０

１９．シンジケート ― ― ― ４９５ １，０００

２０．ドニエプロストロイ ― ― ― ― ７，０００

２１．予備 ― ― ― ― ６，４００

２２．造船 ― ２，４００ ― ― １７，５００

２３．その他 ― ― １，０８３ １９５ ―

計 １１０，３８４ １０６，５４０ １６６，３３９ １３１，９７３ ４５９，９００ ３６，０００ ５８１，０００

電力建設 ５０，８０３ ５０，７００ ６５，１００ ２，０１０ １０１，９００ １３５，０００

総額 １６１，１８７ １５７，２４０ ２３１，４３９ １３３，９８３ ５６１，８００ ７１６，０００

注記：１．中央公営事業銀行による長期貸付は１９２５／２６年度が２４，９４５千ルーブリ，１９２６／２７年度が
５０，４１４．９千ルーブリ．長期信用部の貸付はそれぞれ１８，３８４千ルーブリ，５６，５７３千ルーブリ．
工業部門別データは別表．

２．１９２６／２７年度及び１９２７／２８年度は予算．実績は４４０，３６５千ルーブリ．電力建設実績は
１０１，５００千ルーブリ．他の年度は支出額．
３．経済復興債からの融資総額のうち約１０４百万ルーブリは資本修理に使われ，残りの２８百万
ルーブリは経営健全化（赤字補填など）に使われた．経営健全化に多く支出されたのは金属，
砂糖工業，木材工業である．

出典：Ekonomicheskoe Obozrenie, 1927, №10, pp. 103-4 : Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, ch.
Ⅰ, p. 9 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, ch. Ⅰ, p. 5 : Vestnik finansov, 1928, №4, p. 8
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表
Ⅱ
－
１０

中
央
諸
銀
行
に
よ
る
国
営
工
業
へ
の
割
引
‐
貸
付
業
務

工
業
部
門

１９
２３

１９
２４
年

１９
２５
年

１９
２６
年

１９
２７
年

１９
２８
年

１０
月
１
日
１
月
１
日
４
月
１
日
７
月
１
日
１０
月
１
日
１
月
１
日
４
月
１
日
７
月
１
日
１０
月
１
日
１
月
１
日
４
月
１
日
７
月
１
日
１０
月
１
日
１
月
１
日
４
月
１
日
７
月
１
日
１０
月
１
日
１
月
１
日
４
月
１
日
５
月
１
日
１０
月
１
日

燃
料

４
．０

１２
．５

１６
．７

２８
．７

４２
．８

４８
．９

４８
．１

４７
．３

６０
．４

５４
．１

５９
．５

６２
．５

９２
．７

９０
．６

９７
．９

１１
４
．７

１３
０
．２

１４
７
．６

１４
４
．０

１４
８
．３

１６
６
．５

金
属

１０
．８

１６
．９

２５
．３

４３
．９

５０
．７

５８
．０

７７
．５

１０
０
．４

１３
３
．７

１７
０
．０

２０
９
．２

２１
７
．１

２５
３
．４

２７
０
．４

２９
１
．８

３３
０
．１

３４
４
．０

３５
６
．１

３４
８
．６

３５
１
．７

３６
７
．９

鉱
業

３
．２

３
．４

２
．３

４
．１

８
．３

８
．５

８
．２

１１
．０

１６
．３

１３
．２

１３
．５

１５
．９

２０
．６

１８
．７

１７
．７

１７
．３

１０
．４

１０
．２

１０
．５

１０
．５

１６
．９

化
学

７
．１

７
．６

１０
．２

１１
．１

１５
．６

１７
．６

１９
．５

２４
．０

３３
．７

３２
．１

３９
．２

３９
．３

４８
．１

５３
．３

５７
．７

６３
．５

６４
．２

６６
．０

６７
．５

７１
．５

７３
．０

土
石

２
．８

３
．２

３
．８

５
．８

８
．３

８
．８

１１
．４

１６
．５

２３
．７

２６
．７

３２
．５

３３
．３

４１
．４

５８
．３

６３
．８

７１
．０

６８
．０

７２
．６

７１
．９

７４
．４

５９
．８

木
材
，
木
工

２３
．１

２８
．３

３９
．２

５４
．０

５５
．７

６２
．３

７２
．４

７６
．７

８６
．７

７５
．８

８６
．４

８８
．３

９９
．５

１１
０
．６

１２
５
．７

１５
１
．７

１５
４
．９

１５
８
．３

１７
６
．６

１８
６
．０

１９
５
．５

紙
２
．１

２
．１

２
．６

３
．９

５
．４

６
．１

７
．５

９
．３

１１
．９

９
．７

１２
．４

１５
．４

１７
．４

１８
．０

２０
．４

２５
．９

２８
．２

３０
．０

２８
．６

２６
．９

２７
．７

繊
維

５５
．２

７７
．１

８６
．３

１１
４
．７

１３
８
．４

１５
２
．０

１９
１
．４

２３
３
．４

２４
３
．１

２６
８
．７

２５
２
．９

２０
３
．８

２０
５
．９

２４
１
．２

２２
３
．０

２８
５
．９

２５
９
．３

３３
２
．９

３２
０
．８

３６
４
．７

４８
０
．４

皮
革

１０
．７

１６
．４

２１
．５

２４
．０

２８
．３

３６
．２

５４
．０

６８
．５

７３
．３

８６
．４

１０
９
．６

１０
０
．７

９６
．４

１１
０
．７

１３
９
．６

１３
７
．７

１２
２
．１

１４
７
．６

１６
７
．４

１６
９
．４

１９
０
．８

食
品

３６
．０

４１
．６

４５
．４

６１
．２

６０
．６

１０
１
．３

１１
８
．４

１５
０
．３

１８
４
．３

２４
６
．４

２２
８
．１

２１
２
．６

２１
４
．１

２８
３
．８

２７
７
．２

２７
９
．９

２４
５
．８

２９
５
．７

２４
６
．２

２５
０
．０

２４
５
．８

電
機

１
．９

３
．４

４
．９

９
．２

１２
．９

１２
．６

１２
．７

１３
．６

２５
．１

２１
．７

２５
．５

２４
．２

２６
．７

２４
．６

２２
．６

２３
．２

２３
．６

１５
．７

３２
．４

３５
．５

３７
．２

電
力

１１
．６

１０
．８

１１
．４

１２
．５

１７
．５

１６
．５

１４
．９

１８
．４

１１
．３

０
．９

そ
の
他

１３
．４

１３
．５

１７
．０

２４
．８

３７
．４

４３
．０

４８
．２

６７
．４

７７
．１

８１
．１

９０
．９

９７
．２

９４
．５

９２
．７

８９
．７

１１
１
．２

８７
．１

８０
．９

９０
．５

８３
．４

９０
．９

計
１７
０
．３

２２
６
．２

２７
５
．２

３８
５
．４

４６
４
．４

５５
５

６６
９

８１
８

９８
１

１
，０
９７

１
，１
７１

１
，１
２３

１
，２
２８

１
，３
８９
．４
１
，４
４２
．０
１
，６
３１
．０
１
，５
４９
．１
１
，７
１４
．４
１
，７
０５
．０
１
，７
７２
．３
１
，９
５２
．４

非
工
業
グ
ル
ー
プ

２２
２
．０

２３
８
．３

２８
７
．２

３４
２
．９

３９
８
．０

４７
８

５４
１

６６
４

８９
４

１
，０
０２

９７
８

９７
９

１
，１
０５

１
，１
７８
．７
１
，１
４４
．２
１
，２
９２
．７
１
，３
０７
．６
１
，１
９１
．８
１
，０
８８
．５
１
，１
２５
．３
１
，２
６７
．９

総
額

３９
２
．３

４６
４
．５

５６
２
．４

７２
８
．３

８６
２
．４

１
，０
３３

１
，２
１０

１
，４
８２

１
，８
７５

２
，０
９９

２
，１
４９

２
，１
０１

２
，３
３３

２
，５
６８
．１
２
，５
８６
．２
２
，９
２３
．７
２
，８
５６
．７
２
，９
０６
．２
２
，７
９３
．５
２
，８
９７
．６
３
，２
２０
．３

財
務
人
民
委
員
部
資
金
に
よ
る
貸
付

１２
６
．７

２０
０
．１

２１
８
．９

１６
９
．８

（
百
万
ル
ー
ブ
リ
）

注
記
：
財
務
人
民
委
員
部
資
金
に
よ
る
貸
付
は
２７
年
か
ら
は
区
別
さ
れ
て
い
な
い
．

６
銀
行
は
ゴ
ス
バ
ン
ク
，
プ
ロ
ム
バ
ン
ク
，
貿
易
銀
行
，
全
ロ
協
同
組
合
銀
行
，
モ
ス
ク
ワ
市
営
銀
行
，
電
化
銀
行
．

１９
２７
／
２８
年
度
半
ば
以
降
，
プ
ロ
ム
バ
ン
ク
と
電
化
銀
行
の
短
期
銀
行
信
用
は
ゴ
ス
バ
ン
ク
に
集
中
し
て
い
く
．

出
典
：
K
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t
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ai
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vo
,1
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7,
№
1-
2,
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1
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№
8-
9,
P
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;
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P
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;
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,№
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表
Ⅱ
－
１１

中
央
諸
銀
行
に
お
け
る
預
金
‐
当
座
勘
定
残
高

工
業
部
門

１９
２４
年

１９
２５
年

１９
２６
年

１９
２７
年

１９
２８
年

１０
月
１
日

１
月
１
日

４
月
１
日

７
月
１
日
１０
月
１
日

１
月
１
日

４
月
１
日

７
月
１
日
１０
月
１
日

１
月
１
日

４
月
１
日

７
月
１
日
１０
月
１
日

１
月
１
日

４
月
１
日

５
月
１
日
１０
月
１
日

燃
料

８
．０

７
．６

１５
．８

１７
．０

１７
．３

１７
．４

１７
．１

１５
．２

２１
．７

２７
．３

２６
．０

２１
．３

１５
．８

１４
．９

１５
．１

１６
．０

１８
．８

金
属

１０
．４

１１
．６

１４
．８

２３
．２

３８
．１

２５
．０

２１
．７

１４
．５

２５
．８

３０
．０

３２
．７

２８
．２

２３
．９

２４
．０

２９
．６

２４
．１

３４
．３

鉱
業

３
．１

３
．６

３
．３

６
．３

８
．６

５
．７

４
．６

３
．８

３
．６

６
．１

４
．１

３
．６

５
．３

６
．７

５
．０

４
．５

５
．８

化
学

５
．４

９
．９

１１
．７

１０
．３

１７
．８

１９
．２

１２
．９

６
．２

１０
．４

２１
．８

１６
．３

１１
．２

１２
．１

１７
．４

１５
．１

１３
．１

１４
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１
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．７

４６
．８
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７
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０
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４
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８
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た．資本投資も拡大し始める．この時期には

その主たる資金源は自己蓄積であった．利潤

と減価償却資金の合計額は固定資本投資額を

上回った１０）．

１９２５／２６年度は高揚した気分で始まる．商

品不足のもと生産が大幅に拡張され，自己流

動資金も含め資本の回転は一層速まった．工

業の財務状態の改善から銀行信用への依存度

は低下した．資本投資については既にみたよ

うに意欲的な，というよりは些か経済的合理

性を欠く情緒的な計画が立てられた．新規資

金は長期の資本投資に向かった．財政融資，

経済復興債による融資，長期信用部や中央公

営銀行のそれは前年度の３倍強に激増した．

流動資金のかなりも資本建設に投入された．

自己蓄積は見込みを大きく下回ったために下

半期には工業は財務困難に陥った．最も財務

状態が逼迫したのは最も多く資本投資を行っ

た金属などの工業部門である．だからそれら

部門の銀行貸付要求が強まったのである．繊

維工業などは収益性も高く，無理な投資には

走らなかったために財務は良好であった１１）．

結果として１９２５／２６年度，工業は計画を超

えて４４８百万ルーブリの物財を蓄積した．他

方，現金準備は１４百万ルーブリ減少した１２）．

１９２６／２７年度は前年度の投資過熱への反省

の年であった．「１９２６／２７年度の工業財務計

画の基本的指令はその流動資産の一般的健全

化であり，且つそれらに大きな運用上の弾力

性と景気変動（正しい経済運営の場合でも不

可避なそれ）に対する安定性を与えることで

表Ⅱ－１２ １９２７／２８年度の長期信用銀行の融資とその資金源

工業部門 融資
工業自身の資金源

無償控除 長期預金 計

燃料 ７４，８８４ ９，９９５ ８，３６０ １８，３５５

金属 ５１，６１９ １０，４２８ ６，１１９ １６，５４７

電機 １，９５０ １，３１５ １，３７６ ２，６９１

鉱業 ８６ １６６ ７０８ ８７４

化学 ５，８１３ ３，３５３ １２，３３２ １５，６８５

土石 ５，１２６ ５１１ ４１３ ９２４

木材 ８９９ １，０４５ ５４９ １，５９４

紙 １４，２６２ １，２６１ １，０８３ ２，３４４

繊維 １，０８７ ２６，６９９ ４１，２９２ ６７，９９１

皮革 １，２４３ １，１８７ １，１９０ ２，３７７

食品 １，１８６ ６，９８５ ３，３８４ １０，３６９

その他 １，４８８ １７５ ５９ ２３４

総計 １５９，６４３ ６３，１２０ ７６，８６５ １３９，９８５

銀行の自己資金 １９，６５８

（千ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, ch. Ⅰ, p. 152
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ある」（R．S．ゴルドン）．だから流動性の

高い資産を増やし，銀行や財政との相互関係

を正常化せねばならなかった１３）．実際，最初

の数ヶ月は極めて慎重であった．資材や設備

の納入契約や新規の活動の開始についてもそ

うであった．当初の資本投資計画は控えめな

ものであった．だがそれも長続きはしなかっ

た．第１四半期の市況，主に信用状態に促さ

れて資本建設計画は引き上げられ，精力的な

投資活動を始めることになる．最初の３つの

４半期には工業への信用拡張（信用リベラリ

ズム）が見られたが，第４四半期には引き締

めに転ずる１４）．

工業の収益性は伸びない．石炭工業は価格

の大幅引き下げや未完了建設への資本の沈殿

が影響し，木材工業は前年の原料高騰がマイ

ナス要因となった．化学工業は不利な価格に

加え，経営の質的指標の低下や不合理な資本

活動の結果，収益性は低い．土石工業は新規

操業の機械化工場の欠損が大きい．紙工業は

原料価格の上昇と紙の輸入割当ての削減が響

いた．砂糖と製油工業は原料不作による打撃

をもろに受けた．

繊維工業に関しては価格引下げにも拘らず

原価を削減し，品目構成を改善したため収益

性は向上し，石油工業は噴井の操業増大など

生産上の成果により収益性が高まったが１５），

全体として工業の出荷高に対する利潤と減価

償却の比率は低下した１６）．

そうした状況で資本活動上の超過支出があ

り，８％債や銀行株などへの投資が増え，財

務状態は逼迫した．１９２６／２７年度も政府は多

くの大企業の財務健全化のために資金を計上

し，同時に工業に対しその現金準備を５５百万

ルーブリ以上増強する指令を与えた．だ

が，２７年７月１日現在，現金及び当座勘定の

増加は２０－２５百万ルーブリに留まった１７）．他

方で物的流動資産は増大した．工業は１９２５／

２６年度，計画で規定された生産手段在庫の増

加８８百万ルーブリに対し４８６百万ルーブリ増

加し，１９２６／２７年度には８７百万ルーブリに対

し１７０百万ルーブリほど増加した．自己流動

資本の比重も低下した１８）．

１９２７／２８年度は国営工業には流動資本健全

化と高水準の資本建設の両立という課題が課

せられていた．原価引下げや流動資本利用面

の質的指標では一定の向上が見られたとはい

え，工業全体の財務状態の安定化や財政や信

用システムとの相互関係の改善は達成できな

かった．

ゴルドンによれば財務的安定性の弱化の主

たる原因は第１に資本建設における当初の課

題の引上げと計画外資本活動，第２に原料の

追加調達，第３に収益見込が外れたことであ

る．主に繊維や皮革工業で利潤が予想を下回

り，当座勘定が急減し，銀行信用リミットを

超過した．利潤からの控除義務も充分果せな

かった．それまで流動債権は大幅に流動負債

を上回っていたが，それも縮小した．

重工業は融資が多く，利潤も幾分増加した

ため，財務状態はさほど悪化せず，資本活動

は当初の予定を超え，計画外活動もあった．

但し，石炭工業は原価に関する指令を遂行せ

ず，資本活動も計画を超過した．石炭，石

油，冶金工業は絶対的にも自己流動資本を減

少させた１９）．

このように，結局，国営工業の財務基盤は

脆弱で不安定性を脱することは出来なかっ

た．だから環境のわずかな変化にも過敏な反

応をみせたのである．過敏性金欠症候群とで

も言おうか．

第２節 各工業部門の財務状態

１．石炭工業

石炭工業の財務状態は何よりも非常な流動
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資金不足によって特徴づけられる．当時のバ

ランス・シートでみる限り流動資産対固定資

産比率は非常に低い．流動資産額を物的流動

資産（棚卸資産），貨幣資産，債務者勘定（流

動債権）の合計額とすると２４年１０月１日には

約８７％（１３９百万ルーブリに対し１５９百万ルー

ブリ）であるが，ここでは固定資産が戦前価

格で計算されているため，再取得価格で計算

し直せば（とりあえず２６年１０月１日のバラン

ス・シートで計上された評価不足分７２．８百万

ルーブリを加える），６０％に過ぎない．しか

も流動性の低い資産が多い．１年後には資本

活動が行われると共に棚卸資産は減少したた

め４１％に低下する（流動資産は１０９．５百万

ルーブリ．固定資産は１９０．６百万ルーブリ＋

７２．８百万ルーブリ）．２６年１０月１日には４３％

強となる．他方，自己流動資本は減価償却額

を加えても２４年１０月１日には６１．８百万ルーブ

リに過ぎなかったから，大きく他人資金に依

存せざるを得ない．

ことに１９２３／２４年度から１９２４／２５年度第３

四半期にかけて燃料市場は販売危機を蒙って

いたから，消費者には特恵的な決済条件を与

えざるを得ず，手形比率が高く，しかも長期

であった．それ故，トラストには保有手形が

累積した．その後市況が好転し２５年１０月１日

には自己流動資本は７７．８百万ルーブリに増え

た．幾分改善されたとはいえ，依然厳しいこ

とには変わりがない．２５年１０月１日現在の外

部資金は銀行債務３６．７百万ルーブリ，財務人

民委員部の補助金と貸付が２３．１百万ルーブ

リ，オープン・アカウントによる債務が１４．８

百万ルーブリ，手形債務が５百万ルーブリで

ある．２６年１０月１日には財務人民委員部の補

助金と貸付が６６．５百万ルーブリ，経済復興債

が５．７百万ルーブリ，銀行の短期貸付が４０百

万ルーブリ，長期貸付が６．３百万ルーブリ，

手形債務が１５．８百万ルーブリ，その他債権者

勘定（オープン・アカウントなど）が３２．９百

万ルーブリである．財政資金にシフトし

た．１９２６／２７年度にもトラストの債務は１１８．２

百万ルーブリ増えた．そのうち補助金が

５２．７％を，銀行の長期貸付が２９．２％を占め

た２０）．

１９２７／２８年度には前年度からの莫大な資本

投資を反映して財務困難は深まる．流動資産

対固定資産比率は２７年１０月１日には３２．６％，

２８年１０月１日には２７％に低下した．しかも流

動資産中，流動性の低い有価証券の比重が

１２％に高まり，これは工業の財務を圧迫し

た．自己資本は収益性の低さから増えず，外

部資金依存度は一層強まる．石炭トラストの

流動債務の流動債権に対する超過分は２７年１０

月１日の１０５．７百万ルーブリから２８年１０月１

日には１３６．６百万ルーブリに増大した．こう

した財務危機に対し政府は救済措置を採らざ

るを得なくなった．人民委員会議と労働国防

会議は２８年８月７日の決定で財政や経済復興

債による債務を無償化した２１）．工業の拡張投

資を国家財政が補完したのである．

以下，最大トラストのドンウーゴリについ

てやや詳しく考察してみよう．［表Ⅱ－

１３，１４］

１９２３／２４年度，トラストの財務計画（ゴス

プラン承認）は収支いずれも１０％ほど上回っ

た．生産も販売も伸びたが，大きな問題点を

抱えていた．第１に生産の規模と市場容量と

の大きな開きである．自己消費を除いたネッ

トの採炭量４５７百万プード（グロスでは５４２百

万プード）に対し実際の需要は４１０百万プー

ドに留まった．石炭在庫は適正水準を４３百万

プード超えた，という．そのことは８百万

ルーブリ近い追加資金を要した．第２に資材

在庫が不正常に増大した．額にして５～６百

万ルーブリ過多となった．これは過剰調達の

結果だけでなく，在庫調査の不備（未記録の
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表Ⅱ－１３ ドンウーゴリの収支

収入 １９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

期首現金準備，手形

保有残高
２．２ １．９ １４．７ ９．２

売上 ７１．６ ９８．９ １７６．０ １９８．２ ２２６．６

期首流動債権支払 ５．５ ４２．３ ２５．８ １１．０

次年度分前渡 ５．４ ２．４ ６．８ ８．３

経常収入計 ８２．５ １４３．６ ２０８．６（２１８．７） ２１７．５

補助金 １９．７ １５ ４８．７ ４７．５ ５７．８

長期貸付 １２．７ ８ ２８．７ ３３．８

銀行貸付 ４．４

その他収入 ５．５ ２２．４ ２６．１ １３．４

総額 １１４．３ １８７ ３０６．１（３１６．８） ３０７．１

うち次年度繰越 ２６．１ ３２．３

支出

賃金 ３９．８ ６３．８ ９４．１ １２３．２

税その他 １８．９ １１．３

調達 １６．３ ２９．８ ８０．１ ７２．２

資本活動 ２１．８ １１．５ ２６．５ ５２．０

債務支払い １０．５ ５５．７ ３７．２ ２２．２

その他費用 ２３．９ １９．９ ４０．４ １８．１

支出総額 １１２．３ １８０．７ ２９７．２ ２９８．８

期末現金準備，手形

保有残高
１．９ ６．３ １６．１ ８．４

純欠損 ３．５

計 １１４．３ １８７ ３１６．８ ３０７．２

うち次年度繰越 １７．６ ４２．８

資本投資総額 ２５．９ ２９．４ ６４．４ １３３．７ １１４．２

（百万ルーブリ）

調達には設備取得が含まれる．

銀行貸付は担保なき債務．手形割引は重複するので収支表には計上されない．同様に減価償却費も同

様の理由で計上されない．

（ ）内は１９２５／２６年度報告書の pp．２０６－７のデータ．

出典：Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za operatsion-

nyi 1923-24 god, pp. 202-3 :

Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za 1924-25 op-

eratsionnyi god, pp. 232-252 :

Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za 1925-26 op-

eratsionnyi god, pp. 192-209 :

Otchetnye dannye o deiatel'nosti Donuglia v 1926-27 operatsionnom godu, 1928, pp. 1-6 :

Otchet o deiatel'nosti Donuglia v 1927-28 operatsionnom godu. 1930, pp. 121-113 :
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表Ⅱ－１４ ドンウーゴリのバランス・シート

貸方 １９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１ １９２８／１０／１

Ⅰ固定資産 ２４０＊ ２４０ ３０７．４ ４０４．２ ５００．５

Ⅱ流動資産

資材 ３０．２ ３４．６ ２３．５ ３３ ３４．４ ２７

未完了調達・生産 １．１ １ ２．４ ２．３ １．９

製品・半製品 １０．３ ２３．７ １０．７ ６．６ ８．７ ７．６

貨幣資産 １２．３ １．７ ２．６ ２．５ ０．９ １．３

有価証券 ９ ０．８ ３．２ ０．２ ０．２

受取手形，証書 ２ １９．５ ３０．６ ３８．８ ３８．５ ４２．９

債務者勘定 ２５．６ ４１．２ ２３．８ ２９．４ ２３．５ ２３．７

その他 ０．６ １．９ ２．６ ３．１ ２．４

小計 １２３．２ ９４．１ １１８．５ １１１．６ １０８

Ⅲ不動的流動資産

株式・出資金・政府債 ３．５ ４ ４．４ ６ ３．６

長期信用銀行への預金 ― ― ― ― ― ０．８

不渡手形・不良債権 ３．１ １．５ ２．２ ６．２ ３．６

その他 ０．８ ― ― ０．４ ―

欠損 １．１ ６．７ ― ６．４

小計 ５．５ ６．６ １２．６ １４．４

総計 ３４０．６ ４３９．３ ５２８．５ ６２３

借方 １９２４／１０／１ １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１ １９２８／１０／１

Ⅰ資本金とフォンド

定款資本 ２１９．３ ２３６．５ ２３６．８ ３４６．１

償却資本 ６．５ １７．３ ２０．５ １７．９ ３２．３

準備金・拡張資本 ３ １９．３ １６．１ ２．７ ６．７

福利厚生フォンドその他 １．６ ２．５

予備 ０．４ ０．３

計 ２５９．４ ３３８．７

Ⅱ長期貸付と財政融資

財政融資 １３．７ １１．１ ５９．８ １０７．６ ５０．４

長期貸付 ― ７．２ ３３．１ ６６．６

計 ６７ １４０．７ １１７

Ⅲ債権者勘定

内国貨手形 ０．２ １８．７ ４．３ １３．７ １７．３ １６．２

外貨手形 １０．６ １４．７

裏書手形 １．４ １．７

手形割引 ２２．５ ２９．７ ２９ ３９．４

短期銀行貸付 ０．４ ５６ ２１．８ ９．４

オープン・アカウント ３２．６＊＊ １４．２ ２７．６ ５０．３ ４５．１

計 １８．１ ６２．８ ８０．４ １０８．６ １１７

その他 ２．６ ０．２ １．４ ６．５ ０．３

利潤 ２．５ ― ６．６ １３．３ ―

総計 ３４０．６ ４３９．３ ５２８．６ ６２３

（百万ルーブリ）

＊１９２４／２５年度の資本投資は減耗分をカヴァーする程度であるから，２４年１０月１日の固定資産額は２５年１０月１日とほぼ同額と推定して

おく．

＊＊貸付，手形振出以外の債権者勘定

出典：Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za operatsionnyi 1923-24 god, pp. 180-1, 186 :

Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za 1924-25 operatsionnyi god, p. 253 :

Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Kamennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za 1925-26 operatsionnyi god, p. 240 :

Otchetnye dannye o deiatel'nosti Donuglia v 1926-27 operatsionnom godu,1928,，付表：

Otchet o deiatel'nosti Donuglia v 1927-28 operatsionnom godu. 1930, pp. 121-133 :
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資材の判明，あるいはその逆），不十分な利

用の結果でもある．第３に売掛債権（オープ

ン・アカウント）の異常な増大が見られた．

年初に１１．６百万ルーブリであったその残高は

年度末には２６．６百万ルーブリに膨れ上がっ

た．１９２３／２４年度の決済条件がトラストにと

り非常に不利であったためである．トラスト

は積出し月からやっと３ヶ月目に買手からカ

ヴァーを受取った．第４に資本活動の計画超

過がある．２３年１１月に中央により承認された

当初計画は２７．４百万ルーブリであったが，そ

の後，２４年２月には２３．４百万ルーブリに，２４

年７月には鉱業管理局によって２２．５百万ルー

ブリに削減された［財務状態に規定され

る］．だが実績は２５．９百万ルーブリに上っ

た．こうしたことから１４～１８百万ルーブリの

資金が沈殿し，財務困難に陥る．ドンウーゴ

リは補助金やゴスバンクの無担保貸付に頼っ

た２２）．

１９２４／２５年度に入っても財務困難は続く．

生産計画も資本活動計画も慎重であった２３）．

石炭市場の全般的不振から売上も伸びない．

遅配も生じ，流動債務の支払いも多い．下半

期は幾分好転し，賃金債務は減少し，協同組

合への債務（これは賃金分として支給された

タロン［引換券］のそれ）はなくなったが，

年度末にも遅配は完全には解消されなかっ

た．２５年７月には鉱業管理局が財務状態緩和

措置を要請し，国営工業中央管理局は貸付返

済猶予や支払いの次年度への繰越，次年度補

助金勘定でのアヴァンス交付を認めた．１９２４

／２５年度中に手形の期限延長は５．４百万ルー

ブリに上り，資金融通が出来次第，支払っ

た．銀行への無担保貸付債務も２４年１０月１日

の８．２百万ルーブリから２５年４月１日には

１０．６百万ルーブリに増えた．購買者手形割引

も上半期はそれらを担保とした生産‐目的信

用の形を採った（額面の７５％）．年度半ば過

ぎから直接の手形割引となる２４）．下半期には

財務状態は改善に向かった．先の無担保貸付

債務も期末には６百万ルーブリに減少した．

１９２５／２６年度には拡張に大きく舵を切っ

た．基本財務計画は２６年度１月に労働国防会

議によって承認された．その後，追加，修正

され，最終的計画は２５３百万ルーブリとなっ

た（当初計画は２２４百万ルーブリ）．実績はこ

れを大きく上回り，３１６百万ルーブリである

［表Ⅱ－１３］．ことに賃金，調達が２０百万

ルーブリ以上超過した．資本活動は計画を下

回った（７３百万ルーブリの計画に対し６４百万

ルーブリ）．これは財務困難が影響してい

る．鉄道や金属工業からの入金が遅れた．予

定では鉄道との決済条件は７５％現金，残り手

形のはずであったが，慢性的な支払いの遅れ

があった．計画消費者の未払い債務は累積

し，２５年１０月には８６４千ルーブリであった残

高は２６年６月には３．２百万ルーブリ近い．中

でも南部機械トラストの債務は２６年３月には

１．６百万ルーブリに上った．その償還に着手

したのはやっと７月である．設定された銀行

債務リミット（年度初めの残高リミットは２９

百万ルーブリ．うち９３．３％は手形割引．６．６％

が購買者手形担保特別当座勘定，０．１％が単

名手形担保特別当座勘定）は超過した．年度

内の貸付額は１０１．７百万ルーブリ，償還は１０２

百万ルーブリである．残高は年度初めの３０．８

百万ルーブリから年度末には３０．５百万ルーブ

リに微減した．単名手形振出は３７．９百万ルー

ブリ，うち３．８百万ルーブリは外貨建てであ

る．年度中の入金総額は２１８．７百万ルーブ

リ，うち手形が１１７．２百万ルーブリ（うち年

内の支払い，裏書譲渡が１０９．６百万ルーブ

リ），現金が８５．５百万ルーブリ，オープン・

アカウントによるクレジットが１６．１百万ルー

ブリであった．これに対し支出総額は２９７百

万ルーブリである．出納上の赤字は財政融
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資，貸付などによってカヴァーされた．主に

資本投資の分である（資本投資の資金源のう

ち自己蓄積は減価償却費の１０．６百万ルーブリ

だけであったから残りは財政融資や長期貸付

に依存した）２５）．それでも足りず２６年６月に

は中央執行委員会，次いで労働国防会議決定

によって財政融資は基本計画の４３．３百万ルー

ブリから５０．７百万ルーブリに引上げられ

た２６）．不足分は事後的に財政によって補完さ

れたのである．

１９２６／２７年度には財務状態は比較的安定し

ていた．上半期には資金の逼迫はなく，資材

や設備の在庫を積み増した．だが４月以降は

顕著に財務状態が悪化した．資本活動が計画

を大幅に超えて行われたからである．年度末

の固定資産，未完了資本活動，修理は３９３百

万ルーブリであるのに対し，自己資本は

３７１．５百万ルーブリであったから，自己資本

が不動化し，更に他人資金の２１．５百万ルーブ

リが不動化したことになる．１９２６／２７年度に

資本建設のため交付された外部資金は７５．２百

万ルーブリ，減価償却資金は１８．８百万ルーブ

リであったが，実際の投資は１３３百万ルーブ

リを超えた．差額は流動資産から充当され

た．このことがバランス・シートに反映して

いる．貸付を除いた流動債務に対する生きた

流動資産の比率は年度初めの２１４％から１１２％

に急低下した２７）．このように良好な財務状態

は投資の拡大を齎すと共にそれが行き過ぎて

再び，財務困難に陥るというパターンをとっ

た．

２７年９月下旬にはトラスト本部会は財務危

機に対処するため各鉱山に多くの指示を出し

た．そのうち主要なものは資本活動を当初計

画より５０％削減し，調達その他活動の一時停

止，凍結し，人員整理することである．そう

した措置にも拘らず，期限の債務の支払いが

間に合わず，多くの支払い債務は１９２７／２８年

度第１四半期に持ち越された２８）．

そのことからごく必要な経費支出や調達も

停止せざるを得ず，資本活動を圧迫した．続

く第２四半期も融資状況からして第１四半期

に受け取った短期貸付の償還に資金を充てざ

るを得ず，ノーマルな活動の展開や下半期の

建設シーズンの準備が犠牲にされた２９）．

最高国民経済会議幹部会は２８年５月初め，

トラストの財務状態の逼迫度を考慮して資本

活動計画を見直すことを勧告した３０）．これに

はトラスト側が反発する．「燃料需要は年々

増加しているのに採掘準備への割当てはその

ために［自ら］捻出しうる資金残高によって

画される限度で行われ，我々の直面する課題

実現のためには程遠い」３１）．財務逼迫に苦し

む鉱業管理部は４月以降，財政，予算上，計

画からの逸脱が大きくなった．資金供給シス

テムは計画融資から必要な時に，必要なだけ

貨幣を要求する申請システムに代わった．そ

の場合，申請には実際の資金需要だけでな

く，保険的要素も加える．つまり予備を含ま

せた．そのことは一層，財務状態を先鋭化さ

せる．更に下半期には上級機関が鉱業燃料管

理局の資本活動当初案（９４．９百万ルーブリ）

を１０５．５百万ルーブリ強に引き上げた．国家

融資（長期貸付含み）も８４．６百万ルーブリか

ら９１．６百万ルーブリに増額された３２）．資本活

動実績は１１４百万ルーブリである．そのこと

はバランス・シートに反映する．２７年１０月１

日，貸方の流動資産１１１．６百万ルーブリに対

し借方の借入資金は１０８．６百万ルーブリで

あったから，辛うじて前者が上回ったが，年

度末には後者が９百万ルーブリ上回った．他

方，１年間の受取手形は１４６．６百万ルーブ

リ，うち支払われたのが１３６．９百万ルーブ

リ，裏書譲渡されたのが５．６百万ルーブリで

あったから，受取手形残高は４百万ルーブリ

ほど増えた．また２８年１０月１日，固定資産の
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増加９６．３百万ルーブリに対し，資本金，国家

融資，外国信用の残高は９０．２百万ルーブリで

あったから差額は流動資産からカヴァーされ

た３３）．結局，厳しい財務状態のもと，資本活

動は前年をかなり下回ったのである．

２．石油工業

１９２３／２４年度には前年の国家の貸付はなく

なり，石油工業にとり国内外市場での売上が

ほとんど唯一の資金源となった．商業活動は

ほぼ石油シンジケートに統合されていたから

石油トラストの活動はそれからの入金に依存

する．シンジケートは厳しい市況に直面して

買手により広汎な与信をせざるを得ず，現金

収入は少なく手形保有が増えた．銀行の当時

の信用能力からして手形割引は容易ではな

かった．シンジケートの財務困難は自動的に

トラストに転嫁される．前半は減価紙幣や運

輸人民委員部の大きな債務の為シンジケート

は十分な資金をもたず，トラストは引渡した

商品に対し受取不足となった．後半も運輸人

民委員部からの予定の入金やアヴァンス（前

渡）がなく，手形も支払われなかった．国内

市場での実現は急減し，私的買手には信用で

販売せざるを得なかった．加えて外貨の実現

も困難であった．アゼルバイジャン石油トラ

ストは４百万ルーブリの赤字を計上し，他の

トラストも利潤はなかった．シンジケートは

自己流動資産のかなりを不動化しており，自

己資金では与信を拡大できず，トラストのク

レジット利用もごく限定的であった．石油工

業の銀行債務は２４年夏になってやっと幾分増

えた３４）［表Ⅱ－１５］．

１９２４／２５年度にはシンジケートの取引高は

前年比２８．５％伸び，実現額は２４２．５百万ルー

ブリとなる．これは計画を１８．７％上回った．

特に輸出の伸びは８０％である．受取手形は

１９２３／２４年度の４１．６百万ルーブリ（うち割り

引かれたのは４０．１百万ルーブリ）に対し６５．７

百万ルーブリに増えた（うち割り引かれたの

は１３百万ルーブリに過ぎない）．年度末の手

形残高は割引手形も含めて２０百万ルーブリ

（年初１０．５百万ルーブリ）であったから手形

の支払いは順調であったことになる．これに

対しオープン・アカウントによる買手の債務

残高は９．４％の増加（年初の１０．５百万ルーブ

リから年末は３６百万ルーブリ）に過ぎなかっ

た．これは買手との決済関係の健全化を示

す．シンジケートの支払手形残高は石油トラ

ストへの手形債務を別として年初の２．３百万

ルーブリから年末には３．７百万ルーブリに増

えたが，その比重は少ない．こうした事情か

ら石油シンジケートの財務状態はトラストへ

の自己の債務を弁済して余りあるほどになっ

た．実際，現金準備は年初の２．３百万ルーブ

リから年末には９百万ルーブリに増えた．石

油トラストも国家財政による補助金に頼らず

済んだ３５）．

１９２５／２６年度はシンジケートの販売量は

１６．４％伸びた（うち国内市場は１８．２％増，国

外は１０．２％増）３６）．石油工業の利潤と減価償

却費を合わせた自己蓄積は約１３０百万ルーブ

リに上った．資本投資は「国家の銭箱の助け

なしに」凡そ自己資金でカヴァーできたよう

だ．見込みデータではあるが資本投資資金の

うち６５百万ルーブリは減価償却資金，３８百万

ルーブリはトラスト留保の利潤の一部，６百

万ルーブリは旧い資産の利用，５百万ルーブ

リは［休止設備の］操業，７百万ルーブリは

納入者への債務増分，残りが銀行その他短期

信用によりカヴァーされた３７）．

１９２６／２７年度は収益性が更に高まったが，

製品価格は低く，何よりも国庫への支払いが

急増した（８０百万ルーブリ）．銀行債務，手

形振出，債権者勘定が大きく伸びた．この年

度には債務者勘定が４８．４百万ルーブリ増えた
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が，債権者勘定は財務人民委員部への債務を

除き７３．９百万ルーブリ増大した．年初にはト

ラストの債務は債務者勘定［流動債権］によ

り９３％カヴァーできたが，年末には８２％に

減った．資本投資は自己蓄積だけではカ

ヴァーしきれず，財政割当てにかなりを頼っ

た．全体として財務状態は逼迫していた３８）．

これはかなりはトラスト自身の行動によ

る．１９２６／２７年度の石油トラストの財務計画

は生産計画と同時に作成されたが，その後，

バクーでもグローズヌイでも採油が予想を大

きく上回った．その採油水準を維持するため

には掘削が必要であり，精製，輸送問題も処

理せねばならない．資金支出は承認された財

務計画を大幅に超えざるを得ない３９）．それ

故，その後トラストは財務困難を訴え，銀行

信用なりの資金手当てを求めた４０）．

アゼルバイジャン石油トラストは資本活動

に９１．５百万ルーブリを必要としたが，うち７６

百万ルーブリは自己蓄積を充当できた．不足

分のうち４百万ルーブリは原材料や設備在庫

を縮小してカヴァーするが，残りは補助金や

表Ⅱ－１５ 石油工業の財務状態

１９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度＊

売上収入 １０７．７ １８７．３ ２２５．５ ２７７．５ ２４６．１

受取手形（割引） ４１．６（４０．１） ６５．７（１３．０） （９） （２９）

利潤 －４ ３１．６ ５５．６ ７９．１ ６０．６

減価償却 ４３．５（期首残高） ５５．７ ７３．５ ７３．８

国庫への支払い＊＊ １２．７ ２５．６ ８０．６ １３９

貸付返済 ３．２ ６

財政融資 ― ― ― １７．３ ３６．２

長期貸付＊＊＊ ― ― ― １７．５ ５９．１

銀行信用増 ４．８ １９．８ ２２．３ １８．５

流動債務の流動債

権に対する差額増

分

２５．８ ９．７ １１．９

現金準備増分 ２．９ ３．５ －３．６

物財在庫増 ０．５ ５．６ ９．７ －９．２

資本活動 ２０．３ １０７．８ １３９．６ １７４．１ １９３．３

（百万ルーブリ）

＊利潤と資本投資以外は財務計画のデータ

＊＊国庫への支払いには税以外に定率控除（レント）含む．

＊＊＊長期信用部の貸付や中央公営銀行の貸付

出典：Gorno-toplivnaia promyshlennost' v 1926/27 g.(po dannym godovykh otchetov trestov),red.A.P.

Chubarov,M.,1929,pp.186-196,277-289 : Neftianoe khaziaistvo,1925.№10,p.641-7 ; 1928,№1,p.134 ;

1928.№8,pp.11-2 : Promyshlennost` SSSR v 1924 godu ,M.,1925,ch.Ⅱ,pp.60-64 : Promyshlennost`

SSSR v 1927/28 godu ,M.,1930,ch.Ⅱ,p.221
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銀行信用に頼らねばならない．

グローズヌイ石油トラストでは６９百万ルー

ブリの資本投資が行われた．これに対し減価

償却費は１７百万ルーブリに過ぎず，利潤は２８

百万ルーブリ計上されたが，国庫への支払い

は３０．２百万ルーブリである．５５百万ルーブリ

ほどが不足した．財務人民委員部からの長期

信用（２０．４百万ルーブリ）と流動資産の縮小

分（４百万ルーブリ）を加えても３０百万ルー

ブリ以上不足する．これは短期信用に頼らざ

るを得ない４１）．

１９２７／２８年度には販売量は１９％伸びた（国

内１３％，国外３３．９％）．しかし国内市場の石

油燃料価格が幾分低下し，世界石油市場の景

況悪化のために，シンジケートからトラスト

への資金提供は６％しか増えず，利潤も伸び

悩んだ．その分，財政融資や長期信用が急増

し，銀行及び手形債務も増加した４２）．収益性

が高いのに外部資金依存度は上昇した．

相変わらず生産及び財務計画作成・実施過

程はもたつく．アゼルバイジャン石油トラス

ト議長M．V．バリノフによると１９２７／２８年

度中に１０ほどの財務計画が作成されたが，そ

のどれも実行できなかった．１年を通して確

定された財務計画はなかった．トラストの当

座の財務的道筋は鉱業燃料総管理局承認の４

半期財務計画によって指し示された．これら

の『小さな計画』を巡っても，毎回必ず，大

きな年次計画を巡るそれと同じ争いが繰り返

された．それでも生産計画はほぼ達成され，

新建設は割当ての枠内で行われた，とい

う４３）．

石油シンジケートとトラストの決済関係を

みておこう．国内市場向けの商品は財務計画

で定められた確定価格によりトラストから受

け入れられる．輸出向けは大部分，委託方式

で引き受けられ，一部は確定価格で購入され

る．国内向け商品に対する決済は通常のよう

に定められた期限に支払う形ではなく，１年

を通して引き渡された商品額の勘定で売上を

シンジケートジ自身の諸経費を差し引いてト

ラストに渡す形を採る．輸出の委託商品につ

いてはシンジケートに海外から入金があり次

第，売上価格により同じく諸経費を差し引い

てトラストに渡される．

国内商業の決済としてシンジケートが自己

の手形をトラストに振りだすこともある．こ

れはゴスバンクにおけるトラストの割引リ

ミットの範囲で，トラストの割引材料の必要

に応じて振り出される．また輸出業務につい

てシンジケートが国内で商品担保貸付などの

形で受け取ったクレジットは搬出された，ま

たは搬出予定の商品の期限前支払いとしてト

ラストに引き渡される．１９２７／２８年度には国

内業務の決済で２２０百万ルーブリがトラスト

に支払われたが，うち手形振出は１７．８百万

ルーブリ（８％）であった．輸出業務の決済

でトラストに支払われたのは９６．６百万ルーブ

リであった．国内業務では２８年１０月１日，シ

ンジケートのトラストへの債務は７８．２百万

ルーブリ，トラストのアヴァンス上のシンジ

ケートへの債務は６４．８百万ルーブリ，シンジ

ケートのネットの債務は１３．４百万ルーブリで

あった．国外業務についてはそれぞれ２２．０百

万ルーブリ，１１．９百万ルーブリ，１０．０百万

ルーブリであった．但し，商品担保貸付は除

く４４）．

３．金属工業

１９２３／２４年度はほぼ半数の工場が休止し，

流動資金は乏しかった．販売は上半期には製

造を１７％下回った．その後，下半期には販売

が１０％上回るようになる．だが，価格は大幅

に低下し，取引条件も金属工業にとって厳し

く，上半期に連邦トラストの販売取引で現金
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比率は６３．７％であったのが（信用取引は

３１．１％，商品交換５．２％），２８．１％に低下した

（信用取引は６６％，商品交換５．９％）．その結

果，ネットの欠損を計上し，遅配を余儀なく

された．従って，他人資金に大きく依存せざ

るをえなかった．国家から３４．２百万ルーブリ

の補助金を受け，うち約５百万ルーブリは欠

損カヴァーに，４百万ルーブリは休止工場維

持に，１０百万ルーブリは流動資産補強に充当

された．更に銀行債務も２３年１０月１日の３．７

百万ルーブリから２４年９月１日には２０百万

ルーブリを超えた４５）［表Ⅱ－１６，１７］．

１９２４／２５年度には財務は健全化する．年初

に賃金債務は清算された．良好な市況を背景

に稼働率も高まり，労働生産性も上昇して

ネットの純益に転じた．現金準備は２４年１０月

１日の７．７百万ルーブリから２５年９月１日に

は２０百万ルーブリを超えた．他方，物的流動

資産在庫は年初にはほぼ８ヶ月分であったの

が，年度末には４．５ヶ月分に減少した．うち

製品在庫は１．７ヶ月分から１ヶ月分に縮小し

た．オープン・アカウントでの買手への与信

期間も年初の２．４か月から１．４か月に短縮され

た．振出手形は２７．７百万ルーブリ増えた．購

表Ⅱ－１６ 金属工業の財務状態

１９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度＊＊

利潤 ２１．３ ５１．３ ４８．５ ５４．４ ７４．３

欠損 ２８．８ １９．０ ２５．２ ３２．１ １２．０

純益 －７．４ ３２．３ ２３．３ ２２．３ ６２．３

減価償却 ２５．９ ４８．６ ５９．２ ７１．１ ８１．６

自己蓄積計 １８．５ ８０．９ ８２．５ ９３．４ １４３．９

各種控除 １６．７ ４０．９ ４４．１ ５４．１ ６９．７

残高 １．８ ４０．０ ３８．４ ３９．３ ７４．２

融資 ３３．８ ４５．５ １１７．１ ２１１．３ ２６１．６

うち資本活動向け １６．５ ３０．７ ８８．５ １３３．１ ２００．９

流動資産向け １７．２ １４．８ ２８．７ ７８．２ ６０．６

銀行債務増分 ６９．７ １１９．２ ７．２ ６．９

流動債権と流動負債

の差額増分
１１．５ ８４．２ １１．３ ２２．２

物的流動資産増分＊ ７０．０ １６５．６ １８．５ ３７．１

現金準備増分 ２７．６ －１１．３ ３．０ －２．５

資本投資 ３７．４ ８０．５ １７９．５ ２４９．０ ３１０．０

（百万ルーブリ）

＊非流動的資産除く．＊＊連邦工業実績見込み．減価償却や控除額は計画値．

出典：Metallopromyshlennost' SSSR za 10 let i ee blizhaishie perspektivy, M., 1928, pp. 363-412 : Met-

all, 1927, №6, pp. 26-40 ; 1928, №8-9, pp. 101-121 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 264-272
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買者手形（手形呈示）ではなお２～３％近い

不渡りが発生したが，振出手形について不渡

りはなく，支払い猶予も稀であった．他人資

金依存体質は変わらないとしても，補助金

中，赤字補填や流動資産補強，工場休止維持

に充てられるものは３０％に減った．こうした

トラストや工場の財務状態の改善により大き

な資本活動を行いえたのである４６）．

１９２５／２６年度に入り第１四半期はなお金属

トラストの財務状態は良好であった．年間製

造高のほとんどは予約販売され，全ての大口

の買手からアヴァンスの入金があった．とこ

ろが第２四半期から財務状態は悪化し，年末

まで逼迫した状態が続く．実現は増えたが

（総体契約を除く販売取引は前年比１．４％の

微増に留まった），その収入中，現金比率は

１９２４／２５年度第４四半期の５１％から１９２５／２６

年度には４１％に低下した．他方，収入に対す

る猶予できない賃金や手形支払いの比率は

１９２４／２５年度第４四半期の６１％から１９２５／２６

年度第４四半期には７６％に上昇した．トラス

トによっては自己の債務を期限に履行しえ

ず，遅配も生じた．シンジケートなどは買手

との決済条件を変更し，与信期間の短縮や現

金払い比率引き上げを試みたが，財務改善に

は役立たなかった．何故なら工業が全体とし

て厳しい財務状態であるため他の工業部門も

厳しい決済条件を提示した（生産財の納入に

ついて）からである．出荷価格は従来の水準

に留まるなかで原価は大幅に上昇した．その

結果，利潤は減少し，赤字が増え，流動資金

の大量を吸収した．その分，銀行債務が倍増

した．

その主要原因の一つは１９２５／２６年度半ばに

おける工業全体の生産及び建設計画の削減で

ある．そのため年度前半の調達業務の規模と

実際の計画遂行の不相応を齎した．物的流動

資産は計画では２２百万ルーブリ縮小するはず

であったが（非流動的資産を７０百万ルーブリ

処分し，生産的物財在庫を４８．８百万ルーブリ

表Ⅱ－１７ 金属工業への財政融資の使途

使途 １９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度＊

流動資産増強 １０．０ ５．５ １０．１ ７８．２

赤字カヴァー ４．８ ４．８

合理化 ― ９
６８．９

資本投資 １５．３ ２１．８ １３３．１

休止工場維持 ４．０ ３．５ ２．３

計 ３４．２ ４４．７ ８１．３ ２１１．３ ２４８

補正融資 １８．１

予算外 ７．１

１９２６／２７年度財

政の勘定
１１．０

（百万ルーブリ）

＊ 予算

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, p. 174 : Metallopromyshlennost' SSSR za 10

let i ee blizhaishie perspektivy, pp. 406-9
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増やす），実際には急増した．手形振出や

オープン・アカウントでの与信も大幅に増え

た（手形振出は１９２５／２６年度中，シンジケー

トを除き６０百万ルーブリ増えた）．多くのト

ラストの財務は逼迫し，長期銀行貸付や国家

融資への要請が強まった４７）．

１９２６／２７年度の状況は好転する．商品グ

ループの出荷高は前年比２８．５％伸びた．取引

の決済条件も改善し，現金比率は前年度の

４１％から５２％に上昇した．販売上の与信期間

（加重平均）も前年度の６２日から４９日に短縮

した．他方，調達上の受信期間（加重平均）

は前年度の７７日から９２日に長期化した．その

結果，財務状態はかなり改善した．自己蓄積

も増えて国家融資と合わせ，２８５百万ルーブ

リの資本投資を行った（表のデータでは２４９

百万ルーブリ）．現金準備は同水準である．

物的流動資産については前年度の過度の在庫

積み増し後，その水準はノルマに近づい

た４８）．

但し，金属工業のうち①大型機械製造，②

その性格からして中型機械製造に近い複雑な

生産及び③精密機械については特に資本回転

が遅い．１９２５／２６年度，自己及び他人流動資

産の回転期間はそれぞれ２１，１８，１７ヶ月で

あった．１９２６／２７年度には幾分速くなるがそ

れでも１８，１６，１４ヶ月である．戦前は６～

８ヶ月であったから倍近い．

その原因は次のようである．まずは重工業

や中型工業の多くでなお死蔵流動資本がある

（仕掛品の累積や現在までより活動的な流動

資本に転嫁されない資材）．第２に，工業組

織の経営者には物財供給上のあらゆる事態に

備える予備的動機による在庫蓄積の心理があ

る．第３に，最も主要な原因だが，大中工業

の大部分で見られる垂直的・包括的生産志向

がある．各企業（工場）は一貫生産を目指

し，生産に必要な全てを自己の企業内部で生

産しようとする．金属工業の多くの生産であ

らゆる種類の鋳物職場，鍛冶職場をもたない

工場はほとんどなく，必ず工具部門をもち，

非常に多くの場合付属品生産を行う．ちなみ

にドイツの工作機械製造，自動車，航空機工

業や大型機械製造では大部分は水平的構造を

もち，鍛造や鋳造は専門工場に集中し，加工

工場は出来上がった半製品を受取る．第４

に，工場の計画，主に生産計画化が未整備で

ある．多くの工業部門で未完成生産は報告年

度末に次年度生産課題の５０－７０％にもな

る４９）．

１９２７／２８年度は更に純益が増える．資本活

動向け融資も２００百万ルーブリとなり，資本

投資は３００百万ルーブリを超えた．製品在庫

はわずかに減って，原材料，燃料在庫は幾分

増大した５０）．

主要トラストについてみてみよう．

南部鉄鋼トラストの資本投資とその資金源

の推移や財務構造は表Ⅱ－１８，１９のようであ

る．１９２３／２４年度の販売危機後，１９２４／２５年

度初めには金属需要が急増する．ほとんど自

然発生的に生産を拡張した．１９２４／２５年度の

商業利潤は１９百万ルーブリを計上し，減価償

却と合わせ内部蓄積は３０百万ルーブリを超え

た．国家融資は１４．５百万ルーブリに留まった

が，資本投資は２０百万ルーブリとなった．

１９２５／２６年度の財務状況は厳しいものとな

る．第１四半期には生産及び実現計画は４５百

万ルーブリであり，それに応じて支出計画も

作成された．だが実績は生産高４０百万ルーブ

リ強に対し，出荷高は３８百万ルーブリであっ

た．支出面は賃金にせよ，調達にせよ減らせ

なかったから，財務困難に陥った．トラスト

の買手の５０％は工業トラストであり，うち

４０％は金属加工工業であるが，それらは十分

な流動資金をもたない．上級機関の指示によ
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表Ⅱ－１８ 南部鉄鋼トラストの収支

１９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度
収入 実現，流動債権，前渡 １９９．８ ２８６．２

３２３．４
その他 ７．２ ４．９

計 ２０７．０ ２９１．１ ３２３．４
うち現金 ６２．４ １６４．８１） ２１５．０
購買者手形 １３５．２ ９７．９ ９９．０
相互決済 ９．４ １７．７ ９．４
現金比率 ３１．３％ ５６．６％ ６６．５％

支出 調達 ９３．９ １１９．３
３４６．８２）

賃金 １１４．６ １４７．１
自己手形の支払い ７２．０ １０４．１ １０７．７
租税公課 ５．２ ２５．９ ２８．０３）

冶金シンジケートへの出

資，手数料
４．１ ６．９ ４２．３

輸送費 ２５．７ ３２．２ ―４）

貸付償還 ５．７ ７．４ ―４）

その他＊ １９．５ ２８．７ ３９．２
計 ３４０．６ ４７１．７ ５２６．４

うち現金 ２２５．３ ３１７．３ ３９８．１
単名手形（振出手形） ８９．８ １１７．２ １１９．１
受取手形（裏書譲渡） １２．９ １０．３ ０．５
相互決済 ９．４ １７．７ ９．４
受取手形保有高 ３．２ ９．１ ―

出納赤字 １６２．８ １５２．６ １８３．１

そのカ

ヴァー

補助金，経済復興債 １９．４ ３２．９ ７４．９
長期信用部貸付 ― ８．５
中央公営銀行貸付 ８．８ ９．９ ７．０
手形割引 １１９．０ ８９．０ １００．７５）

銀行短期貸付 ９．０ ２．９ ―
現金準備より支出 ４．９ ３．８ ―
その他＊＊ １．８ ５．６ １．６

（百万ルーブリ）

注記：１） 現金収入から国家融資，貸付，現金準備減を差し引いた数字．

２） 工場への交付，調達コントーラやモスクワ支店の支出及びシンジケートの供給への支払い．

３） 国庫への控除含む．

４） これらは他の項目に含まれる．

５） ほとんどは手形担保特別当座勘定の形式をとる．

＊受取手形，不渡り，赤字手形支払い，有価証券取得，利払いなど．１９２６／２７年度については関税，

輸入設備，本部維持費，経済復興債担保アヴァンス５百万ルーブリの償還など．

＊＊金属総管理局の固定資本復興貸付，経済復興債クーポン，未償還割引手形担保アヴァンスなど．

誤差含む．

出典：Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal'”.Itogi deiatel'nosti za 1925-26 operatsionnyi god.

Kharikov, 1927, pp. 144-150 : Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal'”. Itogi deiatel'nosti za

1926-27 operatsionnyi god. Kharikov, 1928, pp. 272-279 : Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugos-

tal'”. Itogi deiatel'nosti za 1927-28 operatsionnyi god. Kharikov, 1929, pp. 284-8
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りトラストの他，国営商業や協同組合に対し

てもかなりの手形信用を与えねばならなかっ

た．契約によれば実現総額の７０％超が手形で

ある．６ヶ月手形も少なくない．にも拘らず

２５年１１月，銀行による信用引き締めが始ま

り，手形割引リミットは引下げられていっ

た．充分なリミットが回復されるのはやっと

第４四半期であった．

他方，多くの納入者（ウクライナ・シリカ

トラスト，南部機械トラスト，木材納入者な

ど）は流動資金不足から厳しい決済条件を出

す．手形のアヴァンスだけでなく現金のそれ

を求め，現金払い比率が引上げられ，信用期

間短縮も要求する．ウクライナ・シリカトラ

ストには年度初めに１百万ルーブリの現金を

交付せねばならず，木材納入者には年間納入

額の４０％の前渡を現金で交付せねばならな

かった．南部機械トラストとは最高国民経済

会議の仲裁の結果，四半期納入額の１０％のア

ヴァンスを現金で交付するという契約を締結

せねばならなかった．

更に現金収入の主たる源泉である運輸人民

委員部の支払いが１１月から遅れ始め，時には

その債務は４百万ルーブリを超えた．追い討

表Ⅱ－１９ 南部鉄鋼トラストの財務状態

１９２３／

２４年度

１９２４／

２５年度

１９２５／

２６年度

１９２６／

２７年度

１９２７／２８年

度工業財務

計画

１９２７／

２８年度

商業的利潤 １０．０ １９．２ １２．０ １６．１ ３９．０ ３９．３

減価償却費 ５．７ １０．９ １２．７ １５．５ １８．０ １８．２

内部蓄積 １５．７ ３０．１ ２４．７ ３１．６ ５７．０ ５７．５

各種控除 ２１．４

残高 ３６．１

国家融資 ７．４ １４．５ ３５．４ ４９．６ ５５．０ ８１．９

資本投資 １１．７ ２０．１ ４３．１ ７０．６ ９２．０ １３４．９＊＊＊

銀行債務増減 －３２．２ ４．０＊＊

物的流動資産増減 ７．６ ２０．２ －９．４ －６．８

現金準備増減 －４．９ －０．６ －０．４

流動負債（銀行債務除く）

の流動債権の差額増減
１８．２＊ －１．４ １２＊

（百万ルーブリ）

＊振出手形残高の増減．

＊＊銀行業務はゴスバンクに集中．

＊＊＊輸入設備や準備活動も含めた数字．それらを除くと１０６．１百万ルーブリ．

出典：Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal'”.Itogi deiatel'nosti za 1923-24 operatsionnyi god.

Kharikov, 1925 : Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal'”. Itogi deiatel'nosti za 1925-26 operat-

sionnyi god. Kharikov, 1927, pp. 144-5 : Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal'”. Itogi de-

iatel'nosti za 1926-27 operatsionnyi god. Kharikov, 1928, pp. 279, 300-303 : Iuzhnyi metallur-

gicheskii trest “Iugostal'”. Itogi deiatel'nosti za 1927-28operatsionnyi god. Kharikov, 1929, pp. 162

-3, 287, 310 : Metall, 1928, №1, p. 80 ; 1929, №2, pp. 123-5
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ちをかけるようにトラスト製品の輸送上，貨

車提供の遅れがあった．その結果，上半期に

製品の工場在庫が累積した．２６年３月には

３．５百万ルーブリの商品担保貸付の要請を余

儀なくされた．これは長たらしい交渉と上級

機関の多くの決定を経て何とか決着した．国

家融資引き上げ要請は早くから提起されたが

具体的成果はなかった．財務状態は悪化の一

途を辿り，賃金は問題が起こる度に国家注文

委，金属総管理局，最高国民経済会議の非常

的介入によって支払いを確保した．時には労

働国防会議すら登場する．３月には金属総管

理局本部会がトラストの調査を決定し，それ

に基づき工業財務計画を下方修正した（出荷

額を２２０百万ルーブリから１９４百万ルーブリに

削減）．現行出荷価格は据え置かれ，原価は

当初計画を１６％上回ったから，当初３５百万

ルーブリを見込んだ利潤は１２百万ルーブリを

切った．国家融資の大幅引き上げも望み薄で

あったから，資本活動は大幅に縮小せざるを

得なかった５１）．

１９２６／２７年度には財務状態は安定する．販

売額は前年比３９％伸び，売上代金中，現金比

率は前年の３１％から，５６％以上に高まった．

生産合理化や諸掛り削減によって原価を引き

下げ，２百万ルーブリの欠損の予定であった

が純益を計上できた．もともと過剰ではあっ

たとはいえ物的流動資産は縮小され，その回

転は速くなった（１９２５／２６年度には年２．３回

であったが，１９２６／２７年度には２．８回であ

る）．買手や注文主の債務はかなり減った．

主に不良債権や種々の債務者勘定を欠損処理

したためである．他方，単名手形振出は大幅

に増えた．これらは輸入，納入上及び中央公

営銀行や長期信用部の貸付の保証として振り

出された．資本活動計画の拡張とも関連して

いる．その分，オープン・アカウントの債務

は減った．国家融資や長期貸付は資本活動の

追加許可と関連して工業財務計画より４．５百

万ルーブリ増加した５２）．

２７年１０月の金属労組全ウクライナ委員会総

会において南部鉄鋼本部会議長 S．P．ビル

マンは南部鉄鋼トラストの活動を誇らしげに

総括した．

「１９２６／２７年度はトラストの活動の転換点

である．トラストは初めて全ての減価償却

フォンドその他積立金を資本活動に移しえた

だけでなく，自己資金からかなりを動員でき

た．工場の独立採算性への移行は企業の計画

超過達成，市場への製品の最大限の積出し，

保有物財在庫圧縮への直接的利益関心を生み

出した」．「この年度は赤字の代わりに約１２百

万ルーブリの黒字を見込む（実際は１０．８百万

ルーブリ）．当初承認された５６．６百万ルーブ

リの資本投資計画はトラストにより自己資金

を源泉として７９百万ルーブリに拡大された．

すでに約６３百万ルーブリが支出され，他に４

百万ルーブリが関税支払いに，６百万ルーブ

リが原材料調達に支出された．海外には一年

間に２６百万ルーブリの設備が発注され，うち

４百万ルーブリの設備は実際に入荷し，設置

されている」５３）．

１９２７／２８年度には製品販売は主に冶金シン

ジケートを通して行われる．出荷高の伸びは

約１７％に留まったが，売上代金中，現金比率

は６６％に高まり，純益も３９百万ルーブリを計

上した．財務状態は更に改善され，資本建設

計画も当初の９２百万ルーブリから１１０百万

ルーブリに上方修正され，更に２８年３月の最

終案では１３２百万ルーブリに引き上げられ

た．生産計画は全体として１００％強達成し，

原価引き下げも目標の６．５％に対し７％を実

現した．計画には規定されていなかった追加

投資も内部資金源の動員（製品，原材料在庫

圧縮）によりカヴァーできた５４）．実際，物的

流動資産の回転は年３．３回に速まった．
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だがトラスト報告書は「非常な財務逼迫」

を嘆いてみせる．業務上の財務計画は収支と

もほぼ１００％遂行しているが，現行の決済条

件では手形振出による資金の引き入れはすで

に限界に達している．国家融資は遅れがあ

る．銀行信用も不確定性が強く，且つ厳し

い．ゴスバンクは手形割引についてはリミッ

トを２６百万ルーブリと定め，１年間それを維

持した．だが単名手形勘定については削減さ

れた．トラストの自己流動資金は乏しく，そ

れすら株式，出資金などの非流動的資産に投

下された．確かに現金準備は２７年１０月１日に

は４３９千ルーブリまで減少し，更に年度末に

は完全に底をついた（残高は１５千ルーブ

リ）．これに対してゴスバンクは単名手形勘

定による自由信用を設けて，そこから必要に

応じて引き出せるようにした．その枠は６百

万ルーブリ以上あったから，それがレザーブ

としての役割を果たしていた．いずれにせよ

トラストは「財務的にはぎりぎりの所まで」

活動を拡張していたのである５５）．

ゴムザは１９２７／２８年度までは財務状態が慢

性的に逼迫していた．これはまずは計画注

文，特に運輸人民委員部の機関車，貨車注文

（１９２５／２６年度に製造高の４５％，１９２６／２７年

度は５６％を占める）における原価と出荷価格

の逆鞘による５６）．また基本的及び補助的原材

料，半製品，未完了生産が過多なためであ

る．１９２５／２６年度末にはそうした資産に３５百

万ルーブリが沈殿していた５７）．１９２５／２６年度

に物的流動資産は６２．７百万ルーブリから８４．４

百万ルーブリに増えた．その回転は極めて遅

く，年初残高は製造高に対しほぼ１０ヶ月分で

ある５８）．現行の『半社会保障的』融資や生産

財供給方式は工場が流動資本の回転を速める

誘因をもたない．各工場は中断なく活動する

ためにトラストから出来るだけ多くの物財を

受取ろうと志向する５９）．

１９２６／２７年度には製造高が５１％伸び，物的

流動資産は微減であったから少なからず改善

を見たが，依然，財務状況は厳しい６０）．現金

準備も減った．国家融資は１７．７百万ルーブリ

であり，銀行債務は約３百万ルーブリ増加し

た６１）．

１９２７／２８年度には好転する．生産高は

１９．９％の伸びである．生産計画中，計画注文

の比率は更に上昇したが，運輸人民委員部注

文の再決済によりその赤字分をカヴァーし，

また労働国防会議決定により次年度納入分に

つきアヴァンスを受取った．前年度には製品

販売代金やアヴァンスの入金額９４百万ルーブ

リのうち現金比率は４１％であったが，１９２７／

２８年度には入金額１２１．４百万ルーブリのうち

現金比率は６４．６％に上昇した．未完了生産は

ことに造船や大型機械製造において増えた

が，製品，半製品在庫は同水準で，原材料，

燃料在庫は幾分減った．生きた物的流動資産

の回転期間は短縮された．売上１１５．４百万

ルーブリに対し，実現された製品の工場原価

総額は１１２．６百万ルーブリ，積出し費用，本

部費用，利払いを加えると１１６．９百万ルーブ

リ（見込）であったから，赤字は１．５百万ルー

ブリとなる（その他の欠損を含めると４．３百

万ルーブリ）．これに対し国家融資計画は

１３．２百万ルーブリである．こうして財務は安

定化し，資本投資も１７．３百万ルーブリに増加

した６２）．

４．化学工業

化学工業は多様である．大きくは３グルー

プに分けられる．第１のグループは染料を除

く生産財化学工業であり，基礎化学，コーク

スベンゾール，木材化学などの分野が含まれ

る．第２は染料部門であり，大きくアニリン

染料とラカー染料に分かれる．第３は大衆消
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費財化学工業であり，ゴム，油脂，マッチな

どが含まれる．それらの財務構造の特徴は表

Ⅰ－２０に示される．第１グループは装置型で

あり，流動資産対固定資産比率が低い．資本

の回転は遅く，大規模な資本投資を要する．

財務的には脆弱で，レザーブなしに活動し，

他人資金依存度が高い．販売が幾分なりと不

振となったり，貸付が遅れるとたちどころに

財務危機に陥る可能性がある．第２グループ

は資本の回転は速く，流動資金運用の余地が

大きく，収益性が高い．他人資金への依存度

は第３グループより高い．流動資金中他人資

金の比重は高くなる傾向がある．第３グルー

プは概して財務的には良好である．自己資金

比率が高い．流動資金が過剰気味ともいえ

る．

流動資金中の自己‐他人資金比率は第１グ

ループで２４年１０月１日に６６：３４であったの

が，２６年１０月１日には３０：７０となった．第２

グループはそれぞれ７０：３０から４７：５３であ

る．いずれも大きく他人資金依存度を高め

た．第３グループも７５：２５から６４：３３と他人

資金の比率は増大したがそれほどではない．

自己資金の豊富さを物語っている６３）．その後

もそうした傾向は続く．１９２６／２７年度に化学

工業平均で４６％であった自己資金比率は１９２７

／２８年度には３５．３％に低下した．シンジケー

ト加盟工業に限れば，この比率はそれぞれ

２２．６％と１９．２％である．因みに工業全体では

それぞれ３８．８％と３３．２％であったから化学工

業が特に低いというわけではないが（但し，

シンジケート加盟の大企業では極端に低

い），その落ち込み方が激しい６４）．

生産財化学工業はことに財務状態が不安定

であった６５）．化学工業の財務は一般に消費者

のアヴァンスに依存する．生産財化学工業の

買手への債務（前渡のこと）は２４年１０月１日

に約３百万ルーブリであったが，２年後には

２４百万ルーブリに急増した（消費財部門では

約１百万ルーブリから９百万ルーブリに増

大）．これは状況によっては不安定要因とな

る．消費側がアヴァンスを削減すれば忽ち行

き詰まる恐れがある．また装置型工業である

からその老朽化と共に多くの資本投資が必要

となるが，自己蓄積が乏しく，外部資金に多

くを期待できない状況で，あえて投資を拡大

すれば自己流動資金を食い潰すことになる．

実際，基礎化学工業では１９２４／２５～１９２５／２６

年度に製造高は８３％伸びたのに流動資産は

３７％も減少した６６）．１９２５／２６年度，南部化学

トラスト（２３年３月にヒムウーゴリとガラス

ソーダトラストが統合して設立）の資本投資

の資金源１８．３百万ルーブリのうち，自己蓄積

（利潤と減価償却）が７．３百万ルーブリ，外

部資金（国家融資，経済復興債，長期信用）

が８．７百万ルーブリであった．残りの２．３百万

ルーブリは自己流動資金の転用である．同様

に北部化学トラストの資金源９．５百万ルーブ

リのうち自己蓄積（減価償却資金）が約０．８

百万ルーブリ，外部資金（国家融資，経済復

興債，長期信用）が７．５百万ルーブリであっ

た．残りの１．２百万ルーブリは自己流動資金

の転用である６７）．

ヒムウーゴリ（南部化学トラスト）につい

て財務状態と投資の関連を見てみよう．１９２３

／２４年度にはトラストの販売高は製造高を上

回るようになるが２４年の夏ごろ，トラストの

出納赤字は約４百万ルーブリに達していた．

厳しい財務状況のため１９２４／２５年度の生産計

画や資本修理計画は縮小された．１９２４／２５年

度中にトラストは信用業務をトラスト本部に

集中し，財務関係を整備したうえで，ゴスバ

ンクと３百万ルーブリの貸付の総体契約を締

結した．固定資産も流動資産も増加した．資

本活動への大きな投資やかなりの減価償却控

除を行った上になお４００千ルーブリ近い純益
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を上げた．財務の改善のため１９２５／２６年度の

資本投資拡張計画は大胆な計画となった６８）．

だが１９２５／２６年度に製造も販売も大きく伸び

たにも拘らず財務状態は悪化した．トラスト

は当初採択された計画（生産は５０百万ルーブ

リ，資本建設は２２．６百万ルーブリ）に従って

第１四半期の調達活動を拡大したが，第３四

半期にそれぞれ４３百万ルーブリ，１５．９百万

ルーブリに削減された．だが始めた活動を容

易に縮小出来るものではない．またトラスト

への財政割当ても遅れた．トラストは建設の

資金カヴァーに自己の流動資金を注ぎ込まざ

るを得なかった（１年間で２０．３百万ルーブ

リ）．加えて製造計画の未達成や売上不足の

ため収入計画は約１８％下回った．利潤も計画

では３．６百万ルーブリであったが，１百万

ルーブリに留まった．これは工場原価が予算

を上回ったからである６９）．その結果，財務困

難に陥った．そのことは次年度の生産活動に

悪影響を与え，製造高は減退した．

１９２６／２７年度にも同様に資本投資上の超過

支出，資材の過剰調達が行われ，自己流動資

金縮小が続いた７０）．

消費財化学工業は概して財務状態は良好で

ある．ことにゴムトラストは２３年の販売危機

後，一時減産を余儀なくされたが，その後は

順調に販売や収益を伸ばし，銀行信用にさし

て依存せずに営業できた．

５．木材工業

木材工業は調達，浮送の期間だけでなく原

木の乾燥などに時間がかかり，その回転期間

は非常に長い．調達活動は通常，１２月に始ま

り春まで続く．同時に浮送路や鉄道まで搬出

する．航行が可能となると共に大部分は工場

に輸送され，一部は翌冬まで輸送基地で貯蔵

される．従って多くは，８－１０ヶ月経ってか

ら原料が工場に入荷し，冬季に加工され，次

の航路開通と共に出荷される７１）．そのため多

くの資本が必要となる．だがトラスト設立時

に自己資金が乏しかったこともあって，他の

工業部門にも増して自己流動資金に不足し，

他人資金への依存度が高い．銀行信用は比較

的少ないため，大口消費者の信用（債権者勘

定に示される）に依存せざるをえない．だか

ら消費者側の事情で彼らからの受信が減ると

途端に財務が逼迫し，滞貨に苦しむ，という

事態に陥る．２０年代後半には商業信用が収縮

し，国家融資に頼ることになる［表Ⅱ－

２１］．

２４年１２月下旬から翌年１月上旬に開催され

た木材，木材加工工業及び商業ソヴェト総会

でメリコフが木材工業の財務状態について報

告を行った．それによると１９２３／２４年度初

め，木材工業の固定資本［６４．７百万ルーブ

リ］と流動資本の平均的比率は１．４：１で

あった（ノーマルなそれは３．４：１といわれ

る）．

１３のロシア共和国トラストについて２４年１０

月１日の債務は１５．５百万ルーブリ，うち

２５．２％は伐採料，社会保険３％，税１％，銀

行信用１６．１％（貸付），振出手形及びオープ

ン勘定１８．８％，財務人民委員部への債務

９．３％（未払込み利潤及び燃料総管理局フォ

ンドについて），賃金４．６％，その他債権者勘

定２２％である．こうして過半は旧債務（以前

の伐採料，税未払い，燃料総管理局フォンド

など）である．木材工業にとり銀行信用はこ

とに重要な意義をもつ．２４年１０月１日の木材

工業の銀行債務は約５０百万ルーブリ，うち国

内的意義のトラストは７．８百万ルーブリで

あった７２）．

この木材及び木工工業トラストソヴェト総

会決議によれば国営木材工業は６１百万ルーブ

リ超の流動資本をもち，うち非流動的部分は

ほぼ１０％であり，生きた流動資金は４５百万
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表Ⅱ－２１ 木材及び木工工業のバランス・シート

貸方 １９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１ １９２８／１０／１

Ⅰ固定資産 １７．９ ２０．５ １２８．８ １５２．６ ８９．２ ９７．３

Ⅱ流動資産

原材料，半製品，製品 ４０．８ ４４．８ １５１．４ １６７．８

貨幣資産，有価証券 ２．３ ３．３ １５．４ ３０．６ ２２．３ ２９．４

債務者勘定 ３８．９ ３６．８ ７７．４ ７５．６

うち手形 ３０．９ ２８．５

小計 ８２ ８４．９ ２３３．３ ３３３．３ ２５１．１ ２７２．８

Ⅲその他 ０．４ ２．１ ４．６ ６．１

Ⅳ欠損 ３５．３ ４５．７

過年度分 ０．３ ４０．７ １７．１

当該年度 ０．３ ６．５ １８．１ １６．１

計 １００．６ １１４．３ ３９７．３ ５３１．６ ４０３．６ ４０９．５

借方

Ⅰ自己資本

定款資本 ３６．３ ３３．２ １０８．１ １０７．４

減価償却フォンド ２．２ ４．６ ４．８ ６．２

準備金 ２．６ ０．６ ３ １．６

拡張フォンド

０．１５ ５．６

― １．７

その他フォンド ２．４ １．９

予備 １０．１ １２．１

小計 ２０２．６ ２１２．４ １２８．３ １３０．７

Ⅱ借入資金

財政融資
１４．１ ７６．１ ７６．６

５６．４

長期信用 １９．５

銀行債務

５７．９ ７４．５

１６６．９（う ち

手 形 割 引

１５．５）

２１４．７（う ち

手 形 割 引

３６．７）

６７．４ ８３．２

振出手形 １８．９ １５．４

裏書債務 １９．８ １．８

債権者勘定 ７９．８ ８６．６

小計 ２６２．４ ２６２．９

Ⅲその他 ― ７．７ ６．５

Ⅳ利潤 ６ ２１．９ ２．７ １４

過年度分 ０．７ １．１ ０．０４

当該年度 １．４ ０．０２ ９ １．９

計 １００．５ １１４．３ ３９７．３ ５３１．６ ４０３．６ ４０９．５

（百万ルーブリ）

注記：２７年と２８年は連邦トラストとロシア共和国の共和国的意義のトラストのみのデータ．
２５年と２６年は国営木材工業の総バランス・シート．ここでは流動資産は生産資本と商業資本に分けられている．前
者は原材料，燃料等を指し，後者は製品，債務者勘定，手形などを指す．合計値のみを示した．
２３年と２４年は３連邦トラストのデータ．

出典：Promyshlennost` SSSR v 1924 godu ,M., 1925, ch. Ⅰ, p. CLXXV ,ch. Ⅱ, p. 360 : Promyshlennost` SSSR v 1925/26
godu ,M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 432 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 322-4 :
Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu ,M., 1930, ch. Ⅱ, p. 291
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ルーブリである．これに対し固定資本は集中

や解散その他の措置の結果，約５２百万ルーブ

リに減った．うち稼動部分は３９百万ルーブリ

である７３）．

１９２４／２５年度，売上は２５％以上伸びるが，

依然，財務状態は逼迫していた．買手に広範

な与信をせねばならず，銀行への依存度が高

まる７４）．連邦トラストに関しては国内市場の

業務拡大により輸出業務の赤字の一部をカ

ヴァーできたが，前年度の商業の赤字を引き

ずり，また資本改造のために自己の流動資産

を投入したため，やはり厳しい７５）．

２６年２月１日から６日まで開催された第４

回全連邦木材及び木材加工工業大会における

I．V．ガレツキー報告によれば２４年１０月１

日，木材工業の自己‐他人資金比率は３０：７０

であった（他の工業部門は６０－７０：３０－４０．

戦前の木材工業では凡そ４０：６０）．債権者勘

定の債務者勘定に対する比率は２２１％に達す

る．連邦トラストについてみれば物的及び貨

幣流動資産総額は６５．３百万ルーブリ，債務者

勘定（売掛債権など）は２０．６百万ルーブリ，

合計６５．９百万ルーブリである．それに対して

債権者勘定は６４．３百万ルーブリであったか

ら，自己流動資金は２１．６百万ルーブリとな

る．債権者勘定は銀行信用のほか，商業組織

からの受信，農民や労働者への賃金債務，財

務人民委員部への債務（伐採料）などがあ

る．債務者勘定は主に木材輸出トラストで増

加した．買手への長期信用に合意せざるを得

ないためである．

この状況に踏まえ報告者は主張する．木材

工業は不足する資金を銀行で受取ったと言わ

れるが，銀行は貨幣を与えず，生産計画を彼

らに都合の良いように作り変えることを要求

する．ノーマルな流動資本は dotirovanie［補

助金？］によって形成されねばならないこと

を確認すべきである．その場合，収益性のあ

るトラストにとってのみ有利子たりうる．銀

行融資は木材工業の財務計画と現実的に結び

付ねばならない７６）．

この提案を受けて上記大会は次のように決

議する．［①と②は略］

③必要な水準までの流動資本の補充は現在の

ような貸付ではなく，国家財源の補助金に

より行われるべきである．

④近い将来国家財政によってそれが充分に出

来ない限り，その代りに交付される長期貸

付はバランス上，企業の特別資本として処

理すべきである．

⑤木材向け内国債も可とする．

⑥収益性のないトラストへの補助［長期貸

付］は無利子とすべきである．

⑦流動資本不足を恒常的な銀行貸付で補充せ

ざるを得ないトラストには銀行の信用計画

において自動的に延長さるべきクレジット

として計上すべきである．

⑧～⑩省略．

⑪［とはいえ］流動資本の不足を補う内部努

力も必要である（余分な原材料在庫を減ら

す，非流動的資産の処分，より弾力的商業

活動，生産及び流通過程迅速化など）７７）．

ここにみられるのは親方日の丸の発想という

べきか．

１９２５／２６年度は当初，国民経済全体で大規

模な建設計画が立てられたため，活況を呈し

たが，その後，計画の下方修正と共に木材市

況は冷え込んだ．また伐採地の競争入札制を

導入したため伐採料が跳ね上がった（工業財

務計画では１９百万ルーブリであったのが，４２

百万ルーブリ）．原料高騰に伴う価格引き上

げも不振に輪をかけた７８）．３０トラストのデー

タで薪や原木の販売を除く工場製品の販売高

は１９１．５百万ルーブリであったが，これは製

造高を１４百万ルーブリ下回った．製材在庫は
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８０％も増えた．しかも商品は長期信用で販売

せねばならないため財務状態は一層厳しい．

上半期に販売できても，入金が始まるのは

やっと建設や浮送の最盛期である．それゆ

え，他人資金への依存が強まる．銀行債務は

増えなかったが（２６年１０月１日には６５百万

ルーブリ），手形債務は年度始めの９百万

ルーブリから年度末には２１百万ルーブリに増

えた（連邦トラストとロシア共和国の共和国

的意義のトラストのみ）．何より財政融資が

急増した７９）［表Ⅱ－２１］．ロシア共和国の１１

トラストについてみれば２６年１０月１日，流動

資産中，自己資本は１３．３％，長期資金を加え

ても２４．９％であった．残りは短期債務であ

る．これに対し戦前（１９１２年１月１日）の５０

企業のデータではそれぞれ２４．６％，３８．５％で

あったから自己資金比率が極めて低いことが

わかる８０）．

１９２６／２７年度は総体契約を含めた販売高は

１１％の伸びであったが，実際の出荷高は２９％

増えた．また伐採地の計画供給方式を導入し

たため伐採料は２０％引き下げられた．だが，

依然，流動資金不足に苦しんでいた．他人資

金の流入は一層進む．３３トラストのデータで

みると財政融資や長期信用部の貸付残高は年

度始めの５９百万ルーブリから年度末には９８百

万ルーブリに増えた．特に連邦トラストはそ

のうちの６３％強を占める．銀行債務は同じく

８０百万ルーブリから１０８百万ルーブリに，振

出手形は３２百万ルーブリから４２百万ルーブリ

に増えた．中でも長期資金は自己資金に近い

性格をもつため，これを含めると流動資産

中，自己資金の比重は上昇した．例えば，ロ

シア共和国国営工業では２６％から３６％に高

まった８１）．こうして国営木材工業は財政資金

の注入で息を継いだのである．

１９２７／２８年度には販売は前年比２１％伸び

た．次年度製造分の予約販売も増大した．そ

れまで一貫して自己資本不足は木材工業の弱

点であったが，この年にはそれまで受け取っ

たかなりの資金（財政融資や長期貸付）が定

款資本に組み入れられた．財政資金や銀行資

金の注入も一層進む．２５トラストのデータで

長期信用部を含む財政融資は年度始めの９９百

万ルーブリから年度末には１２５百万ルーブリ

に増え，銀行短期債務も１９百万ルーブリ増え

た．赤字も減った．大規模な資本投資も行わ

れた８２）．

６．紙工業

紙工業では１９２３／２４年度から市況は好調と

なる．販売の決済条件は５０％以上現金であ

る．戦前には紙在庫水準は４か月であった

が，２か月分に減った．特に商取引の２／３

を集中する中央紙トラストは高収益を上げた

（利潤は６百万ルーブリ）．ただし収益の１

／３は輸入紙業務によるものである．高い市

況から次年度の紙生産は５０％以上の増産を目

指した８３）［表Ⅱ－２２］．

１９２４／２５年度も好調を持続する．紙は製造

の９７％を実現した．販売条件も依然５０％近い

現金比率である．財務は良好で，概ね自己資

金比率が高く，クレジット需要は少ない．固

定資産額が借方の固定資本を大幅に上回って

いるのはトラスト設立以降の旺盛な設備更新

投資を示す．これは外部資金の助けを借りず

に利潤を資金源として行われた８４）．このこと

は次年度の意欲的な資本投資計画に繋がる．

１９２５／２６年度は当初は良好であった財務状

態が悪化し始める．販売は鈍化し，ことに下

半期には絶対的にも消費は減少した．他方，

大規模な建設投資が行われ，しかもその進行

中に計画が下方修正されたために余剰資材が

生じた．その結果，年度初めには６百万ルー

ブリ以上あった現金準備が夏には１百万ルー

ブリ近くに減った．他方，銀行債務残高は９
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表Ⅱ－２２ 紙工業のバランス・シート

貸方 １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１ １９２８／１０／１

Ⅰ固定資産 ６３．４ １０８．８ １３７．６ １８１．２

Ⅱ流動資産

原材料，半製品 ３３．４ ４２．９ ４９．６ ４４．５

製品 １３．１ １４．４ １３．８ ９

貨幣資産 ６．７ ２．７ １．５ ２．５

有価証券，出資金，預け金ほか １．４ ４．９ ５．８ ８．１

債務者勘定 ２２．９ １２．７ ４８．７ ４５．４

受取手形など ２０．９

小計 ７７．５ ９８．５ １１９．４ １０９．５

Ⅲその他 １．７ ２．７ ２．７ ３．２

Ⅳ欠損 ０．５ ０．１

過年度分 ０．２

当該年度 ０．４

計 １４２．６ ２０２．７ ２６０．１ ２９４．１

借方

Ⅰ自己資本

定款資本
７８．６（うち固定

資本は４６．５）
９４．９ １１４．６ １１５．９

減価償却フォンド ５．４ ５．５ ３．４ １３．３

その他フォンド ３．９ １１．２ １１．４ １８．６

小計 ９．３ １１１．５ １２９．４ １４７．８

Ⅱ借入資金

財政融資，長期信用 ― ７．７ ４９．１ ７７．７

銀行債務 ― １６．３

振出手形 ２７．３ ８．５ ５９ ４８．１

裏書債務 ０．８

債権者勘定 ２５．４

Ⅲその他 ０．４ ４．７ ０．３ ０．３

Ⅳ利潤

過年度分 ０．１

当該年度 ２７ ２７．６ １９．３ ２０．２

計 ６４ ２０２．７ ２６０．１ ４４１．９

（百万ルーブリ）

出典：Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, p. 734 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27

godu, M., 1928, ch. Ⅱ, p. 452 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, p. 504
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百万ルーブリからほぼ倍増した．販売の決済

条件は相変わらず厳しかったが（信用は平

均，注文額の５０％以下，期限は３ヶ月以下，

手付は２５％），年度末には緩和された．大き

な未払いも生じた（出版所の１百万ルーブリ

の未払い）８５）．

１９２６／２７年度も市況は軟調である．７トラ

ストの自己製品の販売は４％の伸びに留まっ

た．大規模な資本活動と関連して幾分，財務

状態は逼迫する．現金準備が１～２百万ルー

ブリの水準である一方，銀行短期債務は年度

初めの１６百万ルーブリから年度末には２６百万

ルーブリ以上に増えた．何よりそれまで少な

かった長期債務（長期信用部貸付含む）が年

度初めの５百万ルーブリから年度末には約１６

百万ルーブリ以上に急増した８６）．

１９２７／２８年度には紙市場は再び強含みに転

ずる．利潤は２０百万ルーブリ以上を計上し

た．そのかなりが国庫に納付されたが，大部

分は増資に向けられた．財務状態は安定化

し８７），資本投資は大きく計画を上回った．

７．繊維工業

繊維工業はネップ期に入って比較的早く回

復した．２３年から２６年までの繊維工業の流動

資産の状態は表Ⅱ－２３のようである．何より

流動資産中，物的資産の比重が高く，貨幣資

産の比重が少ない．しかも流動資産の構成は

流動性が低い．その回転も遅かった．だが，

販売危機後，繊維製品の売行きが順調に伸び

ていくと共に現金準備（当座勘定含む）は増

え，流動資産の回転も速まった．１９２３／２４年

度には平均して０．８４回であったのが，１９２４／

２５年度には１．０３に上昇した８８）．連邦綿工業に

限れば１．４２である（戦前には１９０９－１０年の

データで回転率は２．４であった）．戦前（１９１１

－１２年）の繊維工業（株式会社）では流動資

産中，自己資産比率は３９％であり，広範に信

用を利用していたが，ネップ期には逆転し，

自己流動資産比率は７０％前後となった．売上

収入の増加から他人資金に依存せずに操業し

た，ともいえるが，なお復興段階にあり，基

本的には稼働率の引上げや流動資本投資に

よって生産を拡大できたのである８９）．商品取

引上，受信以上に信用を与えてはいたが（ト

ラストがその面から繊維シンジケートを支え

ていた），それでもかなり資本投資は伸び

た．［表Ⅱ－２４～２６］

表Ⅱ－２３ シンジケート加盟繊維工業の流動資産

流動資産 １９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／４／１ １９２５／１０／１ １９２６／４／１

物的流動資産 ５３２．７ ５３９．１ ５３４．３ ５２３．５ ５８８．４

貨幣資産 ２０．８ ６３．１ ９９．３ １３６．２

うち現金・当座勘定 ５．２ ２３．３ ４４．５

計 ５５３．５ ６０２．２ ６３３．６

債務者勘定 １６２．８ ２４８．０ ２９５．６ ３９８．８

債権者勘定 １０６．４ ２５４．９ ２７２．２ ３２４．７

差額 ５６．４ －６．９ ２３．４

自己資金比率（％） ８５．２ ７０．７ ７０．２ ７１．６

（百万ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1926, №3, pp. 3-4 : №25-26, p. 8 ; 1927, №4, pp. 8-9
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連邦繊維工業は１９２４／２５年度に１１０百万

ルーブリ以上の純益を計上し，減価償却費を

合わせると，１８０百万ルーブリ近い自己蓄積

を行った．多くの控除や与信超過にも拘らず

資本投資は十分，自己資金で賄いえた．

ことに綿工業は良好な景況を背景に財務は

大幅に改善された．そのことは何よりも現金

準備の急増に示される．物的流動資産は減

り，製造高に対する流動資産の比率は前年の

１０６％（自 己 流 動 資 産 は７７％）か ら９４％

（７０％）に低下した．なお流動性の低い資産

（機械設備予備，シンジケートやプロムバン

表Ⅱ－２４ 連邦繊維工業の財務状態

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

自己蓄積 １４８．０ ２６５．５ ３１８．２ ３００．８

各種控除 ４３．２ ９６．３ １８４．４ ２４４．２

残高 １０４．８ １６９．２ １３３．８ ５６．６

売上高利潤率（％） １０．５ １４．１ １５．５ １３．０

売上高に対する流動

資産比率（％）
４５ ３９ ３６ ２９

物的流動資産期末残高 ４３１．０ ４３１．３ ４４８．７ ４４３．１

現金準備期末残高＊ ９０．０ ８５．０ ６５．１ ２２．７

銀行債務 ５４．６ ３２．１ ３７．０ ７０．０

資本投資 ７８．０ １０５．６ １１１．６ １２６．９

（百万ルーブリ）

注記：１） 自己蓄積は主に純益＋減価償却

２） 控除は国庫への支払いや出資など

＊シンジケートその他も含めた繊維工業全体のデータ

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1928, №11, p. 3 ; №12, pp. 1-4 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 27 September 1927, №220

表Ⅱ－２５ 全国営繊維工業の自己蓄積

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度

利潤 減価償却 利潤 減価償却

綿工業 １２６．２ ５６．４ １７４．９ ７７．７

羊毛工業 １７．４ ６．８ ４９．２ ８．７

亜麻工業 －４．７ ７．４ １４．３ １０．１

大麻工業 ０．７ １．３ ６．１ ２．１

絹工業 ０．９ ０．６ ４．３ ０．９

計 １４０．５ ７２．５ ２４８．８ ９９．５

（百万ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1927, №15-18, pp. 5-6
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クなどへの出資）も多く抱えていたとはい

え，流動資産の回転期間は確実に速くなっ

た．流動資金の余裕度は高まり，蓄積された

自己資金のかなりは資本活動や固定資産の補

充に支出された９０）．

例えば，モスクワ綿トラストでは需要が旺

盛で１９２４／２５年度上半期，需要の５５～６０％し

か充足できなかった．財務は安定化し，動化

流動資産は１８百万ルーブリから２２百万ルーブ

リに増えた．銀行信用は必要とせず，また現

金での購入可能性からより低コストで生産財

を入手できた．良好な財務状態から工場設備

の技術的改善に注意を向けた．工場の電化を

行い，機械を発注し，鉄道引込み線も建設し

た９１）．

イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク綿トラス

トは１９２４／２５年度，２８百万ルーブリの利潤を

計上した（財務人民委員部の計算では４１百万

ルーブリ）．２５年にかなり野心的な３ヵ年資

本投資計画（総額８５百万ルーブリ，うち新工

場百万ルーブリ）を立てた．資金手当てには

特別の困難はなく，ほぼ減価償却費などの内

部蓄積で可能となった．ごく一部を流動資産

取り崩しによった９２）．

１９２５／２６年度の市況も好調を持続する．綿

工業だけでなくそれまで不振であった粗羅

紗，亜痲，大麻工業も急激に財務を改善し

た．羊毛トラストや亜麻トラストは需要が大

きく，信用期間が短縮し，現金比率も増大し

た．そのためいずれも銀行債務が大幅に減っ

た．綿工業は同一の水準を維持したが，繊維

工業全体としては２５年１０月１日の８５．５百万

ルーブリから６７．７百万ルーブリに減った．他

方，それらの当座勘定残高は５０．７百万ルーブ

リから５７．３百万ルーブリに増加した９３）．

連邦繊維工業の１９２５／２６年度純益は１９４百

万ルーブリ（共和国及び地方工業やシンジ

ケート，原料会社も含めると２８２百万ルーブ

リ）を計上した．これに減価償却費７６百万

ルーブリを加えて自己蓄積は約２７０百万ルー

ブリである．ここから国庫への控除，所得

税，８％債取得，長期信用部への出資その他

約９０百万ルーブリを差し引くと残余は１８０百

万ルーブリとなる．この自己資金は次のよう

に投下される．まず物的流動資産が１５百万

ルーブリ増加する．一方で，燃料，補助材

料，修理‐建設資材，半製品在庫が６５．３百万

ルーブリ増えた．特に建設資材の増加（２３．６

百万ルーブリ）が著しい．他方，原料が１０百

万ルーブリ減り，製品在庫は３２．７百万ルーブ

表Ⅱ－２６ 連邦繊維工業の自己蓄積

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度

純益 売上高利潤率％ 純益 売上高利潤率％

綿工業 １０４．８ １３．７ １２９．６ １２．７

羊毛工業 １４．９ ８．３ ４４．８ １９．４

亜麻工業 －５．４ 欠損 １２．０ １０．７

大麻工業 ０．１ ０．７ ３．３ １４．９

絹工業 ０．８ ８．６ ３．２ １４．８

計 １１５．２ １９２．９

（百万ルーブリ）

出典：表Ⅱ－２５と同じ．
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リ減った．この減少は全連邦繊維シンジケー

トへの製品在庫移譲による．加えて商品流通

面の与信純増が４５．５百万ルーブリある．更に

固定資本に１０５．６百万ルーブリが投資され，

株式，出資金に７．１百万ルーブリが投入され

た．残りが現金及び当座勘定の増分（１１．１百

万ルーブリ）となる９４）．１９２５／２６年度，繊維

トラストの財務状態は概ね，良好であり，一

部は銀行信用に頼らずに済んだ．資本投資も

主に自己資金によった９５）．但し，赤いプレス

ネントラストの場合は１９２５／２６年度の資本投

資計画は９百万ルーブリであったが，実績は

それを下回った．財務的困難のためであ

る．１９２４／２５年度に１，５００千ルーブリあった

当座勘定は３００千ルーブリに減少した．その

原因は第１に１９２４／２５年度に新規工場を操業

させたため，これら工場に必要な流動資本を

確保しなければならなかったことである．第

２にトラストの流動資産の一部は種々の過剰

な原材料として不動化されていた．トラスト

がほとんど絶対的に予備をもたずに中断なく

操業できたのはプロムバンクの支持による．

特別協定を締結して貸付を受けた．また繊維

シンジケートとの決済条件の弾力化もそれに

与って力あった９６）．

１９２６／２７年度はほぼ同様の状況であるが，

自己蓄積からの各種控除の比率は高ま

る．１９２７／２８年度には収益性はやや低下し，

控除額は自己蓄積の８０％を占めるようにな

り，内部留保は５６百万ルーブリに減った．そ

の分，銀行債務が急増する９７）．

綿工業の流動資産の構成はネップ期前半に

かなり改善した［表Ⅱ－２７］．その自己蓄積

と資金投下のフローをみてみれば表Ⅱ－２８の

ようになる．１９２５／２６年度には自己蓄積は計

画を大幅に上回った．これは原価が平均２％

低下したためである．燃料支出ノルマ低下，

設備単位当たり労働力コストの比重低下や機

械の生産性の幾分の向上の成果もあったが，

これらは間接部門その他の人員過剰，紡糸番

手の上昇，賃金フォンド引き上げや平準化

フォンドの存在によって吸収された．原価低

下の主たる理由は原料にある．一部はその価

格低下によるが，主には品目構成の変化や品

質悪化による．１９２５／２６年度下半期に綿工業

は綿花１プード当たり綿布製造を１６２メー

ターから１７０メーターに高めたが，その場

合，一部企業は長さを増やすために番手の引

き上げを利用した．品目構成の大幅な変更

（重量の織物の製造を減らした）だけでな

表Ⅱ－２７ シンジケート加盟綿工業の流動資産

１９１１‐１２ １９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／１０／１

物的流動資産 ３６２．３ ３３８．５ ３４１．６ ３６１．４

貨幣資産 ７１．４ ９．６ ４１．６ ８５．２

計 ４３３．７ ３４８．１ ３８３．２ ４４６．６

債務者勘定 ３９６ １０７．４ １５６．１ ２２６．８

債権者勘定 ５１９．４ ５９．３ １４６．８ １８５．３

差額 －１２３．４ ４８．１ ９．３ ４１．５

（百万ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1926, №3, pp. 3-4 : №25-26, p. 8 ;

1927, №4, pp. 8-9
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く，多くの商品の絶対的な品質の悪化が見ら

れた．物的流動資産については原材料，半製

品在庫は２３百万ルーブリ減少した．建設資材

や燃料在庫は増えたが（２２百万ルーブリ

増），これは過剰な調達や建設活動計画の縮

小による．製品在庫は１２．６百万ルーブリ減少

したが，実現の増加だけでなくシンジケート

及び一部は協同組合への製品倉庫移譲によ

る．商品流通面の債務者勘定（与信）は高い

市況を反映して相対的に縮小した．他方，綿

工業への原材料，燃料や資材供給上の受信は

縮小し，アヴァンスも増えた．それでもトラ

ストの財務状態は安定的であった．銀行信用

の増加はなく，控除義務はほぼ果たし，資本

投資も増えた（予備設備含め９８．７百万ルーブ

リ）．収益性が高く，物的流動資産が幾分

表Ⅱ－２８ 綿工業の財務状態

１９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度

利潤 １２６．２ １２８．５ １６６．５ １２０．４

減価償却 ５６．４ ８４．３ ６５．７

自己蓄積計 １８２．６ ２１５．６＊ ２２１．７＊

各種控除 ６５ ８４．５ １３８．３

残高 １１７．６ １３１．３ ８３．４

流動資本回転率 １．９９ ２．２５ ２．５７

物的流動資産増減 －２０．０ －３．８ ８．７ －１１．３

現金準備増減 ２３．１ １．１ －５．８ －２２

流動債権と流動

負債の差額増減

＊＊

－４９．５ －３５．３ １４．９ ２２．６

銀行債務増減 ４．４ －１．９ ２．６ ３１．６

資本投資 ４８．６ ９８．７ ９６．０ １２８．８

（百万ルーブリ）

注記：年度によってデータの対象が異なるが，時系列ではなく，各年度の資金の流

れを考察するのが主たる目的であるため，それでも足りる．明らかな計算ミ

スは修正．

綿トラストでは減価償却費は戦前，製品価値中約５％であったが，１９２３／

２４年度には約６％である（Finansovaia gazeta, 12 November 1924, №253）．

＊その他収益を含む．

＊＊流動負債（債権者勘定）増分に対する流動債権（債務者勘定）増分の超過分．

流動負債には銀行債務含む．

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1926, №25-26, pp. 6-9 ; 1927, №1,

p. 2-6 ; 1928, №12, pp. 9-12 ; 1929, №9, p. 10 : Torgovo-promyshlennaia gazeta,

16 November 1927, №262 : Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925, ch. Ⅱ,

p. 360 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, p. ３６１: Pro-

myshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 252-4 : Promyshlen-

nost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 322-4 : Promyshlennost` SSSR v

1927/28 godu, M., 1930, ch. Ⅱ, pp. 390-1
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減ったからである９８）．

１９２６／２７年度には収益は多かったが，各種

控除が計画を５０百万ルーブリも上回った．国

庫への払込みだけでなく，長期信用部への出

資，長期預金や原料組織，建設会社，商業組

織，プロムバンクの株式取得，出資も大き

い．それらを除いた内部留保は８３．４百万ルー

ブリに留まった．更に原料などの生産的物財

在庫も１４．９百万ルーブリ増えた．これに対

し，貨幣資産は５．８百万ルーブリ減り，製品

在庫も６．１百万ルーブリ減って，商品流通面

への資金投下（債務者勘定増分と債権者勘定

増分の差額）が１４．６百万ルーブリ減少した．

加えて銀行信用が幾分増えた．その結果，辛

うじて９６百万ルーブリの固定資本投資が可能

となった９９）．

１９２７／２８年度には利潤は伸び悩む．これは

出荷価格の低下や品質面の向上，及び収益性

の低い紡糸の比重の増加などによる．債務者

勘定，その他の貸方は急増した．同時に債権

者勘定も急増した．これはトラストにより引

き渡された製品についてもトラストへの与信

についても全ての決済がシンジケートに集中

化されたためである．繊維シンジケートは繊

維トラストの信用業務も供給業務も集中し

た．流動資産の余裕度はそれほど高くない

が，資本投資はかなりの水準である．原材

料，半製品在庫は減少した．これは流動資本

の利用効率化を示す．現金準備も大幅に減少

し，銀行債務も大きな伸びを示した．やや無

理をして資本投資を拡大したのであろう１００）．

シンジケートとトラストの信用関係は表Ⅱ

－２９のようである．見られるように繊維トラ

ストはシンジケートに対し大幅な与信超過で

表Ⅱ－２９ 連邦繊維トラストと繊維シンジケートとの信用関係

シンジケートの

トラストへの債務
１９２６／１０／１ １９２７／１０／１ １９２８／１０／１

シンジケートの

トラストへの債務
１９２８／１０／１

振出手形 １２８．８ ９２．７ １４０．２ 製品 １９８．２

中央決済によるト

ラストへの債務
１３６．９ ９０．７ １２４．３ アヴァンス ６．２

計 ２６５．７ １８３．４ ２６４．５ 計 ２０４．４

トラストのシンジ

ケートへの債務

トラストのシンジ

ケートへの債務

受取手形 ８４．２ ４０．９ １０２．０ 原料 ５０．１

中央決済による

トラストへの債権
２５．８ ２１．０ ２８．５ 資材及び設備 ２２．９

計 １１０．０ ６１．９ １３０．５ 財務的決済 ７１．８

トラストの債権超過 １５５．７ １２１．５ １３４．１ 計 １４４．８

トラストの銀行債務 ６４．９ ７３．４ １１３．４ 差引残高 ５９．６

シンジケートに投

下されたトラスト

の自己流動資金

９０．８ ４８．１ ２０．７

（百万ルーブリ）

出典：Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i torgovli, 1928, №12, p. 4 ; 1929, №4-5, P.
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あった．販売や生産財供給を全面的にシンジ

ケートに移譲しつつ，信用面からシンジケー

トを支えてきたのである．但し，トラストの

銀行債務が増大したことを考慮すれば，実際

にシンジケートに投下されたトラストの自己

流動資金は多くはない．

こうして繊維工業は全体として順調に発展

を遂げてきたように見えるが，内実は必ずし

も経済効率の観点からして望ましいものとは

いえない．繊維工業は蓄積問題において最も

安易に収益を上げる方法を選んだ．価格引き

下げに対して生産過程の合理化，労働生産性

向上，規模の経済，諸掛りや管理費削減その

他の努力を強める代わりに，品目構成の『軽

量化』つまり品質の悪化によって対処した．

また１９２６／２７年度の統制数字では原価を平均

１．５％引き下げる目標が掲げられたが，繊維

トラスト，主に綿トラストはそれを４－５％

高める計画を立てた．つまり利潤の絶対的数

字を低めることによって課題を実現しようと

考えた１０１）．このように最少摩擦抵抗の道を進

んできたのである．

８．皮革工業

１９２３／２４年度は販売不振であった．国営皮

革工業（１９トラスト）の実現は１０７百万ルー

ブリであったが，これは製造高（履物生産そ

の他で使われる分を除き）の８５％に過ぎな

かった．未実現在庫は１３百万ルーブリに上っ

た．ほぼ２カ月分である．卸販売のうちシン

ジケートの比重は４３％に上昇するが，充分販

売を拡大出来たわけではない．トラストの販

売取引の決済条件は第１四半期には現金が

５０％であったが，その後，１０％台に落ちる．

２４年９月の価格引き下げもトラストの財務悪

化に影響した．そのため外部資金に依存さざ

るを得ない．年度内にシンジケートが受け

取ったクレジットは４６．３百万ルーブリ，償還

は３４．９百万ルーブリであった．期末に債務残

高は１８．２百万ルーブリに増えた．トラスト

（１１組織）が受け取ったクレジットは２５．８百

万ルーブリ，償還は２０．７百万ルーブリ，期末

残高は７．２百万ルーブリとなった．これは調

達の進行に応じて変動した．トラストのシン

ジケートへの債務も期首の７．６百万ルーブリ

から期末には１６．３百万ルーブリに倍増した１０２）

［表Ⅱ－３０］．

１９２４／２５年度は財務健全化に向かう．トラ

ストの製造高２０３．３百万ルーブリに対し，外

部への出荷は２０４．２百万ルーブリであっ

た．０．５％製造を上回った．卸販売中シンジ

ケートへの出荷は５１．４％に増えた．それを背

景に資本投資も前年度の４百万ルーブリから

１２百万ルーブリに急増した．減価償却費など

の自己資金では足りないため，一部トラスト

には国家財政，地方財政，地方工業フォンド

より資金が交付された．２５年１０月１日現

在，３．２百万ルーブリを計上している．

流動資産の状態を見てみよう．２０トラスト

のバランス・シートについてみれば２５年１０月

１日の流動資産は総額１３４．７百万ルーブリ

（原材料在庫など物的流動資産，貨幣資産，

流動債権）である．ここから出資金，不良債

権など不動的部分２０．７百万ルーブリを除け

ば，動的流動資産は１１４百万ルーブリであ

る．うち生産部面にあるのは８２百万ルーブ

リ，流通部面にあるのは３２百万ルーブリであ

る．これに対し生きた自己資金は５９．４百万

ルーブリ，他人資金は５４．６百万ルーブリであ

る．他人資金への依存度は４８％と高い．こと

に生産部面の流動資産のうち２２．６百万ルーブ

リも自己資金でカヴァーできないのは不安定

要因となる．別の１６トラストのバランス・

シートによれば流動資産中，他人資金の比重

は期首の４０．７％から期末には４９．４％に上昇し

た．他人資金で多いのは銀行貸付（主に手形
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割引）であり，次いで手形振出である．オー

プン・アカウント上の債務は比重が低下し

た１０３）［表Ⅱ－３１］．

１９２５／２６年度の皮革トラストの製造高

２８７．９百万ルーブリに対し，外部への出荷は

それを２百万ルーブリ上回った．需要は旺盛

でシンジケートと５４トラストの販売高は３２６

百万ルーブリに達した．前年比，４２．６％の伸

びである．だが財務状態は更に尖鋭化する．

その原因は行過ぎた資本投資にある．通常の

資金源だけでは足らず，流動資産に食い込ん

だ．加えて原料価格の上昇や工業にとり不利

な信用状況が財務困難に拍車をかけた．前年

と同様，流動資本の不足を補うために広範に

他人資金を取り込んだ．２８トラストのバラン

ス・シートによれば不動的資産を除いた生き

た流動資産は期首に１５２．９百万ルーブリで

あったが，うち５６．２％が他人資金であった．

期末には他人資金比率は更に６６％に上昇す

る．この間，債務者勘定は５７．４百万ルーブリ

から７０．７百万ルーブリに増えたが，債権者勘

定はその伸びをはるかに上回って８７．４百万

ルーブリから１２５．８百万ルーブリに膨れ上

がった．この急激な債権者勘定の増大は資金

の極度の逼迫を示す．この年度には資本投資

への沈殿を含め，２３．８百万ルーブリの資金が

不動化されという．２８トラストのうち７トラ

ストは赤字（１．１百万ルーブリ）であったが，

表Ⅱ－３０ シンジケート加盟皮革工業のバランス・シート

貸方 １９２３／１０／１ １９２４／１０／１ １９２５／１０／１ １９２６／１０／１ １９２７／１０／１

Ⅰ固定資産 ５７．８ ６３．２ ７３ ９１ １０８．７

Ⅱ流動資産

原材料，半製品，製品 ７９．８ ７１．８ ９２．８ １０９．４ １２２．４

貨幣資産，有価証券 １．８ ７．４ １３．９ １５．６ １３．５

債務者勘定 １７．９ ３３．５ ５４．２ ６７．４ ９５．１

小計 ９９．５ １１２．７ １６０．９ １９２．４ ２３１

Ⅲその他 ０．７ １ ９．４ ３．７ ７．２

Ⅳ欠損 １．３ ４．３ ４．５ ４．６ ４．６

計 １５９ ２９３．９ ４０８．７ ４８４．１ ５８２．５

借方

Ⅰ資本金とフォンド １３２．１ １３３．４ １４０．４ １４４．８ １５７．８

Ⅱ債権者勘定 １８．２ ４０．８ ８３．４ １２０．６ １７０．８

Ⅲその他 ― ０．５ ８．７ ７．９ １０．１

Ⅳ利潤 ８．７ ６．５ １５．３ １８．４ １３

計 １５９ １８１．２ ２４７．８ ２９１．７ ３５１．５

純益 ７．４ ２．２ １０．８ １３．８ ８．４

対象企業ないしトラスト数 ２５ ２６ ２６ ２６ ２８

（百万ルーブリ）

出典：Vestnik Kozhevennovo Sindikata, 1927, №11, p. 474
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表Ⅱ－３１ シンジケート加盟皮革工業（２０トラスト）のバランス・シート

貸方 １９２４／１０／１ １９２５／４／１ １９２５／１０／１ １９２５／１０／１＊ １９２６／１０／１＊

Ⅰ固定資産 ４０．７ ４４．７ ４４．６ ５４．５ ７３．３（９６．４）＊＊＊

Ⅱ流動資産

原材料 ２２．２ ３４．９ ４０．８

半製品 ２４．４ ２９．７ ３２．５

製品 １７．７ ２０．２ １２．９

小計 ６４．３ ８４．８ ８６．２ １１２．９

現金準備 ２．３ ３．３ ４．７ ５．１ ３．８

有価証券，株式など ４．６ ６．４ ８．２ ９．１ １２．２

小計 ６．９ ９．７ １２．９ １４．２ １６

債務者勘定

うちオープン・アカウント １８．７ ２８．６ ２２．５ ２６．１ ２９．２

債務証書 １２．７ １８．９ ２６．９ ３１．３ ４１．５

小計 ３１．４ ４７．５ ４９．４ ５７．４ ７０．７

うち不良債権及び不渡り ３．８ ３．３

Ⅲその他 ０．９ ２．１ ８．７ ３．９

Ⅳ欠損 ３．６ ３．９ ３．４ ４．７ ４．８

総計 １４７．９ １９１．７ ２０５．４ ２６０．５ ３０４．７

借方

Ⅰ資本金とフォンド

固定資本 ３６．７ ３８．２ ３６．２ ６４．１

流動資本 ５６．６ ５８．４ ５５．５ ６２．１

減価償却フォンド ５．８ ７．４ ９ １２．１

準備金 １．６ １．９ ２．６ ６

福利厚生フォンド ０．５ ０．７ ０．８ ２．１

特別フォンド及び予備 ２．６ ３．４ ３．８ ５．７

小計 １０３．８ １１０ １０７．９ １４１ １５３．４

Ⅱ債権者勘定

うちオープン・アカウント １２．６ １９．６ １７ ２１ ２６．７

債務証書 １４．７ ２９．７ ２８．５ ３２．５ ５０．６

銀行 １０ ２０．６ ２９．４ ３２．６ ４４．５＊＊＊＊

長期貸付及び補助金 ― ― ― １．３ ４

小計 ３７．３ ７０ ７４．９ ８７．４ １２５．８

Ⅲその他 ０．４ ０．３ ８ ８．２

Ⅳ利潤＊＊ ６．３ １１．４ １４．７ １８．６

総計 １４７．９ １９１．７ ２０５．４ ２６０．５ ３０４．７

純益 ２．７ ７．５ １１．３ １３．８

当期の純益 ２．７ ８．５ １４．４ １７．５

売上高利潤率％ ７．１

（百万ルーブリ）

注記：＊２８トラストのデータ
＊＊利潤には過年度分含む．
＊＊＊（ ）内は再取得価額
＊＊＊＊うち手形割引額は３６．４百万ルーブリ．
出典：Vestnik Kozhevennovo Sindikata, 1926, №8-9, p. 59 ; 1927, №6-7, pp. 212-4
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残りのトラストは１８．６百万ルーブリの利潤を

計上した．前年より収益性は幾分低下したと

はいえ，なお高水準といってよい．但し，そ

れは流動資産の充実には がらなかった１０４）．

その財務困難が尾を引いて，１９２６／２７年度

にはやや成長は鈍化した．６５トラストの製造

高３６０．５百万ルーブリに対し，販売高は３５８．１

百万ルーブリであった．０．７％ほど製造を下

回った．販売高は前年比，１５．４％の伸びであ

る．流動資本の一部が資本投資に向けられた

り，原料価格の上昇，製品価格低下があった

ため財務状態は厳しさを増した．資本投資計

画も半減した．現金準備は年度初めの３．５百

万ルーブリから年度末には２百万ルーブリに

減少した．他方，銀行の短期信用債務は１７．４

百万ルーブリ増加し，債権者勘定も２３．７百万

ルーブリ増えた．他方，債務者勘定は１４．９百

万ルーブリの増加に留まった．物的流動資産

は年度初めの１１２．２百万ルーブリから年度末

には１３４．１百万ルーブリに増えたが，そのバ

ランス・シート上の比重は３８％から３７％に

減った１０５）．

１９２７／２８年度は再び上昇基調となる．国営

皮革工業の出荷高は４７８．６百万ルーブリに増

えた．前年比２１．９％の伸びである．市況は好

調で皮革‐履物商品の不足が顕著となった．

卸価格は２．４％低下したが，小売価格は２％

上昇した．何より資本投資が大規模であっ

た１０６）．

シンジケートとトラストの財務関係は次の

ようである．シンジケートは販売業務により

工業から商品を一部は信用で受け取り，手形

を振出す．これら手形はまた，工業にとり銀

行での割引き材料となり，ないしは特別当座

勘定の保証となる．他方，シンジケートは供

給業務につき原材料を一部は信用で提供し，

そのカヴァーとして手形を受け取り，これら

手形を信用保証として銀行に引渡す．銀行に

よる原料調達，輸入その他業務への融資は特

別目的勘定や手形割引及び通常の特別勘定に

より行われる．

銀行はこうした手形を書き合い手形とみな

し，割引に難色を示していたようだ．また期

限が３ヶ月以上の手形を引き受けなかったた

めシンジケート保有手形の一部が不動化し

た１０７）．その後，皮革シンジケートはゴスバン

クと商品業務について中央集中方式の信用利

用手続きについての協定を調印する１０８）．こう

して皮革工業の信用関係はシンジケートに集

中された．

９．食品工業

食品工業は概して販売も順調で，収益性も

高いのだが，財務困難に悩まされていた．

食品工業の圧倒的大部分はホズラスチョッ

ト移行期に流動資金不足に苦しみ，借入依存

度が高い．２６年１０月１日のバランス・シート

で流動資産中借入資金の比重は平均７０％で

あった．流動資産のうち不動的部分（有価証

券，出資証券，株式）を除けば，７４％に上昇

する（砂糖工業除き）．借入資本の主要な構

成部分は銀行信用と消費税資金（国庫に支払

うまで手元に置かれる）である．商業信用は

比較的少ない．１９２５／２６年度には市況が良好

であったためとりあえず財務的脆弱性は問題

化しなかった．販売は順調であり，利潤率は

製造高（工場原価）に対し９．５％に上った．

販売の際のアヴァンス（これは未実現手形保

有額をかなり上回った），オープン・アカウ

ントによる買手の与信，製品在庫圧縮

（精々，年間販売高の４～６％）により流動

資金不足は緩和されてきた．更に消費税支払

い上の優遇により手元資金が増えた．消費増

大のため冬期に消費税の入金は支払いを上

回った１０９）［表Ⅱ－３２］．

１９２６／２７年度初めにはそうした有利な要因
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は後退した．食品が不足商品から過剰商品に

転化すると共に財務は悪化した．商品在庫が

積み増しされ，商業機関からの与信期間が長

期化し，決済バランスは工業に不利になっ

た．販売の際の割引幅が大きくなり，工業の

蓄積分が削られた．製造高比利潤率は７．３％

に縮小した．消費税資金のうち手元に残る部

分も減った．

このため１９２６／２７年度の工業財務計画では

経営内部資金動員の重要指令が出されたが，

出納赤字は拡大し，銀行貸付が増えた１１０）．

タバコ工業は１９２４／２５年度には大きな利潤

を上げたにも拘らず（約８百万ルーブリ），

タバコトラストの財務状態は非常に逼迫して

いた．５大トラストについてみれば製造高は

前年より倍増したにも拘わらず，自己流動資

本は同水準に留まった（１２百万ルーブリ）．

その流動資金の大部分は原料在庫（１年３ヶ

月分）に嵌まり込んでいた．原料調達のため

の銀行貸付も増えた．販売の決済条件も厳し

く，１２－１５％の現金，残り４５－６０－９０日，な

いしそれ以上の期間の信用であった１１１）．

レニングラードタバコトラストは１９２３／２４

年度には１．５百万ルーブリの赤字であった

が，１９２４／２５年度には２百万ルーブリの黒字

に転じた．だがそれ以降も慢性的な資金不足

に苦しむ．その原因の一つは資本活動が計画

を超過しておこなわれたこと，一つは自己流

動資金を原料在庫に全て投下し（１年分以

上），死蔵資本化していたことにある．但

し，トラスト本部会議長によればタバコは発

酵のため寝かせておく必要があるため製品の

品質を犠牲にすることなしに１０‐１２ヶ月の在

庫を減らすことは出来ない，という．更に製

品販売の決済条件の悪化が財務逼迫に輪をか

けた．現金比率は４０％であったのが，その後

２５％に引き下げられた．同時に与信期間も長

期化し，トラストの受け取る購買者手形の期

限は２ヶ月から３ヶ月に伸びた１１２）．

２７年１０月１日にはタバコ工業の自己流動資

金は１８．５百万ルーブリ，外部資金は７１百万

ルーブリであった．これには短期銀行信用及

び消費税資金を含む．消費税の支払いは市場

への出荷時点から４か月の猶予が与えられて

いた．自己‐他人比率は１：４である．他

方，取引高は消費税を含め２５０百万ルーブリ

（小売取引は３００百万ルーブリ）である．

１９２６／２７年度，タバコ工業の債務者勘定は

前年を２．３百万ルーブリ上回り，同時に繰越

し製品在庫は２．５百万ルーブリ増大した（工

場原価で）．それだけ生きた資金が運転資金

表Ⅱ－３２ 食品工業の資本投資の資金源

減価償却フォ

ンド

予備資本その

他内部資金源

次年度への繰

越債務

財政割当て及

び長期信用

流動資本から

固定資本への

資金流入

計

１９２５／２６年度 ６，４０４ ４，８６３ ７，６０１ ２，２３０ ２１，０９８

３０．４％ ２３．０％ ３６．０％ １０．６％

１９２６／２７年度 ３５，６３２ ６，０４１ ６，９３８ １２，３０５ ― ６０，９１６

５８．５％ ９．９％ １１．４％ ２０．２％ ―

（千ルーブリ）

出典：Pishchevaia promyshlennost', 1927, №3, p. 67-8

注記；１９２５／２６年度は缶詰，澱粉‐糖蜜，煙草，マホルカ，酒醸造，製油工業のみのデータ
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から引上げられたことになる．債務も累積

し，２７年１０月１日，タバコ工業の消費税未払

い債務は８．５百万ルーブリ，銀行への未カ

ヴァー債務は６．８百万ルーブリ，合計１５百万

ルーブリ超に上った１１３）．

こうした財務悪化はかなりの程度トラスト

自身に問題があったようだ．A．タマリンに

よればタバコ市場組織化における何らかの計

画原理や工業自身の商業機構の調節が欠けて

いた．

タバコ工業は協同組合システムを当てにし

てこなかった．販売の中央集中的機関がない

ためトラストは自己の商業支部の大量的開設

の道を進んだ．２７年７月１日に支部数は１５０，

職員数は３，０００人を数えた．これら支部は市

場で激しく競争した．大都市ではタバコトラ

ストの５－６の商業代表部がある．第３四半

期の原価計算報告資料によると１，０００本のパ

ピロス当り商業費は平均６０コペイカである

が，うち『独立的』費用は７－８コペイカの

みである．

消費者を獲得するためタバコ工業は無数の

商標を作った．商標は５００超を数えた．１年

間に３００超の新しいパピロス商標は生み出さ

れた．けれども各トラストにある消費税対象

の基本的品目は６に過ぎない．全体でも６０－

７０で充分である．商標は違っても中味は同じ

ことが多い．

商業人民委員部が商品流通網のための正札

からの限界割引を１６％と定めたにも拘らず，

トラストは実際には１７－１８％ないしそれ以上

割引いた．その大部分は私的商業資本を利し

ただけである．更にトラストは商品流通網に

多くの追加的特典を与えた．１９２５／２６年度，

買手への平均与信期間は６０－７５日であった

が，１９２６／２７年度は８０－９０日である．公式に

登録された大口取引の中には１２０日信用や１５０

日信用すらある．

タバコ工業の利潤は１９２５／２６年度の約６．５

百万ルーブリに対し，１９２６／２７年度は３．５百

万ルーブリ（見込み）に留まった．しかも外

観の包装は相変わらず派手なのに，品質は酷

く悪化した．そればかりか千本入りの箱で実

際には重量が表示より５－１０％少ないといっ

たことがある［それで損失を取り戻す］１１４）．

最高国民経済会議は２８年１０月１日時点のタ

バコ工業の赤字を７百万ルーブリ以上と見込

み，財務健全化のため１０百万ルーブリ以上の

消費税支払い猶予を労働国防会議に求めた

が，財務人民委員部の反対に遭った．財務状

態悪化の原因はトラスト間競争や過度の製品

在庫蓄積によるものである，トラストはその

現実的可能性に不相応に生産を拡張し，その

結果，製品滞貨を生み出し，長期信用による

販売を余儀なくされた，というのである１１５）．

茶管理部は２３年秋以降，取引高を急激に伸

ばし，収益性も非常に高かった．１９２３／２４年

度に２３．５百万ルーブリであった販売高は１９２４

／２５年度には５４．８百万ルーブリ（砂糖の委託

販売を加えると６４．８百万ルーブリ），１９２５／

２６年度には８５．４百万ルーブリ（砂糖の委託販

売を加えると１０２．４百万ルーブリ）に伸び，

利 潤 は１９２４／２５年 度 に６．３百 万 ル ー ブ

リ，１９２５／２６年度に１９．７百万ルーブリを計上

した１１６）．もっとも労農監督人民委員部の調査

によるとこの利潤は独占的立場を利用した高

価格政策によるものである．工場原価への上

乗せは５０％ないしそれ以上になった．なかに

は低・中級品を包装で誤魔化して高級品とし

て販売したこともあったようだ１１７）．

その収益性の高さは資本投資の拡大には結

びつかない．１９２４／２５年度の資本修理への投

資は１００千ルーブリに過ぎない．１９２６／２７年

度に入っても茶産業の資本投資は９００千ルー

ブリに留まった．それもほとんどが資本修理
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と住宅建設である．もっともこのトラストの

場合は工業というより商業組織であったか

ら，資本構成中固定資産の比重は少ない（２５

年１０月１日のバランス・シートで固定資産は

６．６百万ルーブリ）．また稼働率が非常に低

かったから（１９２４／２５年度に３２．３％），生産

拡大は当座修理や資本修理を除けば流動資本

投資によって十分可能であった１１８）．従って，

財務状態が良好，というよりは資金過剰で

あった．実際，現金準備は２５年１０月１日の

３．３百万ルーブリから２６年１０月１日には１２．８

百万ルーブリに激増した．但し，それは中国

市場でほとんど原料を調達出来なかったため

でもある．１９２４／２５年度には物財在庫は大幅

に増大し，１９２５／２６年度には原料在庫は幾分

減少したが，製品，補助材料在庫は増大し

た．債権者勘定は１９２５／２６年度中に５．３百万

ルーブリ減って，債務者勘定は３．２百万ルー

ブリ増えた．当時の国営工業としては珍しく

自己資金比率が高かった１１９）．資金の効率的運

用というよりは結果的に資金が余ったという

所である．

砂糖工業についてはやや詳しく見てみよ

う．

砂糖生産の季節的特殊性や資本回転の長期

性からしてその資金フローも特殊である．

ビートへの支払いは現金比率が高く，他方，

製品販売に際してはかなりの与信をせねばな

らない１２０）．流動資金は乏しく，常に資金は

ビート栽培，調達，生産，製品販売の過程を

後追いした．従って，手形割引や商品担保貸

付など外部信用への依存度が非常に高い．

１９２４年，トラストの販売収入は計画を上回

り，１５．２百万ルーブリの利潤を計上した．だ

が財務状態は慢性的に逼迫していた．出納上

の赤字の大きな原因は客観的要因だけでなく

地方組織の財政規律の低さにもある．トラス

ト支部は割当てを超えて支出した（２５年１月

１日現在，１０．９百万ルーブリ）．一部支部は

計画外でかなりの資金を鉄道支線の建設や蒸

気機関車の購入に充てた．賃金債務も発生し

た１２１）．時々は財務的困難から一般的販売方針

を逸脱した（銀行への大口販売や私的商人の

利用）．オープン・アカウントによる販売は

ほとんどなく，手形でカヴァーされた（割引

ができるため）．与信期間は実際の砂糖の回

転［流通］期間とほぼ等しい．都市向けは３０

日，農村向けは４５日，辺境地は６０～９０日であ

る．手付けは原則２０％とした（前年には一部

の支部は５０％の手付けを取った）．生きた流

動資産は乏しく最高国民経済会議やゴスプラ

ンは砂糖に対する消費税債務（２４年１０月１日

現在約３９百万ルーブリ）をトラストの流動資

産に組み入れることを認めた１２２）．

極度の財務的困難のために次年度生産分の

広範な予約販売カンパニアを行った．スポッ

ト販売は支払いが現物か貨物引換証に対し行

われるが，定期取引［予約販売］は取引締結

の際に割引材料となる手形及び手付けを受取

る．この手形は最も資金を必要とする時に現

物取引とは係わりなく利用できる．また顧客

確保の面でも予約販売は意義がある．長期の

契約により市況の変化や競争相手に提示する

有利な条件に左右されずに取引を維持できる

からである．

１９２４年１０月‐１２月期は最も活発な予約販売

カンパニア期である．この時期には財務逼迫

が最も厳しく，賃貸砂糖工業からの競争が最

も激しい．その後，砂糖トラストの財務状態

が緩和するにつれて予約販売の意義は低下す

る１２３）［表Ⅱ－３３］．

２５年には収支共，計画を上回った．ビート

も穀物類も豊作で支出が増大し，生産計画も

引上げられた．生産は一挙に１３５％増大した

（前年の２５百万プードに対し５９百万プー
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ド）．流動資金は相変わらず乏しかったか

ら，外部信用を吸収せざるを得なかった．販

売はそこまでは伸びなかったため（４７５百万

ルーブリ），製品在庫は倍増した（年初約１２０

百万ルーブリから２６年度１月１日には約２４０

百万ルーブリ）．従って債務が急増した．２５年

中の手形割引，特別当座勘定，貸付は総額３４５

百万ルーブリである．償還額は２９０百万ルー

ブリであったから，残高は５９百万ルーブリ増

えた．相変らず地方組織の財政規律は低く，

年間割当てを１３％超過する資金支出があっ

た．２５年１１月にはゴスバンクの信用の急収縮

が追い討ちをかけ，支出超過分をカヴァーし

えず，２５年１０月‐１２月には出納赤字は４７百万

ルーブリになる（計画は７百万ルーブリ）．

消費税その他の税の未払いも約４４百万ルーブ

リに上った１２４）［表Ⅱ－３４］．

その付けは２６年に持ち越される．表Ⅱ－３５

に見られるように債務支払い（消費税や銀行

信用）が急増している．消費税不払いのため

砂糖が差し押さえられたこともある．これは

トラストの財務を圧迫した．販売は前年より

２１％伸びたが，販売計画を９％下回った．こ

れは小売商業網の未発展にもよる．なにより

前年からの砂糖在庫負担が大きい．賃金債務

も生じた．４０百万ルーブリの利潤を計上した

にも拘らず財務困難に陥ったのである．その

ため大幅な生産計画の下方修正が行われ

る．２６年３月末，労働国防会議により６５百万

プードの生産計画が承認され，夏にはその計

画やビート収穫予想に基づき物財の大部分が

発注された．だがその時になって粗糖生産は

５５百万プードに削減され，更にビート不作の

影響で４９百万プードに縮小された．その結

果，大量に発注された物財は滞貨となった．

更にまた資本投資計画も縮小された（当初の

３８百万ルーブリから３２百万ルーブリ）．それ

も建設資材発注後であった．工場へ既に入荷

済みのものもある．だから資本建設の過剰支

出（５．５百万ルーブリ）や，材料や燃料への

過剰支出は必ずしも工場や支部の予算規律の

低さだけに帰することはできない．

２６年１１月末，労働国防会議は特別委員会調

査に基づきトラスト財務健全化措置を採っ

た．消費税債務５３百万ルーブリをトラストの

流動資本に組み入れ，国家財政より１０百万

ルーブリを流動資本補強に割当てた．また２６

年の利潤のうち，国庫に控除されるべき５百

万ルーブリをトラストに留保し，２７年の予備

資本として取得さるべき有価証券の額を１百

万ルーブリ減らした．事後的な補完策であ

る．だが財務状況を改善するには足りなかっ

た１２５）．

２７年にはそれでも流動資産健全化が進んだ

表Ⅱ－３３ １９２４／２５年度砂糖トラストの支部，代表部，本部の手形入金（業務資料による）

支部の予約販売 本部の予約販売 計 直物販売

Ⅰ期 ４５，７７７＊ ９８４５ ５５，６２２ ２０，２４８

Ⅱ期 １２，１９８ ４，０２７ １６，２２６ ２９，４０８

Ⅲ期 ２４，２５０ ８，２４１ ３２，４９１ ２９，１０３

Ⅳ期 ２１，７９５ ６，００１ ２７，７９６ ３３，３３２

計 １０４，０２２ ２８，１１５ １３２，１３７ １１２，０９２

（単位千ルーブリ 千ルーブリ未満切捨て）

＊これには１０月１日までに行われた予約販売からの入金手形３９９千ルーブリ含む．

出典：RGAE, fond 1576, op. 6, d. 11, l. 29-30
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表Ⅱ－３４ 砂糖トラストの収支

１９２５年 １９２６年 １９２７年

収入

売上（現金，委託手形，オープン

アカウント）
２２９．３ １７８ ２４７．６

購買者手形割引 ２３７．１ ３３２ ４５３．４

過年度債権支払い１） ６５．９ ６９．６ ５８．９

次年度予約販売アヴァンス ― ２７．６ ３２．１

銀行貸付 ４７．５ ４０．４ ４１．４＊

経済復興債 ５．１ １６．７ ８．４

栽培業者の農業税利用２） ５．８ ― ７．７

その他収入 １．２ ０．８ ２．４

計 ５９１．９ ７６５．１ ８１０．５

うち年度内現金収入 ５４９ ７４９．５ ７７４．９

次年度への繰越

（与信）
４３ １５．３ ７６．９

現金準備増分 ３．６ －０．９ ６．８

キャッシュフロー計 ５４５．４ ７５０．４ ７６８．２

支出

債務支払い３） １１５．４ ２１５．７ １８０．４

銀行貸付償還 ６．９ １０５．１

原材料燃料調達 １５３．５ １２０．８ １５４．７

賃金 ９３．６ １１０ １１３．６

消費税 １０７．９ １９７．８ ２８７．６

その他税 ３０．３ ３５．４ ２９．２

輸入砂糖支払い ８９．１ ― ―

その他４） ６７．７ ９５．３ １５１．６

資本投資 ３１．１ ３４．３ ３７．２

計 ６９５．５ ９１４．４ ９５４．３

うち年度内現金払い ５４５．４ ７５０．４ ７６８．２

次年度への繰越（受信） １５０．１ １６４ １８６．１

（百万ルーブリ）

注記：１） 期首に存在する債務者勘定（手形及びオープンアカウント）の支払い．

２） 税金納付までの期間利用できる．

３） 消費税，貸付や債権者勘定（手形及びオープンアカウント）の債務支払い，

生産完了費用．

４） 輸送費，商業費，納入者へのアヴァンスなど．

＊長期信用含む

出典；Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1925 god, M., 1927, pp. 19-21 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1926 god, M., 1928, pp. 43-6 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1927 god, M., 1930, pp. 31-3
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ようだ．労働者，職員，農民への債務は解消

した．非流動的フォンドは１０百万ルーブリか

ら１，０７０千ルーブリに減少した．報告義務者

の債務も急減し，債務者及び債権者勘定もか

なり健全化した．但し，１９２６／２７年度には供

給計画は更なる生産規模の拡張を見込んで作

成されたために余分な物財の一層の滞貨を結

果した．補助材料の在庫は約４０．５百万ルーブ

リに上り，ビート種子は半年分在庫を１３．８百

万ルーブリ超えた．

流動資産健全化を齎したのは主に供給の再

編及び整序による．２６年末までは砂糖工業の

広範な下部組織への供給は官僚主義的中央集

権制のもと，一部は見込需要に基づき，一部

は支部や企業の無責任な過大申請（彼らは供

給上の不調に万全の備えをしようとした）に

基づき行なわれた．そのため滞貨や本部と支

部による二重調達，何百万ルーブリの流動資

産を結果した．

供給活動の再編により中央供給部には供給

全体の計画指導と大部分は独占的工業部門と

の総体契約により定められる商品のみの調達

が留保された．調達業務の残りの全ての部分

は分権化された．支部の下に地区供給コン

トーラが設置され，生産財コントーラの方式

で活動する．同時にトラストの基地倉庫網も

設置された．これにより企業が余分な原材料

を自己の倉庫に抱えなくとも済むようにす

る．総体契約の部分を除き，企業の［生産財

の］確定注文に移行する．企業管理部は注文

の妥当性や予算との兼ね合いについて全面的

に責任を負う．

総体契約のあり方自身も大きく変わった．

契約遂行のかなりの部分は下部に移譲され，

生産者と直接消費者を近づけた．総体契約に

は砂糖トラストが２５％の範囲で注文を増やし

たり，減らしたりする条項が含まれている．

だから計画性と共に弾力的に対応し，滞貨を

避ける可能性を併せ持つ．繰越し在庫は工場

平均で５０～１００千ルーブリに制限しうる．以

前は数十万ルーブリに上った．労働国防会議

の指令では滞貨［非流動的フォンド］の１２百

万ルーブリを実現するはずであったが，超過

達成した（１４．５百万ルーブリ）．

傘下企業が滞貨清算を急ぐため砂糖トラス

ト本部会のイニシアで企業に全ての余分な資

材を詳細に調査する委員会を設置した．それ

らの委員会は余剰資材が７，７２０千ルーブリあ

ることを確認した．企業は２７年のカンパニア

でこれら資材を１百万ルーブリ利用し，残り

は『金属倉庫』及び『鉱石金属トルグ』に販

売した．こうした努力により季節的な性格の

資金困難を除けば財務は健全化されたよう

だ１２６）．

確かに２７年の収入実績は計画を大幅に上

回った．ビート収穫の低減や償却費の上昇か

ら原価が高まり，利潤は大きく計画を下回っ

たが（約２５百万ルーブリ），資本投資は逆に

計画を１３百万ルーブリ以上超過した．バラン

ス・シートでみても現金準備は年初（残高は

１０百万ルーブリ）から６．８百万ルーブリ増え

た．借入資金も増えてその流動資金中比重は

５５％から５８％近くに高まった．他方，製品在

庫はほぼ同水準を保ち，原材料，燃料在庫は

６百万ルーブリほど減った［表Ⅱ－３５］．こ

うしてみると投資を規定するのは収益性その

ものよりも財務状態の余裕度ということにな

る．

２８年の製造実績は数量で前年の９１．６％に留

まった．これに対し，国内販売量は前年比

１４．３％，輸出は２５％の伸びを示した．財務状

態は概ねノーマルであった．利潤は７７百万

ルーブリを計上し，減価償却３０百万ルーブリ

と合わせると内部蓄積は１０７百万ルーブリと

なる．そのため長期信用は同水準であった

が，短期信用残高（振出手形など流動債務，
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手形割引，銀行貸付）は２４５．７百万ルーブリ

から２００百万ルーブリを切るまで減少した．

他方，資本投資は約５８百万ルーブリに増加し

た．製品在庫や原材料在庫はさほど変化がな

いが，貨幣資産は１７百万ルーブリから７百万

ルーブリに著減した．自己資金が資本投資に

注ぎ込まれたのである１２７）．

� 註 �

１）Vestnik finansov, 1926, №3, pp. 140-1

２）Finansovaia gazeta, 23 June 1925, №139

３）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, ch.

Ⅰ, p. 149

４）Neftianoi biulleten', 1928, №5, p.2

５）Pravda, 9 July 1927, №153

６）Kredit i Khoziaistvo, 1928, №11, p. 108-112

７）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 3 Octo-

ber 1926, №227

８）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, ch.

表Ⅱ－３５ 砂糖トラストの流動資産

貸方 １９２５／１／１ １９２６／１／１ １９２７／１／１ １９２８／１／１ １９２９／１／１

貨幣資産 ７．７ １１．２ １０．２ １７．１ ７．１

製品・半製品在庫 １１８．４ ２３７．４ ２５９．５ ２６３．３ ２５７．２

原材料・燃料在庫 ３７．７ ３４．６ ４８．３ ４２．５ ４２．９

債務者勘定 ６３．７ ７６．６ ６４．１ １０１．７ ９９．８

不動的流動資産 ４．６ ４．８ ７．６ １４．９ ２０．７

その他 １４．９ １７．３ ２４．６ ３０．８ ３５．２

計 ２４７ ３８２ ４１４．３ ４７０．３ ４６３

借方

自己流動資本 ７７．４ ９５ １３４．８ １３９．９ １３４．７

内部留保及び労働

者福利厚生フォン

ド

４１．７ ３８．１ ８１．８

長期信用 ３３．４ ５．１ ３１．６ ４６．６ ４６．７

銀行信用 ５０．１ ３７．４ ３１．７ ２．３

債権者勘定 ６４．９ １１５ ９７．２ １０５．９ ８５．７

税 ７１．３ １１２ ７０．９ １０４ １００．７

その他 ― ５ ０．６ ４．１ ５．９

計 ２４７ ３８２ ４１４．３ ４７０．３ ４６３

手形割引（簿外勘定） １６．９ ５０ ５９．７ ５６．５ ８１．３

（百万ルーブリ）

出典：Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1925 god, M., 1927, p. 18 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1926 god, M., 1928, pp. 31, 34 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sakharotresta za 1927 god, M., 1930, pp. 25-29 :

Kratkii obzor deiatel'nosti Sakharotresta za 1928 g. i vyvody pravleniia po balansu na 1 Ian.

1929 g., M., 1929, pp. 72, 76
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９）Kredit i Khoziaistvo, 1928, №11, p. 112
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M., 1926, ch. Ⅰ, pp. 51～74.
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nansov, 1926, №7, pp. 27-30 : Ek-
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１７１社説
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1928, ch. Ⅰ, pp. 57.
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1927, №224

１５）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅰ, pp. 68-9

１６）１９２４／２５年 度，２０．２％，１９２５／２６年

度，１７．４％，１９２６／２７年 度，１６．７％（Ek-

onomicheskaia zhizn',8 October 1927, №
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１７）Ekonomicheskaia zhizn', 30 July 1927, №

171

１８）不良債権［債務者勘定］の存在もある．例

えば，南部鉄鋼トラストで１７百万ルーブリ

超，うち約８百万ルーブリは全くの不良債

権としてトラストは削除を主張した（Ek-
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№285 ; 15 December 1927, №286）．

１９）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, ch.

Ⅰ, pp. 139-141

２０）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, pp. 36-7 : Promyshlennost`

SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, pp. 30-

31 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27

godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 150-1

２１）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 198-200

２２）Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Ka-

mennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za

operatsionnyi 1923-24 god, pp. 193-7 :

Khoziaistvo Donbassa, 1925, №9-10, pp. 49-

58 : Ekonomicheskaia zhizn', 6 March

1925, №54 ; 20 March 1925, №64 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 20 March 1925, №

64 : Finansovaia gazeta, 6 March 1925, №

54 ; 20 March 1925, №64 : Pravda, 21

March 1925, №65

２３）Finansovaia gazeta, 23 November 1924, №

263 : Khoziaistvo Donbassa, 1925, №9-10, p.

59. ２５年３月にゴスプランが採択し，労

働国防会議が承認した計画ではグロスの採

炭量が５６４百万プード，実現が４８０百万プー

ド，資本活動の規模は１７百万ルーブリで

あった．

２４）Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Ka-

mennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za

1924-25 operatsionnyi god, p. 231 : Ek-

onomicheskaia zhizn', 3 June 1925, №124 ;

22 July 1925, №165 ; 4 September 1925, №

201 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 22

July 1925, №165 ; 4 September 1925, №201

２５）Otchet Donetskogo Gosudarstvennogo Ka-

mennougol`nogo Tresta o deiatel'nosti za

1925-26 operatsionnyi god, pp. 192-207 :

Vestnik Donuglia, 1927, №13, pp. 2-3 ; №14,

pp. 18-20

２６）Ekonomicheskaia zhizn`, 13 June 1926, №

134 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 13

June 1926, №133.

２７）Otchetnye dannye o deiatel'nosti Donuglia

v 1926-27 operatsionnom godu, 1928, pp. 1-

6

２８）Vestnik Donuglia, 1927, №39, pp. 1-2

２９）Vestnik Donuglia, 1928, №45-46, pp. 13-4

３０）Ekonomicheskaia zhizn`, 4 May 1928, №102

３１）Vestnik Donuglia, 1928, №39, pp. 1-2

３２）Vestnik Donuglia, 1928, №41, pp. 3-4 ; №45-

46, pp. 13-4

３３）Otchet o deiatel'nosti Donuglia v 1927-28

operatsionnom godu. pp. 122-133

３４）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, p. 61-3

３５）Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,

1926, ch. Ⅱ, p. 60-61

３６）Promyshlennost` SSSR v １９２５／２６

godu, M. -L, 1927, ch. Ⅱ, p. 42

３７）Ekonomicheskaia zhizn',16 October 1926,

№239 : Neftianoe khaziaistvo, 1927. №7, p.

129

３８）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 170-1 : Neftianoe khaz-
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iaistvo, 1927, №7, p. 127-131

３９）Neftianoi biulleten', 1927, №5, p. 1

４０）Neftianoi biulleten', 1927, №8, pp. 4-5 ; №15,

p. 10

４１）Neftianoi biulleten', 1927, №23, pp. 2-6 ;

Neftianoi biulleten', 1928, №15, p. 11

４２）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, p. ２２０： Neftianoi biul-

leten', 1928, №20, p. 4

４３）Neftianoi biulleten', 1928, №22, p. 2-3

４４）Neftianaia torgovlia SSSR v 1927-28 operat-

sionnom godu, M., 1929, pp. 221-231.

４５）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, pp. 200-217

４６）Metallopromyshlennost` SSSR v 1924/25

operats. godu, pod red . V. I. Mezhlauk, M.-

L., 1925, pp. 67-84 : Promyshlennost` SSSR

v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, pp. 172-6 : Ek-

onomicheskoe Obozrenie, 1926, №1, pp. 114

-6

４７）Promyshlennost` SSSR v 1925･26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 123-8 : Ekonomicheskoe

Obozrenie, 1926, №11, pp. 130-131

４８）Metall, 1928, №3-4, pp. 105-121 : Pro-

myshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 217-9

４９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年

４月３日，№７９

５０）Metall, 1928, №8-9, pp. 101-116 : Pro-

myshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 270-272

５１）Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal’”.

Itogi deiatel'nosti za 1925-26 operatsionnyi

god.Kharikov, 1927, pp.��-��� : Ugol'
i zhelezo, 1926, №14, pp. 88-95

５２）Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal’”.

Itogi deiatel'nosti za 1926-27 operatsionnyi

god.Kharikov, 1928, pp. 297-9

５３）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 12 Octo-

ber 1927, №233

５４）Iuzhnyi metallurgicheskii trest “Iugostal’”.

Itogi deiatel'nosti za 1927-28 operatsionnyi

god. Kharikov,1929, pp. 7-10

５５）ibid., pp. 261-285

５６）Metall, 1929, №1, pp. 101-3

５７）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 7 August

1927, №178

５８）Metall, 1928, №2, pp. 108-9

５９）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 5 January

1927, №3

６０）Metall, 1928, №2, pp. 100-1, 108-9

６１）Metall, 1928, №2, pp. 108-9 ; 1928, №7, pp.

109, 115 ; 1929, №1, p. 104

６２）Metall, 1929, №1, pp. 96-109

６３）Zhurnal khimicheskoi promyshlennosti,

1927, №5, p. 418

６４）Zhurnal khimicheskoi promyshlennosti,

1929, №12, p. 860

６５）１９２４／２５年度になってもなお厳しい．固定

資産の２８％は休止工場の資産であり，それ

でなくとも乏しい流動資産の約１３％は非流

動的資産であった．債権者勘定は大幅に債

務者勘定を上回っていた（Torgovo-

promyshlennaia gazeta,7 April 1925, №79 :

Ekonomicheskaia zhizn`, 7 April 1925, №

79 : Finansovaia gazeta, 4 January 1925, №

3）．

６６）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 26 Au-

gust 1927, №193

６７）Zhurnal khimicheskoi promyshlennosti,

1927, №4, p. 310

６８）Ugol' i zhelezo, 1926, №5, pp. 124-7 ; №6, pp.

92-3 ; №14, p. 102.

６９）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 19 Octo-

ber 1926, №240

７０）Zhurnal khimicheskoi promyshlennosti,

1928, №1-4, p. 82 : Promyshlennost` SSSR v

1926/27 godu, M., 1928, ch. Ⅱ, pp. 310-1 :

Torgovo-promyshlennaia gazeta,21 Au-

gust 1927, №189 ; 26 January 1928, №22.

７１）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, p. 499

７２）Lesopromyshlennoe delo，１９２５，№１－２，

p．３２－３７

７３）Lesopromyshlennoe delo, 1925, №1-2, pp. 51

-55. ２４年１０月１日の国営木材工業の実際

の固定資産対流動資産比率は１：１．１５であ

る．

７４）Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,

1926, ch. Ⅱ, pp. 714-5

７５）Lesopromyshlennoe delo, 1926, №1, p. 25

７６）Lesopromyshlennoe delo, 1926, №2, p. 20 ;
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№3, p. 2 ; 1928, №3, p. 8.

７７）Lesopromyshlennoe delo, 1926, №3, p. 26-29

７８）Lesopromyshlennoe delo, 1926, №12, p. 5 :

Ekonomicheskaia zhizn', 9 September

1926, №207, 15 September 1926, №212 ; 1

October 1926, № 226 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 9 September 1926,

№206 ; September 21 September 1926, №

216

７９）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 429-33 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 5 February 1927,

№29

８０）Lesopromyshlennoe delo, 1927, №7-8, p. 10

８１）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 238-241 : Ekonomicheskaia

zhizn', 16 June 1927, №133

８２）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 286, 290-2

８３）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, pp. 530-1 : Ekonomicheskaia

zhizn', 5 February 1925, №29

８４）Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,

1926, ch. Ⅱ, pp. 732-4

８５）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 455-8 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 12 September

1926, №209 : Finansovaia gazeta, 25 Au-

gust 1926, №194

８６）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 449-453

８７）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 502-5

８８）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1926, №33-34, p. 8.

８９）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1925, №38-39, p. 9-10 ; 1927, №4, pp. 8

-9.

９０）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1926, №25-26, pp. 6-9．ここでは１９の

シンジケート加盟綿トラストのバランス・

シーとに基づいて分析している．それによ

ると１９２４／２５年度の利潤は１２４百万ルーブ

リ，減価償却は９７百万ルーブリになる．こ

れは過大評価のように思われる．cf. Pro-

myshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926,

ch . Ⅱ , pp . 359 - 361 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 4 December 1925,

№277 : Ekonomicheskoe Obozrenie, 1926,

№Ⅳ, pp. 52-61 : Izvestiia tekstil'noi pro-

myshlennosti I torgovli, 1926, №20, pp. 2-3 ;

№21, pp. 5-8

９１）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1925, №15-16, p. 28.

９２）Ekonomicheskaia zhizn', 4 July 1925, №150 :

Torgovo-promyshlennaia gazeta, 4 July

1925, №150 : Finansovaia gazeta, 137 June

1926, №137

９３）Sotsialisticheskoe khoziaistvo, 1926, №6, pp.

177-8

９４）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1927, №15-18, pp. 5-7 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 27 September

1927, №220

９５）Finansovaia gazeta,16 October 1926, №239 :

Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1927, №2, p. 8

９６）Ekonomicheskaia zhizn`, 8 June 1926, №

130 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 3

July 1926, №149 ; 7 November 1926, №

257 : Finansovaia gazeta, 16 October 1926,

№239.

９７）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1928, №12, pp. 1-4

９８）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti i tor-

govli, 1927, №1, pp. 2-6

９９）Izvestiia tekstil'noi promyshlennosti I tor-

govli, 1928, №12, p. 9-11

１００）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 390-392

１０１）Finansy i narodnoe khoziaistvo, 1927, №44,

pp. 7-8 : Ekonomicheskoe Obozrenie, 1927,

№Ⅰ, p. 177-180.綿や羊毛織物を軽量化した

り，木綿の経糸を使用したり，純毛品が

減った．

１０２）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, pp. 439, 446-7.

１０３）Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.-L,

1926, ch. Ⅱ, pp. 446-459 : Vestnik

Kozhevennovo Sindikata, 1926, №8-9, pp.

50-55 : Torgovo-promyshlennaia gazeta,7

April 1926, №79.
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１０４）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, pp. 306-310 : Vestnik

Kozhevennovo Sindikata, 1927, №6-7, pp.

213-4

１０５）Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M.,

1928, ch. Ⅱ, pp. 388-392.

１０６）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,

1930, ch. Ⅱ, pp. 444-5.

１０７）Vestnik Kozhevennovo Sindikata, 1927, №

6-7, p. 219

１０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 12 Octo-

ber 1928, №238

１０９）Pishchevaia promyshlennost`, 1927, №9-10,

pp. 257-8

１１０）Pishchevaia promyshlennost`, 1927, №9-10,

pp. 258-9

１１１）Ekonomicheskaia zhizn`, 3 July 1926, №

150 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 3

July 1926, №150

１１２）Pravda,4 August 1926, №177 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 28 September

1926, №222

１１３）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 23 No-

vember 1927, №268 : Pishchevaia pro-

myshlennost`, 1928, №5, p. 190

１１４）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 23 No-

vember 1927, №268

１１５）Ekonomicheskaia zhizn', 13 July 1928, №

161 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 28

July 1928, №174

１１６）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,

1925, ch. Ⅱ, p. 670 : Promyshlennost` SSSR

v 1925 godu, M., 1926, ch. Ⅱ, pp. 607-9 :

Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-

L, 1927, ch. Ⅱ, p. 445 : Ekonomicheskaia

zhizn', 2 February 1926, №26 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 2 February 1926,

№26 : Pishchevaia promyshlennost`, 1927,

№4, p. 124

１１７）Finansovaia gazeta, 15 August 1926, №

176 : Izvestiia, 25 August 1926, №194

１１８）Pishchevaia promyshlennost`, 1927, №3, p.

68 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu,

M., 1926, ch. Ⅱ, pp. 604-5, 608-9 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 10 April 1927, №

81

１１９）Pishchevaia promyshlennost`, 1927, №4, p.

124

１２０）２５年の販売上の決済条件はアヴァンス

１２．７％，現金２２．２％，手形５５．１％，オープ

ン・アカウント１０％である．２６年にはそれ

ぞれ８．２％，１８．１％，５５．７％，１８％であっ

た．２７年にはトルグに対しては２５％現

金，７５％信用，協同組合に対しては２０％手

形による手付，８０％信用であった（Ek-

onomicheskie itogi deiatel'nosti Sak-

harotresta za 1925 god, M., 1927, p. 120 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sak-

harotresta za 1926 god, M., 1928, p. 211 :

Ekonomicheskie itogi deiatel'nosti Sak-

harotresta za 1927 god, M., 1930, p. 189）．

１２１）Ekonomicheskaia zhizn`, 13 February

1925, №36 ; 25 March 1925, №68

１２２）Otchet Prableniia Sakharotresta o proiz-

vodstvennoi kampanii 1924 g., M., 1925, pp.

52-7

１２３）RGAE, fond 1576, op. 6, d. 11, l. 29-30（２５年

１２月３０日付最高国民経済会議監査委宛トラ

スト財務販売管理部長書簡）．因みに１９２４

／２５年度砂糖実現から受取った手形総額は

２４４百万ルーブリである．うち１３２百万ルー

ブリは地方の予約販売である（５４．５％）．

１２４）Ekonomicheskaia zhizn`, 24 January 1926,

№19 ; 5 March 1926, №53 ; 6 March 1926,

№54 : Torgovo-promyshlennaia gazeta, 31

January 1926, №25 : Ekonomicheskie itogi

deiatel'nosti Sakharotresta za 1925 god, M.,

1927, pp. 120-122 : Ekonomicheskie itogi

deiatel'nosti Sakharotresta za 1926 god, M.,

1928, pp.�, 28-9.
１２５）Ekonomicheskaia zhizn`, 5 June 1926, №

128 ; 1 July 1926, №148 : Torgovo-

promyshlennaia gazeta, 19 November

1926, №267 ; 29 July 1927. №170 : Ek-

onomicheskie itogi deiatel'nosti Sak-

harotresta za 1926 god, M., 1928, pp. �-�,
29-34 : Promyshlennost` SSSR v 1925/26

godu, M.-L, 1927, ch. Ⅱ, p. 373.

１２６）Torgovo-promyshlennaia gazeta, 29 July

1927, №170 ; 26 November 1927, №271

１２７）Kratkii obzor deiatel'nosti Sakharotresta

za 1928g. i vyvody pravleniia po balansu
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第３章 流動資産調整メカニズム

第１章でみた資本投資と第２章で考察した

工業組織の財務状態に関するデータを一つの

表に纏めてみよう．一部データは新しく付け

加えた［表Ⅲ－１］．比較する主要項目は販

売高，利潤，資本投資額，期首流動資産額，

現金準備，流動債権と流動債務である．他に

知りえた限りで自己資金比率，取引の決済条

件（現金比率）を加えた．データは必ずしも

系統的ではなく，多くは断片的で，正確さも

欠ける．それでも凡その傾向は検出できるで

あろう．

では工業の投資活動はどのような要因に

よって強く規定されているであろうか．ごく

一般的に投資資金については次のように考え

られる．まず自己流動資金は利潤 P（欠損分

を差し引いた純益），減価償却資金R，その

他の収入からなる．このうちから税など国庫

への支払い，社会保険料や他の組織への出資

（例えば，シンジケート，原料組織，プロム

バンクへの出資，預け金），各種の義務的な

特別フォンド，積立金，引当金その他Dを

控除したものがネットの自己資金である．こ

こから原材料，燃料，製品・半製品在庫，建

設資材在庫など物的流動資産Gの増分と債

務者勘定（流動債権）Cと債権者勘定（流動

負債．短期銀行信用含む）Lの増分の差額を

差し引けば，資本投資 Iにも振り向けること

が出来る処分可能資金となる．投資に向かわ

なければ貨幣準備Mを積み上げる．必要な

場合にはこれに財政融資や長期貸付Fが加

わり，それらが赤字補填（ことに賃金債務支

払い）や流動資産増強に充当されない限りで

は資本投資に使いうる．

数式化すれば次のような恒等式が成り立つ

（第２章の主要工業部門の財務状態を見

よ）．

（Ｐ＋Ｒ－Ｄ）＋F＝ G＋ Ｍ＋（ C－ L）

＋Ｉ

工業組織の投資を規定する主要要因は次の

４つが挙げられる．

第１に収益性，第２に販売動向，第３に外部

からの融資，第４に自己の財務状態である．

その他にも将来の見通し，拡張志向などの要

因が働くであろうが，数量的に確定はできな

い．

まず，資本投資と外部融資との関連を検討

してみよう．なお，資料の制約上，投資活動

の水準は数値上比較的特定し易い固定資本投

資によって判断する．重工業の一部部門は財

政資金への依存度が非常に高い．石炭，金

属，鉱業，基礎化学，木材，建材工業につい

て財政融資額と資本投資額を比較してみると

図Ⅲ－１のようである．見られるようにこれ

ら工業部門の資本投資はいずれも財政融資に

よって強く規定されている．他に長期信用が

加わる．一部は自己蓄積により投資が行われ

ているが，いずれにせよこれら工業部門の資

本投資は財政融資と長期信用によってほぼ説

明がつく１）．

次いでこれら部門を除いて，資本投資と収

益性との関連を検討してみよう．今度は資本

投資の絶対額ではなく，期首固定資産額に対

する資本投資比率と前期売上高利潤率とを対

応させてみる［図Ⅲ－２］．相関係数は０．３３５６

であるから，さほど強い相関関係はない．但

し，石油，電機，染料など収益性の高い重工

業に限ってみれば，前期売上高利潤率との相

関性は非常に高い［図Ⅲ－３］．主に自己蓄

積によって資本投資を行ったからである．実

際，グローズヌイ石油トラストの財務‐経済

na 1 Ian. 1929 g., pp. 52, 66-8, 72-83

１５５



表
Ⅲ
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１
工
業
組
織
の
財
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状
態
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期
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期
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座
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務
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権
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現
金
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率
％
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資

産
中
自

己
資
金

比
率

財
政
融

資

a１
３
石
炭

１９
２３
／
２４
年
度

１１
１
．５

０
．５

０
．４
％

２１
．１

a１
４

１９
２４
／
２５
年
度

１１
６
．６

１０
４
．５

－
４
．４

－
３
．８
％

２３
７

２６
．８

１１
．３
％

１３
８
．９

６
．９

７５
．６

６
．９

６８
．７

８１
．９

０
．１
９

１２
．６

２２

a１
５

１９
２５
／
２６
年
度

１９
５
．２

１６
７
．０

９
．３

４
．８
％

２６
８

７５
．６

２８
．２
％

１０
９
．５

８
．１

６８
．１

８
．１

６０
５７

－
０
．０
５

３２
．５

５３
．１

a１
６

１９
２６
／
２７
年
度

２４
９
．８

１２
８
．０

９
．２

３
．７
％

３２
９

１４
１
．２

４２
．９
％

１３
７
．７

８５
．６

３
．１

８２
．５

９４
．１

０
．１
４

３４
．２

１０
１

a１
７

１９
２７
／
２８
年
度

２９
２
．９

１１
７
．０

－
９

－
３
．１
％

４６
９
．１

１３
６
．２

２９
．０
％

１４
５

８５
．９

１
．９
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１
．２
６
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石
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ウ
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ゴ
リ

１９
２３
／
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年
度

８０
．３

２
．５

３
．１
％

２４
０

２５
．９

１０
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％
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２１
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１
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１
．２
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１９
２４
／
２５
年
度
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１２
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１
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１９
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８
．１
％
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１
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６
．１
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１
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１０
７
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０
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／
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年
度
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．６

６
．６
％

２４
０
．１

６４
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．３

０
．１
６

a２
６

１９
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．３
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．９
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．８

b１
５

１９
２５
／
２６
年
度

３３
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％
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．５
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８
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．５

１４
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％
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．８
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０
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１１
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１５
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０
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９
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業
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年
度

３
．７
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０
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％

２
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１
．０
４
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４
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１
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０
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０

c２
６

１９
２６
／
２７
年
度

５
１３
５
．６

０
．０
４

７
．３

３
．３

４５
．２
％

３
１
．０
５
０
．０
５

１
３
．２

２
．２
０

c２
７

１９
２７
／
２８
年
度

１０
．６

０
．０
％

３
．３

１
．３

０
．３

１
４
．４

３
．４
０
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c３
３

塩
１９
２３
／
２４
年
度

１５
．５

１５
．９

c３
４

１９
２４
／
２５
年
度

１６
．２

１０
４
．５

１
．１
％

７
．９

c３
５

１９
２５
／
２６
年
度

１２
２
．０

２
．６

１
．３
％

１３
．１

c５
６

１９
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／
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年
度

１４
．１

１
．９

０
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％
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．７
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１５
．９
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．８
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．１
％
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属
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／
２４
年
度

３３
７
．８

３７
．４

４９
．６

４７

d１
１

１９
２４
／
２５
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度

５７
６
．９

１７
０
．７

８０
．５

４１
．６
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．６

d１
１

１９
２５
／
２６
年
度

８７
７
．７

１５
２
．１

１０
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１
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％

１７
９
．５
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１

１９
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／
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年
度

１１
４５

１３
０
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２８
２
．４
％
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９
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．９

１２
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．８
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１
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年
度

１３
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％

３１
０

d１
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鋼
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年
度

５
．２

d１
４

１９
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２５
年
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（
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）
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．０

１９
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５０
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．０
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２４
０

４３
１７
．９
％

１４
７
．８

５７
．５

７
５０
．５

６８
．９

０
．３
６

３１

d１
８

１９
２６
／
２７
年
度

２８
６
．２

１３
９
．０

１６
６
．５
％

３０
９
．８

７０
．６

２２
．８
％

１９
８
．１

８６
．９

２
．２

８４
．７

１２
６
．３

０
．４
９

５６

d１
８

１９
２７
／
２８
年
度

３２
３
．４

１１
７
．０

３９
．３

１２
．１
％

３６
８

１０
６

２８
．８
％

１５
９
．２

５４
．３

１
．６

５２
．７

１０
３
．９

０
．９
７

６６

d２
３
非
鉄

１９
２３
／
２４
年
度

３
．７

d２
４

１９
２４
／
２５
年
度

（
３２
）

１０
４
．５

６
１８
．８
％

４５
６
．９

１５
．３
％

３８
．２

１０
．５

０
．５

１０
７
．９

－
０
．２
１

d２
５

１９
２５
／
２６
年
度

７５
．６

７
．５

９
．９
％

５６
．８

７
．７

１３
．６
％

６３
．５

１６
．６

１
．６

１５
１８
．１

０
．２
１

d２
６

１９
２６
／
２７
年
度

７７
．６

１０
２
．６

６
．９

８
．９
％

８６
．９

１２
．１

１３
．９
％

７４
．７

２５
．１

３
．６

２１
．５

３３
．６

０
．５
６

d２
７

１９
２７
／
２８
年
度

１０
２
．．
８

１３
３
．６

１１
４
．７

２６
．９

２３
．５
％

７０
．６

２６
．５

３
．６

２２
．９

３５
．６

０
．５
５

d３
３
一
般
機
械

１９
２３
／
２４
年
度

－
１０
．３

d３
４

１９
２４
／
２５
年
度

（
１４
０
）

１８
２
．０

－
５
．１

－
３
．６
％

３４
３

１４
．３

４
．２
％

２３
６
．７

４９
１
．６

４７
．４

５８
．３

０
．２
３

d３
５

１９
２５
／
２６
年
度

２６
０
．３

［
１９
０
．４
］

－
２
．３

－
０
．９
％

３６
８
．２

３４
．５

９
．４
％

２９
１
．７

８２
．８

７
．７

７５
．１

１１
３
．２

０
．５
１

d３
６

１９
２６
／
２７
年
度

［
２５
６
．８
］

３
．４

３９
３
．７

４７
．８

１２
．１
％

３９
７
．７

１２
１
．７

８
．５

１１
３
．２

２１
２
．５

０
．８
８

d３
７

１９
２７
／
２８
年
度

［
３４
３
．３
］

４４
０
．５

５３
．８

１２
．２
％

４１
１
．６

１２
７
．１

７
．３

１１
９
．８

２２
３
．４

０
．８
６

d３
８

ゴ
ム
ザ

１９
２３
／
２４
年
度

（
４０
）

－
７
．９
－
１９
．８
％

３
．５

d３
８

１９
２４
／
２５
年
度

（
５２
）

－
４
．５

－
８
．７
％

６
．２

７８
．５

１
．１

１６
．９

３４
．５

d３
８

１９
２５
／
２６
年
度

（
７６
）

－
４

－
０
．３
％

９７
１０
．８

１１
．１
％

６８
．５

３９
．３

１４
．６

２
．５

１２
．１

２９
．２

１
．４
１

０
．５
７

d３
８

１９
２６
／
２７
年
度

（
９４
）

１１
０

１４
．５

１３
．２
％

９５
．１

４２
．５

１５
．４

２
．３

１３
．１

５２
．６

３
．０
２

４１
０
．４
５

d３
８

１９
２７
／
２８
年
度

１２
１
．５
＊

－
４
．３

－
３
．５
％

１３
０

１７
．３

１３
．３
％

９８
．４

３７
．２

１６
１
．２

１４
．８

６１
．２

３
．１
４

６５
０
．４

d３
９

モ
ス
ク
ワ
機
械
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

２３
．８

０
．７

２
．９
％

２８
１
．３

４
．６
％

１４
１
．３
４
０
．０
４

１
．３

５
．１

２
．９
２

d３
９

１９
２４
／
２５
年
度

３５
．６

２
５
．６
％

２９
２
．５
＊

８
．６
％

１８
．６

３
．２
５
０
．１
５

３
．１

８
．３

１
．６
８

d３
９

１９
２５
／
２６
年
度

３２
．６

２５
．７

７
．４

１
６
．４

９
．７

０
．５
２

d３
９

１９
２６
／
２７
年
度

６３
．１

３６
４６
．２

１５７



d３
９

１９
２７
／
２８
年
度

７４
．７

１１
８
．５

３
．８

５
％

４１
９
．４

２２
．９
％

２７
．１

４０
．４

d４
３
造
船

１９
２３
／
２４
年
度

（
２３
．５
）

－
３
．５
－
１４
．９
％

d４
４

１９
２４
／
２５
年
度

（
２２
．６
）

－
４
．９
－
２１
．７
％

３２
．４

１
．２

３
．７
％

１４
．７

３
．４

０
．１

３
．３

７
．９

１
．３
９

２
．４

d４
５

１９
２５
／
２６
年
度

４０
．２

（
３９
）

－
７
．１

－
１８
％

１１
１
．１

３
．８

３
．４
％

４３
．７

１１
．５

０
．３

１１
．２

２２
．２

０
．９
８

d４
６

１９
２６
／
２７
年
度

［
４２
］

－
８
．９

－
２１
％

１０
４
．２

３
．９

３
．７
％

６６
．６

１３
．６

０
．４

１３
．２

４７
．７

２
．６
１

１７
．５

d４
７

１９
２７
／
２８
年
度

［
３９
］

１０
８
．４

４
３
．７
％

７４
１５
．３

０
．６

１４
．７

５４
．６

２
．７
１

d５
３
小
型
金
属
製
品

１９
２３
／
２４
年
度

－
１

d５
４

１９
２４
／
２５
年
度

（
４２
）

１７
４
．８

１１
２６
％

７６
２

２
．６
％

５２
．７

１７
．５

０
．８

１６
．７

２３
．１

０
．３
８

d５
５

１９
２５
／
２６
年
度

７３
［
５４
．４
］

１１
２０
％

８４
．８

１２
．５

１４
．７
％

８３
．１

３５
．２

３
．７

３１
．５

４４
．３

０
．４
１

d５
６

１９
２６
／
２７
年
度

［
７１
］

１３
０
．５

１０
．６

１５
％

１０
３
．５

１３
．８

１３
．３
％

１１
８
．１

４８
．１

２
．５

４５
．６

７８
．７

０
．７
３

d５
７

１９
２７
／
２８
年
度

［
８７
．７
］

１２
３
．８

１１
７
．７

２
．２

１
．９
％

１４
１
．９

６５
．８

３
．９

６１
．９

１０
１
．２

０
．６
３

d５
８

モ
ス
ク
ワ
小
型
機
械
ト
ラ
ス
ト
１９
２６
／
２７
年
度

１０
．９

d５
９

１９
２７
／
２８
年
度

１６
．９

１
．６

３
．１

３
．１

７
．２

１
．３
２

５７
．６

d６
３
農
業
機
械

１９
２３
／
２４
年
度

２３
－
１

－
４
．３
％

５９

d６
４

１９
２４
／
２５
年
度

４３
．３

１８
８
．３

－
２
．４

－
５
．５
％

５１
４
．３

８
．４
％

４３
．８

１６
．９

０
．６

１６
．３

１８
０
．１
０

d６
５

１９
２５
／
２６
年
度

７２
１６
６
．３

－
６
．１

－
８
．５
％

５６
．６

１２
．５

２２
．１
％

７２
．６

３９
．４

３
．５

３５
．９

４５
．６

０
．２
７

d６
６

１９
２６
／
２７
年
度

９１
．９

１２
７
．６

－
３
．７

－
４
．０
％

６２
．９

９
．８

１５
．６
％

１０
４
．６

５７
．３

０
．９

５６
．４

８７
０
．５
４

d６
７

１９
２７
／
２８
年
度

１２
６
．３

１３
７
．４

０
．０
％

７２
８
．８

１２
．２
％

１１
８
．８

６７
．１

１
．２

６５
．９

９２
０
．４
０

e１
３
電
機

１９
２３
／
２４
年
度

３９
．５

－
０
．５

－
１
．３
％

４０
．１

４０
．２

e１
４

１９
２４
／
２５
年
度

８４
．７

２１
４
．４

９
．４

１１
．１
％

４４
．７

６
．２

１３
．９
％

７１
．６

３４
．６

１
．５

２０
．９

１
１９
．９

３７
０
．８
６

３６
．３

０
．４
７

４
．１

e１
５

１９
２５
／
２６
年
度

１０
４
．９

１２
４
．０

１９
．５

１８
．６
％

５０
．２

１２
．５

２４
．９
％

１９
２
．４

５
．２

４２
．２

４２
．２

６５
．６

０
．５
５

５５
．９

５
．７

e１
６

１９
２６
／
２７
年
度

１２
４
．８

１１
９
．０

１６
．３

１３
．１
％

１７
．２

４５
．６

７
．３

e１
７

１９
２７
／
２８
年
度

１５
４
．２

１２
３
．０

２０
．３

e２
４

国
営
電
機
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

７１
．３

２
．２
＊

３
．１
％

e２
５

１９
２５
／
２６
年
度

８３
．６

１１
７
．０

１８
．８

２２
．５
％

１０
．３

e２
６

１９
２６
／
２７
年
度

９７
．６

１１
７
．０

１４
．５

１４
．９
％

７６
．６

１４
１８
．３
％

１１
３
．３

４２
．４

１
．８

４０
．６

６５
０
．６
０

e２
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
９

１２
２
．０

９０
．３

１２
．３

１３
．６
％

１３
８

４８
．１

２
．２

４５
．９

８３
．９

０
．８
３

e３
４

弱
電
気
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

１０
．３

e３
５

１９
２５
／
２６
年
度

１７
．４

１６
９
．０

０
．３

１
．７
％

２０
．７

２
９
．７
％

２３
５
．５

１
．３

４
．２

１２
．９

２
．０
７

e３
６

１９
２６
／
２７
年
度

２２
．８

１３
０
．０

１
．３

５
．７
％

１６
．２

２
．２
５

１３
．９
％

３５
．９

８
０
．９

７
．１

２２
．８

２
．２
１

e３
７

１９
２７
／
２８
年
度

２８
．７

１２
６
．０

５
．１

e４
４

畜
電
気
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

２
．２

－
０
．９
－
４０
．９
％

e４
５

１９
２５
／
２６
年
度

２
．６

１１
７
．０

０
．１
２

４
．６
％

１
．８
２

０
．０
７

３
．８
％

２
．６

０
．８
６
０
．０
７

０
．７
９

１
．０
６

０
．３
４

e４
６

１９
２６
／
２７
年
度

４
．４

１７
１
．０

０
．６
３

１４
．３
％

１
．８
５

１
．４

７５
．７
％

１
．８
８

０
．７
８

０
．２

０
．５
８

１
．０
４

０
．７
９

e４
７

１９
２７
／
２８
年
度

６
．５

１４
６
．０

２
．４
５

１
．４

５７
．１
％

４
．４
６

２
．０
１

０
．６

１
．４
１

１
．９
６

０
．３
９

g１
３
ガ
ラ
ス
‐
陶
磁
器

１９
２３
／
２４
年
度

２９
．２

１５
．４

g１
４

１９
２４
／
２５
年
度

４４
１５
０
．７

１
．８

２９
．４

g１
５

１９
２５
／
２６
年
度

６０
．１

１３
６
．５

２
．９

４２

g１
６

１９
２６
／
２７
年
度

６９
．１

１１
５
．０

０
．５

０
．７
％

３
．１

２６
．５

１５８



g１
７

１９
２７
／
２８
年
度

９９
．９

１４
４
．５

５
．６

５
．６
％

７４
．７

３
．５

４
．７
％

８４
．１

４０
．９

０
．１

４０
．８

７０
．２

０
．７
２

g１
８

１９
２８
／
２９
年
度

８７
６７
．６

２３
．３

０
．８

２２
．５

４０
．３

０
．７
９

g２
３

中
央
陶
磁
器
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４
．３

０
．０
０８

０
．２
％

８
．８

０
．３

３
．４
％

３
．７

g２
４

１９
２４
／
２５
年
度

９
．６

２２
３
．３

０
．３

３
．１
％

９
．５

０
．６
４

６
．７
％

４
．１

０
．８
４
０
．０
４

０
．８

１
．８

１
．２
５

g２
５

１９
２５
／
２６
年
度

１１
．３

６
．６

３
．１

０
．２

２
．９

４
．４

０
．５
２

g２
６

１９
２６
／
２７
年
度

g２
７

１９
２７
／
２８
年
度

２６
．５

１
．３

４
．９
％

２
．３

g２
８

１９
２８
／
２９
年
度

３１
．６

１１
９
．２

３
１１
．０
％

２
．４

４
．８

０
．０
３
０
．０
３

６

g３
３
建
設
資
材

１９
２３
／
２４
年
度

２５
．８

３５
．６

g３
４

１９
２４
／
２５
年
度

４５
．６

１７
６
．７

４
２７
．９

g３
５

１９
２５
／
２６
年
度

７６
．７

１６
８
．３

１０
４６
．４

g３
６

１９
２６
／
２７
年
度

９２
．０

１１
９
．９

２
．６

２
．８
％

１４
．８

３５
．４

g３
７

１９
２７
／
２８
年
度

９１
．６

９９
．６

０
．９

１
．０
％

１１
７
．９

２８
２３
．７
％

７４
．５

３６
．５

１
．４

３５
．１

６３
．６

０
．８
１

g４
４

セ
メ
ン
ト
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

０
．９

g４
５

１９
２５
／
２６
年
度

１８
５
．０

２６
．１

１
．６

６
．１
％

８
４

０
．４

３
．６

３
．５

－
０
．０
３

g４
６

１９
２６
／
２７
年
度

１０
７
．０

１
．１
６

２
．３

g４
７

１９
２７
／
２８
年
度

０
．３
７

４
．１

h１
３
基
礎
化
学

１９
２３
／
２４
年
度

２４
．４

－
１
．４

－
５
．７
％

１６
．７

h１
４

１９
２４
／
２５
年
度

３４
．２

１４
０
．２

－
０
．６

－
１
．８
％

１０
７
．９

８
．８

８
．２
％

５１
．６

３５
．８

１８
．３

０
．６

１７
．７

１８
．３

０
．０
３

２３
．５

h１
５

１９
２５
／
２６
年
度

５１
．８

１５
１
．５

－
１
．１

－
２
．１
％

１２
０
．８

２９
．３

２４
．３
％

５８
．２

３０
．６

２４
．６

２
．６

２２
３０
．８

０
．４
０

４３
．１

h１
６

１９
２６
／
２７
年
度

５９
．８

１１
５
．５

１４
１
．８

３１
．２

２２
．０
％

７５
．４

２３
．５

３４
．８

２
．５

３２
．３

３７
．４

０
．１
６

３３
．６

h１
７

１９
２７
／
２８
年
度

７３
．６

１２
７
．５

h２
３

ヒ
ム
ウ
ー
ゴ
リ

１９
２３
／
２４
年
度

１８
．１

０
．７

３
．９
％

２９
．４

２
．４

８
．２
％

h２
４

１９
２４
／
２５
年
度

２４
．９

１３
７
．６

０
．４

１
．６
％

４
．１

h２
５

１９
２５
／
２６
年
度

３７
．８

１５
１
．８

１
２
．６
％

１５
．９

２１
．９

９
０
．４
１

h２
６

１９
２６
／
２７
年
度

－
２

１１
．８
＊

２８
．４

５
０
．２
３

h２
７

１９
２７
／
２８
年
度

３２
．１

１
．５

０
．０
５

h３
３

北
部
化
学

１９
２３
／
２４
年
度

７
．９

h３
４

１９
２４
／
２５
年
度

８
．６

１０
８
．９

－
１
．４
－
１６
．３
％

３
．１

h３
５

１９
２５
／
２６
年
度

１３
．１

１５
２
．３

１
．１

８
．４
％

２５
．５

９
．４

３６
．９
％

１６
７
．７

５
．７

０
．５

５
．２

８
．３

０
．６
０

h３
６

１９
２６
／
２７
年
度

１７
．２

１３
１
．３

２８
．２
１２
．５
＊

４４
．３
％

１７
．９

５
．９

０
．３

０
．３

h３
７

１９
２７
／
２８
年
度

１３
．９
＊

１９
．１

４
．６

h４
３
染
料

１９
２３
／
２４
年
度

１０
．９

２
．４

２２
．０
％

３２
．２

h４
４

１９
２４
／
２５
年
度

１９
．５

１７
８
．９

６
．６

３３
．８
％

１８
．６

１３
．３

９
４
．４

０
．３

４
．１

４
．４

０
．０
７

４０
．３

h４
５

１９
２５
／
２６
年
度

２７
．７

１４
２
．１

９
．１

３２
．９
％

２２
２１
．２

１２
．７

８
．８

１
７
．８

８
．５

０
．０
９

５０
．９

h４
６

１９
２６
／
２７
年
度

２９
．８

３０
．９

１４
．４

２
．２

０
．８

１
．４

１６
．４

１０
．７
１

２８
．４

h４
８
染
料

ア
ニ
リ
ン

１９
２３
／
２４
年
度

４
．５

０
．１

２
．２
％

０
．４
４

h４
８

１９
２４
／
２５
年
度

９
．９

２２
０
．０

１
．７

１７
．２
％

１
．８

５
．１

０
．０
６

０
．０
６

１
．６

２
．４

h４
８

１９
２５
／
２６
年
度

１６
．２

１６
３
．６

４
．１

２５
．３
％

９
．２

３
．８

４１
．３
％

８
．９

４
．１

０
．５

３
．６

４
．５

０
．２
５

１５９



h４
８

１９
２６
／
２７
年
度

１９
．９

１２
２
．８

４
．４

２２
．１
％

１３
＊

４
．４

h４
８

１９
２７
／
２８
年
度

２８
．１

１４
１
．０

１７
．４

５
．４

３１
．０
％

１６
，６

６
０
．１

５
．９

７
．６

０
．２
９

h５
３

ラ
カ
―
染
料
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

６
．６

１８
５
．０

１
１５
．２
％

０
．１
５

３２
．２

h５
４

１９
２４
／
２５
年
度

１２
．７

１９
２
．４

１
．９

１５
．０
％

０
．６

５
．５

０
．２

０
．１
５

１
．５

１
．４

４０
．３

h５
５

１９
２５
／
２６
年
度

１８
．１

１４
２
．５

１
．７

９
．４
％

５
．７

１
．５

２６
．３
％

７
．９

２
．８
６
０
．２
６

２
．６

３
０
．１
５

５０
．９

h５
６

１９
２６
／
２７
年
度

２６
．４

１４
５
．９

２
．６

２８
．４

h５
７

１９
２７
／
２８
年
度

３９
１４
７
．５

２
．５

h６
３
化
学

ゴ
ム
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４７
．４

２
．０

４
．２
％

４３
２

４
．７
％

３０
＊

８
．４

０
．９

７
．５

１２
．５

０
．６
７

８５
．９

h６
４

１９
２４
／
２５
年
度

８８
．７

１８
７
．１

４
．８

５
．４
％

４４
．４

４
．８

１０
．８
％

６５
．１

３
．５

１４
．２

２
．３

１１
．９

９
－
０
．２
４

４２
．６

h６
５

１９
２５
／
２６
年
度

１２
９
．４

１４
５
．９

１６
．４

１２
．７
％

４５
．１

４
．８
５

１０
．８
％

８２
６８
．６

２３
６
．３

１６
．７

７
．９

－
０
．５
３

３３
．２

h６
６

１９
２６
／
２７
年
度

１４
６
．１

１１
２
．９

２３
．３

１５
．９
％

７２
４
．７

６
．５
％

７４
３５

２
．６

３２
．４

１９
－
０
．４
１

２６
．５

h６
７

１９
２７
／
２８
年
度

１６
９
．２

１１
５
．８

４１
．４

２４
．５
％

７１
．８

６
．８

９
．５
％

６１
．３

１７
．３

３
１４
．３

１７
．５

０
．２
２

h６
８

１９
２８
／
２９
年
度

２１
７

１２
８
．２

０
．０
％

７７
．９

９
．７

１２
．５
％

１１
５

３９
５
．４

３３
．６

１２
－
０
．６
４

h７
３
マ
ッ
チ

１９
２３
／
２４
年
度

１８
．１

―
１２
．１

h７
４

１９
２４
／
２５
年
度

３２
．２

１７
７
．９

０
．４
＊

１
．２
％

７
．５

１０
．１

３
．５

５
．６

０
．４

５
．２

７
．５

０
．４
４

２０
．３

h７
５

１９
２５
／
２６
年
度

４０
．８

１２
６
．７

１
．３

３
．２
％

７
．７

３
．１

４０
．３
％

１３
．３

８
．４

１
７
．４

１０
０
．３
５

１８
．８

h７
６

１９
２６
／
２７
年
度

４７
．９

１１
７
．４

０
．０
％

４
０
．７

h７
７

１９
２７
／
２８
年
度

４８
．８

１０
２
．０

０
．０
％

h８
３
油
脂

１９
２３
／
２４
年
度

２７
．３

２
．１

７
．７
％

３５
．４

h８
４

１９
２４
／
２５
年
度

４９
．８

１８
２
．３

６
．１

１２
．２
％

３３
．１

h８
５

１９
２５
／
２６
年
度

７５
．１

１５
０
．８

１１
．１

１４
．８
％

１９
．１

２
．８

１４
．７
％

２３
２７
．５

h８
６

１９
２６
／
２７
年
度

９９
．２

１３
２
．１

１２
．４

１２
．５
％

３
２３
．８

h８
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
７
．５

１１
８
．４

４
．８

h９
４

油
脂
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

６
．１

２３
．５

１２
．３

１
．７

１０
．６

９
．５

－
０
．１
０

h９
５

１９
２５
／
２６
年
度

２２
０
．０
％

i１３
木
材
工
業
＊

１９
２３
／
２４
年
度

１２
５

－
６
．５

－
５
．２
％

３２
．２

i１４
１９
２４
／
２５
年
度

１６
１

１２
８
．８

－
２５

－
１５
．５
％

１２
７

６
．５

５
．１
％

８４
．９

１０
．４

３
．３

３６
．３

３６
．３

７４
．５

１
．０
５

５７
０
．３

i１５
１９
２５
／
２６
年
度

２３
８

１４
７
．８

－
２０

－
８
．４
％

１０
４

２１
．７

２０
．９
％

２１
１
．４

８２
．９

５
．３

７７
．６

１２
６
．７

０
．６
３

５２
．９

０
．２
６

５

i１６
１９
２６
／
２７
年
度

２７
０

１１
１
．０

－
５２

－
１９
．３
％

１２
２

２９
．５

２４
．２
％

３９
１
．９

１３
０
．７

６
．９

１２
３
．８

２１
５
．４

０
．７
４

４２
．１

０
．１
７

２６
．２

i１７
１９
２７
／
２８
年
度

３２
７

１２
１
．０

－
１４

－
４
．３
％

１６
３

４５
．７

２８
．０
％

４６
０

１８
０
．３

７
．５

１７
２
．８

２５
６
．４

０
．４
９

０
．３

３５
．３

i２４
ロ
シ
ア
共
和
国
木
材
工
業

１９
２４
／
２５
年
度

i２５
１９
２５
／
２６
年
度

１６
３

１５
７
．０

１４
．４

８
．８
％

６０
１０
．５

１７
．５
％

５１
．８

１６
．１

２
．７

１３
．４

－
１
．０
０

０
．３
２

i２６
１９
２６
／
２７
年
度

１５
．２

１１
６
．７

２０
．９

３
．８

１７
．１

－
１
．０
０

０
．２
６

i２７
１９
２７
／
２８
年
度

０
．３
６

i３３
モ
ス
ク
ワ
木
工
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

３
．１

０
．１
４

４
．５
％

１
．６

０
．２

１２
．５
％

０
．６

０
．２
２

０
．２
２

０
．２
５

０
．１
４

i３４
１９
２４
／
２５
年
度

６
．６

２１
２
．９

０
．１
６

２
．４
％

０
．２

０
．９

０
．９

２
．３

１
．５
６

j１３
紙
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

４３
．８

（
５９
．８
）

５６
．５

j１４
１９
２４
／
２５
年
度

９６
．５

（
１３
１
．８
）

６
．５

４３
．３

１
．７

j１５
１９
２５
／
２６
年
度

９４
（
１７
５
．８
）

２９
．３

１６
．７
％

８８
２５
．１

２８
．５
％

７７
．５

２９
．６

６
．７

２２
．９

２７
．３

０
．１
９

４９
．２

１
．１

１６０



j１６
１９
２６
／
２７
年
度

９７
．８

（
１３
４
．８
）

１０
４
．０

２２
．３

１６
．５
％

１０
８
．８

３５
．９

３３
．０
％

９８
．５

３６
．３

２
．７

３３
．６

５１
０
．５
２

３１
．５

７
．３

j１７
１９
２７
／
２８
年
度

１０
５
．３

１０
７
．６

２０
．１

１９
．１
％

１３
７
．６

４３
．６

３１
．７
％

１１
９
．４

５０
．２

１
．５

４８
．７

１０
９

１
．２
４

j２３
中
央
紙
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４０
６

１５
．０
％

j２４
１９
２４
／
２５
年
度

１５
．２

j２５
１９
２５
／
２６
年
度

９５
．２

１８
．７
％

６３
．７

１６
．７

２６
．２
％

１９
．４

１５
．５

１２
．８

３
．９

８
．９

１０
．３

０
．１
６

j２６
１９
２６
／
２７
年
度

８６
．２

９０
．５

１２
．３

１５
．２
％

７９
．３

１５
．３

１９
．３
％

j３３
レ
ニ
ン
グ
ラ
ー
ド
紙
ト
ラ
ス
ト
１９
２３
／
２４
年
度

０
．３

j３４
１９
２４
／
２５
年
度

３
．２

j３５
１９
２５
／
２６
年
度

３
．７

１２
４
．８

４０
．０
％

１１
．９

６
．２

０
．９

５
．３

４
．８

－
０
．０
９

j３６
１９
２６
／
２７
年
度

１７
．５

１５
．６

６
．８

０
．３

６
．５

１０
０
．５
４

j３７
１９
２７
／
２８
年
度

k１
１
繊
維
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

８５
４
．３

４５
．８

２８

k１
１

１９
２４
／
２５
年
度

１２
２０
．２

１４
２
．９

４８

k１
１

１９
２５
／
２６
年
度

１５
９２

１３
０
．５

４７
．５
４７

２
．３

k１
１

１９
２６
／
２７
年
度

１８
０８
．５

１１
３
．６

４７
７
．５

k１
１

１９
２７
／
２８
年
度

１９
９７
．９

１１
０
．５

k１
３
綿
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

５５
７
．９

５２
．５

９
．４
％

k１
４

１９
２４
／
２５
年
度

８４
２
．７

１５
１
．０

１１
５
．５

１３
．７
０
％

４８
．６

６９
９
．９

５６
．２

２３
３
．１
２０
．６

２１
２
．５

２１
２

０
．０
０

k１
５

１９
２５
／
２６
年
度

１１
３１
．２

１３
４
．２

１１
８
．５

１３
．１
０
％

９５
．４

９
％

７８
２
．６

１１
０
．１

３３
５
．８
４３
．７

２９
２
．１

２４
１
．１

－
０
．１
７

k１
６

１９
２６
／
２７
年
度

１３
０１
．４

１１
５
．０

１７
１
．４

１４
．６
０
％

１０
４４

１２
０

１１
．５
％

６２
４
．８

８４
．７

３０
３
．７
３５
．７

２６
８

１９
２
．２

－
０
．２
８

k１
７

１９
２７
／
２８
年
度

１４
３０
．２

１０
９
．９

１２
０
．４

８
．４
％

１０
８５
．５

１２
８
．８

１１
．９
％

５７
４

１１
２

２４
６
．６
３０
．９

２１
５
．７

１７
３
．７

－
０
．１
９

k１
８

１９
２８
／
２９
年
度

１１
４６
．５

６７
６
．２

１０
２
．６

３６
０
．１

８
．９

３５
１

３４
１
．８

－
０
．０
３

ボ
ゴ
ロ
ド
ス
カ
‐
シ
ェ
ル
コ
ー
ヴ
ィ
綿
ト
ラ
ス
ト
１９
２３
／
２４
年
度

０
．９

k２
４

１９
２４
／
２５
年
度

６６
．４

５
．３

８
．０
％

４１
１
．９

０
．５

１１
．２

１８
．１

k２
５

１９
２５
／
２６
年
度

８５
．９

１２
９
．４

１０
．７

１２
．５
％

１０
３
．９

２
．７

２
．６
％

４５
．６

１６
．５

１
．６

１４
．９

１８
．７

０
．２
６

k２
６

１９
２６
／
２７
年
度

１０
６

５２
．４

２４
．１

３
．８

２０
．３

７
．１

－
０
．６
５

k３
６

第
１
綿
ト
ラ
ス
ト

１９
２６
／
２７
年
度

７

k３
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
６
．０

１１
．２

８
．８
５
％

７
．６

１８
．５

１８
．５

１０
．４

－
０
．４
４

k４
３

レ
ニ
ン
グ
ラ
ー
ド
繊
維

１９
２３
／
２４
年
度

４５
．３

６
．２

k４
４

１９
２４
／
２５
年
度

８５
．１

１８
７
．９

４８
．４

３
．２

１３
．７

１
１１

１３
．７

k４
５

１９
２５
／
２６
年
度

１０
２
．１

２
．１

オ
レ
ホ
ヴ
ォ
－
ズ
ー
エ
ヴ
ォ
綿
ト
ラ
ス
ト
１９
２３
／
２４
年
度

－
０
．５

k５
４

１９
２４
／
２５
年
度

６９
２
．９
＊

８
％

４１
．７

２
．３

１３
．８
０
．２
５

１３
．６

９
．７

－
０
．３
９
５９
．４
＊

k５
５

１９
２５
／
２６
年
度

９０
．５

１３
１
．２

１７
．８

１９
．７
％

２
．７

k５
６

１９
２６
／
２７
年
度

１２
１

６３
．４

３５
８
．８

２６
．２

１０
．５

－
０
．６
０

k６
５

第
３
綿
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

２５
．７

k６
６

１９
２６
／
２７
年
度

１９
３
．６

１１
５
．０
＊

３３
．６

１７
．３
％

２０
５
．７

１３
．３

６
．５
％

１２
５
．１

２０
．１

５０
．２

５０
．２

２７
．９

－
０
．４
４

k６
７

１９
２７
／
２８
年
度

２０
４

１０
５
．４

２７
．２

１３
．３
％

２１
０

１３
６
．２
％

１２
８
．４

３４
．８

４３
．４

４３
．４

１３
－
０
．７
０

k６
８

１９
２８
／
２９
年
度

２２
１

１０
８
．３

３５
．２

１５
．９
％

１６
．２

１６１



l１３
羊
毛
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

１８
０
．２

９
．３

５
．２
％

l１４
１９
２４
／
２５
年
度

２２
８

１２
６
．５

１７
．１

８
．３
０
％

９
．１

１７
２
．５

１２
．９

５５
５５

６４
．７

０
．１
８

l１５
１９
２５
／
２６
年
度

２５
７
．５

１１
２
．９

４５
．１

１９
．４
０
％

１５
．１

７
．１
％

１６
６
．１

２５
．１

５８
．４

５８
．４

５２
．７

－
０
．１
０

l１６
１９
２６
／
２７
年
度

２７
４
．３

１０
６
．３

５０
．５

１８
．４
％

１１
６
．４

１８
．８

８
．２
％

１５
９

３７
６０

６０
２８

－
０
．５
３

l１７
１９
２７
／
２８
年
度

３１
６
．３

１１
５
．３

３９
．５

１２
．５
％

１２
４
．８

２４
．８

１０
．８
％

１７
１
．９

４１
．４

６１
．８

６１
．８

３５
．１

－
０
．４
３

l１８
１９
２８
／
２９
年
度

１３
５

１７
２
．７

４０
．２

７４
．５

７４
．５

５１
．２

－
０
．３
１

l２３
カ
ム
ヴ
ォ
リ
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４７
．９

３
．７

７
．７
％

l２４
１９
２４
／
２５
年
度

７３
．５

１５
３
．４

９
１２
．２
％

４０
４
．６

１１
．５
％

６５
．２

４
．４

１７
．８

１７
．８

２０
．７

０
．１
６

l２５
１９
２５
／
２６
年
度

１０
１

１３
７
．４

２１
．４

２１
．２
％

４３
．２

６２
２３
．６

２
２１
．６

１９
．５

－
０
．１
０

l２６
１９
２６
／
２７
年
度

２０
．４

４７
．８

５９
．６

３１
．２

７
．４

２３
．８

７
．６

－
０
．６
８

l２７
１９
２７
／
２８
年
度

５０
６１
．４

３１
．７

５
．７

２６
１３
．１

－
０
．５
０

m
１３

亜
麻
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

８８
．８

１
．３

m
１４

１９
２４
／
２５
年
度

１１
５
．１

１２
９
．７

５
．３

６８
．９

４
．９

０
．５

１４
．６

１９
．２

m
１５

１９
２５
／
２６
年
度

１３
７
．８

１１
９
．７

１２
．７

１０
．７
０
％

５
％

７０
．９

７
２５
．７

２５
．７

２１
．５

－
０
．１
６

m
１７

１９
２７
／
２８
年
度

１５
３
．６

１０
０
．２

７
．４

４
．８
％

１１
３

８
．７
０
％

７６
．９

７
．５

２９
．２

２９
．２

１９
．１

－
０
．３
５

m
１８

１９
２６
／
２７
年
度

１５
３
．３

１１
１
．２

１３
．２

８
．６
％

１０
６
．９

６
．７
０
％

８０
．１

７
．８

３１
．１

３１
．１

２１
．５

－
０
．３
１

m
１８

１９
２８
／
２９
年
度

１２
３

７０
．９

９
．８

２５
２５

１９
．１

－
０
．２
４

n１
３

大
麻
・
ジ
ュ
ー
ト
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

１７
．１

n１
４

１９
２４
／
２５
年
度

２５
．９

１５
１
．７

０
．７
％

１
．５

n１
５

１９
２５
／
２６
年
度

４４
．７

１７
２
．６

１４
．９
％

４０
３
．３

９
．３
％

n１
６

１９
２６
／
２７
年
度

５３
．４

１１
９
．５

３
．３

１０
．７
％

n１
７

１９
２７
／
２８
年
度

５９
．７

１１
１
．８

６
．６

１７
．７
％

o１
３
絹

絹
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

１０
．１

o１
４

１９
２４
／
２５
年
度

８
．５

８１
．９

０
．８

８
．６
％

０
．２

１４
．９

０
．１

０
．０
６

２
．９

３
．８

o１
５

１９
２５
／
２６
年
度

２０
．７

２４
４
．０

３
．２

１４
．８
％

２３
．７

１
．６

４
．２
％

１３
．８

２
．５

０
．４

２
．１

３
．８

０
．８
１

o１
６

１９
２６
／
２７
年
度

２６
．１

１２
６
．０

５
．２

１９
．９
％

２３
．９

３
．９

９
．９
％

１８
．１

９
．２

０
．３

８
．９

５
－
０
．４
４

o１
７

１９
２７
／
２８
年
度

３８
．２

１４
６
．３

２４
．９

５
．７

１４
．２
％

２５
．５

１３
．７

０
．２

１３
．５

１０
．６

－
０
．２
１

p１
３
縫
製
・
メ
リ
ヤ
ス

モ
ス
ク
ワ
縫
製
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

２４
．１

p１
４

１９
２４
／
２５
年
度

２３
．５

９７
．５

欠
損

０
．５

３１
．３

p１
５

１９
２５
／
２６
年
度

４５
．３

１９
２
．８

１
．９

４
．２
％

０
．６

２６
．４

p１
６

１９
２６
／
２７
年
度

５９
．３

１３
０
．９

２
．２

３
．７
％

１
．１

２９
．８

p１
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
０
．６

１８
６
．５

８
７
．２
％

１

r１
３

皮
革
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

１３
４

２
．２

１
．６
％

５７
．８

３
．９

６
．７
％

９９
．５

１
．８

２０
．３
２
．４
＊

１７
．９

１８
．２

０
．０
２

２１
４
．３

r１
４

１９
２４
／
２５
年
度

１９
８

１４
９
．０

１０
．８

５
．５
％

６３
．２

１２
１９
．０
％

１１
２
．７

７
．４

３８
．２
４
．７
＊

３３
．５

４０
．８

０
．２
２

２６

r１
５

１９
２５
／
２６
年
度

３１
４

１４
３
．０

１３
．８

４
．４
％

７３
２２
．６

３１
．０
％

１６
０
．９

１３
．９

５４
．２

５４
．２

８３
．４

０
．５
４

２９
０
．４
４

０
．１
６

r１
６

１９
２６
／
２７
年
度

３６
２

１１
５
．０

８
．４

４
％

９１
１６
．９

１８
．６
％

１９
２
．４

１５
．６

６７
．４

６７
．４

１２
０
．６

０
．７
９

０
．３
３

２
．５

r１
７

１９
２７
／
２８
年
度

４７
８

１２
２
．０

１０
８
．７

２８
．４

２６
．１
％

２３
１

１３
．５

９５
．１

９５
．１

１７
０
．８

０
．８
０

r２
５

モ
ス
ク
ワ
皮
革

１９
２５
／
２６
年
度

３７
３

８
．１
％

１３
．８

１
．５

１０
．９
％

１７
．１

１
．７

４
．７

４
．７

１０
．４

１
．２
１

r２
６

１９
２６
／
２７
年
度

４５
１２
１
．６

１
．８

４
．０
％

１０
．６

２
．２

２０
．８
％

２１
．９

１
５
．３

５
．３

１１
．２

１
．１
１

１６２



r２
７

１９
２７
／
２８
年
度

６４
１４
２
．２

４
．４

６
．９
％

３
．８

r２
８

１９
２８
／
２９
年
度

６３
９８
．４

３

s１
４

食
品

砂
糖
ト
ラ
ス
ト

１９
２４

１５
８
．５

１５
．２

９
．６
％

２３
．６

２３
．１

３
．５

s１
５

１９
２５

３１
０
．９

１９
６
．０

３３
１０
．６
％

３５
６

４４
１２
．４
％

２２
７
．５

７
．７

６３
．７

６３
．７

１６
９
．６

１
．６
６

２２
．９

s１
６

１９
２６

５３
０
．５

１７
０
．５

４０
７
．５
％

３８
５

３７
９
．６
％

３５
９
．９

１１
．２

７６
．６

７６
．６

２７
７
．１

２
．６
２

２７
．１

s１
７

１９
２７

６０
９
．５

１１
４
．９

２４
．８

４
．１
％

４１
１

３４
．５

８
．４
％

３８
２
．１

１０
．２

６４
．１

６４
．１

２０
５
．５

２
．２
１

３０
．７

５３

s１
８

１９
２８

７４
８
．２

１２
２
．８

７７
．２

１０
．３
％

４３
１

５７
．９

１３
．４
％

４２
４
．６

１７
．１

１０
１
．７

１０
１
．７

３３
１
．６

２
．２
６

s２
３

茶
管
理
部

１９
２３
／
２４
年
度

２３
．５

６
．６

２８
％

０
．２

３８
．４

s２
４

１９
２４
／
２５
年
度

５４
．７

２３
２
．８

６
．３

１２
％

１６
．８

１
．３

２
．４

１
．５

－
０
．３
８

１２
．３

s２
５

１９
２５
／
２６
年
度

８５
．４

１５
６
．１

１９
．７

２３
％

６
．５

０
．１

２
％

２７
．７

１５
．３

３
．３

１２
１２
．３

０
．０
３

２６
．９

s２
６

１９
２６
／
２７
年
度

１０
５

１２
３
．０

６
．６

０
．９

１４
％

３４
．２

２５
．３
１２
．８

１２
．５

１２
．２

－
０
．０
２

１２
．６

s２
７

１９
２７
／
２８
年
度

１０
８
．５

１０
３
．３

s１
０５

菓
子

１９
２５
／
２６
年
度

３
．１

s１
０６

１９
２６
／
２７
年
度

３
．３

１
．１

s１
１５

イ
ー
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

１８
．４

３
．４

１８
．５
％

s１
１６

１９
２６
／
２７
年
度

１９
．２

１０
４
．３

３
．５

１８
．２
％

１
．５

s１
２５

魚
加
工

１９
２５
／
２６
年
度

７
．１

２４
．９

s１
２６

１９
２６
／
２７
年
度

３
．２

６
．７

３０
．７

s３
５

缶
詰

１９
２５
／
２６
年
度

０
．５

０
．７

０
．９

s３
６

１９
２６
／
２７
年
度

０
．６

１
．５

１０
．６

s４
３

澱
粉
糖
蜜

１９
２３
／
２４
年
度

２
．７

４４
．１

s４
４

１９
２４
／
２５
年
度

４
．９

１８
４
．０

３１
．５

s４
５

１９
２５
／
２６
年
度

０
．０
７

１
．６

２９
．２

s４
６

１９
２６
／
２７
年
度

０
．５

２
．６

１２
．６

s５
３

マ
ホ
ル
カ

１９
２３
／
２４
年
度

１９
０
．８

４
．２
％

s５
４

１９
２４
／
２５
年
度

１２
．２

６４
．２

０
．７

５
．７
％

５
．８

０
．８

１３
．８
％

８
．８

１
．４

３
．９

３
．９

２
．６

－
０
．３
３

３３
．６

s５
５

１９
２５
／
２６
年
度

１９
．４

１５
９
．０

１
．９

９
．８
％

５
．９

０
．９

１５
．３
％

１１
．９

８
．６

１
．８

６
．８

８
．９

０
．３
１

３８

s５
６

１９
２６
／
２７
年
度

２８
．７

１４
８
．０

１
３
．５
％

８
．２

１
．１

１３
．４
％

１６
．９

１１
．３

１
．８

９
．５

１１
．３

０
．１
９

２７

s５
７

１９
２７
／
２８
年
度

３５
．９

１２
５
．１

３
．４

９
．５
％

１３
．８

１
．２

８
．７
％

２７
．３

１４
．６

０
．４

１４
．２

２８
．４

１
．０
０

s５
８

１９
２８
／
２９
年
度

１４
．５

２５
．５

７
．８

０
．８

７
２３
．６

２
．３
７

s６
３

タ
バ
コ

１９
２３
／
２４
年
度

７８
．３

－
１
．１

－
１
．４
％

０
．２

６
．９

s６
４

１９
２４
／
２５
年
度

１３
９
．２

１７
７
．７

３
．４

２
．４
％

２
．１

４１
．１

３
．６

２２
．１

２２
．１

２７
．３

０
．２
４

１６
．８

s６
５

１９
２５
／
２６
年
度

１９
６
．４

１４
０
．４

６
．９

３
．５
％

４０
．３

３
．８

９
．４
％

６８
．１

４３
．４

３
．８

３９
．６

４５
．１

０
．１
４

２３
．１

s６
６

１９
２６
／
２７
年
度

２１
７
．８

１１
１
．４

５
．２

２
．４
％

３０
．２

３
．９

１２
．９
％

９１
．３

５６
．１

１
．７

５４
．４

７５
．１

０
．３
８

２５

s６
７

１９
２７
／
２８
年
度

２５
９
．５

１１
９
．２

１
．８

０
．７
％

３３
．１

３
．７

１１
．２
％

１０
４

１５
．４

５１
．１

１
．７

４９
．４

９４
．６

０
．９
１

s６
８

１９
２８
／
２９
年
度

１１
５
．３

１３
．３

６９
．１

２
６７
．１

１０
８

０
．６
１

s７
４

酒
１９
２４
／
２５
年
度

１６
３
．９

s７
５

１９
２５
／
２６
年
度

５
．８

９
．３

６３
．９

s７
６

１９
２６
／
２７
年
度

６４
９
．７

４
．８

０
．７
％

１０
．６

４７

１６３



s７
７

１９
２７
／
２８
年
度

８６
６
．７

１３
３
．４

s８
３

製
油

１９
２３
／
２４
年
度

１８
．５

３５
．４

s８
４

１９
２４
／
２５
年
度

４０
．６

２１
９
．１

５
．２

１２
．８
％

３３
．１

s８
５

１９
２５
／
２６
年
度

５８
．３

１４
３
．５

４
．５

７
．７
％

２２
．５

４
．７

２０
．９
％

３３
．８

１６
．５

２
．６

１３
．９

２０
．７

０
．４
９

２７
．５

s８
６

１９
２６
／
２７
年
度

４７
．４

８１
．３

８
１６
．９
％

６
．３

２３
．８

s８
７

１９
２７
／
２８
年
度

７４
．１

１５
６
．４

１１
．４

１５
．４
％

５１
．３

７
１３
．６
％

６１
．１

２６
．１

４
．９

２１
．２

４５
．３

１
．１
４

s８
８

１９
２８
／
２９
年
度

５６
．１

５７
．６

２４
．３

２
．７

２１
．６

３７
．３

０
．７
３

s９
５

ビ
ー
ル

１９
２５
／
２６
年
度

６
．３

s９
６

１９
２６
／
２７
年
度

５
．７

２

注
記
：
１
．
販
売
高
，
投
資
額
，
資
産
額
な
ど
の
単
位
は
百
万
ル
ー
ブ
リ
．
資
本
投
資
額
の
一
部
は
計
画
値
．

２
．
固
定
資
本
は
再
取
得
価
額
．
戦
前
評
価
の
場
合
は
推
計
．

３
．
債
権
者
勘
定
に
税
債
務
を
含
む
場
合
が
あ
る
（
砂
糖
，
茶
，
タ
バ
コ
な
ど
）．

４
．
販
売
高
の
デ
ー
タ
が
な
い
場
合
，
出
荷
高
に
よ
っ
た
．
ご
く
一
部
は
製
造
高
（
需
要
超
過
の
場
合
）．
（

）
内
は
商
品
生
産
物
．[
]内
は
全
て
の
製
品
を
カ
ヴ
ァ
ー
し
て
い
な
い
数
値
．

５
．
南
部
鉱
業
ト
ラ
ス
ト
の
販
売
高
，
現
金
比
率
デ
ー
タ
は
鉱
業
全
体
．

６
．
国
営
電
機
ト
ラ
ス
ト
の
１９
２４
／
２５
年
度
利
潤
は
上
半
期
の
デ
ー
タ
に
よ
る
．

出
典
：
既
出
の
最
高
国
民
経
済
会
議
報
告
書
，
経
済
紙
，
産
業
別
定
期
刊
行
物
以
外
に
以
下
の
ト
ラ
ス
ト
報
告
書
な
ど
の
資
料
．

F
in
an
so
vy
e
vo
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os
y
so
iu
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hl
en
no
st
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to
rg
ov
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P
o
ba
la
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he
ta
m
go
su
da
rs
tv
.k
ho
zo
rg
an
ov
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oo
pe
ra
ts
ii
za
19
26
/2
7
g.
,M
.,
19
28
:
T
ri
fo
no
v,
N
.S
.,
F
in
an
so
vo
e
po
lo
zh
en
ie
ob
sh
ch
es
oi
uz
no
ip
ro
m
ys
hl
en
no
st
i(p
o
da
nn
ym
ba
la
ns
ov
na
Ⅰ
/Ⅹ
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4
g.
iⅠ
/

Ⅹ
-2
5
g.
),
M
.i
L
.,
19
27
:
Sv
od
ny
ib
al
an
s
ob
sh
ch
es
oi
uz
no
i
pr
om
ys
hl
en
no
st
in
a
1-
e
ok
ti
ab
ri
a
19
24
g.
,M
.i
L
.,
19
25
:

1-
ig
os
ud
ar
st
ve
nn
ny
ik
hl
op
ch
at
o-
bu
m
az
hn
yi
tr
es
t.
T
ez
is
y
k
do
kl
ad
u
pr
av
le
ni
ia
na
4-
is
hi
ro
ko
ip
ro
iz
vo
ds
tv
en
no
ik
on
fe
re
nt
si
i
ra
bo
ch
ik
h
o
ra
bo
te
za
19
27
-2
8
g.
M
.,
19
28
:

E
ko
no
m
ic
he
sk
ie
it
og
id
ei
at
el
'n
os
ti
Sa
kh
ar
ot
re
st
a
za
19
25
go
d,
M
.,
19
27

E
ko
no
m
ic
he
sk
ie
it
og
id
ei
at
el
'n
os
ti
Sa
kh
ar
ot
re
st
a
za
19
26
go
d,
M
.,
19
28
:

E
ko
no
m
ic
he
sk
ie
it
og
id
ei
at
el
'n
os
ti
Sa
kh
ar
ot
re
st
a
za
19
27
go
d,
M
.,
19
30
:

G
od
ov
ye
it
og
iG
ro
zn
en
sk
oi
N
ef
ti
an
oi
P
ro
m
ys
hl
en
no
st
iz
a
19
24
-2
5
op
er
at
si
on
ny
ig
od
ip
er
sp
ek
ti
vy
na
19
25
-1
92
6
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.G
.G
ro
zn
yi
,1
92
5
:

It
og
i
de
ia
te
l'n
os
ti

“G
ro
zn
ef
ti
"z
a
19
26
-2
7
op
er
.g
od
i
pr
og
ra
m
m
ye
pr
ed
lo
zh
en
iia
na
19
27
-1
92
8
op
er
.g
od
.G
.G
ro
zn
yi
,1
92
7
:

Iu
zh
ny
im
et
al
lu
rg
ic
he
sk
ii
tr
es
t

“I
ug
os
ta
l'”
.I
to
gi
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
23
-2
4o
pe
ra
ts
io
nn
yi
go
d.
K
ha
ri
ko
v,
19
25
:

Iu
zh
ny
im
et
al
lu
rg
ic
he
sk
ii
tr
es
t

“I
ug
os
ta
l'”
.I
to
gi
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
25
-2
6o
pe
ra
ts
io
nn
yi
go
d.
K
ha
ri
ko
v,
19
27
:

Iu
zh
ny
im
et
al
lu
rg
ic
he
sk
ii
tr
es
t

“I
ug
os
ta
l'”
.I
to
gi
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
26
-2
7o
pe
ra
ts
io
nn
yi
go
d.
K
ha
ri
ko
v,
19
28
:

Iu
zh
ny
im
et
al
lu
rg
ic
he
sk
ii
tr
es
t

“I
ug
os
ta
l'”
.I
to
gi
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
27
-2
8o
pe
ra
ts
io
nn
yi
go
d.
K
ha
ri
ko
v,
19
29
:

K
am
vo
l'n
yi
tr
es
t
v
19
24
-2
5o
pe
ra
ts
io
nn
om
go
du
.O
tc
he
t
pr
av
le
ni
ia
.M
.,
19
25
:

K
ra
tk
ii
ob
zo
r
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
22
-2
5g
.,
E
.T
.T
s.
R
.,
M
.,
19
25
:

K
ra
tk
ii
ob
zo
r
de
ia
te
l'n
os
ti
Sa
kh
ar
ot
re
st
a
za
19
28
g.
iv
yv
od
y
pr
av
le
ni
ia
po
ba
la
ns
u
na
1
Ia
n.
19
29
g.
,M
.,
19
29
:

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
o
de
ia
te
l'n
os
ti
T
se
nt
ra
l'n
yi

“F
ar
fo
rt
re
st

”
za
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
27
:

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
pr
av
le
ni
ia
3-
go
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
og
o
tr
es
ta
o
ra
bo
te
za
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
pr
av
le
ni
ia
3-
go
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
og
o
tr
es
ta
o
ra
bo
te
za
19
27
-2
8
op
er
at
si
on
ny
ig
od
:

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
pr
av
le
ni
ia
3-
go
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
og
o
tr
es
ta
o
ra
bo
te
za
19
28
-2
9
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.1
92
9

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
pr
av
le
ni
ia
B
og
or
od
sk
o-
Sh
ch
el
ko
vs
ko
go
tr
es
ta
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
yk
h
fa
br
ik
.
O
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
25
-2
6
g.
ip
er
sp
ek
ti
va
kh
na
19
26
-2
7g
..
M
.,
19
26
:

K
ra
tk
ii
ot
ch
et
pr
av
le
ni
ia
O
re
kh
ov
o-
Z
ue
vs
ko
go
tr
es
ta
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
yk
h
fa
br
ik
o
de
ia
te
l'n
os
ti
v
19
25
-2
6
g.
M
.,1
92
6M
os
ko
vs
ki
i"
M
as
hi
no
tr
es
t"
za
pe
rv
ye
dv
a
go
da
pi
at
ile
tk
i,M
.,1
92
9
:

M
os
ko
vs
ki
im
as
hi
no
st
ro
it
el
'n
yi
tr
es
t.
M
.,
19
24
:

M
os
ko
vs
ki
im
as
hi
no
st
ro
it
el
'n
yi
tr
es
t.
M
.,
19
25
:

M
os
ko
vs
ki
im
as
hi
no
st
ro
it
el
'n
yi
tr
es
t.
M
.,
19
26
:

O
ra
bo
te
tr
es
ta

“M
os
ko
zh

”
za
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
27

O
re
kh
ob
vo
-Z
ue
vs
ki
ig
os
ud
ar
st
ve
nn
ny
it
re
st
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
yk
h
fa
br
ik
.O
tc
he
t
za
pe
rv
oe
po
lu
go
di
e
19
24
-2
5
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,1
92
5

O
tc
he
t
D
on
et
sk
og
o
G
os
ud
ar
st
ve
nn
og
o
K
am
en
no
ug
ol
'n
og
o
T
re
st
a
o
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
24
-2
5
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.:

O
tc
he
t
D
on
et
sk
og
o
G
os
ud
ar
st
ve
nn
og
o
K
am
en
no
ug
ol
'n
og
o
T
re
st
a
o
de
ia
te
l'n
os
ti
za
19
25
-2
6
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.:

O
tc
he
t
D
on
et
sk
og
o
G
os
ud
ar
st
ve
nn
og
o
K
am
en
no
ug
ol
'n
og
o
T
re
st
a
o
de
ia
te
l'n
os
ti
za
op
er
at
si
on
ny
i1
92
3-
24
go
d.
:

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
tr
es
ta
za
19
24
-1
92
5
go
d,
T
se
nt
ra
l'n
yi
F
ar
fo
rt
re
st
,M
.,
19
26
g.

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
za
pe
rv
yi
op
er
at
si
on
ny
ig
od
,T
se
nt
ra
l'n
yi
F
ar
fo
rt
re
st
,M
.,
19
24
g.

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
A
ni
lin
tr
es
ta
za
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
27

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
A
ni
lin
tr
es
ta
za
19
28
-2
9
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
29

１６４



政策は Iu．マクシモヴィッチによれば次の

ようである．１．経常費や資本投資には自己

資金と銀行信用を利用する．２．国家からの

長期借入は最小限に留め，財政割当ては受け

入れない．３．トラストの全利潤は資本投資

に振り向ける．４．トラストの流動資金は供

給条件に対応できる範囲で必要最低限とす

る．５．新しい資金は最大限の経済的効果を

保証する生産部門や建設に投資する．６．企

業には最大限の経営上の自立性を与える２）．

当期利潤率と資本投資水準の相関係数は幾

分低下して０．２９である．当時の状況からして

企業が当期の収益の一部をそのまま資本投資

に注ぎ込むということはありうる．

続いて販売の伸び率と資本投資水準の関係

をみてみよう［図Ⅲ－４］．前期販売伸び率

との相関係数は０．１６２である．弱い順相関の

関係しかない．ところがこの販売伸び率を流

動資産の状態と組み合わせてみると俄然，相

関係数は高くなる．

そこで次に財務状態と資本投資を関連付け

てみよう．ここで財務状態とは資金の利用可

能性と言い換えてもよい．流動資産がどのよ

うな状態にあるのか，不動化されているか，

流動性が高いか，キャッシュ・フローはタイ

トか，自己資金の裁量的処分はどれだけ可能

か，銀行信用や商業信用は容易に利用できる

のか，といった問題である．蓋し，「トラス

トの活動のパーフォーマンスを評価する最重

要要因の一つは流動資産の利用である」

（N．ベロツェルコフスキー）３）．

財務状態を判断するために先の表を幾分加

工せねばならない．財政依存型重工業部を除

いたうえで前期利潤率，前期販売伸び率，受

信超過度（ここでは流動債務と流動債権の差

額を後者により除した数値とする）を加え

る．そうすると表Ⅲ－２のようになる．

ここで流動資産の逼迫度ないしは余裕度を

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
D
on
ug
lia
v
19
27
-2
8
op
er
at
si
on
no
m
go
du
.1
93
0

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
D
on
ug
lia
v
19
27
-2
8
op
er
at
si
on
no
m
go
du
.1
93
0

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
M
os
ko
vs
ki
kh
za
vo
do
v
kh
im
ic
he
sk
oi
gr
up
py

“G
E
T
'a

”
za
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,1
92
7

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
M
os
ko
vs
ki
kh
za
vo
do
v
kh
im
ic
he
sk
oi
gr
up
py

“G
E
T
'a

”
za
19
27
-2
8
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,1
92
9

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
T
se
nt
ra
l'n
yi

“F
ar
fo
rt
re
st
"
za
19
28
-2
9
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
29
.

O
tc
he
t
o
de
ia
te
l'n
os
ti
V
to
ro
go
G
os
ud
ar
st
ve
nn
og
o
K
hl
op
ch
at
o-
B
um
az
hn
og
o
T
re
st
a
za
19
26
-2
7
g.
M
.,
19
28

O
tc
he
t
P
ra
bl
en
iia
Sa
kh
ar
ot
re
st
a
o
pr
oi
zv
od
st
ve
nn
oi
ka
m
pa
ni
i1
92
4
g.
,M
.,
19
25

O
tc
he
t
pr
av
le
ni
ia
B
og
or
od
sk
o-
Sh
ch
el
ko
vs
ko
go
tr
es
ta
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
yk
h
fa
br
ik
:O
de
ia
te
l'n
os
ti
v
19
24
-2
5
g.
M
.,
19
25
:

O
tc
he
t
pr
av
le
ni
ia
V
to
ro
go
G
os
ud
ar
st
ve
nn
og
o
K
hl
op
ch
at
o-
B
um
az
hn
og
o
T
re
st
a
za
19
27
-2
8
g.
M
.,
19
29

O
tc
he
tn
ye
da
nn
ye
o
de
ia
te
l'n
os
ti
D
on
ug
lia
v
19
26
-2
7
op
er
at
si
on
no
m
go
du
.1
92
8
:

P
er
vi
ig
os
ud
ar
st
ve
nn
yi
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
yi
tr
es
t.T
ez
is
y
k
do
kl
ad
u
pr
av
le
ni
ia
na
4-
is
hi
ro
ko
ip
ro
iz
vo
ds
tv
en
no
ik
on
fe
re
nt
si
ir
ab
oc
hi
kh
o
ra
bo
te
tr
es
te
za
19
27
-2
8g
.M
.,1
92
8
:O
ra
bo
te
tr
es
ta
“
M
os
ko
zh
"z
a
19
26
-2
7o
pe
ra
ts
io
nn
yi
go
d.
M
.,1
92
7

R
ab
ot
a
tr
es
ta

“M
os
ko
zh

”z
a
19
27
-2
8
op
er
at
si
on
ny
ig
od
.M
.,
19
29
:

O
bz
or
de
ia
te
l'n
os
ti
K
ra
sn
o-
P
re
sn
en
sk
og
o
kh
lo
pc
ha
to
-b
um
az
hn
og
o
tr
es
ta
za
19
24
-2
5
op
er
.g
od
,R
yb
in
sk
,1
92
6
:

O
sn
ov
ny
e
it
og
ir
ab
ot
y

“R
ez
in
ot
re
st
a”
za
19
26
/2
7
go
d
ip
er
sp
ek
ti
vy
na
19
27
/2
8
go
d,
M
.,
19
27
:

O
sn
ov
ny
e
it
og
ir
ab
ot
y

“R
ez
in
ot
re
st
a”
za
19
28
/2
9
go
d
ip
er
sp
ek
ti
vy
na
19
29
/3
0
go
d,
M
.,
19
29
:

It
og
ir
ab
ot
y
M
os
dr
ev
a
za
19
22
/2
3-
19
26
/2
7
g.
g.
,M
.,
19
27
:

G
os
tr
es
t

“L
ak
ok
ra
sk
a"
za
19
24
-2
5
pe
ra
ts
.g
od
,M
.,
19
26

１６５



0 

60 

120 

180 

240 

１
９
２
３
／
２
４
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

１
９
２
３
／
２
４
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

１
９
２
４
／
２
５
 

１
９
２
５
／
２
６
 

１
９
２
６
／
２
７
 

石炭工業 金属工業 鉱業 木材工業 化学工業 土石工業 

百
万
ル
ー
ブ
リ
 

利潤 
資本投資額 

財政融資 

－60 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

25.0% 

30.0% 

35.0% 

40.0% 

45.0% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 

利潤率 

資
本
投
資
 

－10.0% －20.0% 

図 III－１ 重工業部門の資本投資と財政融資

注記：１９２５／２６年度は経済復興債による融資含む．化学及び土石工業は生産財部門のみ．

出所：表Ⅲ―１，Ⅱ―９より作成．

図 III－２ 前期売上高利潤率と資本投資水準の関係

出所：表Ⅲ―１より作成．
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図 III－３ 一部重工業（石油，電機，一部土石，染料）における前期利潤率と資本投資水準の相関

出所：表Ⅲ―１より作成．

図 III－４ 前期販売伸び率と資本投資水準の関係

出所：表Ⅲ―１より作成．
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６０
．６

２０
．１
％

１３
．２
％

７７
０
．５
１９
３
．３

１１
６
．７

５２
２
．１
３

２５
．１
％
３２
８
．１

１４
１
．１
７

０
．１
８

７
．８

１７
６

２０
７
．６

b２
５

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン
石
油
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

１４
１
．２

２４
．８

１７
．６
％

５０
９
．９

９１
．３

１７
．９
％
１１
８
．３

－
０
．３
９

４
．６

５２
．９

３２
．４

b２
６

１９
２６
／
２７
年
度

１７
８

１２
６
．１

３９
．６

１７
．６
％

２２
．２
％

５７
２
．８

９８
．７

１７
．２
％
１２
９
．６

０
．０
６

４
．４

６２
．７

６６
．７

b３
５

グ
ロ
ー
ズ
ヌ
イ
石
油
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

７０
．９

２８
．４

２２
．２
％

４０
．１
％

１２
１
．３

４２
．３

３４
．９
％

４６
．３

－
０
．６
７

２
．２

２０
．６

６
．７

b３
６

１９
２６
／
２７
年
度

８４
．９

１１
９
．７

３６
．４

４０
．１
％

４２
．９
％

１６
２
．６

６７
．３

４１
．４
％

７５
．１

－
０
．１
４

６
．４

３６
．５

３１
．４

b３
７

１９
２７
／
２８
年
度

４２
．９
％

１９
７
．６

６６
．３

１１
９
．７

９７
８
．７
２

３３
．６
％

９８
．９

１６
４
．１
２

０
．３
４

２
．４

６３
．５

８５

e１
３
電
機

１９
２３
／
２４
年
度

３９
．５

－
０
．５

－
１
．３
％

４０
．１

e１
４

１９
２４
／
２５
年
度

８４
．７

２１
４
．４

９
．４

－
１
．３
％

１１
．１
％

４４
．７

６
．２

１３
．９
％

７１
．６

０
．８
６

１
１９
．９

３７

e１
５

１９
２５
／
２６
年
度

１０
４
．９

１２
４
．０

１９
．５

１１
．１
％

１８
．６
％

５０
．２

１２
．５

２１
４
．４

５５
３
．２
０

２４
．９
％
１９
２
．４

３４
２
．３
４

０
．５
５

５
．２

４２
．２

６５
．６

e１
６

１９
２６
／
２７
年
度

１２
４
．８

１１
９
．０

１６
．３

１８
．６
％

１３
．１
％

１７
．２

１２
４
．０

e２
６

１９
２６
／
２７
年
度

９７
．６

１１
７
．０

１４
．５

１３
．１
％

１４
．９
％

７６
．６

１４
１１
９
．０

４４
１
．７
０

１８
．３
％
１１
３
．３

１９
３
．５
４

０
．６
０

１
．８

４０
．６

６５

e２
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
９

１２
２
．０

１４
．９
％

９０
．３

１２
．３

１１
７
．０

４９
９
．５
５

１３
．６
％

１３
８

２１
７
．２
７

０
．８
３

２
．２

４５
．９

８３
．９

e３
４

弱
電
気
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

１０
．３

e３
５

１９
２５
／
２６
年
度

１７
．４

１６
９
．０

０
．３

１
．７
％

２０
．７

２
９
．７
％

２３
２
．０
７

１
．３

４
．２

１２
．９

e３
６

１９
２６
／
２７
年
度

２２
．８

１３
０
．０

１
．３

１
．７
％

５
．７
％

１６
．２

２
．２
５

１６
９
．０

５８
９
．０
７

１３
．９
％

３５
．９

５５
６
．３
１

２
．２
１

０
．９

７
．１

２２
．８

e３
７

１９
２７
／
２８
年
度

２８
．７

１２
６
．０

５
．７
％

５
．１

１３
０
．０

１０
８
．３
３

e４
４

畜
電
気
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

２
．２

－
０
．９

－
４０
．９
％

e４
５

１９
２５
／
２６
年
度

２
．６

１１
７
．０

０
．１
２

４
．６
％

１
．８
２

０
．０
７

３
．８
％

２
．６

０
．３
４

０
．０
７

０
．７
９

１
．０
６

e４
６

１９
２６
／
２７
年
度

４
．４

１７
１
．０

０
．６
３

４
．６
％

１４
．３
％

１
．８
５

１
．４

１１
７
．０

３１
９
．８
０

１
．８
８

２３
２
．１
１

０
．７
９

０
．２

０
．５
８

１
．０
４

e４
７

１９
２７
／
２８
年
度

６
．５

１４
６
．０

１４
．３
％

２
．４
５

１
．４

１７
１
．０

５４
１
．７
３

４
．４
６

２６
９
．６
８

０
．３
９

０
．６

１
．４
１

１
．９
６

g１
３

ガ
ラ
ス
‐
陶
磁
器

１９
２３
／
２４
年
度

２９
．２

g１
４

１９
２４
／
２５
年
度

４４
１５
０
．７

１
．８

g１
５

１９
２５
／
２６
年
度

６０
．１

１３
６
．５

２
．９

１５
０
．７

g１
６

１９
２６
／
２７
年
度

６９
．１

１１
５
．０

０
．５

０
．７
％

３
．１

１３
６
．５

g１
７

１９
２７
／
２８
年
度

９９
．９

１４
４
．５

５
．６

０
．７
％

５
．６
％

７４
．７

３
．５

１１
５
．０

２１
１
．８
５

４
．７
％

８４
．１

１９
８
．１
０

０
．７
２

０
．１

４０
．８

７０
．２

g１
８

１９
２８
／
２９
年
度

５
．６
％

８７
１４
４
．５

３６
８
．３
８

６７
．６

２６
１
．８
８

０
．７
９

０
．８

２２
．５

４０
．３

g２
３

中
央
陶
磁
器
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４
．３

０
．０
０８

０
．２
％

８
．８

０
．３

３
．４
％

３
．７

g２
４

１９
２４
／
２５
年
度

９
．６

２２
３
．３

０
．３

０
．２
％

３
．１
％

９
．５

０
．６
４

６
．７
％

４
．１

１
．２
５

０
．０
４

０
．８

１
．８

g２
５

セ
メ
ン
ト
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

３
．１
％

１１
．３

２２
３
．３

４０
８
．３
７

６
．６

３４
９
．０
０

０
．５
２

０
．２

２
．９

４
．４

g３
６

１９
２６
／
２７
年
度

９２
．０

１１
９
．９

２
．６

２
．８
％

１４
．８

g３
７

１９
２７
／
２８
年
度

９１
．６

９９
．６

０
．９

２
．８
％

１
．０
％

１１
７
．９

２８
１１
９
．９

２７
５
．０
３

２３
．７
％

７４
．５

２２
１
．３
４

０
．８
１

１
．４

３５
．１

６３
．６

１６８



h４
３
染
料

１９
２３
／
２４
年
度

１０
．９

２
．４

１
．０
％

２２
．０
％

h４
４

１９
２４
／
２５
年
度

１９
．５

１７
８
．９

６
．６

２２
．０
％

３３
．８
％

１８
．６

４１
８
．３
５

１３
．３

０
．０
７

０
．３

４
．１

４
．４

h４
５

１９
２５
／
２６
年
度

２７
．７

１４
２
．１

９
．１

３３
．８
％

３２
．９
％

２２
１７
８
．９

８４
７
．２
３

２１
．２

２０
４
．１
５

０
．０
９

１
７
．８

８
．５

h４
６

１９
２６
／
２７
年
度

３２
．９
％

２９
．８

１４
２
．１

７６
９
．９
２

３０
．９

１４
５
．７
３

０
．８

１
．４

１６
．４

h４
８
染
料

ア
ニ
リ
ン
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４
．５

０
．１

２
．２
％

０
．３

h４
８

１９
２４
／
２５
年
度

９
．９

２２
０
．０

１
．７

２
．２
％

１７
．２
％

１
．８

h４
８

１９
２５
／
２６
年
度

１６
．２

１６
３
．６

４
．１

１７
．２
％

２５
．３
％

９
．２

３
．８

２２
０
．０

６１
６
．７
１

４１
．３
％

８
．９

２９
０
．４
５

０
．２
５

０
．５

３
．６

４
．５

h４
８

１９
２６
／
２７
年
度

１９
．９

１２
２
．８

４
．４

２５
．３
％

２２
．１
％

１３
＊

４
．４

１６
３
．６

h４
８

１９
２７
／
２８
年
度

２８
．１

１４
１
．０

２２
．１
％

１７
．４

５
．４

１２
２
．８

５７
９
．１
０

３１
．０
％
１６
，６

１５
９
．０
０

０
．２
９

０
．１

５
．９

７
．６

h５
３

ラ
カ
―
染
料
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

６
．６

１８
５
．０

１
０
．０
％

１５
．２
％

h５
４

１９
２４
／
２５
年
度

１２
．７

１９
２
．４

１
．９

１５
．２
％

１５
．０
％

０
．６

１８
５
．０

h５
５

１９
２５
／
２６
年
度

１８
．１

１４
２
．５

１
．７

１５
．０
％

９
．４
％

５
．７

１
．５

１９
２
．４

５１
３
．５
９

２６
．３
％

７
．９

２２
９
．３
４

０
．１
５

０
．２
６

２
．６

３

h５
６

１９
２６
／
２７
年
度

２６
．４

１４
５
．９

９
．４
％

２
．６

h５
７

１９
２７
／
２８
年
度

３９
１４
７
．５

２
．５

h６
３
化
学

ゴ
ム
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４７
．４

２
４
．２
％

４３
２

４
．７
％

３０
０
．６
７

０
．９

７
．５

１２
．５

h６
４

１９
２４
／
２５
年
度

８８
．７

１８
７
．１

４
．８

４
．２
％

５
．４
％

４４
．４

４
．８

１０
．８
％

４２
－
０
．２
４

２
．３

１１
．９

９

h６
５

１９
２５
／
２６
年
度

１２
９
．４

１４
５
．９

１６
．４

５
．４
％

１２
．７
％

４５
．１

４
．８
５

１８
７
．１

１９
８
．１
４

１０
．８
％

８２
９５
．３
２

－
０
．５
３

６
．３

１６
．７

７
．９

h６
６

１９
２６
／
２７
年
度

１４
６
．１

１１
２
．９

２３
．３

１２
．７
％

１５
．９
％

７２
４
．７

１４
５
．９

３２
９
．３
７

６
．５
％

７４
８８
．５
６

－
０
．４
１

２
．６

３２
．４

１９

h６
７

１９
２７
／
２８
年
度

１６
９
．２

１１
５
．８

４１
．４

１５
．９
％

２４
．５
％

７１
．８

６
．８

１１
２
．９

４４
７
．９
４

９
．５
％

６１
．３

１４
４
．９
３

０
．２
２

３
１４
．３

１７
．５

h６
８

１９
２８
／
２９
年
度

２１
７

１２
８
．３

２４
．５
％

７７
．９

９
．７

１１
５
．８

５０
８
．１
９

１２
．５
％

１１
５

４３
．３
０

－
０
．６
４

５
．４

３３
．６

１２

h７
３
マ
ッ
チ

１９
２３
／
２４
年
度

１８
．１

―
１２
８
．３

h７
４

１９
２４
／
２５
年
度

３２
．２

１７
７
．９
０
．４
＊

１
．２
％

７
．５

１０
．１

０
．４
４

０
．４

５
．２

７
．５

h７
５

１９
２５
／
２６
年
度

４０
．８

１２
６
．７

１
．３

１
．２
％

３
．２
％

７
．７

３
．１

１７
７
．９

４０
．３
％

１３
．３

２５
８
．４
８

０
．３
５

１
７
．４

１０

h７
６

１９
２６
／
２７
年
度

４７
．９

１１
７
．４

３
．２
％

４
１２
６
．７

h７
７

１９
２７
／
２８
年
度

４８
．８

１０
２
．０

１１
７
．４

h８
３
油
脂

１９
２３
／
２４
年
度

２７
．３

２
．１

７
．７
％

１０
２
．０

h８
４

１９
２４
／
２５
年
度

４９
．８

１８
２
．３

６
．１

７
．７
％

１２
．２
％

h８
５

１９
２５
／
２６
年
度

７５
．１

１５
０
．８

１１
．１

１２
．２
％

１４
．８
％

１９
．１

２
．８

１８
２
．３

２３
２
．７
３

１４
．７
％

２３

h８
６

１９
２６
／
２７
年
度

９９
．２

１３
２
．１

１２
．４

１４
．８
％

１２
．５
％

３
１５
０
．８

h８
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
７
．５

１１
８
．４

１２
．５
％

４
．８

１３
２
．１

h９
４

油
脂
ト
ラ
ス
ト

１９
２４
／
２５
年
度

６
．１

１１
８
．４

２３
．５

１１
３
．７
９

－
０
．１
０

１
．７

１０
．６

９
．５

h９
５

１９
２５
／
２６
年
度

２２

i１３
木
材
工
業
＊

１９
２３
／
２４
年
度

１２
５

－
６
．５

－
５
．２
％

i１４
１９
２４
／
２５
年
度

１６
１

１２
８
．８

－
２５

－
５
．２
％

－
１５
．５
％

１２
７

６
．５

５
．１
％

８４
．９

１
．０
５

３
．３

３６
．３

７４
．５

i１５
１９
２５
／
２６
年
度

２３
８

１４
７
．８

－
２０

－
１５
．５
％

－
８
．４
％

１０
４

２１
．７

１２
８
．８

２０
．９
％
２１
１
．４

０
．６
３

５
．３

７７
．６

１２
６
．７

i１６
１９
２６
／
２７
年
度

２７
０

１１
１
．０

－
５２

－
８
．４
％

－
１９
．３
％

１２
２

２９
．５

１４
７
．８

２４
．２
％
３９
１
．９

０
．７
４

６
．９

１２
３
．８

２１
５
．４

i１７
１９
２７
／
２８
年
度

３２
７

１２
１
．０

－
１４

－
１９
．３
％

－
４
．３
％

１６
３

４５
．７

１１
１
．０

２８
．０
％

４６
０

０
．４
８

７
．５

１７
２
．８

２５
６
．４

i２４
ロ
シ
ア
共
和
国
木
材
工
業

１９
２４
／
２５
年
度

１２
１
．０

i２５
１９
２５
／
２６
年
度

１６
３

１５
７
．０

１４
．４

８
．８
％

６０
１０
．５

１７
．５
％

５１
．８

－
１
．０
０

２
．７

１３
．４

１６９



i２６
１９
２６
／
２７
年
度

８
．８
％

１５
．２

１５
７
．０

１１
６
．７

－
１
．０
０

３
．８

１７
．１

i２７
１９
２７
／
２８
年
度

i３３
モ
ス
ク
ワ
木
工
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

３
．１

０
．１
４

４
．５
％

１
．６

０
．２

１２
．５
％

０
．６

０
．１
４

０
．２
２

０
．２
５

i３４
１９
２４
／
２５
年
度

６
．６

２１
２
．９

０
．１
６

４
．５
％

２
．４
％

０
．２

８５
．８
１

１
．５
６

０
．９

２
．３

j１３
紙
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

４３
．８

（
５９
．８
）

２
．４
％

２１
２
．９

４６
．０
６

j１４
１９
２４
／
２５
年
度

９６
．５

（
１３
１
．８
）

６
．５

j１５
１９
２５
／
２６
年
度

９４
（
１７
５
．８
）

２９
．３

１６
．７
％

６３
．４

２５
．１

２２
２
．０

３９
．６
％

７７
．５

２８
７
．５
３

０
．１
９

６
．７

２２
．９

２７
．３

j１６
１９
２６
／
２７
年
度

９７
．８

（
１３
４
．８
）

１０
４
．０

２２
．３

１６
．７
％

１６
．５
％

１０
８
．８

３５
．９

１３
４
．０

５２
６
．２
７

３３
．０
％

９８
．５

２０
８
．９
７

０
．５
２

２
．７

３３
．６

５１

j１７
１９
２７
／
２８
年
度

１０
５
．３

１０
７
．６

２０
．１

２２
．８
％

１９
．１
％

１３
７
．６

４３
．６

１０
４
．０

６６
８
．９
０

３１
．７
％
１１
９
．４

２３
５
．７
０

１
．２
４

１
．５

４８
．７

１０
９

j２３
中
央
紙
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４０
６

１５
．０
％

１０
７
．６

j２４
１９
２４
／
２５
年
度

１５
．２

１５
．０
％

j２５
１９
２５
／
２６
年
度

９５
．２

１８
．７
％

６３
．７

１６
．７

２５
０
．０

２６
．２
％

１９
．４

０
．１
６

３
．９

８
．９

１０
．３

j２６
１９
２６
／
２７
年
度

８６
．２

１２
．３

１８
．７
％

１５
．２
％

７９
．３

１５
．３

９５
．０

１９
．３
％

j３５
レ
ニ
ン
グ
ラ
ー
ド
紙
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

３
．７

１２
４
．８

４０
．０
％

１１
．９

－
０
．０
９

０
．９

５
．３

４
．８

j３６
１９
２６
／
２７
年
度

１７
．５

１５
．６

０
．５
４

０
．３

６
．５

１０

k１
３
綿
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

５５
７
．９

５２
．５

９
．４
％

k１
４

１９
２４
／
２５
年
度

８４
２
．７

１５
１
．０
１１
５
．５

９
．４
％

１３
．７
％

４８
．６

６９
９
．９

０
．０
０

２０
．６

２１
２
．５

２１
２

k１
５

１９
２５
／
２６
年
度

１１
３１
．２

１３
４
．２
１１
８
．５

１３
．７
％

１３
．１
％

９５
０

９５
．４

１５
１
．０

３９
２
．０
１

１０
．０
％
７８
２
．６

１３
１
．６
０

－
０
．１
７

４３
．７

２９
２
．１

２４
１
．１

k１
６

１９
２６
／
２７
年
度

１３
０１
．４

１１
５
．０
１７
１
．４

１０
．５
％

１４
．６
％

１０
４４

１２
０

１３
４
．２

３０
０
．７
８

１１
．５
％
６２
４
．８

１０
１
．７
４

－
０
．２
８

３５
．７

２６
８

１９
２
．２

k１
７

１９
２７
／
２８
年
度

１４
３０
．２

１０
９
．９
１２
０
．４

１３
．２
％

８
．４
％
１０
８５
．５
１２
８
．８

１１
５
．０

３４
７
．８
３

１１
．９
％

５７
４

９７
．５
９

－
０
．１
９

３０
．９

２１
５
．７

１７
３
．７

k１
８

１９
２８
／
２９
年
度

８
．４
％

１１
４６
．５

１０
９
．９

２６
８
．３
２

６７
６
．２

１０
８
．３
７

－
０
．０
３

８
．９

３５
１

３４
１
．８

k２
４

ボ
ゴ
ロ
ド
ス
カ
‐
シ
ェ
ル
コ
ー
ヴ
ィ
綿
ト
ラ
ス
ト
１９
２４
／
２５
年
度

６６
．４

５
．３

８
．０
％

k２
５

１９
２５
／
２６
年
度

８５
．９

１２
９
．４

１０
．７

８
．０
％

１２
．５
％

１０
３
．９

２
．７

２
．６
％

４５
．６

０
．２
６

１
．６

１４
．９

１８
．７

k２
６

１９
２６
／
２７
年
度

１２
．５
％

１０
６

１２
９
．４

２８
５
．２
０

５２
．４

４８
．５
３

－
０
．６
５

３
．８

２０
．３

７
．１

k３
６

第
１
綿
ト
ラ
ス
ト

１９
２６
／
２７
年
度

７

k３
７

１９
２７
／
２８
年
度

１１
６
．０

１１
．２

８
．８
５
％

７
．６

－
０
．４
４

１８
．５

１０
．４

オ
レ
ホ
ヴ
ォ
－
ズ
ー
エ
ヴ
ォ
綿
ト
ラ
ス
ト
１９
２４
／
２５
年
度

６９
２
．９
＊

９
．７
％

８
％

１８
３
．４
５

４１
．７

０
．２
５

［
２
．３
］

１３
．５

［
１１
．６
］

９
．７

［
５
．１
］

k５
５

１９
２５
／
２６
年
度

９０
．５

１３
１
．２

１７
．８

１９
．７
％

２
．７

k５
６

１９
２６
／
２７
年
度

１９
．７
％

１２
１

１３
１
．２

４３
３
．５
６

６３
．４

５９
．８
６

－
０
．６
０

８
．８

２６
．２

１０
．５

k６
５

第
３
綿
ト
ラ
ス
ト

１９
２５
／
２６
年
度

２５
．７

k６
６

１９
２６
／
２７
年
度

１９
３
．６

１１
５
．０

３３
．６

１７
．３
０
％

２０
５
．７

１３
．３

６
．５
％
１２
５
．１

－
０
．４
４

２０
５０
．２

２７
．９

k６
７

１９
２７
／
２８
年
度

２０
４

１０
５
．４

２７
．２

１７
．４
％

１３
．３
％

２１
０

１３
１１
５
．０

３７
３
．３
２

６
．２
％
１２
８
．４

４３
．５
７

－
０
．７
０

３４
４３
．４

１３

k６
８

１９
２８
／
２９
年
度

２２
１

１０
８
．３

３５
．２

１３
．３
％

１５
．９
％

１６
．２

１０
５
．４

l１３
羊
毛
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

１８
０
．２

９
．３

１５
．９
％

５
．２
％

１０
８
．３

l１４
１９
２４
／
２５
年
度

２２
８

１２
６
．５

１７
．１

５
．２
％

８
．３
０
％

９
．１

１７
２
．５

０
．１
８

１２
．９

５５
６４
．７

l１５
１９
２５
／
２６
年
度

２５
７
．５

１１
２
．９

４５
．１

７
．５
％

１９
．４
０
％

１５
．１

１２
６
．５

２７
３
．９
０

７
．１
０
％
１６
６
．１

１３
１
．４
０

－
０
．１
０

２５
．１

５８
．４

５２
．７

l１６
１９
２６
／
２７
年
度

２７
４
．３

１０
６
．３

５０
．５

１７
．５
％

１８
．４
％

１１
６
．４

１８
．８

１１
２
．９

３９
７
．７
２

８
．２
０
％

１５
９

６４
．９
５

－
０
．５
３

３７
６０

２８

l１７
１９
２７
／
２８
年
度

３１
６
．３

１１
５
．３

３９
．５

１８
．４
％

１２
．５
％

１２
４
．８

２４
．８

１０
６
．３

４２
４
．７
１

１０
．８
０
％
１７
１
．９

７４
．９
１

－
０
．４
３

４１
．４

６１
．８

３５
．１

l１８
１９
２８
／
２９
年
度

１２
．５
％

１３
５

１１
５
．３

３３
４
．９
６

１７
２
．７

９７
．６
８

－
０
．３
１

４０
．２

７４
．５

５１
．２

１７０



l２３
カ
ム
ヴ
ォ
リ
ト
ラ
ス
ト

１９
２３
／
２４
年
度

４７
．９

３
．７

７
．７
％

l２４
１９
２４
／
２５
年
度

７３
．５

１５
３
．４

９
７
．７
％

１２
．２
％

４０
４
．６

１１
．５
％

６５
．２

０
．１
６

４
．４

１７
．８

２０
．７

l２５
１９
２５
／
２６
年
度

１０
１

１３
７
．４

２１
．４

１２
．２
％

２１
．２
％

４３
．２

１５
３
．４

３７
５
．６
１

６２
１４
２
．９
５

－
０
．１
０

２
２１
．６

１９
．５

l２６
１９
２６
／
２７
年
度

２０
．４

２１
．２
％

４７
．８

１３
７
．４
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０
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１

０
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１３
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３
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・
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ヤ
ス
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ス
ク
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ラ
ス
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２３
／
２４
年
度

２４
．１

p１
４

１９
２４
／
２５
年
度

２３
．５

９７
．５

０
．５

p１
５

１９
２５
／
２６
年
度

４５
．３

１９
２
．８

１
．９

４
．２
％

０
．６

９７
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６
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２６
／
２７
年
度

５９
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０
．９

２
．２

４
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％

３
．７
％

１
．１
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２
．８

p１
７
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２７
／
２８
年
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１１
０
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１８
６
．５

８
３
．７
％

７
．２
％

１
１３
０
．９

r１
３

皮
革
工
業

１９
２３
／
２４
年
度

１３
４

２
．２

１
．６
％

５７
．８

３
．９

６
．７
％

９９
．５

０
．０
２

２
．４

１７
．９

１８
．２

r１
４

１９
２４
／
２５
年
度

１９
８

１４
９
．０

１０
．８

１
．６
％

５
．５
％

６３
．２

１２
１９
．０
％
１１
２
．７

０
．２
２

４
．７

３３
．５

４０
．８

r１
５

１９
２５
／
２６
年
度

３１
４

１４
３
．０

１３
．８

５
．５
％

４
．４
％

７３
２２
．６

１４
９
．０

３５
２
．７
２

３１
．０
％
１６
０
．９

２４
９
．０
８

０
．５
４

１３
．９

５４
．２

８３
．４

r１
６

１９
２６
／
２７
年
度

３６
２

１１
５
．０

８
．４

４
．４
％

４
％

９１
１６
．９

１４
３
．０

３６
０
．１
２

１８
．６
％
１９
２
．４

２７
６
．６
２

０
．７
９

１５
．６

６７
．４

１２
０
．６

r１
７

１９
２７
／
２８
年
度

４７
８

１２
２
．０

４
．０
％

１０
８
．７
２８
．４

１１
５
．０

２９
４
．６
１

２６
．１
％

２３
１

２１
８
．６
１

０
．８
０

１３
．５

９５
．１

１７
０
．８

r２
５

モ
ス
ク
ワ
皮
革

１９
２５
／
２６
年
度

３７
３

８
．１
％

１３
．８

１
．５

１０
．９
％

１７
．１

１
．２
１

１
．７

４
．７

１０
．４

r２
６

１９
２６
／
２７
年
度

４５
１２
１
．６

１
．８

８
．１
％

４
．０
％

１０
．６

２
．２

２０
．８
％

２１
．９

１
．１
１

１
５
．３

１１
．２

s１
４

食
品

砂
糖
ト
ラ
ス
ト

１９
２４

１５
８
．５

１５
．２

９
．６
％

２３
．６

１２
１
．６

s１
５

１９
２５

３１
０
．９

１９
６
．０

３３
９
．６
％

１０
．６
％

３５
６

４４
１２
．４
％
２２
７
．５

１
．６
６

７
．７

６３
．７

１６
９
．６

s１
６

１９
２６

５３
０
．５

１７
０
．５

４０
１０
．６
％

７
．５
％

３８
５

３７
１９
６
．０

９
．６
％
３５
９
．９

２
．６
２

１１
．２

７６
．６

２７
７
．１

s１
７

１９
２７

６０
９
．５

１１
４
．９

２４
．８

７
．５
％

４
．１
％

４１
１
３４
．５

１７
０
．５

８
．４
％
３８
２
．１

２
．２
１

１０
．２

６４
．１

２０
５
．５

s１
８

１９
２８

７４
８
．２

１２
２
．８

７７
．２

４
．１
％

１０
．３
％

４３
１
５７
．９

１１
４
．９

１３
．４
％
４２
４
．６

２
．２
６

１７
．１

１０
１
．７

３３
１
．６

茶
管
理
部

１９
２３
／
２４
年
度

２３
．５

s２
４

１９
２４
／
２５
年
度

５４
．７

２３
２
．８

６
．８

１０
％

１５
．１

５

s２
５

１９
２５
／
２６
年
度

８５
．４

１５
６
．１

１９
．７

１０
．０
％

１９
％

６
．５

０
．１

２３
２
．８

２
％

２７
．７

０
．０
３

３
，３

１２
１２
．３

s２
６

１９
２６
／
２７
年
度

１０
５

１２
４
．０

１９
．０
％

６
．６

０
．９

１５
６
．１

１４
％

３４
．２

－
０
．０
２

１２
．８

１２
．５

１２
．２

１７１



示す数式を考えてみる．それは収入の変化や

与信・受信の比率，流動資産の流動性などに

よって規定されるであろう．但し，流動債

務・債権はいずれも商業的それに限定する

（判別できる限り）．製品市況が順風で与信

が少なく，生産財市況が有利で受信が多い場

合は，資金的余裕が生じる．逆の場合は逆で

ある．これを流動資産余裕度Asと名付けよ

う．そうすると計算式は次のように表わせ

る．

As＝Ｓt－１／Ｓt－２＊｛１＋（Ｌ－Ｃ）／Ｃ}｛１

＋Ｍ／Ａ｝

ここで Sは販売高，Aは流動資産，L，C，

M，Aはそれぞれ流動債務，債権，現金準

備，流動資産の期首残高である．M/Aは流

動資産の流動性の高さの指標と考える．

Asと資本投資水準の関連性を示せば図Ⅲ

－５のようになる．但し，国庫への消費税債

務が多く（これは非商業的債務である），事

実上，国庫からその分，融資を受けているこ

とになる砂糖工業，茶産業は除く．

両者にはかなりの相関性が認められる．相

関係数は０．４５２９に上昇する．

更に，これに自己資金の要素を加えよう．

処分しうる自己資金の余裕度を前期利潤率に

よって代表させる．

利潤率と販売の伸びとの間の相関性はほと

んどなく［図Ⅲ－６］，利潤率と流動債権・

債務関係の間には弱い逆相関の関係しかない

［図Ⅲ－７］．例えば，石油，繊維工業では

収益性は高いが，与信超過である．逆に金属

工業は収益性は低いか，赤字だが受信は多

い．従って互いに独立の変数として扱わねば

ならない．２つの要素を加法で結びつけた数

式を作成する．計算処理上，前期利潤率には

ウェイトを掛ける．これを流動資産余裕度

Aps と名付けよう．

そうすると新たな流動資産余裕度の計算式s５
４
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y = 403.64x + 110.65 
R2 = 0.1896 
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図 III－５ 流動資産余裕度Asと資本投資水準の関係

出所：表Ⅲ―２より作成．

図 III－６ 当期利潤率と販売の伸び

出所：表Ⅲ―２より作成．
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は次のようになる．

Aps＝Ｐt－１＊ｗ+Ｓt－１／Ｓt－２＊｛１＋（Ｌ－

Ｃ）／Ｃ}（１＋Ｍ／Ａ）

ここで Pは利潤率，wはAsの平均値と平

均利潤率が同等となるように計算したウェイ

トである．

Aps と資本投資水準の関連を図示すれば

図Ⅲ－８のようである．R２乗値も高くな

り，強い相関性が認められる．相関係数は

０．６２である．従って，財政依存型工業を除く

国営工業の資本投資は流動資産余裕度Aps

値によって相当部分を説明できるのである．

数式で表わせば投資関数は

Ｉt＝f（Aps，F）となる．

ここで Iは資本投資，Fは外部融資であ

る．

Aps や Fによって説明できない残差はど

んな要因が含まれるか．偶発的な要因を別と

すればネップ期の状況では経済政策及びカン

パニア（生産性向上，原価引下げ）や計画，

予算の作成への干渉の程度，承認の時期の影

響が大きい．生産財の供給状況も重要であ

る．信用コストはこの時期には積極的要因と

はいえない．量的拡張の方が収益性よりも優

先的課題だからである．

将来の見通しは経営者が腰掛け的地位であ

る以上は大きな要因にはなりえないが，安定

志向や拡張志向といった経営者マインドはあ

る程度規定的要因となる．無論，資金的能力

を超えた拡張はいずれ流動資産を逼迫させ投

資を縮小させることにはなる．

このようにネップ期国営工業において企業

が実際に，どれだけ資本投資を行うかは将来

の見通しや収益性の高さよりも，流動資産の

状態に大きく依存する．何故なら，ネップ

期，ことに初期の国営工業の財務基盤は極め

て脆弱であったから，経常的活動において，

絶えず事業継続に必要な資金の確保を迫られ

ていた．資本投資を行うためには外部融資を

図 III－７ 当期利潤率と債権債務関係

出所：表Ⅲ―２より作成．
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y = 1006.1x + 242.28
R2=0.3793

別とすれば流動資金にそれだけの余裕がなけ

ればならない．

何故，慢性的な資金不足に悩まされていた

のか．理由は４つある．第１にそもそも開業

時に十分な貨幣資産を保有していなかった．

且つまた当時の多くの経営者は資金運用に疎

く，その機会も少ない．これは過去の現物経

済や減価紙幣，販売危機の負の遺産といって

よい．第２に通貨安定化が至上命題となって

いたから，資金供給面で引き締め政策を採ら

ざるを得なかった．緊縮財政に加え，信用機

関も信用供与に慎重であった．企業の返済能

力も危うい状況にあった．第３に生産財の入

手が不確定であったために，それら在庫を余

分に確保しておく必要性があった．そのうえ

でなお流動資金に余裕がある時には，資本投

資に回し得た．

第４に，そしておそらく最も重要な要因で

あろうが，国営工業にとって資金をそのもの

として保有する動機が乏しいことである．余

裕資金をもつことは当時の国営企業にとって

ほとんどメリットはない．それどころか逆に

資金引上げの口実になる．だから企業を維

持・拡張するためには余った資金はことごと

く固定資本なり物財在庫の投資に注ぎ込み，

資金不足を嘆いて見せるのが得策である．

概して現金予備蓄積の誘因が不十分であ

る．実際にも，現金準備を蓄えた企業はそれ

を促すよりも逆行的作用を受けてきた．つま

り，銀行貸付は大幅に削減され，あらゆる種

類の国庫への控除が増え，計画に定められた

融資が抑制されてきたのである．逆に「現金

準備をもたず厳しい状況に陥った企業はしば

しば財務的支持を得てきた．言い換えれば，

図 III－８ 流動資産余裕度Aps と資本投資水準

出所：表Ⅲ―２より作成．
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劣等企業が拙い経営のゆえにご褒美があると

いうわけだ」４）．

このことは上級機関も理解していた．２６年

４月，財務人民委員部は取引における貨幣の

流通速度調査のためトラストに以下の問題に

ついて報告を求めた．

１．最近，トラストの活動において次のよう

な現象が認められるか．

①現金準備や当座勘定において現金の規模の

縮小の傾向があるか．

②それと関連して，遊休資金を商品ないし外

貨資産に変える傾向はあるか．

２．もしそうした傾向があれば遊休資金残高

のチェルヴォネッツ貨での保有を望まない

理由．

①必要な商品在庫を早めに貯めこむ志向．将

来，それらの商品が市場から消える懼れに

よるか．

②将来の物価高騰のリスクか．

３．遊休資金を縮小しようとする志向がある

場合，どんな資産，商品を入手しようとし

ているか．

４．トラストの見解ではどんな原因がこの現

象に大きな影響を与えているか．商品の欠

乏か，それともそれらの価格上昇か．

出来るだけ具体的に回答されたい．このアン

ケートは公表されない．

この財務人民委員部のアンケートに対して

砂糖トラストは次のように回答した（２６年４

月２７日受付）．「トラストは自己流動資金の欠

如や信用収縮のため最大限，現金を受取ろう

とする．貨幣は少しでもあれば直ちに生産の

経常的支出や種々の累積債務の償還に充て

る．原材料調達は現在，工業計画により規定

された消費や供給組織の生産可能性に応じて

行っている．計画の縮小により当該注文で余

分となった原材料は契約で削減している．そ

の場合，トラストは余分となった原材料の販

売も辞さない」５）．

実際，既に見てきたように各工業組織の現

金準備比率は極端に少ない．一時的に増えた

としてもすぐ何らかの形で投下された．従っ

てまた企業が円滑な在庫調整によって需要・

供給を調整することも困難である．各時期に

企業がとりあえず，どれだけ処分可能な流動

資金をもちうるかということによって投資活

動は強く影響される．

その資金の大きさは流動資産の状態，外部

から提供される資金の大きさ及びそれらの処

分の容易さ，商品市況，生産財の入手可能性

などによって規定される．

もし自己の製品が需要超過であれば，価格

は硬直的であっても，売上が増大し，製品在

庫が減少すると共に取引の決済条件が変化す

る．つまり，現金比率が高まり，信用期間が

短縮され，且つ価格割引幅が少なくなるか，

割増がつく．更に買手からのアヴァンスも増

える．したがって，現金収入は増大し，流動

資金に余裕が生まれる．供給超過の場合は逆

に現金比率が低下し，信用期間が長期化し，

価格の割引幅が大きくなる．現金収入は減

る．他方，生産財の購入者としては市況が不

利な場合は支払い条件が悪化する．現金比率

が高まり，信用期間が短縮され，且つ価格割

引幅が少なくなるか，割増がつく．更に売り

手へのアヴァンスも要求される．現金支払い

が多くなって，流動資金は逼迫する．市況が

自己に有利となれば，現金支払いは少なく

なって，資金的に余裕ができる．こうして販

売市場が需要超過であれば，流動資金に余裕

が生じ，資本投資に振り向けることができる

のであり，供給能力を増大しうる．生産財市

場が有利であればそれを促進し，逆であれば

抑制する．原料なりの入手が不確実となれば

流動資金は急いでその調達に注ぎ込まねばな

らず，流動資産の状態は悪化する．他方，市
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場が供給超過であれば，財務状態が逼迫して

投資は抑制され，供給能力は減る．このよう

にネップ期の社会的セクターの企業は価格に

よってではなく，主に流動資産のバランスの

変化を通して需要・供給の調整を行ってい

た．これを流動資産調整メカニズムと名付け

たい．資本投資とその資金手当が計画化さ

れ，上級機関の許可を得て行われるとして

も，先に見たように投資計画は工業の財務状

態など状況の変化に依存して頻繁に修正され

た．従って資本投資は強い外部からの逆行的

作用が働かない限り，事実上，流動資産の余

裕度の関数となる．そうした場合，銀行信用

による企業活動の調節は有効性が高まるであ

ろう．

このようなメカニズムの存在について，当

時，S．M．キセリョフは『ソヴェト国民経

済の景況における信用の役割』という論文で

次のように語っていた．

いずれかの生産部門が過剰生産となるとそ

の流動資産を逼迫させる．つまり債務が増加

し，預金が減少する．同時に製品在庫が増え

る．反対に過少生産となると製品在庫が減少

し，流動資本の回転が速くなる．同時に債務

が減り，預金が増える．このことは生産計画

の修正を指示する．こうして流動資産の状態

は過程の平準化を促す．キセリョフはそこで

銀行信用に重要な役割を与える．「信用は［資

金の蓄積と再配分の］仲介者であり，社会化

セクターの全ての遊休資金を扱い，この平準

化過程を促進する」６）．

ではこうした流動資産調整メカニズムが作

動していたとすれば，どのようにして一方

で，過剰投資を抑えつつ，効率的な資源配分

を達成し，他方で完全雇用を実現できるであ

ろうか．

先に見たように過剰投資は行政的制裁だけ

では対処できない．また予算制約をハードと

するだけでも企業が迂回行動や出し抜き行動

をとる限り，実効的でない．何らかの財務的

コントロールが必要となる．そこで当時，主

張されていた「工業融資の銀行方式」を幾分

モディファイして調節の手法を考えてみよ

う７）．

何より資金の余裕がある場合に，過剰投資

に向かうことが有利ではない条件を作り出す

ことが肝要である．つまり，不効率な投資が

企業経営のパフォーマンス指標にマイナスと

なるような仕組である．そうすると，余った

資金は過剰に投資するより，預金する方が有

利となる．また預けられた余剰資金の処分権

は外部の干渉から保護されねばならない．そ

のためには弾力的且つ中立的で強力な信用機

構が必要となる．預金利子は追加投資１単位

当り社会的限界収益性を基準とする．

そして工業内外から集めた預金を主たる財

源として信用機構が国営工業に対し長期・短

期の貸出しを行う．貸付利子もまた追加投資

１単位当り社会的限界収益性を基準とする．

ここで社会的というのは完全雇用を実現しう

るような投資水準の限界収益性を意味する．

追加投資の収益性は販売増分と費用の関数と

なるから，供給が需要を超過する場合には低

下する．投資収益を利子と比較考量したうえ

で，前者が後者を下回れば，企業は投資より

預金を選好するであろうから過剰投資を抑制

する．逆に需要が供給を超過する場合には一

般に追加投資の収益性は高くなるから，企業

は借入を増やし，生産を拡大する．

それでも社会全体としては資金過剰や不足

が生じうるであろう．その場合は資金吸収や

資金供給の金融政策を発動する．こうしたこ

とによって資源配分の効率化と完全雇用の両

立が達成できるに違いない．一般に潜在的成

長率が高く，資本が不足している時代には金

融政策が有効である．ネップ期がそうした状
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況にあったことは間違いない．経済のこの部

面では財政政策は補完的役割に留まる．

この場合，信用機構が単に利ざやによって

利益を得るのであれば有効な調整機能は望め

ない．企業と銀行の間に長期的・恒常的取引

関係が存在する限り，借入資金による追加投

資純益に対し信用機関にも一定比率でその分

け前に与る権利を付与すべきであろう．貸手

と借手の利益共有により効率化・健全化を図

るのである．それによりまずは信用機関に事

前的な投資内容のモニタリングを充分行なう

誘因を与える．ここでは信用機関の情報収

集・処理能力，情報提供が有用となる．投資

活動が始まれば投資計画が誠実に実行されて

いるか経過的にモニタリングを行なう．事後

的なモニタリングを行い，サンクションを課

すことも出来る．こうしたことによって投資

活動の実効的な財務的コントロールが可能と

なるに違いない８）．ネップ期には巧みな制度

化を図れば，そうした流動資産調整メカニズ

ムに基づく企業活動の調節システムが機能し

うる可能性があったといえよう．

� 註 �

１）連邦金属工業についてみれば，１９２６／２７年

度，資本投資の資金源の６６．６％は財政融資

と長期貸付である．減価償却フォンドは

１３．７％に留まる（Finansovye voprosy soi-

uznoi promyshlennosti i torgovli , Po

blansam i otchetam gosudarstv. khozor-

ganov i kooperatsii za 1926/27 g., M., 1928,

p. 34）．

２）Neftianoe khaziaistvo, 1926, №9, p. 328

３）Ekonomicheskaia zhizn', 14 December

1927, №285 ; 15 December 1927, №286

４）Ekonomicheskaia zhizn', 30 July 1927,№

171 社説

５）RGAE, fond 1576, op. 6, d. 24, 1. 48-49

６）Planovoe khaziastvo, 1928 №1, pp. 140-1

７）カツェネレンバウムは貯蓄を信用のチャン

ネルを通して集め，工業化の資金源とする

ことを主張している（Sotsialistcheskoe

khoziaistvo, 1927, № 2,p.5-32）．

工業長期貸付に関する議論は無数にある

（Ekonomicheskaia zhizn',5 March 1926 ,№

53 : Finansovaia gazeta,5 March 1926 ,№

53 : Torgovopromyshlennaia gazeta, 23

May 1926, №116 など）．

８）ブルスは市場社会主義における資本市場の

活用を考えている（Brus, Wlodzimirez and

Laski, Kazimires, From Marx to the mar-

ket, Oxford, 1989）．だが，資産の公有制を

前提した場合には，長期銀行信用と債券や

株式による資金調達とは機能や有効性の上

で，無差別となるのではないか．但し，新

事業，企業立ち上げの場合の出資形態は検

討課題となる．国家出資か，共同出資かの

問題である．
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